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序章
明治 28年(1895)4月17日の日・清の下関条約の締結により日本に台湾 。膨湖諸島が
割譲された。これにより昭和20年(1945)8月15日に日本が第二次世界大戦に敗れるま
での約50年間、台湾は日本の統治下に置かれた。当時の台湾は非常に劣悪で「療病の巣窟」
と称されるほど不衛生な場所であつた。その中でもペストやマラリア1といつた病気に悩ま
されていて、台湾総督府はこの病気の防邊事業を台湾統治の根幹の一つとして捉え、防過
事業を開始していつた。その理由には、ビゴーの代表的な絵にも象徴される「日本人は猿、
猿マネ」という劣等意識があり、それを払拭するために衛生事業を台湾統治の根幹と位置
づけて実施したのではないかと考えられる2。
先行研究としては飯島渉の『マラリアと帝国』3と本間恵介の研究4がある。飯島や本間
は台湾のマラリア防過の実態を明らかにしているが、彼らの研究は上層部のマラリア防過
であり、下部である衛生組合や原住民のマラリア防過に関しては手薄である。顧雅文の「植
民地期台湾における開発とマラリアの流行―作られた「悪環境」一」5は開発原病論6ゃ疾
病地理学の知識や GISを駆使して分析を行つて、マラリアは開発によつて悪環境が生み出
されたものであると結論付けた画期的な研究である。しかし彼女の研究はマラリアが開発
にようて生み出されたものであるという指摘に留まり、マラリア流行地における防遇事業
についてあまり触れられていない。劉士永の「"GIS Mala五a and Highland Environmentin
Colonial Taiwaゴ'」7は1917年から1921年の台湾におけるマラリア罹患者数のデーターを
整理し、マラリアからの「避難地」であつた700メートル以上の高地は、1920年代から台
湾総督府が推進した森林開発政策に伴う人の移動によつて主要な流行地となったことを指
摘し、GISによる空間分析の必要性を提言した研究である。また台湾におけるマラリア防
過に関する研究には疱燕秋の研究8がある。疱は台湾総督府のマラリア研究は植民地時期の
医学の出発点の一つであり、戦後の台湾医学発展の原動力の一つになったと指摘している
が、防過に関する分析は概説に留まつている。さらに「公讐」の活動業務を明らかにし、
公医が地方行政に関与していたことを明らかにした栗原純9や鈴木哲造10の研究がある。マ
ラリア防遇には封蚊封策と封原轟封策がある。封蚊封策とは、水溜、溝渠の埋立や排水溝
の浚渫などの地物整理などを指し、主に1919年のマラリア防過規則の改正によつて封蚊封
策の重要性が増し、法的拘束力を持つようになつた。封原轟対策とは、キニーネの服薬を
中心とした血液検査のことであり、マラリア防過は、封原贔対策を主軸として進められて
きた。
本論の研究目的は以下の二つに集約される。①台湾のマラリア防邊や衛生事業がどのよ
うな実態であったのかを明らかにすること、②どこの部署が衛生を掌つていたのかを明ら
かにすること、③どのような方法で衛生思想の普及を図つていたのかを明らかにすること
である。本論の研究方法としては日本植民地時期に刊行された文献からマラリア防遇の実
態を明らかにし、なるべく日本植民地を経験した人物に対しての間き取り調査で補完した
い 。
本論では、原典史料に基づいて台湾におけるマラリア防遇事業の内容を具体的に明らか
にし、衛生組合や模範部落の建設や大清潔法による定期的なコミュニティの清潔活動の実
施を材料として衛生思想の習慣化=近代化について検証していきたい。そのため第一章で
は台湾総督府のマラリア防過事業、第二章では地方 (州庁)のマラリア防過事業、第二章
では蕃地医療衛生について、第四章では学校教育における衛生教育及びマラリア防過教育
について検討する。
[一次史料]
『マラリア防過誌』台湾総督府警務局衛生課 1932年
『昭和十一年高雄州衛生要覧』 高雄州警務部衛生課 1937年
『衛生概況』新竹州衛生課 1939年
『昭和十四年版保健組合事業概況書』台中州警務部衛生課 1939年
ドクトル都築甚之助 『伝染病予防消毒免疫新論』報文社 1903年
『肉叉蚊第二回報告』台湾地方病及伝染病調査委員会 1905年
『公文類纂』第二十人編 1914年
五種の公学校国語教科書 1901～944年
橋本白水 『台湾の事業界と人物』南国出版協会 1928年
橋本白水 『台湾統治卜其功労者』南国出版協会 1930年
国府種武 『台湾に於ける国語教育の展開』第一教育社 1931年
『台湾六法』台湾日日新報社 1934年
『昭和十年台湾震災誌』台湾総督府 19364
『改訂台湾人士鑑』台湾新民報社 1937年
『台湾教育沿革誌』台湾教育会 1939年
『理蕃誌稿I～Ⅳ』台湾総督府警務局 1918～1938年
『台湾警察協会雑誌』『台湾警察時報』台湾警察協会1917～1944年
『衛生組合指導要領』高雄州警務部衛生課 1939年
『官営移民事業報告書』 台湾総督府 1919年
『吉野村概況』吉野村居住民會 1936年
四種の公学校理科教授書 台湾総督府 1915、1927、1929、1930年
『国語塾読本』鳳山郡民風作興會 1939年
『台湾五十一年末統計概要』進学書局 1969年
『高砂族調査書 第六編 薬用草根木皮』台湾総督府警務局 1939年
『国民読本参照国語科話方教材』墓湾線督府民政部學務課  1900年
[二次史料]
『理蕃の友I～Ⅲ』台湾総督府警務局理蕃課 1932年
下村八五郎 「墓南州下二於ケル 「マラリア」防過作業ノ賞際 卜其成績」『蔓湾讐學会雑誌』
1935年
森下薫、下村八五郎、杉田慶介 「新竹州下震災地方二勃奎セル流行性マラリアニ就テ」
『蔓湾讐學会雑誌』 1937年
羽鳥重郎  『眠鰐自叙回想録』眠鰐自叙回想録刊行会 1964年
森下薫   『マラリアの疫学と予防』菊屋書房 1976年
吉田幸雄  『図説人体寄生虫学 第2版』南山堂 1982年
藤井志津枝 『理蕃一日本治理台湾的計策』 文英堂 1997年
松田吉郎  『台湾原住民の社会的教化事業』晃洋書房 2011年
論 文]
薬茂豊 「中国人に対する日本語教育の史的研究」
周慧茄  「日治時期蔓湾公學校理科教育之研究」
2012年
王秋陽 「日本統治時代台湾における日本語教育―グアン氏言語教授法に関連して一」
『山口大学大学院東アジア研究科博士論文』2011年
[新聞]
『台湾日日新報』
[映像史料]
『学術映画 マラリア』塩野義商店学術映画部 森下薫・小田俊郎監修 1939年
長崎大学熱帯医学研究所にフィルムが保存されており、閲覧することができる。筆者は
既にこの『マラリア』という学術映画を拝借・閲覧し、当時のマラリアに関する研究や防
過方法について映像化されている。また翌年には映画の内容について『マラリア学術映画
梗概』という本に纏められ、塩野義製薬学術映画部から出版されている。因みに上記の本
は国立国会図書館デジタルライブラリー で閲覧することができる。
『筑波大學大学院博士論文』1977年
『台湾師範大学台湾史研究所碩士論文』
第一章 台湾総督府のマラリア事業
第一節 下水 。地物整理 (マラリア防邊の黎明期)
明治30年(1897)4月、台湾総督府がマラリア防遇事業の初期の措置として土石採掘跡
の取締に関する命令を出し、『マラリア防邊誌』(台湾総督府警務局衛生課 。昭和七年二月
二十日)4・5頁に次のように記載されている。
一、土石採掘跡取締に関する件 (明治三〇年四月民総第六人人号民政局長 (水野遵)
より各知事へ)
菫北城内外に於いては土碑を製し又は家屋建築に際し地上げの為め土石を採掘しその
跡を埋没せざる習慣あり執も其採掘したる後に汚水瀦溜し又は塵芥汚物堆積 し殊に人
家桐密の箇所に在りて最も不潔を極め衛生上有害たるは別に排を侯たず候右は獨 り蔓
北市街のみならず他各地に於いても亦同様のことと被存候果して然らば将来左の標準
に依り適宜取締の方法御設可有之依命此段及通達候也
一、市街地に於て土石を採掘したるときは直に其の跡を埋没するか又は汚水排除の装
置を為すなど汚水を瀦溜せしめざる様取締方法を設くること但し汚水排除の径路は所
轄警察官署の認可を請けしむること
一、市街外と雖も市街に連接し人家棚密の場所には前項を参酌適用すること
一、市街又は市街に連接したる人家桐密の場所に於て養魚池又は放生地泉水等を設け
んとする者は所轄警察官署に届出認可を請け排水口を設けしむこと
以上の史料から (1)市街地で土石採掘をしたときはその跡を埋没する。若しくは汚水
ツト除の装置を作る。汚水ツト水経路は警察の認可が必要である。(2)市街の外でも人口密集
地では同様。(3)市街や人口密集地付近で養魚地等水が溜まるものを設置する場合も警察
に届出て認可を受け、ツト水口を設けるなどの対策が実施されたことが分かる。
台湾総督府は、明治32年(1899)4月台湾下水規貝J、 6月台湾下水規則施行細則をそれ
ぞれ制定したが、『マラリア防過誌』5頁には次のように書かれている。
一、蔓漏下水規則制定 明治二十二年四月律令第六琥を以て墓彎下水規則制定同年五
月一日より施行せり。
一、蔓彎下水規貝J施行細則制定 明治二十二年六月府令第四十人琥を以て蔓湾下水規
則施行細則を制定せり。
以上の下水規則は主として市街地に施行せらるゝものなるもマラリア防遇上大なる効
果ありたるものと認む。
この史料からは台湾下水規則 。同施行細則の内容は明らかではないが、主として市街
地に施行され防過上大きな効果があつたといわれている。
因みに台湾下水規貝Jの要点を簡単に触れておきたい。
①公共下水は地方官庁が監督・管理者である。
②私設下水の場合は (イ)下水の改築修繕 (口)下水の新設 (ハ)下水の廃止及び下水の
清掃に関することが管理内容としてあげられ、この三つを行う際は地方官庁の指定及び監
督が必要である。また下水溜の設置に関する条文も記載されている。
同じく同下水細則の要点としては 3つある。①下水構造材料や下水溝の形に関する規定、
②私設下水道設置の際の許可制の明記、③私設下水道の工事竣成の際の衛生検査の実施に
関する規定が書かれている。H
明治32年(1899)9月、台湾総督府は鉄道港湾などの職工人夫の衛生管理に関する命令
を出し、『マラリア防過誌』5,6頁には次のように書かれている。
一、鐵道又は築港等に於ける職工人夫の衛生に開する件 (明治三十二年九月内訓第四十
六琥)
鐵道敷設及築港其の他諸般工事の着手に付ては多数の職工人夫等一時に唐集し平素衛生
上に無頓著なる彼等をして不潔汚織なる家屋内に群居せしめ衣服飲食其の他衛生上必要
の注意を怠る時は種々の疾患を醸し加之一朝博染病の侵襲を蒙るに至らば忽ち博染の勢
を遅ふし彼等個人の困難は勿論鶯に工事の進行を妨ぐるの不幸を見るやも計り知る可ら
ず如斯事例は内地に於いても往々賞験する所なれば多数の職工人夫を使役する場合に於
いては請負人直螢工事に係る時は該工事は直螢する官署に於ては別紙事項も設備及注意
を鶯し一面には職二人夫の健康を保護し一面には工事の進行を妨ぐる等の憂なき様措置
すべし
以上の史料からは工事現場で働く多数の職工人夫を不潔な住居に集団で住まわせている
と、伝染病が蔓延し工事の進行にも支障をきたす。日本内地では度々経験していることな
ので、工事を担当する官署が責任を以て職工人夫の衛生管理を行うように命令を出した。
別紙の職工人夫の衛生管理に関する施策は四点あり、職工人夫の宿泊所については以下の
ように記されている。
一 職工人夫等の宿泊所は左の各項に準像し構造すること
一、宿泊所は卑瀑汚務の土地に建設せざること
二、崖下に宿泊所を建設せる場合に於いては其の崖を距ること十二尺以上とし、崖下
には必ず排水溝を設くること
二、毎一人要するに居室の面積は一坪以上となすこと
四、居室は瀑雨を防ぎ採光通氣の粘に注意し窓は毎一人に封し一尺平方以上となすこ
と
五、寝菫を用ひざる寝所は必ず床を設け可成畳敷とし其床下は二尺以上となすこと
六、炊事場及浴場は人家桐密の場所に在りては相営の煙突を設くること
七、便所は井戸及炊事場を去ること三間以上場所に設け糞便の受器は釉薬を施したる
瓶又は不滲透性の材料を用ゐること
人、管下の排水及炊事場浴場等の汚水排除の鶯相営勾配を有する下水路を設け其の断
面は園形をなすこと
12
史料によると宿泊所はじめじめした汚い土地を避ける、職工人夫一人に対し1坪(約3.3
ピ)以上の居室面積を与える、窓は職工人夫一人に対し1尺(約30c m)平方以上のもの
を設置する。寝台を使用しない場合は畳敷きで床下は2尺(約60c m)以上にする、炊事
場や浴場には煙突を設置、ひさしの下には水の流れやすいツト水路を設置する等細かな決ま
りを規定した。また便器は釉薬を施したものか不浸透性の材料を使用するように規定され
た。釉薬を焼き物の表面に掛けて焼くと、水が漏れないようになり汚れも付きにくいとい
われている。
普通患者及び伝染病患者に対する設備については以下のように記されている。
二 普通患者及博染病患者奎生に際し療養又は隔離消毒等差支ざる鶯豫め左の各項に
準抜し設備を鶯すこと
一 讐師は常に雇置くか又は奎病者あるに際し診療治療に差支えぎる様豫て公讐若は
開業讐師と約束を鶯し置くこと
二 博染病患者収容に供する鶯隔離室を設くること
三 隔離室は人口百人に付き患者一人を収容するの割合を以て建設し患者毎一人に要
する病室の面積は一坪以上となすこと
四 隔離室には炊事場浴場便所を附属せしめ他の健康者と匝別すること
五 偉染病奎生に際し消毒法施行に差支ざる様豫て消毒薬を備置くこと13
史料によると、患者発生時に診療してくれる医師を確保しておく、伝染病患者を収容す
る隔離病室 (患者一人に対し一坪以上の面積)を設置する、隔離病室には炊事場浴場便所
が備え付けられ他の健康者と区別する、伝染病発生に備えて消毒薬を準備しておくことな
どが定められた。伝染病患者が発生した時の措置について次のように記している。
三 博染病患者嚢生したるときは速に所轄警察官署に届出同時に患者の隔離消毒法施
行等臨機相営の虎置を鶯し置き警察官吏臨検の上線て其の指揮に従ふこと14
伝染病患者が発生した時はすぐに警察に届出を行い、患者の隔離消毒などを警察主導で
行 う事が規定されている。また清潔法と身体の摂養 (健康維持)については以下のように
記されている。
四 平素左の各項に注意し清潔法の施行及身證の掃養を力しめること
一、衣服は時々洗濯し殊に就寝の際は清潔なるものを着用す
二、衣服臥具其の他畳等は時々日光に曝し乾燥せしむること
二、飲食物は腐敗に傾きたるもの或は腐敗し易きものを用ひざること
四、飲料水は豫め其の水質を検査し飲料に適するものを用ゆること但し善良の飲料水
得難き場所に於いては必ず煮沸して之を用ゐること
五、宿泊所の内外は不潔ならぎる様常に掃除を怠らぎること
六、便所は時々糞便を汲取り毎日一同石灰類を撒布すること
七、下水溝は常に疎通に注意し塵芥汚物の停滞せざる様掃除すること
人、人家棚密の場所に在りて炊事場における疏菜肉類の暦片及日々掃除したる塵芥は
覆蓋を有する塵芥箱に入れ置き塵捨場に運搬し又は一定の場所に於いて焼却すること
但し塵芥溜は塵芥汚物を取除きたる跡には其都度石灰類を撒布すること15
史料によると清潔な衣服を着用し寝具は日光消毒する、腐りやすい食材を使用しない、
煮沸消毒した水を飲む、下水溝は流れを良くするため掃除をする、生ゴミは蓋つきのゴミ
箱に捨て焼却処分する、ゴミや汚物をためておく所には石灰を撒くなどのルールを設けた。
石灰を用いるのは比較的安価であり、微生物の分解を遅くし殺菌効果があるために撒布し
たと考えられる。ゴミ箱を設置したりすることで規則に基づいてゴミや廃棄物を処理する
ことが行われ、ゴミはゴミ箱に捨てるということを習慣化させて衛生観念の近代化を図つ
ている。
以上の内容から職工人夫の健康を保護するため、又工事の進行を妨げる心配がないよう
にするため宿泊所の設備や職工人夫の生活に細心の注意を払い、尚且患者発生に備えて予
防対策していることが明白になつた。
明治33年(1900)12月、台湾総督府は新設停車場附近の衛生工事に関する命令を出し、
『マラリア防遇誌』8頁に次のように記されている。
一、新設停車場附近衛生工事に開する件 (明治三十二年十二月民衛第人九七琥各縣知
事へ通達)
鐵道布設工事の進捗するに従ひ新設停車場附近は漸次市街を形成し或は新設停車場と
在来の市街と自然接績するに至る場所も可有之に付右等の場所に於ては営初衛生及交
通上相営の設備を篤すにあらざれば後日諸般の障害を醸生すべきを以て縣下主要なる
場所に於ける新設停車場附近に新に市街を形成し近傍市街に接績する如き場所に於て
は豫め土地の高低を測り低地は適営の地上げを鶯し雨水汚水をして一定の地に排出し
得べき勾配を保たしめ道路の幅員及下水系統を定め之を標示して市街を形成せしむる
様施設可相成依命此段及通達候也
以上の史料より新設された鉄道の駅周辺の土地は、近隣の市街とのバランスを考慮し予
め土地の高低を測り低地は地上げをしたこと、雨水汚水を排出できるように道幅や下水系
統を定め市街を形成していつたことなどが明らかとなつた。
第二節 台湾地方病及び博染病調査委員会
明治 32年(1899)台湾総督府は台湾地方病及び伝染病調査委員会を設置し、『マラリア
防遇誌』5頁に次のように記されている。
一、蔓漏地方病及博染病調査委員會設置
本島に於ける各種疾病殊に地方病及博染病並阿片療者治療法等の調査研究は疾く其の
必要と認むる所なりしが適々蔓北、蔓南、蔓中の各讐院長讐学校長より菫湾地方病調
査會設置に開し建議する庭あり然れども刻下特に之に要する費用の豫算なきを以て不
得己先づ同年十二月調査會の規程を定め漸次其の調査に著手するの方針を執り該會に
開し費用を要する場合に於いては本年度衛生費より差繰支耕することゝし委員幹事を
命じたり
以上の史料より台北 。台南・台中の病院長や医学校長から早く台湾地方病及び伝染病調
査委員会を設置するべきという意見が出され、12月に調査会の規程を定め漸次調査に着手。
費用は衛生費から支弁することとし、台湾地方病及び偉染病調査委員会の委員と幹事を任
命したことが分かる。
第二節 医学的研究
マラリア防遇の医学的研究は明治34年(1901)より本格的に開始された。明治34年の医
学的研究については、『マラリア防過誌』8頁に次のように明記されている。
一、羽鳥重郎氏は本年線督府製薬所 (五月官制改正により専賣局に移る)附属衛生試
験室に於いて「アノフエレス」及其の飼養研究をなし成績を奎表せり
一、マラリア調査「アノフエレス」の研究肉叉蚊第一回報告書菫湾地方病及博染病調
査委員會臨時委員木下嘉七郎提出に付九月之を印刷に付し島内及内地各方面へ酉己布せ
り。同氏は三日熱及び熱帯熱の爾熱種「マラリア」の流行を認めたり。
明治34年羽鳥重郎氏が総督府製薬所付属衛生試験室でマラリアを媒介する蚊 (アノフェ
レス)の最初の研究を行つた。羽鳥重郎氏は明治32年に来台し、明治 34年当時は台湾総
督府製薬所嘱託、衛生試験室主務であつた。その後明治 35年台北庁検疫委員、同42年台
湾総督府防疫医官、翌年総督府の命を受け、台北庁北投においてコッホ流の対人的防過法
の実験を行つた。内容は約一六〇〇名の検血並びに牌腫検診を行い、判明したマラリア患
者にキニーネという薬の投与を組織的に行うというものであつた。大正 9年台北州衛生課
長を歴任する。日本熱帯医学の先駆者的存在であつた。16
台湾地方病及び伝染病調査委員会臨時委員の本下嘉七郎が、明治34年にアノフェレス研
究第一回報告書を提出している。木下はマラリア防過の先駆けとなるキニーネ予防内服法
を実施した人物である。17
明治 35年(1902)の医学的研究について次のように記されている。
一、東京帝國大学助教授今村保氏は本年七月本島に於ける「マラリア」研究の篤め末
蔓せられたるに付地方病調査委員を嘱託せ り同氏は新竹州南庄に於いて四日熱の流行
を證明せ り。
一、明治三十五年鳳山地方に於ける「アノフエレス」研究調査報告書を地方病調査臨
時委員木下嘉七郎より提出せ り。18
東京帝国大学助教授の今村保が来台し、地方病調査委員を嘱託する。四日熱型マラリア
を発見している。今村保は国家医学会に在籍し、『足尾銅山の衛生一般』という論文を著し、
足尾鉱山病院に依つて記録された死因統計表を利用し結核とは別の肺疾患による死亡率が
高いことを明らかにした。また 1902年に北豊吉と共に『徹菌学講義』を著す。19
明治36年(1903)の医学的研究についてはつぎのように記されている。
一、地方病及博染病調査委員會臨時委員木下嘉七郎より肉叉蚊研究第二回報告提出に
付本年六月之を印刷に付し内地及び島内各関係方面へ配布せり。
一、内務省痘苗製造所技師官島幹之助氏末菫に付本年七月地方病讐務を嘱託し、基隆、
深坑、菫北、新竹及墓中地方の「マラリア」に開する調査を鶯さじめたり。
一、地方病調査委員會に於いて「マラリア」蚊族研究の調査を鶯せ り。20
内務省痘苗製造所技師の官島幹之助氏が来台、地方病調査讐務を嘱託されマラリアの調
査研究を行つた。宮島幹之助氏は日本で最も早くマラリア原虫の発育とそのシナハマダラ
カによる媒介を実験証明した。明治36年痘苗製造所 (後の伝染病研究所)技師、大正3年
北里研究所創設とともに寄生虫部長となった。我が国における最も古い寄生虫学の研究
者 。指導者の一人で、広く医学・衛生界の発展に貢献した人物である。21
明治37年(1904)の医学的研究については以下のように記されている。
一、マラリア豫防法なる印昴J物に開し注意方
都築甚之助編著鳳山に於けるマラリア豫防策なる印刷物曇に鳳山麻に於て刊行頒布せ
しが一般人民をして本書記載事項を以て官麻の方針と誤解せしむるの虞なきにおあら
ざるを以て人月十七日左記の通鳳山麻長へ通達せられ次て同二十二日其の旨爾餘の各
麻長へ通牒せり。(本人六人琥)民警第一五〇六琥 (人月)
本年五月貴麻に於いて都築甚之助著 「鳳山に於けるマラリア豫防策」なるもの出版頒
布相成候虎右は畢党個人の意見に過ぎざるが故に之を官麻に於て出版頒布するときは
往々之を官麻の方針と誤解するもの之あるべく加之書中記載の事項にして営府の豫防
方針に違ふ等のことありては衛生行政の統一を攪すの虞なきを保せず候條注意可相成
依命此段及通達候也
一、墓東麻下に於ける「マラリア」調査 (十一月)
蔓東麻下に於ける「マラリア」病調査に開する報告書、蔓東讐院馨員蒲池佐惣太より
提出あり高覧に供せり (民警第二〇二九琥)22
5月鳳山庁で出版された都築甚之助著『鳳山に於けるマラリア予防策』に対し、総督府は
個人の意見に過ぎない内容と判断した。都築甚之助氏のマラリア予防策の内容はまだ調べ
られていないが、総督府の予防方針 (対原虫対策)と違つており衛生行政の統一を乱す恐
れがあるので注意するようにと各庁長へ指示文書を送っていたことが分かる。都築甚之助
は、明治～昭和初期にかけての陸軍軍医として活躍し、伝染病予防の研究を行い、脚気が
栄養欠乏で起こり、米糠で予防。治療が出来ることを発見した人物である。23著書には『麻
刺利亜新説』や 「麻刺利亜 卜蚊 トノ関係」『中外医事新報 (519)』等がある。また都築は、
北海道の開拓地におけるマラリア対策のため、北海道のアノフェレス蚊の研究を進めると
同時に台湾でも調査を進め、マラリア対策の根幹は対蚊対策に求められるべきだと持論を
説いた。24
台東庁におけるマラリア調査に関する報告書を台東讐院讐員の蒲池佐惣太が 11月に提出
した。蒲池佐惣太は後に台湾総督府医院医員を歴任し、狸紅熱の研究者としても有名であ
る。 25
明治38年(1905)の医学的研究は次のように記されている。
一、肉叉蚊調査報告書印行
本島地方病たる「マラリア」感染の原因を鶯す肉叉蚊に開し曇に営府地方病及俸染病
調査委員會嘱託官島幹之助及臨時委員木下嘉七郎をして調査研究を鶯さしめたりしが
同人等より之に開する報告書の提出ありたるに付本年四月之を印刷に付し各官麻、書
学校、讐院、讐師並に内地に於ける関係諸官衛へ配布せり。26
台湾地方病及び伝染病調査委員会臨時委員の木下嘉七郎がアノフェレス研究の中心とな
り何度も報告書を提出していることが分かる。
明治38年に印刷発行された報告書肉叉蚊 (アノフェレス)研究第二回報告書で前編を台
湾地方病及び伝染病調査委員会嘱託の官島幹之助氏、後編を臨時委員の木下嘉七郎氏が担
当した。研究の結果、台湾産のアノフェレスの種類は七種類 (A.sinensis,Wiedemann
A.Listoni,Liston   A.annulipes,Walker   A.fuliginosus,Giles   A.Rossi,Theobald
A.maculatus,Theobald    A.Kochi,Donitz) で あ る 。 A,sinensis,Wiedemann
A.Listoni,Liston A.annulipes,Walkerの三種 は台湾全 島に蔓延 し、特 に前二者
10
は,sinensis,Wiedemann A.Listoni,Liston)はその数が多い。A.fuligin sus,Gilesは数
は 少 な い が 南 北 に亘 り分 布 し、A.Rossi,Theobaldは嘉 義 以 南 で 産 す る 、
A.maculatus,Theobald A.Kochi,Donitz)の二種 は稀 に検 出す るのみ で あ る。
A.sinensis,Wiedemannは一年を通して発生し、A.Listoni,Listonは4月からll月(特に6
月～8月に多い)に発生する。等の内容を報告している。
第四節 マラリア流行地 (開発原病地)への防過事業
(1)彫湖庁
明治38年(1905)から同41年(1908)頃にかけて毎年のように膨湖庁でマラリアが大
流行している。明治 38年の膨湖庁への対応について『マラリア防遇誌』10～11頁に次の
ように記載されている。
一、膨湖島に於ける「マラリア」流行
本年人月中旬より膨湖麻下各地に激烈なる熱性病流行し死亡者漸く増加するの傾向あ
りき元来本島人は未だ内地讐師に信頼せざるが故に之が診療を受くるを厭ひ甚しき患
者に石灰水を服せしむるとの流言を放つものあるを以て同麻に於ても是等の謬見を匡
すと共に患者に説諭して讐師の診療を請はしめ施療救治したりしが病勢益々犯薇し九
月下旬に至る患者一千人百五十人人の多きに至り死者亦績出するを以て博染病に準じ
相営豫防法を施行し之が費用は博染病豫防費より支出したき旨稟申あり事態軽視すべ
からざるを以て右稟申を認可すると共に地方病及博染病調査委員會より委員大鳥次郎
を派遣して之が調査を鶯さしめたりしに検診の結果全く悪性 「マラリア」症たること
を確認したる旨報告あり依て同麻に封し之が豫防に努め蚊族の撲滅を計るべき旨厳達
し既に罹病せるものは速かに讐師の治療を受けしめ殊に夜間は必らず蚊帳を使用せし
むる様一般に訓諭せ しめたりしが措置幸に宜しきを得て十一月中旬より病勢漸次衰退
に趣き十二月下旬に至り全く終燎せり初奎以来の患者及死亡数左の如し
患者 人、九六二人
死亡   九二六人
患者百中死亡 一〇 。人人
8月中旬以降膨湖庁各地で熱病がパンデミックを起こし死亡者が続出した。総督府は伝染
病に準じ予防法を施行し、その費用は伝染病予防費から支出することとした。地方病及び
伝染病調査委員会より委員の大鳥次郎27を派遣し悪性マラリアを確認。蚊族の撲滅を計る
ように厳達し、患者には医師の治療を受けさせるように、夜は必ず蚊帳を使用することを
指導した。そしてアノフェレス発生に適した場所が多いにもかかわらず住民は夜間蚊帳を
使用せず、病気に罹つても治療を受けるものが少なかつたことに対して民政長官の後藤新
平が膨湖庁長に注意を与え、『マラリア防過誌』11～12頁に以下のように記されている。
一、マラリア防邊に開し膨湖麻長に封し通達 (民警第一、九七八琥十一月四国民政長
官)
貴麻下湖西外十人郷に於て熱性患者嚢生蔓延の勢猛烈なる趣報告之候に付賞地調査の
鶯め大鳥讐長を派遣せしに其の復命に依れば該病は全く悪J性麻刺里亜にして元来流行
地は海岸平坦の地にして到る虎瀦水沼地の如き「アノフェレス」蚊族嚢生に適営なる
場所少なからざるに住民は夜間睡眠時に蚊帳を使用せず又罹病するも自ら進んで書療
を受くるもの少なき等本病の嚢生蔓延に開する要約は殆んど具備せぎるなき賞況に有
之趣に就ては相営豫防法施行相成居 り候義とは存じ候へども尚ほ左の各項を賞施し今
回の如き惨状を持末再演せざる様措置可相成依命此段及通達候也
一、蚊族の嚢生すべき池沼瀦水地は賞地の状況に依 り之を埋没しるか又は相営排水の
方法を設くること
二、邸内は成るべく」卜水を能くし土地を乾燥ならしめ雑草は之を刈除すること
二、夜間睡眠時には蚊帳を用ふる習慣を養成すること
四、罹病者は速かに讐療を受くること
五、蚊族と該病との関係又其の恐るべきこと
其の他前各項の豫防上必要なること等を住民に理解せしむる方法を講ずること
以上
明治38年に民政長官の後藤新平が、悪性マラリア流行という惨事の再発防止を命じ徹底
すべき事項として次の五点を挙げている。①不必要な沼地 。水溜りの埋立て ②排水に注
意し雑草は刈り取る。③蚊帳使用の習慣化 ④罹病したら直に医者に行くこと ⑤蚊とマ
ラリアの関係を理解させる (衛生思想の普及)。 理解させる方法としては、衛生講話会の開
催や幻燈を用いたりしながら衛生思想の普及を行つた。
明治41年(1908)の膨湖庁への対応については次のように記されている。
一、悪性マラリア流行
膨湖麻附属列島に於ては数年末年々時を期して悪性マラリアの流行あり本年も亦大嶼郷に
於て人月以来嚢生九月中旬に至り患者百六十餘名を出し其の勢を昌板を極め益々蔓延の兆あ
り公讐を派し警察官吏と共に保甲を督励し豫防撲滅に努めたりしが十月上旬中に於ける四
名の嚢生患者を最終として終燎を告げたり本年中の患者死亡左の如し
患者
死亡
治療中患者
二人二人
人四人
九二人
人口千に封する罹患者 一一九人28
8月以降発生した悪性マラリアの流行に対し、総督府は公医を派遣し警察官吏と共に保甲
を督励し撲滅に努めた。明治 38年も同41年も勢い盛んなマラリアが総督府主導の下迅速
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に適切な措置が行われ短期間のうちに終息していることが分かる。
(2) 「蕃地」
明治40年(1907)から同42年(1909)頃にかけて「蕃地」開拓事業が盛んになり、こ
の事業に従事する者が多くなつた結果マラリア患者が著しく増加した。明治40年の「蕃地」
開拓事業に関わるマラリアの流行と対策については『マラリア防過誌』13頁に以下のよう
に記載されている。
一、マラリア流行及封策
本島風土病中最も注意を要すべきは「マラリア」にして各地方共に頻年彩多の患者を
出し豫防亦不良なりしが逐年衛生上の設備漸次歩武を進むると共に患者の奎生著しく
減少するに至れり然るに近時蕃地啓嚢に開する幾多の事業勃奎するに至り之に従事す
る者頗る多く徒て本病患者亦三十九年中より漸次増加し末り四十年中官立臀院並公磐
の治療に属するもの賞に四萬九千百三十九人の多きを見るに至り墓東麻下其の最も多
嚢地多く而して一般豫防に開しては十分之に注意すると同時に最近の「マラリア」学
説を應用し豫防の方法を賞施せしに其の効果の是に著しきものあり
目下之が豫防に壷痒中なり
官立讐院及公讐の取扱つた患者左の如し
年別  内地人
M39  二七、二三一
M40  -人、九七〇
本島人      合計
七、一二〇    三四、二五一
三〇、一九六   四九、一三九
「蕃地」啓発事業が盛んになつた結果マラリア患者が著しく増加した。明治40年に官立
医院 。公医が治療した人数は 49,139人にのばり台東庁が最も多かった。「最新のマラリア
学説」に就いての詳細はこの史料からは明らかでないがコッホ29やノホ ト30による対原虫
型のマラリア理論だと考えられる。その理論を応用し予防法を実施した結果著しい効果を
上げたという。
明治42年の「蕃地」開拓事業に関わるマラリアの予防については次のように記されてい
る。
一、マラリア豫防 衛生諸般の設備漸次進むに従ひ極要市街に在りては全く「マラリ
ア」の嚢生を見ざるに至れりと雖も近年蕃地開拓の業盛なるに伴ひ之に従事する者頗
る多く篤めに患者著しく増加 し年々一高有餘人の死者を出すに至り状況惨惰たるもの
あり然るに本病豫防に開し先年末調査研究中の事項も本年に至り略々完了せしを以て
汎く全島に亙り之を防過せむとし今や之が企蓋中に属せり而して最近本病死者数を奉
ぐれば左の如し
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年別
三十九年
四十年
四十一年
死者
一〇、五人三
一一、七一五
一一、七二三31
衛生諸般の設備が進歩し主要都市ではマラリアの発生がなくなつた。しかし「蕃地」開
拓事業に従事する者が多くなった結果マラリア患者が著しく増加した。惨愴たる状況だが、
調査研究中の事項も終了し更なるマラリア防遇を企画中であるという内容である。「蕃地」
マラリア予防に関する調査研究事項の詳細は不明であるが、総督府が「蕃地」開拓事業に
関わるマラリアの予防に力を注いでいたことが分かる。
(3)鐵道・水利等工事現場
(一)阿里山
明治43年(1910)3月高木友枝衛生課長が阿里山官営作業に関するマラリア防過方法に
ついて台湾総督府の佐久間佐馬太に上申書を提出し、『マラリア防過誌』22～23頁に以下の
ように記載されている。
一、阿里山官螢作業に開し「マラリア」防過方法施行方
明治四十二年二月八日高木衛生課長より左の上申書提出せり
上申書
仄に聞き及び候虎によれば我が蔓漏多年の問題たりし阿里山官螢の件は衆議院通過し
今や貴族院の議に上りつゝあり是又不日通過せらるべき形勢に有之趣右豫算にして協
賛有之候上は直ちに事業開始相成る可き事と被存候然るに森林所在地は海抜六千尺以
上に位するが故に未だ「マラリア」病毒の侵襲を被らず粁末と雖或は之が免疫地たる
を望み得ざるにあらずと雖嘉義より阿里山に至る海抜三千尺以下の土地ありては恐ら
く本病の流行を末すべく従て鐵道建設等に従事する職員工夫等の如きは必ず本病の悩
ます所となるは明瞭に有之延て事業経螢上支障を末し候様のこと有之候ては遺憾不砂
次第に候依て之が豫防治癒に従事せしめ兼ねて一般讐事衛生の事に営らしむる鶯に相
営員数の讐師を組織中に加へ且病室等の如きは診療に必要なる諸設備も亦豫算相成候
様致度滋に意見開陳仕候也
明治四十三年二月八日
内務局衛生課長技師 高木友枝
蔓湾総督伯爵佐久間佐馬太
衛生課長の高木友枝が台湾総督佐久間佐馬太32に阿里山周辺は海抜 1,800m以上の高地
でマラリアの心配は少ないが、嘉義から阿里山までの海抜 900m以下の土地では鐵道建設
等の従事者にマラリア流行の危険性があり、鉄道建設事業に支障を来してもいけないので
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予防・治療のため多数の医師や病室等の衛生設備の豫算をお願いしたという内容である。
またここから台湾総督府は議会の承認・協賛を経て阿里山官営事業を行つていることが分
かり、台湾総督は内閣の一員であるということが言える。
高木友枝氏は明治35年(1902)台湾総督府医院長兼台湾総督府医学校長となり、ついで
台北病院長、民生部臨時防疫課長としてペスト防疫、マラリア防過に尽力した人物である。
大正2年(1913)著書『台湾の衛生状態』により医学博士の学位を受けた。民生部臨時防
疫課長のあと内務局衛生課長技師となったものと考えられ、衛生総督といった異名をもつ。
33
(二)九曲堂
大正 3年(1914)7月台南庁の九曲堂水源地でマラリア防遇を実施することについて総
督府作業所から警察本署へ依頼があり、『マラリア防遇誌』45～46頁に次のように記されて
いる。
一、九曲堂水源地に「マラリア」防過の件 大正三年七月二十四日総督府作業所より
九曲堂水源地に封し「マラリア」防遇方法施行方左の通照會阿利たり (作業第一三二
九号)
マラリア病豫防に開し依頼の件
営所管理に属する九曲堂水源地方に「マラリア」病狙薇職員一同困難致し居候に付貴
署治療暦豫防暦に依 り救治致度候間罹病者監査の鶯め時々讐師の主張及今回開始に営
り原轟保有者の調査方便上阿縁麻に依頼致度に付何分御手配可然御取計相成度比段及
御依頼候也
尚出張讐の旅費は営所に於て負惰可致候
大正三年総督府作業所が警察本署に対し、総督府作業所管理の九曲堂水源地方でマラリ
アが流行しているので警察本署が指導している治療暦・予防暦により施薬するが、医師派
遣と原虫保有者の調査は阿緞庁に依頼した方が都合がいいので手配してほしい、出張署の
旅費は作業所で負担するということを伝えた。
それを受け警察本署長は台南庁長に次のように伝えている。
一、九曲堂「マラリア」豫防に開し大正三年七月二十五日警察本署長より墓南麻長宛
左の通照會せり (本衛第四二六琥)
マラリア豫防に開する件
貴麻下九曲堂水源地方は「マラリア」流行し同地勤務の作業所職員は之に犯さるゝも
の多く一同困難の趣に有之今般作業所は之が救済として豫防服薬開始の由にて援助方
依頼越候虎交通の便を計り阿緞麻防疫害をして之に営らしむること 致ゝ候條承知相成
度 右照會す34
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台南麻下九曲堂水源地方でマラリアが流行し多くの作業所職員が罹病し、救済の依頼が
あつた。交通の便がいいので阿線庁防疫讐を派遣するが承知してほしいという内容である。
また同時に警察本署長は阿線麻長に次のように依頼した。
一、九曲堂「マラリア」豫防に開し大正三年七月二十五日警察本署長より阿縁麻長宛
左の通照會せ り (本衛第四二六琥)
マラリア豫防に開する件
蔓南麻下九曲堂水源地方は「マラリア」流行し同地勤務の作業所職員は之に犯さるゝ
もの多く一同困難の趣に有之今般作業所は之が救済として左記方法に依る豫防法施行
の由就ては原轟保有者及患者の検索其の他施行に開し援助監督を受け度旨同所依 り依
頼越し候條貴麻防疫讐をして之に営らしむる様致度 右照會す
左記
一、営所在勤者一同の血液を槍査す
(イ)原轟保有者は別紙治療暦に依 り服薬せしめ全治の上は別紙の豫防暦に依 り豫防
服薬を鶯さしむ
(口)原贔を保有せざる者には別紙豫防暦に依り豫防服薬を鶯さしむ
二、施行中豫防服薬者 「マラリア」類似の疾病に罹りたるときは血液検査を鶯し原轟
の有無を確め保有者なるときは別紙治療暦に依り服薬せしむ
追て出張旅費は作業所より支給の筈に付出張は其の都度水源地事務所に打ち合せられ
度候35
台南麻下九曲堂水源地方のマラリア流行に対し、阿縁麻防疫讐を派遣し援助監督をして
ほしい。その方法は①作業所在勤者全員の血液検査、原虫保有者は治療暦に従い服薬、全
治した後は予防暦に従い予防服薬する。原虫保有していないものも予防服薬する。②予防
服薬者がマラリア類似の病気に罹つた時は血液検査、原虫保有者には治療暦に従い服薬す
る。出張旅費は作業所より支給。出張はその都度水源地事務所と打ち合わせをしてほしい
という内容である。そして阿線庁長は警察本署長に次のように回答する。
一、九曲堂水源地 「マラリア」豫防に開し大正三年七月二十七日阿縁麻長より本署長
宛左の通同報あり (阿警衛第二三六三琥)
七月二十五日付本衛第四二六琥を以て営麻防疫讐をして九曲堂水源地「マラリア」豫
防法施行の鶯め援助監督方の件左記各項に依り従事せしむることに致し候條右に御了
知相成度
右同答す
左記
一、毎月一回原轟保有者を調査すること
一、毎月一回以上月反薬監督の鶯め出張すること36
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阿縁庁防疫讐派遣の件を阿緞麻長は了承した。阿縁庁の派遣した防疫讐37が毎月一回原
虫保有者を調査する (血液検査)、 防疫讐は毎月一回以上服薬監督のために派遣するという
内容である。以上から台南庁下九曲堂水源地でマラリアが流行し、特別に阿線庁から防疫
害を派遣したことが分かる。治療暦 。予防暦の詳細は不明だが、総督府が適切で迅速な措
置を講じている様子が窺え知れる。
(三)撲石閣
大正4年(1915)総督府は鉄道工事人夫に対する措置を決定し『マラリア防過誌』48頁に
次のように記されている。
一、花蓮港麻瑛石閣支麻水尾庄及掃りヽ地方は鐵道工事人夫の約一割は常に「マラリア」に
侵され工事に支障を生ずる趣を以て防過方法施行方希望あり、水尾庄は住民共同負愴とし
掃りヽは鹿島組にて薬品等を負惰せしめ咲石閣防過事務所に於て毎月一回採血槍鏡せしめ原
轟携帯者には「マラリア」防遇方法に準じて規定の月反薬を鶯さしめ尚掃ツヽ工場に於ては一
般健康者にも毎週二日間の豫防服薬を篤さしめたり。
以上より花蓮港庁撲石閣支庁の水尾庄と掃りヽ地方は鉄道工事人夫の約一割が常に「マラ
リア」に侵されていたこと、現場からの希望に依り防遇方法を施行したことが分かる。費
用は水尾庄は住民共同負担、掃ツヽ地方は鹿島組の負担としている。防過方法は瑛石閣防遇
所で月一回血液検査、原虫保有者は服薬する。掃ツヽ工事場では健康者も毎週二日間予防服
薬を行うという内容である
(4) 内地人移住地
明治43年(1910)3月高木友枝衛生課長が花蓮港方面殖民計画に関するマラリア防過方
法について佐久間総督に上申書を提出したが、その内容は『マラリア防過誌』23頁に以下
のように記されている。
一、花蓮港方面殖民計蓋に開しマラリア防過方法施行方
明治四十二年二月八日高木衛生課長より左の上申書提出せり
上申書
今般花蓮港方面殖民計豊の趣聞知致候然るに同方面は「マラリア」の流行劇甚なる地域に
有之候に付之に封する豫防の方法は今より十分施設するの最も必要なるを認め居候就ては
別紙蔓縄地方病及博染病調査委員會委員羽鳥重郎の報告に係る方法は適営なるものと被相
認候に付御採用相成尚前顧以外の殖民部落へも前段同様御施行相成候様致度上申候也
明治四十二年二月八日
内務局衛生課長 高木友枝
墓湾総督伯爵佐久間佐馬太
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以上から花蓮港方面はマラリア流行が非常に激しい地域なので十分な予防が必要で羽鳥
重郎38の報告書に書いてある予防法を実施してほしいという内容を上申している。この羽
鳥重郎 (地方病及伝染病調査委員会委員)の報告書には次のように記載されている。
墓溝地方病及博染病調査委員會委員羽鳥重郎報告書の一節
新設移民部落の「マラリア」豫防に開する件 新鮮にして未だ全く「マラリア」に感染せ
ざる内地移住民部落を新たに建設するに際し「マラリア」豫防上の第一の要義は之に「マ
ラリア」病毒を入れじめず前々無毒状態を保持するにあり此の目的を達せんには計書の完
全と規律の厳正なるとを要す例之七脚川の如き隔絶せる地域に設定するは最も適営なるも
のと認むべし
(イ)凡そ新鮮移民を収容すべき部落は土著人部落を距ること千五百メー トル近くも千メ
ー トル以上なるを要し此距離以内に土著人を居住せしめざること
(口)土著人苦力其の他の外来者は日没前に移民匡域外に退出せしむること
(ハ)移民匡域内の在住者は一切外泊し又は日没後まで匡域外にあるべからざること
移民は花蓮港墓東上陸後直ちに其の所定部落に入らしむべきこと
(二)新鮮移民にあらずして移民匡域内に在住するもの及前項に反したるものは注意者と
して直ちに厳密に「キニーネ」の豫防的内服を働行すること二ヶ月を下らず且時々血液検
査を行ふこと
(ホ)外末者にして日没後尚退出せざるもの若は宿泊するもの已むを得ざるものは必ず一
定の防蚊室内に限り滞在又は宿泊をしむること
(へ)蚊帳は各戸に之を給し長く完全を保たしむること39
マラリアに感染したことのない内地人が台湾で移住民部落を新たに建設する場合、一番
重要なことはマラリア病毒と接触しないことである。そのためには完全無欠な計画と厳正
な規律が必要不可欠である。具体的には次の 6′点である。①移民部落は本島人の村から最
低限lkm以上離す。②本島人及びその他の外来者は日没前に移民区域外へ退出させる。③
内地人は外泊禁止、日没前に帰宅。④上記事項の違反者はキニーネ内服を二ヶ月以上続け
血液検査を行う。⑤やむを得ず外来者が移民匡域内に宿泊する場合、防蚊室内に宿泊させ
る。⑥各戸に蚊帳を支給し使用を徹底させる等である。
万一マラリア患者が発生した場合の措置及びその他の事項について次のように記載され
ている。
如上数項にして完全に励行せらるれば必ず其の目的を達すべしと雖萬一不幸にして「マラ
リア」患者奎生し若くは績奎を見んか次の諸項を厳施するを要す
(卜)「マラリア」患者は必ず一定の防蚊病室内に収容治療すること
(チ)「マラリア」の後療を完全遂行すること
(り)必要に應じ「キニーネ」の豫防的内月長を一般に賞施すること
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(ヌ)患者は毎同二日相次で健者は一ヶ月に一回採血検査すること
(ル)患者の血液検査を施行するに営リー 回にて病原虫を発見せざる時は翌日重ねて其の
検査を行ふこと
其の他凡そ「キニーネ」を私費を以て購入せしむべからず而して各人が壇に「キニーネ」
を携帯し又は之を服用せしむべからざること
無意味なる溝渠小瀦水地を作さしめざるべし其給大なる池坂には必ず魚類を飼養せしむベ
きこと
病室には完全なる防蚊装置を施すこと
治療及び診査を完ふする鶯め讐員を置くこと及検査に必要なる器具器械等を備付くること
此の如くして無「マラリア」部落を成さんかよく其の労働能力を保存じ一回奉げて繁榮の
日を見んことを期すべきなり他の移民地の如く病毒の浸潤姦に久しきか如くなるに至らざ
らんは惟れ一に監督指導宜しきを得るや否にありて存す40
以上の史料よリマラリア患者が発生した場合は、①患者は防蚊病室内で治療する。②最
後まで完全に治療する。③必要に応じ健康な者にもキニーネ予防内服を実施する。④血液
検査の実施等の措置を講じる。其の他の事項として①勝手にキニーネを購入 。服用させな
い。②不必要な溝や池を作らない。池には魚類を飼育する。よく飼育されていたのは、マ
ラリア対策の一環として放流されたタップミノー (タブミノ)41である。③病室には防蚊
装置を設ける。④治療のため医師を置き必要な器具を準備しておく等が挙げられる。
第五節 マラリア防遇会議
台湾総督はマラリア対策が急務であるとして明治42年(1909)に最初のマラリア防邊会
議を開催した42。明治43年(1910)12月については『マラリア防遇誌』28～29頁に次の
ように記載されている。
一、マラリア豫防上に開する協議決定
明治四十三年十二月十六日讐學校に於て明四十四年度「マラリア」豫防に開し協議し
左の件決定せり。
一、豫防方法施行地
東海岸は花蓮港街、撲石閣街、成廣潟、移民指導所二箇所
蔓北麻下は北投庄に縫績施行すること
西海岸は鳳山街、阿線街、竹頭崎街、樟脳寮庄、九曲堂水道工事現業地
二、豫防薬として「キニーネ」を用ゆるときは九日目十日目に各一瓦服用せしむるこ
と但し全量二瓦を四十八時間内に四同又は十同に分服せしむるも差支なし
三、プラスモジュームトレー ゲルを見出して治療する方法を市街地に施行すること
四、「マラリア」豫防方法を施行する他の住民には適宜の方法に依り蚊帳を所持せしむ
ること                               以上
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研究事項
一、キニーネ錠を官製となすの可否
一、錠剤器械の研究 稽垣、羽鳥、小島、勝山、春原の諸氏委員となり調査する
こと
其の他マラリア智識を周知せしむる鶯三ヾ四〇―五〇頁位の「マラリア」豫防心
得を刊行すること
明治43年12月総督府が医学校で開催した会議において翌44年度のマラリア防過方針が
決定された。①マラリア防過法の施行地 (東海岸の花蓮港街、瑛石閣街、成廣湾、移民指
導所二箇所、蔓北麻下の北投庄に継続施行。西海岸の鳳山街、阿緞街、竹頭崎街、樟脳寮
庄、九曲堂水道工事現業地)②キニーネを予防内服する時期と薬の分量 (二日間でキニー
ネ2gを分服、八日間の間隔をあけて服用する)③マラリア原虫プラスモジュームトレー ゲ
ル43の発見に伴い新たに開発された治療方法を市街地で施行すること。④予防方法施行地
以外の住民には蚊帳を所持させることの以上四事項を決定した。また今後継続すべき研究
課題としては①キニーネ錠を官製とするかどうか、②錠剤を作る器械の研究 (稲垣長次郎
44.羽鳥重郎・ガヽ島草二45o勝山虎二郎46・春原三壽吉47の調査研究)③マラリア予防心
得の刊行を挙げている。稲垣・羽鳥 。小島は以後のマラリア防邊会議にも参加する人物で
ある。また勝山は線督府医院薬局長であり、春原は線督府医院調剤師である。
明治44年(1911)2月の会議については次のように記されている。
一、マラリア」豫防會議の件
明治四十四年二月二日内務局長公室に於て「マラリア」豫防上に開し協議左の事項を
決定せり。
一、マラリア豫防方法施行地は前決定の箇所とす
二、賞行方法の具證的に起草し警務課長會議に附すること
二、告諭、豫防上の法規等は衛生課に於て起草すること
四、衛生講話、幻燈等を催し住民の衛生思想を向上せしむること
五、営局に於て毎月一回會議を開くこと48
明治44年(1911)2月内務局長公室で開かれたマラリア予防会議において次の五点が決
定された。①マラリア予防施行地は前年度 (明治43年)決定の箇所とすること、②具体案
を警務課長会議に諮ること、③告諭や予防上必要な法規は衛生課で起草すること、④住民
の衛生思想を向上させるために衛生講話や幻燈会を開催すること。⑤内務局で毎月一回會
議を開催することが決定された。
明治44年4月の会議については次のように記されている。
一、マラリア防遇に開する會議
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明治四十四年四月二十日衛生課棲上に於てマラリア豫防上に開し會議を開き國府防疫
事務官は東海岸の視察報告をなし終て協議決定せし左の如し
會員は岡田、國府、渡邊の各防疫事務官並に倉岡、小島防疫讐官、森防疫讐出席す。
四十四年度に於ては東海岸に「マラリア」撲滅方法を賞行すること左の如し
一、花蓮港街、市街地全部
鐵道部員は同部に於て施行のこと但し検血は絶督府出張員に於てし又賞行し易からし
むる鶯警察官吏を補助せしむるは差支なし。
一、撲石閣、成廣鴻
所在公讐をして採血の上花蓮港街に送附せしめ営方に於て検査し服薬は警察官吏に依
頼し、施行に付ては営方より出張せざること但し監督巡視は三ヶ月に一回位の割似て
なす
一、卑南街
敷ヶ月の後には花蓮港街の従事員に餘裕を生ずべく其の期に於て施行に着手すること
以上49
明治44年4月衛生課において開催されたマラリア予防会議で、国府小平防疫事務官が東
海岸の視察報告を行い、その後以下の三点が決定された。①花蓮港街全域でマラリア撲滅
方法を実行。鐵道部員は同部で施行し、検血は線督府出張医と警察官吏が協力して行 う。
②咲石閣と成廣湾はその地の公医が採血を実施し、花蓮港街に送り衛生課で検査する。服
薬は警察官吏が行 う。施行については衛生課からの出張は実施しないが、咲石閣と成廣湾
の監督巡視は三ヶ月に一回程度とする。③卑南街に対するマラリア撲滅方法は、花蓮港街
の従事員に余裕が出来てから実施する。会議出席者は岡田義行50、國府小平51、渡邊順親
防疫事務官52、倉岡彦助53、ガ、島第二防疫医官、森滋太郎防疫医54の六名であつた。
明治44年(1911)12月の会議について以下のように記している。
一、マラリア防遇に開する會議
明治四十四年十二月五日午後二時より衛生課長室に於てマラリア防遇上に開し協議決
定すること左の如し
阿線 小島防疫讐官提出
一、鳳山支麻管内マラリア防過に開する件
鳳山街捕鼠過怠金二千五百園位あり之を以てキニーネを購入し同支麻管内十人ヶ所の
派出所に配布し置き住民の需に應じ施興することゝしては如何
協定
「キニーネ」の服用は必ず讐師の指定に依らしめ之を濫用せしめざること
菫南麻下に於ける捕鼠過怠金は捕鼠の奨励に費すべき方針なり麻長と内議この方針を
愛ぜざれば如何とも難し
二、阿縁麻蕃仔哺庄及蔓漏製糖會社に阿線街同様特別 「マラリア」防邊法施行の件
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同庄に土人六百人會社使用人六百人計千二百人あり阿緞街防疫組合匠域内に属し又會
社及庄民も防遇法施行を希望し居るを以て賞施しては如何
協定
讐學校卒業生を月五十日以内の手営にて雇入れしめ営府監督指導の下に會社に於て施
行せしむること
尚右讐師には年末等に於て相営賞典せしむること
讐師は堀内教授に於て周旋すること
二、阿緞街防疫方法縫績に開する件
同街は給防邊の目的を達したるもの 如ゝく今日に於ては約原轟携帯者一%患者一%計
二%なり故に同街は之を鷹の手に移す等徒末の方法を愛更するの必要なきや
協定
従来の通引績き施行し高木技師の婦朝を待つこと55
明治44年12月衛生課長室で開催されたマラリア防遇会議で阿緞庁の小島第二防疫医官
が提出した三点の案件についての協議が行われ以下の決定がなされた。
① 山街の捕鼠過怠金でキニーネを買い鳳山支庁内の派出所に置いてはどうかという提案
に対して、キニーネの服用に関しては医師の指示が必要でそれに基づいて実行すること、
及び台南庁については過怠金を捕鼠奨励に使う方針なので捕鼠過怠金でキニーネを買
うことはできないということが決まつた。②台湾製糖会社56も住民もマラリア防遇法の
実施を希望しているので阿線庁蕃仔哺庄と台湾製糖会社に阿線街同様の特別マラリア
防邊法を実施してはどうかという提案に対し、医学校卒業者を雇い総督府指導の下特別
マラリア防遇法を実施すること及びその医師は堀内次雄教授57が斡旋することが決ま
つた。③阿縁街はマラリア防過の目的をほぼ達成し原虫保有者 1%患者 1%の計 2%に
なつたが、従来の防過方法を変更する必要はないかという提案に対し、従来通り施行し
高木友枝技師の帰朝を待つて再検討するという事が決定された。以上のうち②の「阿線
庁蕃仔哺庄と台湾製糖会社に総督府指導の下、阿縁街同様の特別マラリア防遇法を実施
する」ということが新たなマラリア防遇政策として決定されたことが窺える。医学校卒
業生もヤラリア防邊対策に関与していることも分かる。
また花蓮港庁の羽鳥重郎防疫医官提出の案件については次のように記載されている。
花蓮港街 羽鳥防疫讐官提出
一、花蓮港街防遇方法縫績に開する件
花蓮港街は土地の奎展急遠にして住民の移動甚だしく防遇困難なり徒末の方法に於て
改むべき所なきや
協定
呉全城、鯉魚尾等病毒輸入地方 (花蓮港へ)へは豫防服薬法を施行すること
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追て時期を見計ひ一定期間花蓮港街に豫防服薬を兼行すること
出席者     岡田衛生課長     稽垣讐院長
堀内教授       寛讐長
古田教授       倉岡防疫医官
羽鳥防疫医官     小島防疫医官
國府防疫事務官    渡邊防疫事務官
森防疫讐官58
花蓮港街は発展著しく住民の移住が多く防遇困難であるが従来の防過方法で改めるべき
所はないかという提案に対して、呉全城、鯉魚尾等病毒輸入地へは予防服薬を施行し、ま
た一定期間花蓮港街にも実施することが決定された。つまり、従来のマラリア防過政策の
内容を改めるのではなく、マラリア防遇重点地域の追加や変更を行い、試験的にマラリア
予防方法実施の段取りを変更したということがいえる。
明治 44年(1911)12月の会議出席者は岡田義行衛生課長、稲垣長次郎医院長、寛繁医
長59、堀内次雄教授、古田坦蔵教授60、倉岡彦助防疫医官、羽鳥重郎防疫医官、小島第二
防疫医官、國府小平防疫事務官、渡邊順親防疫事務官、森滋太郎防疫医官の 11名であつた。
第六節 マラリア撲滅計画
明治 44年(1911)3月、台湾総督府はマラリア撲滅計画を各庁警務課長会議に諮ったが、
『マラリア防過誌』29～30頁に次のように記されている。
一、各麻警務課長會議へ提出「マラリア」撲滅計豊(二月)
(一)一般「マラリア」撲滅計書とは「マラリア」流行地に封する一般撲滅方法なり。
(二)特別「マラリア」撲滅計蓋とは特に撲滅法の施行地と指定せられたる地域内の撲滅
方法なり。
(一)一般マラリア撲滅計董
一、下水の築造修繕掃除を怠らざること
二、溝渠其の他水溜は常に排水を計 り且之を整理し其の不必要なるものは埋むるの方
法を講ずること
二、住家附近の竹林は常に下枝を伐 り排い藪及雑草を刈除すること
四、汚水溜は可成築造せしめざること
五、マラリア治療又は豫防の目的を以て「キニーネ」を濫に用ゆるは宜ろしからず必
らず讐師の指定に依るべきこと
六、以上の施行に就きては保甲其の他の機関を督励し事務に営らしめ自衛心を喚起す
ること
七、時々幻燈會講演會を開き「マラリア」と蚊との関係及 「マラリア」豫防の心得等
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を通俗に講演し併せて個人衛生思想奎達上有益なる通俗講演を鶯すこと
明治 44年3月台湾総督府が各庁警務課長会議を諮つた。「マラリア」撲滅計画は「一般
マラリア撲滅計画」と「特別マラリア撲滅計画」の二種類に区別される。特別マラリア計
画とは、マラリア撲滅方法の施行地として台湾総督府が特別に指定した地域61に対して施
行されるものである。それに対し一般マラリア撲滅計画とは、総督府から指定を受けてい
ないマラリア施行地に対して施行されるものである。
一般マラリア撲滅計画の具体的内容は次の 7つである。①下水掃除、②不要な水溜りの
埋立て処理、③家の周りの草刈り、④汚水溜の可成築造の禁止、⑤キニーネの使用は医師
の指示に依ること、⑥上記事項は保甲62及びその他機関 (衛生組合)が中心となつて行 う
こと、⑦住民にマラリアと蚊の関係について幻燈会や講演会を開催し啓蒙し理解させ衛生
思想の向上を計ることである。
⑦について総督府は視覚的に本島人や内地人を啓蒙するために「マラリア」防過宣博固
給を刊行するが、『マラリア防遇誌』52頁に次のように記されている。
一、「マラリア」防遇宣博固給印刷頒布
「マラリア」防遇に開する民智涵養資料として蚊と「マラリア」の関係を表示せる国
給を奎行し、麻、支麻、派出所、匡長及び保甲其の他小公學校等多衆人の出入する場
所に掲示することの有益なるを認め営府衛生課に於いて固案を考案し蔓北市人甲庄田
中仙之助をして刊行せしめたるに各麻より左記の通り所要希望あり人月十八日奎送せ
しめたり但し一葉五拾銭とす。
以上の史料よリマラリアと蚊の関係を表示させる民智涵養資料 (啓蒙資料)として固給
を発行した。庁や支庁、派出所、区長、保甲、小学校及び公学校といつた人の集まる場所
に掲示することが決められ、国案は総督府衛生課が考案し、田中仙之助によつて干J行され
たことがわかる。
特別マラリア撲滅計画については次のように記載されている。
(二)特別マラリア撲滅計蓋
一、マラリア撲滅計董は一定の地域を指定し之を施行す
二、撲滅方法は原轟携帯者を嚢見し之に一定の服薬を命じ原贔を殺滅するにあり
三、右方法の賞行に就ては絶督府より執行官を派遣し其の事に営らしむるより所在警
察官吏は其の指揮に従ふこと
四、右施行に要する「キニーネ」及其の製剤並に検診の費用は官の支耕とするも其の他
の費用は保甲其の他機関より支耕すること63
特別マラリア撲滅計画は総督府が特別に指定した地域に施行するものであり、原虫保有
24
者発見と強制服薬に依るマラリア原虫除去に重点を置くものである。総督府より執行官を
派遣して計画を実行し、特別指定地域の警察官は執行官の指示に従うことを定めた。また
キニーネの代金や検診費用は官費で支払い、地物整理等の費用は保甲や衛生組合等の機関
の支出とした。
さらに特別マラリア撲滅計画を施行する地域が属する庁・支庁の義務に就いて、次のよ
うに記されている。
(ア)施行地域たる麻支麻の義務
一、公共下水の築造修繕掃除を怠らざること
二、公共溝渠其の他水溜は常に排水を計り且之を整理し其不必要なるものは埋むる方
法を講ずること
三、讐師が「マラリア」患者を診療したるときは警察官吏に届出でしむること
四、貧困者にしてその義務を履行し得ざる者あるときは保甲其の他の機関より補助せ
しむること
五、以上の施行に就きては保甲其の他の機関を督励し事務に営らしめ自衛心を喚起す
ること
六、時々幻燈會講演會を開き「マラリア」と蚊との関係及「マラリア」豫防の心得等
を通俗に講演し併せて個人衛生思想嚢達上有益なる通俗講演を鶯すこと64
特別マラリア撲滅計画を施行する地域が属する庁・支庁の義務として 6つ定められた。
①公共下水の掃除、②不要な水溜 りの埋立て、③医師がマラリア患者を診療した時は警察
へ届け出ること、④貧困者には保甲が金銭的援助をすること、⑤上記事項は保甲や衛生組
合を中心として行うこと、⑥住民にマラリアと蚊の関係について幻燈会や講演会を開催し
啓蒙し理解させ衛生思想の向上を計ること。
また特別マラリア撲滅計画を施行する地域内に居住 。滞在する者の義務については、次
のように記載されている。
(イ)施行地域内居住者滞在者の義務
一、定期または臨時の検査に要する採血を拒むことを得ず
二、原轟携帯者と認定せられたるもの及讐治を受けざる「マラリア」患者は指定の服薬
を拒むことを得ず
二、家長はその家に「マラリア」患者若しくは疑わしき患者にして讐療を受けざる者あ
る時は警察官吏に届出づべし
四、寝臥の際は必ず蚊帳を用ふべし
五、日常汚物の掃除に注意し空糧空罐等雨水の瀦溜するもの毀却すべし
六、下水の築造修繕掃除を怠るべからず
七、毎日一回芥藪の伐採及家屋内外の清潔法を施行すべし (家財は取り出すに及ばず)
人、汚水溜は可成築造すべからず
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九、溝渠其の他水溜は不必要なるもの埋没すべし
十、「キニーネ」の月受用は必ず讐師の指定に依り之を濫用すべからず
十一、其の他麻支麻に於て必要と認めたる事項
以上は保甲其の他規約に規定し違背者には過怠金を科すること
以上65
特別マラリア撲滅計画を施行する地域内に居住 。滞在する者の義務として①強制採血に
応じる、②患者 。原虫保有者は強制服薬に応じる、③家族内に必要な治療を受けないもの
があれば家長が警察に届出る、④蚊帳使用の励行、⑤不要な水溜りの処理、⑥下水掃除、
⑦毎日一回の草刈り、③キニーネの使用は医師の指示によること、⑨家屋内外の清潔法の
実施、⑩上記事項を保甲や衛生組合の規約66に規定し、その違反者は罰金を科すこと等が
定められている。
「一般マラリア撲滅計画」と「特別マラリア撲滅計画」では行う対策は類似している点
が多いが、「特別マラリア撲滅計画」の方が警察官や執行官といつた人たちと保甲が密接に
連携してマラリア撲滅に取り組んでいる。また「特別マラリア撲滅計画」の方がより義務
的拘束力が強い。
第七節 マラリア防邊規貝Jとマラリア防邊心得
1、 マラリア防邊規則
台湾総督府は大正2年(1913)4月、マラリア防遇規則を制定し、『マラリア防過誌』74,
75頁に次のように記載されている。
「マラリア」防邊規則 大正三年四月律令第五琥
第一條 蔓湾線督府はマラリア防邊の鶯にする槍診、血液検査、治療、服薬、清潔保
持其の他の方法及費用徴収に開し必要なる命令を嚢することを得
第二條 本令に基きて嚢する命令に依る義務者がその義務を履行するの資力なき場合
に於ては蔓潟線督の定むる所に依り義務者の鶯すべき事項は防疫組合又は保甲之を施
行すべし
第二條 防疫組合、保甲又は私人本令または本令に基きて嚢する命令に依り施行すべ
き事項を施行せず又は之を施行するも充分ならずと認むるときは行政官麻は自ら之を
施行しその費用を義務者より徴収することを得
墓溝租税滞納虎分規則は前項費用の徴収に付之を準用す但し先取特権のI贋位は國税及
地方税に次ぐものとす
附則 本令は大正三年五月一日より之を施行す
総督府は大正2年4月にマラリア防過規則を制定し、①血液検査、治療服薬、清潔保持67
等の方法と費用徴収に関し必要な命令を出すこと、②経済的な理由でマラリア防遇の義務
を果たせないものがいる場合は、防疫組合や保甲が代行すること、③防疫組合や保甲又は
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個人のマラリア防過に対する取り組みが不充分であれば、行政官庁が直接施行し費用は義
務者から徴収できる (皇湾租税滞納処分規則を準用する)ことが定められた。史料からは
防疫組合について詳細は明らかではないが、明治41年(1908)2月に律令第3号により「台
湾防疫組合規則」68が制定されている。
2、 マラリア防遇規貝1施行規貝J
台湾総督府は大正2年(1913)4月、マラリア防遇規則施行規貝Jを制定した。全 16条[た
だし第 10条は大正8年(1919)の改定に依り削除]から成 り、台湾総督や知事、庁長等の
職や権限については『マラリア防遇誌』75,76頁に次のように記している。
「マラリア」防過規貝J施行規貝J 大正三年四月府令第二十九琥 改正大正八年府令第
一一人琥一一年第二十三琥
第一條 「マラリア」防遇規則に依り行政官麻に属する職権は知事又は鷹長之を行ふ
第二條 知事又は麻長は必要ありと認むるときは「マラリア」防過方法を施行するこ
とを得
前項の場合に於ては其地域及期間を其都度墓脅線督に報告すべし
第二條 蔓彎総督に於て必要ありと認むるときは地域及期間を定め「マラリア」防遇
方法の施行を知事又は麻長に命ず
第四條 知事又は麻長は「マラリア」防過方法施行の地域及期間を告示すべし
第十一條 知事又は麻長は保甲をして「マラリア」防邊に開し規約を定め之を履行せ
しむることを得
第十三條 知事又は鷹長は第五條に依 り治療を受けたる者及服薬したる者より其の費
用を徴収することを得
第十四條 「マラリア」防過方法施行地域内に在る諸官衛の首長は知事又は鷹長と協
議し其の麻舎に封し本令に準じ相営の方法を施行すべし
第十五條 知事又は麻長は市ヂ、街庄長、匠長、保正、甲長をして「マラリア」防過
の事に従はじむることを得
前頃の規定に依り「マラリア」防過に従事する防疫組合職員又は匡長、保正、甲長は
其の事務に開し営該吏員の指示に従ふべし
総督府は大正 2年(1913)4月、マラリア防邊規則施行規則を制定し、①マラリア防過
に関する行政官庁の職務は知事 。庁長が行 うこと、②知事・庁長が必要ありと認めた時に
マラリア防遇方法を施行することができる (地域・期間を台湾総督に報告)、 ③台湾総督が
必要ありと認めた時は地域 。期間を定めマラリア防遇方法施行を知事 。庁長に命じる、④
知事 。庁長はマラリア防遇方法施行の地域 。方法 。期間を告示すること、⑤知事 。庁長は
保甲に対し、マラリア防遇に関する規則を定めさせ実行させることができる、⑥知事、庁
長は治療 。服薬等の費用を徴収できる、⑦マラリア防遇方法施行地域内の役所の主張は知
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事と庁長と協議しその庁舎に対し防遇方法を施行すること、③知事 。庁長はマラリア防過
に関し、市ヂ、街庄長、区長、保正、甲長を従わせることができる等を定めた。
マラリア防邊方法施行地域内の土地 。建物の所有者の義務については次のように記され
ている。
第七條 「マラリア」防遇方法施行地域内に在る土地、建物の業主、所有者又は占有
者は営該吏員の指示に従ひ其の土地、建物内の清潔を保持し及 「アノフェレス」蚊族
の駆除を施行すべし
第人條 「マラリア」防過方法施行地域内に在る土地、建物の業主、所有者又は占有
者は知事又は麻長の定むる所に依りその土地、建物内の清潔保持及 「アノフェレス」
蚊族の駆除を施行すべし69
マラリア防過方法施行地域内の土地・建物の所有者の義務については、マラリア防過に
関する役人の支持や知事 。庁長の決定に従い、土地 。建物内を清潔に保ちアノフェレス蚊
の駆除を実行することが定められた。
マラリア防過方法施行地域内の居住者・滞在者等の義務については次のように記載され
ている。
第五條 「マラリア」防過方法施行地域内の居住者及滞在者は「マラリア」防過の篤
にする槍診、血液検査、治療、服薬及検診、治療、服薬の鶯にする召集を拒むことを
得ず
第六條 「マラリア」防遇法施行地域内の居住者及滞在者は知事又は麻長の定むる所
に依り寝臥に営り防蚊方法を施行すべし
第九條 「マラリア」防邊方法施行地域内の保甲は営該吏員の指示に従ひ道路、下水、
公園其の他公共物の清潔を保持し前二條の義務者が蒐集したる汚物を虎分し及 「アノ
フェレス」蚊族の駆除を施行すべし
第一二條 「マラリア」防過方法施行地域内の戸主又は之に代わるべきものは其の家
に「マラリア」または其の疑ある患者ありたるときは速に同地域内の営該吏員に届出
べし
第一六條 正営の理由なくして第五條の召集を拒みたる者、第六條乃至第人條に違反
したる者は科料に虎す
附則 本令はマラリア防過規則施行の日より之を施行す70
マラリア防邊方法施行地域内の居住者 。滞在者等の義務については、①治療、服薬を行
うための召集命令に従 うこと、②知事、庁長の決定に従い、寝るときは防蚊方法 (蚊帳を
用いる)を実行すること、③保甲は役人の指示に従い、道路・下水など公共物を清潔に保
ち防遇方法施行地域内の土地 。建物所有者が蒐集した汚物を処分し、アノフェレス蚊の駆
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除を実行すること、④マラリア患者や疑わしき者がある時は戸主が速やかに役人に届け出
ること、⑤治療・服薬71等を行うための召集命令に従わない時や寝るときに防蚊方法72を
実行しない時、又は防遇方法地域内の土地・建物の所有者がアノフェレス蚊の駆除を怠っ
た時は罰金を科すことが定められた。
大正8年(1919)のマラリア防邊規則施行規則の改正により原虫保有者の検出、強制服
薬法の実施から地物整理に重点を置くマラリア防過の方針転換を図ると共に同年 5月に訓
令第65号の「マラリア」防過規貝J施行規程を改正し、マラリア防過作業の徹底を期するた
めに防疫讐、讐務助手、防過手を配置した。また地物整理費や検血服薬などは国庫伝染病
予防費から支弁されるとマラリア防遇規貝1施行規程第九条で明記されている73
台湾総督府は大正2年(1913)マラリア防過心得を作成し一般の人々に配布したが、『マラ
リア防過誌』39、40頁に次のように記載されている。
一、「マラリア」防過心得の配布
マラリア防過心得74
甲「マラリア」病
「マラリア」は俗間にて濾本島にては寒熱症と呼ふ疾病にして其の病原は「プラスモ
デウム」と稽する極めて微細なる動物なり。
蚊族中「アノフェレス」と積する種属の蚊ありて「マラリア」患者を刺贅し患者の有
する病原即ち「プラスモデウム」を血液と共に吸ひ取るときは病原は此の蚊の證内に
寄生して盛に増殖し人若し斯の病原を有する蚊の篤に刺贅るるときは病原は蚊の唾液
と共に人の饉内に移され弦に始めて人は「マラリア」に感染するものなリー たび病原
の人の血液中に入るや一定の嚢育を遂げて其の一病は更に数多の胚子に分裂しその胚
子は亦成熟して胚子を生する等反覆極りなく其の数を増加す而して熱は此の胚子分離
する際起るものなるが故間歌性に奎作す「マラリア」熱是なり
台湾総督府は大正 2年マラリア防邊心得を配布し、①マラリアの病原体「プラスモジュ
ーム」という寄生虫であること、②アノフェレスという種類の蚊がマラリア患者を刺した
時に血液と共にプラスモジュームを吸い取ること、③病原体は蚊の体内で盛んに増殖する
こと、④プラスモジュームを吸い取つたアノフェレスが人を刺す時に病原体を移すこと、
⑤人の体内で病原体は成熟 。分裂を繰り返し胚子が分離する時に発熱すること、それが間
歌性のマラリア熱であること等の知識を一般に広く啓蒙した。
マラリア予防の具体的方法については、以下のように記載されている。
乙「マラリア」防過方法
「マラリア」は前に述べたるが如く蚊の刺督に依りて博染する疾病にして其害の甚だ
しきは世人の能く知る虎なり故に本病に就ては特に注意し之が豫防法は自から進んで
其の途を講ぜざるべからず今その概要を奉ぐれば左の如し。
豫防法概要
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一 平常蚊の刺督を受けざる様注意するは豫防上第一容義なるが故に薄暮より除轟菊
等の燻姻をなし蚊を駆ふことも宜しく寝臥の際は必ず蚊帳を用ふることを怠らざるこ
と
二 邸宅附近の樹木竹林は相営の手入をなし雑草を刈除して射光通風を佳良ならしむ
ること
二 溝渠下水は常に掃除を怠らず其破損せるものは改築若は修繕を加ふること
四 瀑潤の地にして常に雨水の瀦溜する如き箇所は排水を計り或は埋土を鶯し且水を
承くるに容易なる器にして子子を発生しむる嫌あるもの (竹筒糧等)は之を取片付け
置く等線て蚊の嚢生を絶つの工夫をなすこと
五 家屋の内外は常に清潔に掃除し蚊は殊に押入庖厨浴場便所等冷暗瀑潤の箇所を好
むを以て之に潜伏せしめざる様心懸くること
六 畜舎は好んで蚊の集まる所なれば家屋同様注意すること
七 「マラリア」に犯されたりと自覺したときは速に讐師の治療を受くること
人 「マラリア」治療又は豫防の目的を以て濫に「キニーネ」を用ふるは大なる害を
招くことあり必ず讐師の指定に従ふこと
九 「マラリア」患者の蚊に刺贅さるるときは蚊に病原を興 (興)へ他人に「マラリ
ア」を俸染せしむるものなるが故患者は治療を怠らず且晩間早く蚊帳内に入る等病毒
を他人に博へざることを勉むるは公衆の鶯なるのみならず又自己の鶯なれば留意すべ
きこと
十 家長は常に家族の疾病に注意すべきは勿論なりと雖その一家に「マラリア」患者
若は疑はしき患者あるときは速に讐治を受けしめ家族の幸福を計ること75
防過「麻墟利亜」須知76
台湾総督府は大正 2年(1913)マラリア防過心得を配布し、マラリアと蚊との関係を説
明して蚊に刺されないことが一番肝要であると指摘している。マラリア予防の具体的方法
として蚊帳の使用、雑草の刈り取り、除虫菊燻姻、溝渠下水の掃除、排水の工夫、家屋や
畜舎の清潔保持などの予防法が挙げられている。また罹病した場合は医師の治療を受け、
キニーネ使用は医師の指示に従 う、自分のためだけでなく他人にマラリアをうつさないた
めにも治療を怠らない、家長は家庭内の患者に治療を受けさせるなど、医師の治療を受け
ることの重要性が説かれている。
以上の史料より、マラリア防遇心得を配布することに依リマラリア病とはどんな病気な
のか、マラリア病と蚊との関係性について一般の人々に対して分かりやすく説明し、マラ
リア防過の効果を上げようと尽力している様子が窺えし得る。
最後にマラリア防遇規貝J、 同施行規貝Jによって法的拘束力が明示されると共にマラリア
防遇心得によってマラリアと蚊に関する知識や対策方法の共有化を図る狙いがあつたと考
えられる。
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第人節 マラリア防邊事務講習
蔓溝線督府は大正 8年(1919)6月マラリア防遇従事員 (讐務助手)の養成を検討した
が、『マラリア防遇誌』57頁に以下のように記されている。
一、「マラリア」防過従事員養成に開する件 民警第一五一六琥 (大正八年六月二十
四日)
「マラリア」防邊に従事する讐務助手は警察本署に於て養成 し必要の箇所に配置する
ものと麻に於て直接養成するものと二途を採り末り候虎近時之等の技術員排底し新規
採用は勿論欠員補充等著しく困難を感じ延て事業の進捗を防ぐること不砂候に付爾後
右職員の養成は左記により取扱相成可然哉
右相伺候。
記
一、講習期間 約二箇月
一、講習中は営府雇傭員を命じ月俸二十園以内又は日給壼園以内を給す
総督府は大正 8年6月、人数が不足しているマラリア防過従事員の養成を検討した。マ
ラリア防遇讐務助手は警察本署で養成するものと庁で直接養成するものと二通りの養成方
法があるが、新規採用も欠員補充も困難な状況なので医務助手の養成を行うべきだという
内容である。講習期間は約二箇月、講習中は総督府雇傭員を命じ、月給30円以内又は日給
1円以内を支給することも決められた。
総督府は大正8年(1919)8月13日に第 1回目のマラリア防過事務講習を開催し、3回
の合計28人の修了者を各庁に配置した。77マラリア防遇事務講習の主催者 。開催月日・講
師等の詳細は以下の表 1-(I)、表1-(Ⅱ)の通りである。
表1-(I) 線督府主催マラリア防邊事務講習
開催月 日 講習生 (名) 講師
第一回 自大正八年人月十三
日至同九月二十三日
12 防疫官 羽鳥重郎
技手 只野陽二郎78
第二同 自大正八年九月二十
三日至同十一月四日
?
?
?
?
第二同 自大正八年十二月六
日至同九年一月二十
一 日
5
?
?
?
第四同 自昭和五年二月十四
日至同二月十八日
37 技師  穴澤穎治79
技師  森下薫80
(出典 :『マラリア防過誌』170頁より筆者作成)
?
?
表 1-(Ⅱ)各州麻主催マラリア防過事務講習
州麻 開催月 日 講習人員 (名) 講師
墓北州
菫北州
大正十一年二月 10 衛生課長 羽鳥重郎
大正十二年二月 10 衛生課長 羽鳥重郎
大正十三年二月 10 衛生課長 羽鳥重郎
大正十四年二月 10 衛生課長 羽鳥重郎
衛生技師 桐林茂81
昭和元年二月 10 衛生技師 桐林茂
鈴木外男衛生技師82
昭和二年二月 10 衛生技師 桐林茂
衛生技師 鈴木外男
昭和三年二月
36
衛生課長 穴澤穎治
宮川富士松衛生技師
83
昭和四年二月 8
衛生課長 穴澤顧冶
宮川富士松衛生技師
昭和五年二月 10
衛生課長 穴澤頴冶
下村八五郎衛生技師
84
昭和六年二月 10
宮川富士松衛生課長
下村八五郎衛生技師
新竹州
昭和五年十月 7
衛生課長吉田泰三85
警察馨田村庄五郎86
昭和六年五月 7
警部 池田末記87
衛生技手
佐藤慶二郎88
菫南州
大正十一年二月 27
衛生課長重松英太89
警察馨 野田兵三90
警部 西本安衛91
大正十二年二月 25
衛生課長 重松英太
宮川富士松衛生技師
警察馨 安達敬智92
警部 樺山吹次郎93
大正十二年二月 3
重松英太衛生課長
宮川富士松衛生技師
32
墓南州
樺山崚次郎警部
警部佐伯長-94
嘱託 下村人五郎
大正十四年二月 31
宮川富士松衛生技師
地方技師下村人五郎
警察馨 榊原保95
警部 樺山吹次郎
大正十五年二月
32
衛生課長 野田兵三
警察磐 下村八五郎
警部 樺山吹次郎
嘱託 豊住政次郎96
警部 堀之内榮蔵97
昭和三年一月 35
衛生課長 野田兵三
警察馨 下村八五郎
安倍貞次衛生技師98
嘱託 豊住政次郎
警部 堀之内榮蔵
昭和三年二月 37
衛生課長 野田兵三
警察讐 下村人五郎
衛生技師 安倍貞次
嘱託  豊住政次郎
警部  竹村将城99
技手 清水清-100
昭和四年三月
35
衛生課長 野田兵三
衛生技師 安倍貞次
警察讐 豊住政次郎
警部   竹村将城
技手 清水清一
昭和六年二月 33
衛生課長 野田兵三
衛生技師 安倍貞次
嘱託  豊住政次郎
警部  高橋幾-101
技手 清水清一
高雄州
大正十一年五月 8
警察馨 勝木貞次郎
102
警部 瀧澤豊吉103
33
高雄州
大正十四年二月 14
地方技師 島義雄104
衛生技師 吉田泰三
大正十五年四月 7 地方技師 吉田泰三
衛生技師 榊原保
大正十五年五月 3 地方技師 吉田泰三
衛生技師 榊原保
大正十五年七月 24 地方技師 吉田泰三
衛生技師 榊原保
大正十五年十一月 2 地方技師 吉田泰三
衛生技師 榊原保
昭和二年四月 13 地方技師 吉田泰三
警部  堀之内榮蔵
昭和二年五月 5 衛生技師 榊原保
昭和二年六月 3 衛生技師 榊原保
昭和二年七月 2 衛生技師 榊原保
昭和三年九月 6 衛生技師 榊原保
昭和二年十月 3 衛生技師 榊原保
昭和三年人月 2 衛生技師 榊原保
昭和三年九月 2 衛生技師 榊原保
昭和三年十月 2 衛生技師 榊原保
昭和三年十二月 7 衛生技師 榊原保
昭和四年一月 3 衛生技師 榊原保
昭和四年二月 3 衛生技師 榊原保
昭和四年七月 1 衛生技師 榊原保
昭和六年二月 22
地方技師 安達敬智
警部補  細川頼市
105
蔓東麻 昭和五年七月 47 線督府技師
穴澤顆治
花蓮港麻 昭和二年人月 12
頴川一三警察讐 106
警部 清水倉太107
衛生技手 内木場豊吉
108
雇  本浦籐松109
34
花蓮港鷹
昭和四年四月
警察讐 頴川一三
警部  清水倉太
衛生技手 本浦籐松
昭和六年七月
警察磐 松本留吉110
警部  清水倉太
衛生技手 本浦籐松
(出典 :『マラリア防過誌』170～173頁より筆者作成)
以上の表1-(I)、1-(Ⅱ)より台湾総督府のマラリア防過事業の中枢人物である防疫
官の羽鳥重郎・技師の穴澤穎治、技師の森下薫などがマラリア防遇事務講習の講師を務め
ていたことが分かる。また各州麻主催のマラリア防邊事務講習では衛生課長・衛生技師だ
けでなく警察医や警部もマラリア防邊事務講習の講師を務めていたことが分かる。総督府
主催の講習終了生は65名にのぼる。また州庁主催の講習終了生は蔓北州で124名、新竹州
で16名、蔓南州で285名、高雄州で132名、蔓東麻で47名、花蓮港麻で34名である。
台湾総督府は大正 8年(1919)8月にマラリア防邊事務講習規程を制定したが、発布理
由としては次のように記されている。
一、マラリア防遇事務講習規程奎布 人月二十一日訓令第百六十四琥を以て「マラリ
ア」防遇事務講習規程奎布す理由は「マラリア」防邊方法施行地年々増加し既に七十
餘箇所に及び尚横
張の計董あり然るに書務助手の補充常に困難の結果全然無経験の者採用するの賞情に
あり防遇作業上遺憾不砂を以て将来に開し讐務助手の豫備員を養成し従業員配置の園
満を期するにありHl
マラリア防邊施行地の増加に伴い讐務助手が不足し未経験者のものを採用している状態で
ある、更にマラリア防邊施行地を拡張する計画もあり書務助手予備員を養成する必要があ
るというのがマラリア防遇事務講習規程発布の理由である。
マラリア防過事務講習規程の具体的な内容については『マラリア防過誌』57,58頁に以
下のように記載されている。
一、「マラリア」防遇事務講習規程制定の件 大正八年訓令第百六十四琥を以て左の通
り「マラリア」防過事務講習規程制定なり
第一條 「マラリア」防邊事務講習は必要に應じ随時之を開始し『マラリア』防過讐
務助手として緊要なる事項を講習せしむるものとす
第二條 講習員は警務局若は麻所属雇員及傭員又は公共衛生費事務員とす
第二條 講習に開する事務は警務局に於て之を取扱ふ
第四條 講習科目は左の如し但し時宜に依り増減することを得
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一 「マラリア」に開する學術
二 「マラリア」に開する例規
三 「マラリア」に開する統計
第五條 講師及講師補助は警務局職員中より警務局長之を命ず
第六條 講習中随時試験を行ふことあるべし
第七條 講習員講習に開する心得は警務局長之を定む
参照
大正八年人月十三日より第一回講習開始、警務局に於ては「マラリア」防過讐務助手
たるべき者二十四名衛生課傭員として採用、講師として羽鳥防疫医官、沼田、光田警
部、只野技手及講師補助、尾田、三浦雇を任命せり
総督府大正 8年(1919)8月にマラリア防遇事務講習規程を制定し、①マラリア防過事務
講習は必要に応じて随時開催すること、②講習員は警務局か庁所属の雇員・傭員又は公共
衛生費事務員とすること、③講習に関する事務は警務局が取り扱 うこと、④マラリアに関
する学術、例規、統計を講習科日とすること、⑤講師 。講師補助は警務局職員の中から警
務局長が任命すること、⑥講習中に試験を実施すること、⑦講習員心得は警務局長が制定
することが定められた。講師として羽鳥重郎防疫医官、沼田俊警部H2、光田満喜太警部H3、
只野陽二郎技手、尾田通永雇H4、三浦民司雇H5が任命された。
マラリア防遇事務講習規程第七條に従い台湾総督府警務局長は大正8年(1919)8月マ
ラリア防過事務講習員心得を制定したが、『マラリア防過誌』58,59頁に以下のように記さ
れている。
一、『マラリア』防過事務講習員心得制定の件 大正八年八月十三日より「マラリア」防遇
事務講習開始に付講習員心得左の通り定めらる。
マラリア防過事務員講習心得
一、講習員講習中は規律を守り熱心に勉励すべし
二、講習員講習に開して講師及講師補助の指示に従ふべし
二、講習員中よりIJI長副班長を指名す
班長は講習員を代表し講習に開して命ぜられたる事項を虎理すべし
副班長は班長を補助し班長事故あるときは之を代理すべし
四、講習員は指定の授業時間前の講習所に集合すべし
五、講習員は授業時間中講師の許諾なしに講習場を離るべからず
六、講習員快席遅刻早退せしむるときは其の旨を申出べし
七、講習員は講師及講師補助講習場入退の際は姿勢を正して敬祀すべし
人、講習科目指営講師及び授業時間は別に定る所に依る
右の通り相定む
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警務局長
大正八年人月十二日
警務局長H6は大正8年8月マラリア防過事務講習員心得を制定し、①講習員は規律を守り
講師の指示に従うこと、②講習員の中から班長・副班長を決めること、③講習員は従業前
に集合し勝手に講習場から離れないこと、④無断欠席しないこと、⑤講師が入退場する時
は姿勢を正して敬礼をすることなどが定められた。
小結
菫溝線督府はマラリア防邊事業の初期の事業として下水 。地物整理に邁進し、明治30年
(1897)土石採掘跡の取締に関する命令を発令し汚水排除を義務付けた。明治32年(1899)
には関連法案である台湾下水規貝J。同施行細則を制定した。同年、鉄道港湾などの職工人
夫の衛生管理に関する命令を出し、工事現場で働く職工人夫の生活環境に細心の注意を払
い博染病の蔓延を予防するように清潔の習慣化を命じた。また明治33年(1900)には新設
停車場附近の衛生工事に関する命令を出し、新設された鉄道の駅周辺の土地は雨水汚水を
ツト出できるように道幅や下水系統を定め市街を形成していつた。
明治32年(1899)蔓溝線督府は台湾地方病及博染病調査委員会を設置し、その後のマラ
リア防過の医学的な研究が本格的に開始された。
明治 38年(1905)から同41年(1908)頃にかけて毎年のように膨湖庁でマラリアが
パンデミック状態になり、蔓湾線督府の適切な措置 (墓漏地方病及博染病調査委員や公署
の派遣)により速やかに終息した。明治40年(1907)から同42年(1909)頃にかけて「蕃
地」開拓事業に従事する者の間でマラリア患者が著しく増加したが、蔓彎総督府が予防方
法を実施し良い結果を残した。明治43年(1910)から大正4年(1915)頃には阿里山。
咲石閣の鉄道工事現場・九曲堂の水利工事現場でも、蔓漏総督府は適切かつ迅速なマラリ
ア対策を講じた。また明治43年(1910)花蓮港方面の内地人移住地部落建設に際し、蔓湾
総督府は隔離政策 (内地人移住者を台湾人から分離 。隔離する政策)と防蚊法 (蚊帳 。蚊
取線香の使用奨励)。キニーネ予防内服法の徹底を図つたことが明らかになつた。
皇湾総督府は最初のマラリア防遇会議を明治42年(1909)に開催した。明治43年(1910)
の会議ではマラリア予防方法の施行地やキニーネを予防内服する時期 。薬の分量などが決
定された。明治44年(1911)2月の会議で毎月一回会議を開催することが決定された。同
年3月菫湾総督府はマラリア撲滅計画を各庁警務課長会議に諮り、マラリア撲滅計画を「一
般マラリア撲滅計画」と「特別マラリア撲滅計画」の二種類に区別した。一般マラリア撲
滅計画とは総督府から指定を受けていないマラリア流行地に施行されるものであり、、特別
マラリア撲滅計画とは、花蓮港街、墓北廃北投庄、高雄州鳳山九曲堂など特にマラリア患
者の発生率が高く総督府から特別指定地域に定められた所に施行されるものであつた。特
別マラリア撲滅計画は原虫保有者の発見と強制服薬によるマラリア原虫の除去に重点を置
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くもので、総督府より執行官を派遣して計画を実行し特別指定地域の警察官は執行官の指
示に従うことが定められた。また特別指定地域のキニーネの代金・検診費用は官費で支払
い、地物整理費などは保甲其の他の支出とした。明治 44年(1911)12月の会議では阿線
庁蕃仔哺庄と台湾製糖会社に総督府指導の下阿線街同様の特別マラリア防過法を実質ると
いうことが新たなマラリア防過政策として決定された。
童潟線督府は大正 2年(1913)マラリア防過規則 。同施行規則を制定し、台湾総督や知
事 (鷹長)の職務・権限、マラリア防過方法施行地域内の土地建物の所有者の義務や居住
者滞在者の義務について定めた。同年蔓漏線督府はマラリア防過心得を配布 し、アノフェ
レスに関する知識を一般の人々にわかりやすく説明して防過意識の向上を図ろうと努力し
た。
大正8年(1919)墓湾線督府は人数不足を補うためマラリア防遇従事員の養成を検討し、
マラリア防遇事務講習を開始した。マラリア事務講習では蔓溝線督府のマラリア防過事業
や地方のマラリア防過事業に大きく関与してきた羽鳥重郎や穴沢顕治、森下薫などが講師
を務めた。各州庁主催のマラリア防遇事務講習では、衛生課長・衛生技師だけでなく警察
讐や警部も講師を務めた。同時に台湾総督府はマラリア防過事務講習規程 。マラリア防過
事務講習心得を制定し、マラリア防邊施行地増加に伴う医務助手不足に対処したことが明
らかになった。さらに戦前の警察行政は現在のように治安維持のための行政ではなく、衛
生や教育なども掌る行政機構であったことが明らかになった。
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第2章 地方のマラリア防過の実態
大正9年(1920)の台湾地方制度の改正に伴い、マラリア防過の事務管轄が台湾総督府
より地方自治園膿に移管されたH7。『マラリア防過誌』においては、マラリア防過事業の
記述は昭和7年(1932)の医療事業に関する記述で終わつており、台湾全島の地方におけ
るマラリア防過事業の詳細な記述はない。その具体的な内容を以下で検討する。
第 1節  特別会計伝染病予防臨時費資金とマラリア防過費の負担区分・補助方法決定
大正9年(1920)12月、州特別会計伝染病予防臨時費資金の設置について台湾総督府より
各州知事へ通達がされ、『マラリア防過誌』60頁に次のように記載されている。
一、州特別會計博染病豫防臨時費資金設置 大正九年十二月二十三日総務長官より各
州知事へ通達せり(線警第二人三〇
"公共衛生費は其の事業の性質上地方自治回罷の事務に婦属すべきもの多きを以て本年
度限り之を廃止し次年度より其の収入は全部一般會計に収納せしむべきも本島風土の
関係と今尚各種博染病の流行燎まず其の損害砂からざるものあるの賞情に鑑み地方に
於ける防過施設を一層充賞するの必要を認むるを以て州に於いては経常費として博染
病豫防費を計上するの外別に特別會計博染病豫防臨時費資金を設け州直接にまたは間
接に補助等の方法に依り市街庄をして避病院の建設、「マラリア」防遇に開する地物の
整理等博染病豫防上必要なる臨時施設を促進せしめ度之が資源としては現有公共衛生
費所属財産中の一部並に年々の屠蓄手数料を以て之に充営することを相定め候條大正
十年度豫算は右の趣旨に依り編成可相成。
同年 12月下村宏総務長官118ょり各州知事へ通達が出され、①公共衛生費は今年度限り
で廃止となるが各種病気がなくならない状況なので、地方に於ける防過政策を充実させる
ために州において経常費として伝染病予防費を計上するほかに、特別会計伝染病予防臨時
費資金を設けること、②各州麻が市街庄に補助して病院建設や地物整理等を促進すること、
③州特別会計伝染病予防臨時費資金は現在公共衛生費に属している費用や毎年の屠畜手数
料を充当すること、④大正10年度の予算は以上のように編成すること等が伝えられている。
大正 11年(1922)2月台湾総督府は伝染病予防費・マラリア防過費の負担区分と補助方
法を決定したが『マラリア防過誌』60、61頁に以下のように記されている。
一、博染病豫防費負指匠分及補助に開する件 大正十一年二月府議決定
博染病豫防及び「マラリア」防遇費負指匡分及補助方法左の通り決定す。
1、 州費支耕に属すべきもの
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一 検疫委員設置に開する諸費但港務所長に於て検疫委員を設置したる場合の諸費は
此の限りにあらず
二 明治二十八年勅令第七十一琥に依り支給する手営金
三 船舟自汽車検疫に開する諸費
四 蔓湾博染病豫防令第十一條第二琥に依る交通遮断隔離に開する諸費又は交通遮断
隔離の鶯自活し得ざる者の生活費
五 ペスト防遇の鶯必要なる施設に開する諸費
六 ペスト病毒に汚染したる建物其の他の物件虎分に開する諸費
七 種痘に開する諸費
人 博染病豫防又は「マラリア」防過の鶯にする検診、血液検査、治療、服薬、地物
整理に開する諸費
九 博染病豫防又は「マラリア」防邊の鶯直接必要なる下水の施設に開する諸費
十 其の他州に於て施行する偉染病豫防「マラリア」防遇に開する諸費
同年 2月台湾総督府は伝染病予防費・マラリア防遇費の負担区分を決定し、州が支払う
べき費用として、①検疫委員設置の費用、②明治28年勅令第 71号H9より支給される手
当金、③船舶や汽車の検疫に関する費用、④台湾伝染病予防令第21条第2号120に依る交
通遮断・隔離に関する費用と交通遮断 。隔離のために自活できなくなる者の生活費、⑤ペ
スト防過に必要な費用、⑥ペスト病毒に汚染された地物を処分する費用、⑦種痘に関する
費用121、⑧博染病 。マラリア防過の鶯の服薬・治療・検査・地物整理に関する費用、⑨伝
染病 。マラリア防遇のための下水施設に関する費用、⑩其の他州が施行する伝染病予防・
マラリア防過に関する費用等をあげている。
市街庄が支払うべき費用については次のように記されている。
2 市又は街庄費支耕に属すべきもの
一 博染病豫防の鶯にする清潔方法及び消毒方法施行に関する諸費
二 博染病豫防、救治の鶯雇入たる讐師其の他の人員並豫防上必要なる器具、薬品其
の他の物件に開する諸費
三 博染病院、隔離病舎、隔離所、消毒所の建設維持其の他に開する諸費
四 博染病豫防、救治に従事したる者に給する治療料及其の他遺族扶助料、弔祭料
五 蔓彎博染病豫防令第人條に依れる交通遮断、隔離に関する諸費及交通遮断隔離の
鶯目又は一時螢業を失ひ自活し能はざるものの生活費
六 市街庄内に於て嚢見せる貧民の博染病患者並死者に開する諸費
七 蔓彎博染病豫防令第二十一條第七琥又は第人琥に依り市街庄の全部または一部に
封し家用水の使用を停止したる場合市街庄に於て家用水の供給を鶯したるとき之に開
する諸費
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人 第一項第七琥の事又は第人琥の地物整理及び第九琥の事項にして市街庄に於いて
必要と認め之を施行したるときの諸費
九 其の他市又は街庄に於て施行する博染病豫防及 「マラリア」防過に開する諸費
3 麻管内においては第二項の諸費は麻地方費の支耕とす122
同年 2月台湾総督府は伝染病予防費・マラリア防過費の負担区分を決定し、市街庄が支
払うべき費用 (庁管内においては庁地方費の支弁)として①消毒・清潔保持にかかる費用、
②伝染病予防のために雇う医師の人件費や器具薬品の代金、③隔離病棟や消毒所の建設・
維持費、④伝染病予防事業従業者の給料やその家族に対する保障123、⑤台湾伝染病予防令
第8条124に依る交通遮断。隔離に関する費用と交通遮断。隔離のために一時的に営業がで
きなくなる者の生活費、⑥市街庄内で発見した貧民の伝染病患者や死者に関する費用、⑦
台湾伝染病予防令第21条第7号又は第8号125に依り家用水を使用停止にした場合、水を
供給するのに必要な費用、③種痘に関する施薬、伝染病 。マラリア防過の鶯の地物整理・
下水施設に関する施策を市街庄の判断で施行する時の費用、⑨その他市街庄が施行する伝
染病予防・マラリア防邊に関する費用等をあげている。
伝染病予防費・マラリア防邊費の補助方法については以下のように記載されている。
4 州は第二項の市街庄の腑指に封し其の支出額の三分の一を補助すべし但し知事必
要と認むるときは其の全額迄を補助することを得
5 國庫は第一項第九琥第二項第二琥の経費を除き州の負指に封し三分の一を補助す
るものとす126
同年 2月台湾総督府は伝染病予防費・マラリア防邊費の補助方法として州は市街庄の負
担に対し三分の一補助すること (但し知事が認めた場合全額補助できる)、 国庫は一部経費
を除き州の負担に封し三分のすを補助することを決定した。
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第二節 墓南州のマラリア防邊
蔓南州のマラリア防遇を語る上で特筆すべき人物が二人いる。それは下村八五郎と重松
英太、野田兵三である。始めに彼らの経歴を紹介していく。
下村人五郎は医学博士で明治 17年大分県に生まれ、同43年に長崎医専を卒業後、大正
元年に渡蔓後、公書となり安平に駐在。同14年台湾総督府地方技師、翌年台南州警務部衛
生課警察讐に就任、昭和 4年に蔓北州衛生技師、同7年新竹州衛生課長を歴任し、マラリ
ア防遇やペス ト0コレラ・チフス防邊等の防疫衛生に尽力する127。
重松英太は医学博士で明治 14年福岡県に生まれ、同36年長崎医専を卒業後、同37年陸
軍二等軍讐になる。同45年渡蔓後、警察本署理蕃課嘱託となり、蕃地讐務を掌る。大正2
年警察本署衛生課衛生係長、同8年警察本署衛生課防疫医官、同10年中央研究所菫南薬品
支所主任兼技師、翌年台南州警務部衛生課衛生課長を歴任し、台南州の衛生事業に多大な
功績を残した128。
野田兵三は医学博士、明治 18年熊本県に生まれ、同42年長崎医専を卒業後、大正9年
台南麻警察讐、同 12年新竹州衛生技師兼警務部衛生課衛生課長、同 15年中央研究所技師
兼台南薬品試験支所主任、同年春に台南州衛生課長に抜櫂され内務部教育課と兼任し、台
南州の衛生事業を担う中心的人物である。129
台南州のマラリア防過は大正 2年(1913)にマラリア防遇規則並にマラリア防過規貝J施
行細貝Jが制定され、大正 8年(1919)の法改正によつて強制服薬法に加えて地物整理に重
点を置くような改正をし、麻長、防疫組合、保甲組合にもマラリア防遇に参画するように
義務化された。また台南州衛生課はマラリア防遇作業を徹底するために防疫讐や讐務助手、
防過手が配置されるようになつた。法改正によつて地物整理などの外部作業に重点を置く
ようになつた。州下一国にマラリア防過作業が実施される前の外部作業としては、重松英
太衛生課長を中心にして整理埋立を為し、埋立不可能な場所は溝壁を舗装し橘鉢状の人工
物を作つた。これはアノフェレス蚊が人工物に産卵することを嫌 う習性を応用したもので
ある。このような整地は台南市のみで50餘箇所に及ぶ。外部作業には常に監視人を派遣し
周囲の雑草、水草の刈除を行い、「タップミノ」という外来魚を放流し、この魚の習性であ
るボウフラを捕食という方法でマラリア防過を行つていた。130
台南州衛生課が州下一円のマラリア防過作業に着手する動機について「童南州下二於ケ
ル「マラリア」防過作業ノ賞際卜其成績」(以降下村論文131と略称す)『蔓湾讐學会雑誌』
59～60頁に以下のように記されている。
蔓南州二於テハ豫テ州下二十箇所ニマラリア防邊所ヲ設ケ、其地方住民ノ検血及原
轟保有者二封シ服薬ヲ賞施シ、尚防遇規則ニヨル地物整理ヲ並行シ末リタルモ殆 ド
有名無賞ニシテ、其効果ノ如キモ見ルヘキモノナカリキ。而シテ検血服薬等ニヨリ
「マラリア防遇ノ如キハ其地方二於ケル成績良好ナリト雖、各所人口線計 5-6高ニ
シテ、州下百高民衆ヨリ見ル トキハ恰モ九牛ノー毛トモ云フヘキー小部分二過ギズ。
42
之等ノ地域俄令成績佳良ナリト雖直チニ州下一般マラリア減少ヲ末シタリト云フヘ
クモアラズ、依テ州営局 トシテハ果シテ如何ナル方法ヲ講シナバ最良ノ効果ヲ納メ
得ルカハ常二考慮セル所ナリ。之ニハー般民衆ノ衛生思想ノ普及並二向上等ニシテ
マラリアニ開スル知識ノ注入ニアリト篤シ、或ハ活動鳥員二又ハパンフレットニヨ
リ又ハ講演等ニヨリ相営ノ効果ヲ収メ得タリ。然レトモ之等ハ昔日一過性ニシテ俗
二云フロヨリ鼻二抜ケ又ハ耳ヨリロニ抜ケル例ニシテ、直二忘却サレ著シキ効果ノ
持績セルヲ認メザリキ。滋二於テ州営局ハ大正 12年12月中旬マラリア防過事務打
合會ヲ開催シ州下マラリア防過手及讐務嘱託ヲ召集シ、以テマラリア防過二適切ナ
ル方法ヲ諮問セリ。余 (下村八五郎)営時州下新化郡新化駐在マラリア防過馨務嘱
託ナリシヲ以テ本會議二列席シ抱負ヲ建白セリ。即チマラリア防過ノ根幹ハマラリ
ア媒蚊説ニヨリ (1)人證内ノ原轟ヲ殺滅スルカ、(2)媒介者タル「アノフェレス」
蚊ヲ剰滅スルカ、(3)「アノフエレス」蚊ノ刺贅ヲ全然免カル 力ゝ、三者アルノミ。
要ハ此三者執レカ完全二賞施セルカ 否ゝカニ在 り。然ルニ現下ノ「マラリア」二封ス
ル州下民衆ノ態度ハ全然無知識 卜云フベク、マラリアノ媒蚊説スラ信ズルモノナリ
キ有様ニシテ、此ノマ ニゝシテ進ムトキハ如何二営局ガ之二カヲ致ス ト雖百年河清
ヲ侯ツニ等シク其効果ハ少ナカルベク依テ衛生思想ノ普及向上ハ最モ必要ナルモノ
ニ属シ、之ニハ従来ノ宣博方法タル活動鳥員、パンフレット、ポスター等多種多様
ノ方法アルベキモ多クハー過性ナリ、故に罷験的二注入セバ何程無智ノ民衆モ必ズ
之ヲ理解スベシ。即チ外部作業、地物整理及防蚊装置等ヲ賞地二施行スルニ如クト
ナシ。本方法 トシテハ各マラリア防遇区域二毎月一回マラリア防遇デーヲ設ケ、営
日ハ州ヨリ技術官及事務監督者(警察官幹部)出張シ之等ノ作業ヲ賞際二指導監督シ
其方法ヲ授ケ、以テ手ヨリ、足ヨリ、ロヨリ、耳ヨリ、賞際證験的二注入セバ不知
不識ノ間二「マラリア」防邊上ノ知識ヲ獲得シ、効果ノ顕著ナル火ヲ賭ルヨリモ瞭カ
ナリト主唱セリ。(筆者下線)
営時菫南州ニテハ警務部長ハ少壮叡智ノ能澤氏ニシテ衛生課長ハ篤學頴悟ノ故重松
英太氏ナリシガ、雨氏ハ意氣相投ジ肝謄相照スノ間柄ナリシフ以テ、余ノ説ハ直ニ
採用セラレタリ。大正 13年度ヨリ念々州下マラリア防遇所在地二「マラリア防過デ
ー」ヲ制定シ、営日ハ必ズ外部作業、地物整理、下水溝排水切1路等ノ疎通、蚊帳ノ督
励ヲ鶯スコト (筆者下線) シゝ、マラリア防遇デー施行方法ヲ嚢布セリ。之墓南州
下一回マラリア防遇作業ノ濫傷ナリ。
以上の下村論文より台南州には20箇所のマラリア防遇所があり、其地方の住民に検血服
薬を実施していたことが分かる。台南州衛生課は一般民衆の衛生思想の普及に活動鳥員や
ポスター、衛生講話、パンフレットなど多種多様な方法で普及していつた。しかし之等の
方法は一過性の衛生思想普及に過ぎないと下村八五郎マラリア防遇嘱託書は明言し、衛生
思想の普及は体験的活動を通して注入すべきであると提言した。これは現在の学校教育に
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おける体験学習にも通ずる考え方であると言える。そのため下村は各マラリア防邊区域に
毎月一回マラリア防遇デー132を制定し、外部作業、地物整理、下水溝排水り|1路等の疎通、
蚊帳ノ督励に従事させることで衛生思想の普及を図つた。警務部長の能澤外茂吉警務部長
133と重松英太衛生課長が下村八五郎マラリア防邊嘱託医の提言に賛同し、マラリア防邊デ
ー施行方法が発布された。これが台南州下一回におけるマラリア防過作業の濫傷である。
マラリア防遇デー施行方法について前掲下村論文 60～61頁に以下のように記されている。
マラリア防過デー施行方法
1、 各郡マラリア防遇施行地毎二毎月一回マラリア防遇施行地二封シ「マラリア防遇デ
ー」ヲ定ム
2、 マラリア防過デーニ際シテハマラリア防邊規貝J同施行規則及同施行方法二則り左
記事項ヲ施行スルモノトス
(1)防過方法第 4二依り施行地域内ノ居住者滞在者及土地建物ノ業主所有者又ハ占
有者ハ左ノ事項ヲ確賞二賞施スルコト
イ 池沼渓流埠り1等ノ水路両岸ノ雑草ヲ刈除スルコト
ロ 竹、林投其他蚊族ノ棲止シ易キ藪、林ノ下枝ヲ少クトモ六尺以上切排フコト
ハ 宅地附近ノ凹地ヲ埋立テ雨水瀦溜ノ餘地ナカラシムルコト
ニ 空罐、破瓶、土瓶、茶碗、竹筒等荀モ水ノ瀦溜シ得ベキ物件ハー切宅地及部落内
ヨリツト除スルコト
ホ 住宅内ノ諸道具、被服、寝具ヲ全部屋外二搬出セシメ直接 日光二曝露シテ日光消
毒ヲ行フコト
ヘ 門戸ヲ開放シテ住宅内二陰暗ナル箇所ナカラシメ日光ヲ導入シ換氣及乾燥ヲ計ル
コト
(2)マラリア防邊匡域内ノ市街庄及保甲ハ防邊規則第九條、第十五條ニヨリ前項ノ
義務者ナキ地二封シ前項各琥ニヨリ施行スルノ外前項義務者ノ蒐集シタル汚物ノ虎分、
下水及溝渠ノ浚渫、蚊族ノ駆除ヲ特二厳重二施行スベシ
(3)営該吏員ハ営日左記ニヨリ監督又ハ指導二営ルベシ
イ 警察官吏ハー般ノ「マラリア防過デー」ノ施行ヲ監督指導スルノ外各戸二付蚊帳ノ
検査ヲ施行スベシ
ロ 技術員ハ特二営日蚊族奎生箇所二就キ之ガ庭置二付キ監督指導スベシ
ハ 営日州派遣員又ハ嘱託讐其他ノ者ヲシテマラリア防遇ノ講話ヲ施行スベシ
之ヨリ先州下マラリア濃厚ナル主要部落 (嘉義、新化、佳里)ニテハ低瀑地ノ排水方
法、水溜ノ埋立排水等二向ッテ漸進中ナリシハ言ヲ侯タズ。蔓南州マラリア防過区域
二於ケル「マラリア防遇デー」ハ毎月施行スルニ至レリ。余営時蔓南州マラリア防邊地
物整理讐務嘱託ナリシ関係上、州下各防遇所二於ケル防邊作業ノ指導監督ノ任二営り、
余ノ證験的主義二則 り自ラ第一線二立チテ作業二従事シ、且機會アル毎二防遇方法ニ
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付講演シ、特二保甲會議、家長會、家婦會及學校生徒二封シ其機會ヲ捉ヘタリ。而シ
テ州下各防遇匡域中衛生状況最モ不良ニシテ領墓以来出生超過ヲ末タシタルコトナキ
北門郡佳里及新化郡新市二最モカヲ注ギテ防過作業ヲ実施セリ。大正 14年州下一園ヲ
防過匠域二編入シ、各技術員ノ受持匝制定ヲ賞施マデ縫績シ以テ其地方二於ケル基礎
作業ノ大略ヲ完成シ昔日ノ観ナキ迄二作業ヲ進捗セシムルコトヲ得タリ。
以上の下村論文からマラリア防遇デー施行方法はマラリア防遇規貝1に則 り制定され
たもので竹藪 (下枝が6尺以上 (180cm))の伐採や池沼などの雑草の刈除などの外部
作業やマラリア防過デーの際には住居内の諸道具、被服、寝具を全部屋外に搬出して
直接日光消毒を行つたりしている。又下村は防遇所における防遇作業の指導監督の任
に有り、罷験的主義に則り率先して地物整理に関与し、一方で防遇方法を保甲会議、
家長会、家婦会、公学校などで講演して衛生思想の普及に努めている。北門郡佳里134、
新化郡新市135の防遇作業に最も力を注ぎ、技術員の受持ち区域制を導入し基礎作業の
大略を完成させたことが分かる。
マラリア防過作業匡域受持に関して前掲下村論文62頁に以下のように記されている。
1、 州下各派出所管内ヲー匡劃 トシマラリア防遇作業ヲ定メ毎月一回防遇作業ヲ賓施
ス。防邊作業ハ大正 14年5月1日ヨリ開始シ定日ハ群守警察署長之ヲ定メ報告スベシ
2、 各郡ニマラリア防邊事務二従事セシムベキ専務巡査ヲ配置シ、マラリア防遇施行
区域及其他郡管内ノ防邊作業二営ラシムルノ外各派出所受持警察官吏ハマラリア事務
嘱託及保甲役員督励シテ防過作業ノ徹底ヲ期スルコト、郡二配置スベキ専務巡査ノ配
置箇所及定員ハ左ノ通り 警察署 1、 新豊郡 2、 新化郡 3、 曾文郡 1、 北門郡 2、 新螢
郡 3、 嘉義郡 3、 斗六郡 1、 虎尾郡 1、 北港郡 1、 東石郡 2、 計21(配置箇所略)
3、 郡駐在マラリア讐務嘱託公讐及州在勤技師、警察書、嘱託ハ随時受持匡域内ヲ巡視
シ常二防過作業ノ賞況ヲ視察シ作業従事員ヲ指導ス。其分謄者駐在地及受持匡域ヲ定
ルコト左ノ如シ
下村嘱託讐 (衛生課駐在)蔓南市、新豊郡下、安倍公讐 (新螢駐在)新螢、東石郡下
榊原警察医 (衛生課駐在)新化郡下     頴川公讐 (虎尾駐在)虎尾、北港郡下
宮川衛生技師 (衛生課駐在)曾文、北門郡下、 嘉義斗六郡下未定
4、 郡下重ナル部落二於テマラリア診療ヲ行フ。賞費診療ハ専務受持警察官吏、マラ
リア事務嘱託、保甲役員ヲ補助 トシテ前項ノ職員及街庄吏員之ヲ施行ス。但シ之二要
スル経費ハ街庄ノ負指 トス。
5、 マラリア防邊讐務嘱託公讐、専務受持警察官吏、マラリア防過事務嘱託、街庄吏
員、保甲役員等ハ郡守ノ指揮監督ヲ受ケ部民ヲ指揮シ地物整理、外部作業ヲ賞施ス
6、 前項ノ職員ハ防過作業施行地域内在住者ヲシテ睡眠ノ際ハ必ズ蚊帳ヲ使用セシム
ルノ慣習ヲ養フベシ
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7、 保甲會議、家長會議其他多衆集合ノ機ヲ利用シ讐師又ハ警察官吏ヨリ「マラリア」
二開スル講話ヲ鶯シ「マラリア」二封スル知識ヲ注入スル ト共二防過二開スル注意ヲ
喚起スルニ努ムベシ
8、 州下各公學校二於テハ毎月マラリアニ開スル賞地講話ヲ鶯シマラリア防過施行ノ
主旨ヲ児童ヨリ家庭二普及セシム
9、 大正 14年3月墓南州告示第62琥二依ルマラリア防過方法施行地域二於ケル防過
方法ハ徒末ノ通リトス。
以上の下村論文より州下各派出所管内を一区画としてマラリア防過作業を実施し、マラ
リア防過馨務嘱託公讐、専務受持警察官吏 (巡査)136、マラリア防過事務嘱託137、街庄
吏員、保甲役員等は郡守の指揮監督を受け、部民を指揮し地物整理、外部作業を賞施した。
また彼等はマラリア防遇施行地域内居住民に対して睡眠の際に蚊帳の習慣化を図つた。郡
駐在のマラリア防邊讐務嘱託公讐及び警察医や嘱託は随時受持区域内を巡視し、防過作業
の実況を視察し指導する。下村八五郎嘱託讐は蔓南市、新豊郡を、安倍貞次公讐は新螢郡、
東石郡を、榊原保警察医は新化郡を、頴川一三公讐は虎尾郡、北港郡を、宮川富士松衛生
技師は曾文郡、北門郡を担当した。保甲会議、家長会、家婦会等の機會を利用して医師や
警察官吏からマラリアに関する衛生講話を受け、マラリアに対する知識を注入し、防遇に
関する注意を喚起した。州公学校では毎月マラリアに関する実地講話を行い、生徒にマラ
リア防過の必要性や趣旨を説き、児童から家庭へ衛生思想の普及を促したことが読み取れ
る。また台南州で受持区域を担当したメンバーは各州主催のマラリア防邊事務講習の際に
講師として講演をしてくれるマラリア防過担当の医師で実践のある専門家たちであること
がわかる。138
模範部落ノ構成について前掲下村論文の 63～64頁に以下のように記されている。
マラリア防遇匡域受持制定ニヨリ余 (下村)ハ蔓南市及新豊郡ノ指任タルコトヲ任命
セラレタリ。依テ余ハ其賞務二営り市部ヨリ比較的マラリア濃厚部落ナル郡部二カヲ
注ギ、先ヅ郡ニマラリア防遇作業模範部落ノ設定ヲ決意シ、新豊郡警察課長上出警部
卜相計り蔓南市ヲ距ル東南約二里半ノ嬌祖廟派出所管内ヲ選ビタリ。営派出所主任徳
永巡査及保正線代楊丁旺並ニマラリア防過専務大川巡査等 卜協カシ、本管内二於ケル
外部作業二着手セリ。始メ本作業ハ毎月一回ノ防邊デーニ施行スルナリシモ、蔓南州
下ノ如キ熱帯地二於ケル住家附近ノ竹林ノ根部ヨリ枝ヲ生ジ、枝ハ年々生長スル性質
ヲ有シ其繁茂名状スベカラザルモノアリ。且竹ニハ荊棘ヲ有シ尋常一様ノ手段及勢力
ニテハ敷箇年ノ日子ヲ経過スルモ恐ラク豫定ノ作業完成ノ見込ナキヲ思ヒ、農閑ノ時
期ヲ撰ビ全部落民ヲー齋二従事セシメタリ。之等官民一致ノ努カニヨリ、サシモノ難
事業タル外部作業モ忽ニシテ完全ノ域二達シ、竹林ハニ丈マデノ下枝ヲ、雑木、雑草
ハ悉ク之ヲ刈 り且ツ燒キ排ヒ、住家附近ハ雑草、竹藪等ノ認ムルモノナク、如何ナル
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遠距ノ地ヨリモ赤瓦、自壁ヲ透視シ得ルニ至レリ。尚果樹ノ如キモ樹幹ニアル小枝等
ヲ伐採シ、通風ヲ佳良ナラシメタルハ言ヲ侯タズ。従来住家附近ハ殊更竹林雑草木等
ニテ園マレ日光ノ射入及通風ヲ妨ゲラレシガ、本作業ヨリ明朗清楚タル部落 トー 愛セ
リ。尚排水ヲ良好ナラシムル鶯メ排水路ヲ開撃シ (本事業中或箇所ノ如キハ甚ダ大事
業ナリシヲ以テ特二州警務部長ノ認ムル所 トナリ約250間二封シ補助ヲ典ヘタリ)、 又
り1路ノ雑草等ヲ除キ流水ヲヨクシ以テ蚊族ノ産卵所及子子ノ成長嶺育所ヲナカラシメ、
又成蚊二棲息所ヲ興ヘズ、一面蚊帳ノ奨励ヲ鶯シ、1寝蔓必ズ完全ナル蚊帳一張ヲ有ス
ルコトヲロ的二奨励セリ。尚水溜ニハ石油ヲ撒布シ子子ノ死滅ヲ計レリ。以上ノ如キ
大作業モ指導監督者ノ熱誠 トー 般民衆ノ理解アル努カニヨリ僅々月餘ニシテ完成セリ
(本作業二従事セル延人員巡査 87、一般民衆 13,558人ニシテ此外余ノ徒事日敷及警部、
警部補等ノ監督日敷モ相営敷ヲ示セリ。)本作業ノ完成マデ隣接派出所部落ハマラリア
防過作業ノ果シテ如何ナスベキヤヲ知ラズシテ着手サヘセザリシ部落モ此風ヲ望ンデ
着手シ、其完成 卜其作業ノ美化ヲ競争スルニ至レリ。之ヨリ先キ、嬌祖廟受持巡視匠
監督清水巡査部長ハ其受持匡域内ノ巡査及保甲役員二嬌祖廟派出所管内ヲ視察セシメ
直チニ各自ノ部落ヲシテ同一作業ヲ鶯サシメタリ。尚巡視匝ノ外部作業、地物整理等
歩一歩進展スルニ徒ヒ、隣接派出所ヨリモ視察シ着々外部作業、地物整理及蚊帳奨励
等ヲ鶯シ忽チニシテ全新豊郡下ハ着手後約半歳ニシテ徒末不潔極マリナキ鬱蒼部落モ
ー愛シー大公園化セリ。
以上の下村論文よリマラリア防遇区域受持制定によつて下村八五郎氏は台南市、新豊郡
のマラリア防遇事務担当者であつたことが分かる。彼はまずマラリア防遇作業模範部落の
設定を行い、上出英一新豊郡警察課長139と台南市東南約 10km圏内の嬌祖廟派出所管内を
マラリア防遇作業模範部落に選定した。派出所主任の徳永巡査、保正線代の楊丁旺、マラ
リア防過専務大川巡査らと協力し外部作業に着手した。始めはマラリア防遇デーに則 り竹
木の伐採等の外部作業を実施しようとしたが数年かかり予定の作業完成に支障を来すと考
え、農閑期を選び全部落民一斉に外部作業を行わせた。これら官民一致の努力によつて難
事業であつた外部作業も完全の域に達し、竹林は地上6m迄の下枝を伐採し、焼払つたので
住家附近は赤瓦や白壁まで見えるようになつた。本作業によつて明朗清楚な部落ヘー変し
た。また排水路を開難し、り|1路の雑草を刈 り取り、流水をよくし蚊の産卵所や子子の成長
嚢育所、蚊の棲息所をなくし、蚊帳を奨励し、水溜には石油を撒布して子子の死滅を図つ
た。このマラリア防遇作業に参加した延人数は 13,645人で巡査が87人、一般民衆が 13,558
人であつた。隣接派出所部落でもマラリア防過作業に着手し、其作業の完成と其作業の美
化という点で競争するまでに至つたことが分かつた。嬌祖廟受持巡視匡監督清水巡査部長
は其受持区域内の巡査及び保甲役員に嬌祖廟派出所管内を視察させ、直ちに各自部落の外
部作業、地物整理を実施させた。外部作業、地物整理などのマラリア防遇作業に従事して
半年で不潔極まりない鬱蒼部落から一変し一大公園化 (模範部落)したことが分かつた。
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鹿草庄の防邊作業ノ状況報告について下村論文65～66頁に以下のように記されている。
爾来各郡二於ケルマラリア防邊作業ハ著々進行シ、大正 15年中ニハ殆 ド全州下二及ビ
其成績見ルベキモノアリ。依テ昭和 2年4月各郡下二於ケルマラリア防遇施行開始以
来ノ状況ヲ報告セシメタリ。各郡 トモ着手営時ノ民情、事業ノ困難、施行後ノ効果等
各其報告アルモ、姦ニハ軍二東石郡ノー節ヲ記サシ。
1、 防邊作業賞施ノ方法、(前略)大正 14年2月18日南讐衛第725琥ヲ以テ更二賞行
方法ヲー部追カロセラレタル ト同時二「マラリア防遇デー」ノ効果ヲ有効二賞施スル様
通牒アリ。之ガ賞施二開シテハー般警察職員ヲシテ保甲會議、家長會議ヲ開催セシメ、
其賞施方法二亙り詳細ナル説明ヲ鶯シ、只管其作業ノ完成ヲ促シ「マラリア防過デー」
営日二於テハ勿論平日卜雖一般地物ノ所有者、占有者、管理者等ヲ促シ作業ヲ賞施シ
末リシ結果、従来二比シ多少ノ部落ノ整頓ヲ見ルニ至レリ、殊二郡下二於テハ鹿草ハ
有名ナル不健康地ニシテマラリア患者多ク、僅力 10名足ラザル派出所員二於テスラ
交々該病二苦シメル 賞ゝ況ナリシガ、同駐在警部補ハマラリア防過作業二開シ最モ熱
心二郡下職員ヲ督励シ、従来竹藪繁茂シ董尚暗キ鹿草ノ竹藪ノ整理、雑木、雑草ノ切
排ヒ、刈取り等ヲ敢行シ、郡下部落二率先シテ整頓ヲ遂ゲタリ (中略)防遇事務所打
合會ヲ開催シマラリア防邊事務二開スル観念ノ普及 卜賞施ノ徹底ヲ期シ、郡下ノ警察
官、嘱託公讐及専務巡査等協カシテ専ラ其賞績ノ奎揚二努メタリ。
2、 作業ノ成績、マラリア防過二開スル機関ノ充賞 卜共ニー般警察職員ノマラリア防
過二封スル勤務上ノ観念ハ作業開始営時二比シ非常ナル向上ヲ示シ、又一般宣博ノ結
果ハ郡下民衆二於テモマラリア防過作業ノ賞行ハ如何ナルロ賞ヲ以テスルモ到底之ヲ
免ルベカラザルヲ悟ルニ至レリ。即チ大正 15年1月17日州下警察課長、専務巡査及
嘱託讐ヲ召集シマラリア防過事務上二開スル打合會ヲ開催サレ、翌 18日州下二於ケル
防遇作業中最モ徹底セリト相セラルル新豊郡下開帝廟方面 (余ノ受持匡域)ノ各部ヲ
賞地見學ヲナサシメラル。喜多知事、増田警務部長ハ指導刺戟ノ意ヲ寓セラレ特ニー
行ヲ引率シ其視察ヲ了セリ。同郡二於ケル施行ノ状況ハ概ネ徹底的ナルヲ見、大二参
考二供シタル ト同時二、斯ル壮學フ企テ自ラ紅塵ヲ冒シテ警察課長始メ営該徒事員ニ
此機會ヲ興ヘタルコトニ感激シ、新豊郡以上ノ成績ヲ得ント肛ヲ確メ、郡下二於テ袷
袷徹底セリト認ムル鹿草ヲシテー層之ヲ完全ニシ、而シテ他ヲシテ之ヲ準ハシメント
企董シタリ。同地ハ白井警部補ノ努カニ依り、指示二徒ヒ竹藪ノ伐採、離根取排、雑
草切除、池畔ノ整理、水草 (菱草)ノ引揚、宅地附近ノ排水整理等 卜共二蚊帳使用状
況ノ調査等各方面二亙り防遇事務ノ徹底ヲ期シタリ。此間思想上要注意人物等ニシテ
警察ノ行動二封シ虎視眈々タルノ徒輩ハ動モスレバ作業ノ不必要ヲ説キ、部落民ヲ煽
動セム トスルノ傾向アリシモ、同地保甲聯合會長張丞ハ能ク我警察ノ方針ヲ了解シ、
部落民ヲ善導シテ作業ヲ励行シ約 1箇月間ノ日子ヲ費シテ全ク不潔ニシテ陰鬱ナリシ
同庄ハ昔日ノ状態ヲ存セズ。巨大ナル立木二富メル同地公學校、警察官吏派出所、庄
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役場及公書館ノ構内ハ園続セル周園ノ婢り||、 水溜二臨ミ、宛然一大公園タルノ美観ヲ
呈スルニ至り。奮態ヲ知ルモノー度同地ヲ見レバ其愛化ノ著シキニ喫驚セザルモノナ
ク、其マラリア防遇作業ノ徹底セル状態ハ周園二宣博セラレ、彙二作業ヲ難ジタル鹿
草部落民モ其ノ整然タル我部落二洸惚タルモノ 如ゝク、他二之ヲ誇ルノ傾向ヲ生ジ隣
友互二相戒メテ常二其ノ整頓ノ維持二努カスルニ至レリ。
以上の下村論文より東石郡鹿草庄のマラリア防過作業は、マラリア防過規貝1に則 リマラ
リア防過デーを制定し、一般警察職員に家長會、保甲会議を開催させ、マラリア防過作業
の趣旨を説諭し、マラリア防遇作業の重要性を説いたことが分かる。また台南州下におい
て徹底されたマラリア防過作業を行つている新豊郡下開帝廟140附近を実地見学させ、姦を
手本として、自井房吉警部補141を中心に竹藪の伐採、離根取排、雑草切除、池畔の整理、
水草 (菱草)の引揚、宅地附近の排水整理等と共に蚊帳使用状況調査等各方面にわたつて
防過事務の徹底を図つた。しかし警察の行動をよく思わない輩たちは作業の不必要を説い
て部落民を煽動する動きもあつたが、鹿草庄の保甲連合会長の張盃は警察の方針であるマ
ラリア防過作業の趣旨や重要性を理解し、部落民を先導して作業を励行し約一ヶ月で鬱蒼
部落から清潔な部落へと変化したことが分かる。隣友互いに戒めあいながら常にマラリア
防遇作業の維持に努力するようになったことからマラリア防遇思想がある程度浸透したこ
とが読み取れるだろう。
外部作業の賞篤について下村論文67頁に以下のように記されている。
衛生活動特ニマラリア防過活動ノ効果相営大ナルハ言ヲ侯タズ。然ルニ普通衛生活動
ニテハ民衆二感動ヲ興フルコトヲ比較的淡キヲ以テ州ニテハマラリア防遇外部作業中
即チ警察官指導監督ノ下二部落民外部作業従事中ノ賞鳥、又増田部長巡視中ノ民衆ノ
作業振り等ヲ賞篤シ之ヲ各部落二映篤公開シ外部作業ノ賞際ヲ民衆二注入セリ。蓋シ
従来ノ衛生宣博映豊等二比シ著シク効果アリシヲ思ハシメタリ。
以上の下村論文より外部作業を実際に行つている実写や増田秀吉警務部長が視察に来
た際の作業振りを実写し各部落に映鳥公開することで、マラリア防遇作業の重要性を證
験的に実感することができ、従来の衛生宣博映画142ょりもより具体的かつ実利的に普及
されていることが分かつた。
次に実際に佳里と新市のマラリア防遇についてみていく。
北門郡佳里のマラリア防遇作業について下村論文68～69に以下のように記されている。
佳里ハ徒末死亡超過ノ部落ニシテ年々人口減少スル不健康地ナリ。然ルニ保健調査ノ
結果マラリア及マラリアニ基因スル疾病ノ強度二浸潤セルヲ知り、大正 12年6月以降
マラリア防邊施行地二編入セリ。而シテマラリア防邊規貝Jニヨル検血及原轟保有者ニ
封シ強制的服薬ヲ篤サシメタリ。同地ハー般二低瀑地ニシテ夏季雨期ノ季節ハ雨水部
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落内二瀦溜シ、数多ノ溝渠及凹地ハー面ノ水溜 トナリ、之等二産出スル蚊族ハ密生セ
ル竹林及藪中二棲息シ四六時中人罷ヲ侵シ、原轟ヲ感染セシムル状態ナリシヲ以テ、
衛生課二於テハ部落ノ水分υF渫ノ鶯排水幹線ヲ計書シ部落ヲ瀑潤ヨリ免レシメ、以テ
マラリアヨリ救ハムト固レリ (大正 13年)。 而シテ大正 13年4月マラリア防過デーノ
制定ニヨリ余ハ営地二出張シ視察スルニ、廣大ナル営部落ヲ軍ニー幹線排水路ノミニ
テ其目的ヲ達シ得ベクモアラズ、部落内延々タル多数ノ溝渠ノ整理コソ急務中ノ急務
ニシテ、幹線排水路 卜相侯ツテコノ整理二着手スベキモノナルヲ観取セリ。然ルニ之
等溝渠ハ固ヨリ部落内二密生シ天二沖スル竹林ノ根幹ノ耕作地二侵入スルヲ防グ鶯ニ
設ケラレタルモノニシテ、断面ノ形状凹ノ如クニシテ中央凸所ハ竹ノ生育セル所ニシ
テ其根部ノ畑地内ノ侵入ヲ防グ鶯雨側二掘リテ深キ溝掘 卜篤シタルモノヲ以テ、先ヅ
竹林ノ伐採ヲ鶯シ之ヲ根絶セシムルニ於テハ雨側ノ深キ溝渠ハ自然不必要ナルモノナ
ルヲ観取シ、郡営局二此竹林ノ伐採ヲ提唱セリ。之大正 13年8月ニシテ州下一園マラ
リア防過区域二編入前約 8箇月ナリキ。然ルニ営地二於ケル竹林ハ防風ノロ的ニシテ
且家屋建築ノ主要材料ナルヲ以テ頑迷無智ナル民衆ハ此説二應ゼザルノミナラズ、甲
論乙駁一致スル所ヲ知ラザル状態ナリシガ、西本警察課長ハ断然決意スル所アリー 部
有識者ヲ説キ、其所有地二率先決行セシメタリ。然ルニ中央ノ竹林伐採二依り雨側ノ
溝ハ不必要ナルハ自明ノ事賞ニシテ、利二敏ナル彼等ハ直チニ中央ノ凸部 卜周曰ノ畑
地ヨリトリタル土壌ヲ以テ僅二陥凹スル トハ云へ新開墾地ヲ作り直二作付セリ。然ル
ニ其作付タルヤ普通田畑ヨリモ上作ナリシト且竹林ニヨリ木垂レトナリ畑周園ノ不作
場所ヲ無クシタルヲ以テ、全畑地ノ収穫ハ耕地面積ノ増加 卜日営リノ良好 トナリシ鶯
徒末ノ不作地モ忽チニシテ良畑 卜化シ、頑迷無智ノ羨望ノ的 トナレリ。此好機ヲ利用
シ郡警察課ニテハ部落内ノ竹藪ヲ調査シ直二伐採スベクヲ命ジ、以テ初期ノロ的ヲ達
成セリ。即チ大正 14年竹伐採25萬餘本、面積3萬餘坪、埋立整理地1萬94餘坪。大
正 15年竹伐採 13萬餘本、面積 1萬5千餘坪、埋立整理地面積 1萬8千3百餘坪ニシ
テ全部落ノ住家附近ハ全部整理セラレ、従来陰鬱極リナキ不衛生部落佳里モー朝ニシ
テ明朗爽快ナル衛生郷土 卜化セリ。之レヨリ住民ハ天日二直接スルコトヲ得、徒末死
亡超過ノ地モ死亡者数ヲ減ジ、却ヲ出生者ヲ増加シ忽ニシテ優良部落 卜韓化セリ。其
間ノ消息ハ第 8、 9表二示スガ如シ。
第8表 佳里年別出生死表(△は死亡超過)佳里派出所出生及死亡による統計
(表2-2(I))
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年別 総人口 出生敷 死亡数 生死超過数
大正8年 4,520 153 252 Z 9ゝ9
同9年 4,419 150 232 Z 8ゝ2
同 10年 4,630 182 202 Z 2ゝ0
同11年 4,538 157 149 8
同12年 4,542 194 157 37
同13年 4,606 192 16
同14年 4,477 128 214 Zゝ86
同 15年 4,647 205 160 45
昭和2年 4,809 220 109
同3年 5,031 218 116 102
同4年 5,293 262 128 133
同5年 5,478 271 112 112
同6年 5,763 308 146 146
同7年 5,938 282 141 141
佳里年別出生死表(△は死亡超過)佳里派出所出生及死亡による統計
第9表 線死亡百二付マラリア死亡 (派出所管内死亡診断書二依ル統計)
表2-2(Ⅱ)
年別 総死亡 マラリア死亡 %
大正 7年 352 34 9.65
同8年 209 28 13.39
同 9年 232 19 8.19
同 10年 186 27 14.51
同11年
不明 不明 不明
同 12年
同 13年 178 15 8.42
同14年 212 14 6.60
同 15年 158 16 10.12
昭和2年 110 5 4.54
同3年 127 5 3.93
同4年 126 4 3.18
以上ノ表ニヨル トキハ大正12年マラリア防邊施行後引績キマラリア防過デー制定以来
死亡超過ハ大正14年1年ノミニシテ、従来ノ死亡超過ノ不衛生部落モ出生超過部落 ト
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愛ジ、其超過ノ差ハ益々大ヲ加へ、即チ出生ハ年々増加ノ傾向ヲ示シ、死亡ハ逓減ノ
状態 トナレリ。尚マラリア死亡ノ如キハ防邊前二比シ著シク減少セルノミナラズ、一
般死亡モ著シク減少セリ。
以上の下村論文より佳里は従来死亡超過を来していた不衛生部落であり、大正 12年
(1923)にマラリア防邊施行地に編入し、マラリア防過施行規貝1に則り強制服薬を実施し
た。佳里は一般に低湿地で夏になると溝渠や凹地に水溜が出来、蚊族の活動場所と化し、
マラリア原虫に感染した患者が続出する状態であつた。そのため衛生課は水分排渫の篤の
幹線排水路の建設を計画した。これは嘉南大洲のツト水路建設の一環であつたと推測される。
大正 13年(1924)4月のマラリア防過デー制定によつて下村八五郎氏は佳里を視察し、部
落内に多数ある溝渠の整理こそが急務課題であると提唱し着手した。彼は郡当局に対し溝
渠の周りに繁茂している竹林の伐採を提唱した。しかし「頑迷無智なる民衆」は竹林は防
風のためや家屋建築の主要材料として必要であると主張して竹林の伐採を拒んだが、西本
安衛警察課長143が一部有識者に竹林伐採の必要性を説き率先して実施し、竹林伐採によっ
て新開墾地を作り直に作付を行つた。畑周囲の不作場所をなくし、全畑地の収穫は耕地面
積の増加と日射環境の整備によつて従来の不作地が良畑と化したことが明らかになった。
大正 14年(1925)の竹林伐採は250,000本で、面積は30,000坪(約99000ピ)、 埋立整
理地は 10,094坪(約33310ピ)であり、同15年の竹林伐採は 130,000本で、面積は15,000
坪 (約49500ピ)、 埋立整理地は 18,300坪(60390ピ)を実施し、住家附近の整理は終了
し、鬱蒼とした不衛生部落から明朗爽快なる衛生郷土と生まれ変わつた。さらに従来の死
亡超過部落から出生超過部落と変じ、優良部落となつたことが明らかとなつた。表2-2(I)
より大正 14年(1925)に著しい人口減少があつたがおそらく流行性脳炎が蔓延したことが
考えられる。144
もう一つ鬱蒼部落から優良部落となつた新化郡新市のマラリア防邊作業については下村
論文69～71頁に以下のように記されている。
営庄ハ新化郡ノ西部二位置シ童南市ヲ距ル約 12kmノ所ニアリ。管内平坦ニシテ住民
ノ大部分ハ福建種族ナリ。住家ハ概ネ竹造土塊建草葺屋根多ク、季節風強烈ナル篤竹、
木、林投等ヲ以テ住家及田畑ノ周園ヲ回続シ防風用 トナセリ。且徒末産業増進ノ鶯宅
地利用ヲ奨励シ依テ芭蕉ハ戸毎ノ軒マデ繁茂シ屋内ハ光線ノ射入全クナシ。徒テ営管
内ニー歩足ヲ踏ミ入ル トキハー種ノ陰鬱ヲ感ゼザルモノナシ。日光射入全クナク、空
氣ハ瀑潤シテ流通不良ナリ。本部落ハ他地方二比シマラリアノ浸潤特二濃厚ニシテ之
ガ鶯死亡ハ出生ヲ超過シ産業教育ノ進歩ヲ阻害シタルコト蓋シ甚大ナルモノアリキ。
姦二於テ大正 13年4月マラリア防遇施行地域 卜鶯シ、マラリア防遇作業ヲ施行シ、大
正 14年4月全州下一齋マラリア防遇施行 卜共二営庄モ編入専心防過作業ヲ施行シマラ
リア撲滅二努メタル結果逐年患者ノ減少ヲ末シ、衛生状態ノ好韓ヲ招致スルニ至レリ。
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尚営地方ハ芭蕉産地ニシテ住家附近二密生スル鶯、蚊族ノ奎生棲息二好適地タルノ観
アリ。竹林藪等ノ刈排ヒト同時二講究セザルベカラザル問題ナリシナリ。然ルニ頑迷
無智ニシテ匝習ヲ墨守シ地方開奎向上等ノ念鋏如セル民衆ハ、営局ノ理義ヲきシタル
勧告モ之ヲ肯セズ動モスレバ反抗的態度スラ示ス地方ナキニアラザルニヨリ只管部民
ノ諒解二侯ツ外途ナク極力之ガ啓蒙二努メタリ。尚営管内ハー般二凹地ニシテ雨水ノ
瀦溜多ク且ツ竹林密生ノ鶯溝渠ノ顆多ナルハ佳里 卜同一状態ニアリ、州営局二於テハ
大正13年4月防過事務所設置以来之等ノ整理ヲ考究シ直チニ排水溝ノ新設二着手セリ。
即チ部落二貼在スル幾多ノ溝渠ヲ或ハ結合シ、又ハ埋立テ大排水溝ニヨリ全水溜ヲ河
川二落スカ又ハ瀦溜水ヲ無カラシムルノ方法ヲ講ジタリ。依之部落ハ外部作業ノ進捗
卜排水工事ノ施設及蚊帳使用奨励等二依り面目一新シマラリア減少 卜共二部民ノ健康
状態著シク好韓シ、領菫後嘗テ死亡超過ノミナリシ営部落モ大正 15年(着手後3年目)
ニハ已二出生超過 88ヲ示スニ至レリ。前表ノ如ク大正 15年以後 (マラリア防過作業
着手 3年目)ハ総死亡二於テ著シク減少セルノミナラズ、マラリア死亡二於テモ殆 ド
半減乃至六分ノー以下二減少セリ。
第 10表 新市出生死亡比較表 (新市派出所出生死亡統計表ニヨル)(表2-2(Ⅲ))
年次 年末人口 出生敷 死亡数 生死超過
大正6年 5,044 184 392 ,E208
同7年 5,044 396 死 201
同8年 4,979 227 死 52
同9年 4,908 143 死 36
同 10年 4,787 死 37
同11年 4,910 170 死 66
同12年 4,873 209 死 26
同 13年 4,549 208 208 0
同 14年 4.445 222 死 47
同 15年 4,569 生 88
昭和2年 4,630 220 生 88
同3年 4,633 生 21
同4年 4,569 死 8
同5年 4,754 255 110 生 145
同6年 4,763 生 119
同7年 4,882 149 生 40
同8年 280 」L142
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次二新市二於ケル病死亡線敷 トマラリア死亡敷 トヲ年別比較スルニ第 11表ノ如シ
第 11表 新市年別病死線数 トマラリア死亡 トノ比較 (派出所管内死亡診断書ニヨル)
(表2-2(Ⅳ))
年別 病死数 マラリア死 %
大正8年 10.74
同9年 147 14 9.65
同10年 192 14.58
同 11年 18.02
同12年 202 28 13.79
同 13年 204 26 12.74
同14年 202 24 10.81
同15年 3.67
昭和 2年 10
昭和 3年 2.27
以上の下村論文より新市のマラリア防遇作業は大正 13年(1924)4月にマラリア防遇施
行地に指定し、マラリア防遇作業を施行した。新市は芭蕉の生産地で蚊族の発生棲息の好
適地であつた。そのため竹林藪の切排いを行つたが、頑迷無智で隔習を固持し地方開発向
上の念が欠如している民衆の中には反抗的態度を取る者も現れる始末であつた。そのため
に州当局は啓蒙活動を行 う一方で防遇所設置以来外部作業としてリト水溝の新設に着手した。
この部落は外部作業の進捗と排水工事の施設及び蚊帳使用の奨励145によつて面目を一新
しマラリア減少と共に部民の健康状態を著しく好転させたことが読み取れる。
最後に台南州のマラリア防過のまとめをみていく。
台南州のマラリア防邊のまとめとして下村論文 75～76に以下のように記している。
蔓南州下ノ衛生状態ノ好韓ハ大正 13年営時ノ衛生課長重松英太氏 卜能澤警務部長等余
ノ説ヲ採用シ、「マラリア防過デー」ヲ制定シ、州下各防過所ノ防遇作業二着手シ、大
正 14年増田警務部長就任シ州下一園ヲ蔓湾マラリア防遇規則ニヨル匡域二編入シ、増
田部長以下州及郡営局ノ熱誠 トー 般民衆ノ理解アル努カニヨリ完成シタルモノニシテ、
特二余ノ模範部落ノ作成二営り上出新豊郡警察課長、大川専務巡査、徳永嬌祖廟派出
所駐在巡査並二同保正楊丁旺諸氏ノ努カハ嘆賞スルニ餘 リアリ。即チ州下防遇作業ノ
完成ハ新豊郡二則り、新豊郡各匝ハ皆妬祖廟派出所管内ヲ模範 トシテロ的達成二努メ
タルモノナレバナリ。今ヤ重松氏ハ物故シ、其他関係者モ四散シ、着手ノ営初ヨリ墓
南州二在留スルモノナシ。唯野田兵三氏大正 15年春衛生課長二就任以来萬難ヲ排シ本
防過作業ヲ縫承シ、以テ今 日ノ成果ヲ見ルニ至レリ、氏ノ功績亦偉大ナリト謂ヒツベ
シ。産業道路ノ四通奎達 卜共二清楚明朗ナル部落ハ見ルダニ氣持ヨキー大公園化セル
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ノ感アリ。隣接高雄州二於テモ本マラリア防邊案ガ衛生上著効アルヲ見、昭和 5年頃
ヨリ着手セリ。又近時ハ新竹州・蔓中州ニテモ盛二本作業ヲ賞施シツ アゝルハ余ノ欣
快二堪ヘザル所ナリ。
今ヤ蔓南州ハ人口自然増加年 2々‐3萬二及ベリ。大正 4‐10年7箇年間ノ平均生死較差
人口千二付 5。99卜昭和 3‐6年ノ4年間平均比較差24.82(昭和5年28.12、昭和6年
26.99)トフ比較スル トキハ、将二隔世ノ感アリ。即チ10年前ノ自然増加二比シ年々2
萬餘ヲヨリ多ク増加シツ アゝリ。軍二自然増加ノミナラズ「マラリア」ノ減少二因リ
衛生状況好韓シ年々流行セル流行性脳脊髄膜炎モ全ク其跡ヲ断チ、州下産業及教育ノ
進歩奎展二不知不識ノ内二効果ヲ末シツ アゝルハ明カナリト信ズ。(中略)無理解ナル
民衆二封シテ衛生諸般ノ事業遂行ハ膿験的教養最モ有効ニシテ、要ハ直接其局二営ル
者ノ終始一貫熱 卜カヲ以テ臨ムベキコトヲー層痛感スルモノナリ
以上の下村論文より台南州下の衛生の好転は重松英太と能澤外茂吉が下村八五郎氏の説
を採用し、マラリア防遇デーを制定して州下防過所がマラリア防遇に着手した。大正14年
(1925)には増田秀吉146が警務部長に就任し、州下一回をマラリア防過区域に編入し、
マラリア防過を実施した。下村は同年からまず模範部落の作成にあたり、上出英一新豊郡
警察課長、大川専務巡査、徳永婦祖廟派出所巡査、保正楊丁旺の尽力によつてマラリア防
遇作業は大いに進展した。これにより新豊郡嬌祖廟派出所管内を模範的部落の嗜矢と看倣
すことが出来る。また大正15年(1926)春に衛生課長に就任した野田兵三が重松らの防遇
作業を継承し、産業道路の四通発達と共に清楚明朗な衛生模範部落へと変容させたことが
分かる。また本マラリア防過案が衛生上著しい効果があると看倣され、昭和 5年(1930)
頃から高雄州でも衛生模範部落の建設147が実施されたことが分かり、台南州のマラリア防
遇は衛生模範部落建設の濫腸であると言えると思う。また「無理解なる民衆」には衛生諸
事業の遂行には證験的注入が最も効果的であり、終始一貫してマラリア防邊の専門家たち
は熱と力を以てマラリア防過作業に臨むことが肝要であると説いている。
この台南州のマラリア防過作業で特筆すべき点は 4つある。①衛生思想の普及という観
点からマラリア防遇デーを施行し、證験的に衛生思想を注入した点である。②台南州一回
を一つの防遇施行区域に指定してマラリア防邊の徹底及び外部作業を行つた点である。③
マラリア防過の中枢的人物を中心にして官民一致でマラリア防遇事業に従事している点で
ある。④衛生模範部落建設の濫腸であることが指摘できる。
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第二節 高雄州のマラリア防遇事業
高雄州の衛生事業を語る上で重要な人物がいる。それが安倍貞次である。安倍貞次は明
治 17年に大分県宇佐郡西馬城村出身で、同38年4月に熊本書學校を卒業後天津病院に奉
職、大正 10年に渡蔓し、同時に墓潟公讐に任命 され、蔓南州新螢郡新螢の公讐となり、マ
ラリア防遇に従事した。昭和 2年6月に蔓漏衛生技師に任官し、菫南州警務部衛生課勤務
となり、昭和7年に墓北州に栄転、同12年に高雄州警務部衛生課衛生課長に就任し、マラ
リア防遇の専門家として高雄州の保健衛生事業に尽力した人物である。148
(1)マラリア流行の沿革
高雄州におけるマラリア流行の沿革については『昭和十一年高雄州衛生要覧』(高雄州警
務部衛生課 。昭和十二年十一月十五日)14974,75頁に以下のように記載されている。
マラリアは州下に於ける風土病中の随一なり其の分布は普汎的にして而も病原轟は久
しき以前より存在し居たりと謂う
明治七年征墓営時我が軍隊を惜ましたる疾病、領墓営時暴威を壇にし移住の内地人間
に惨害を蒙りたる所謂墓溝熱と称えたる疾病亦本病なりと謂 う明治二十九年旗山郡甲
仙に創立せられたる甲仙哺採脳拓殖会社の如きも採1螢者間に猛烈なるマラリアの流行
を末し患死者績出して遂に事業経螢に障害を末すに至りたることあり線督府は明治三
十二年十一月地方病及俸染病調査委員会を創設し各委員をして本病の研究に専念せし
めたる結果防遇規則の嚢布を見るに至り州下も各濃疫部落を施行地域に指定して之が
撲滅に努力し更に昭和五年より防遇規則の一部を全州下に施行して竹木の下枝伐採、
埋立、雑草刈払、リト水建設、清潔保持豚舎、堆肥舎及便所の建設を為さしむると共に
防邊思想の啓発に努めて之が目的達成を期し其の作業状況を審査表彰して州下を挙げ
て優良部落の建設に努力中なり
昭和十一年七月屏東郡下里港、九塊両庄に内地より招致せられたる煙草耕作移民間
に蔓延流行し應急封策を講せざれば移民政策上憂慮すべき結果を招末する虞れあり
たるを以て千歳村、常盤村に防遇所を急設して之が防過に努めつつあり昭和十一年
中の血液検査服薬治療施行地は二市四街十庄の内二十部落人口人万七千余人に及ベ
り
マラリアは高雄州にとつて最も厄介な風土病であつた。明治7年(1874)の「征台の役」
で日本軍を悩ませた病気も、台湾領有当初に移住してきた内地人を悲惨な目にあわせた「台
湾熱」も実はマラリアであつた。明治39年(1906)には旗山郡甲仙において甲仙哺採脳拓
殖会社150の採脳者の間にも猛烈なマラリア流行があり大惨事となった。台湾総督府は明治
32年(1899)11月に台湾地方病及伝染病調査委員会151を設置しマラリア研究に力を入れ、
大正 2年(1913)にはマラリア防過法施行規貝Jが制定されるまでに至った。高雄州におい
てもマラリア濃疫部落を防遇施行地域に指定してマラリア防遇に努め昭和 5年(1930)ヨ
リ防遇規則の一部を全州下に施行して竹木の伐採・埋立・雑草の刈り取り。ツト水の工夫・
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清潔な豚舎や便所の建設・防過思想の啓発普及等を行い、目的達成のために作業状況を審
査表彰して州下を挙げて優良部落の建設に尽力したという。昭和11年(1936)には屏東郡
下里港・九塊両庄において内地からやつてきた煙草耕作移民の間にマラリアが蔓延し、急
速千歳村152.常盤村153に防過所を設置しマラリア防遇に努めた。高雄州における昭和 11
年の血液検査服薬治療施行地は2市4街10庄の内30部落で人口87000人以上に及んだと
いう。
(2)、マラリア防遇血液検査服薬方法
昭和 11年(1936)の高雄州におけるマラリア防過血液検査服薬方法は『高雄州衛生要覧』
75頁に以下のように書いている。
施行地域内の居住者滞在者にして年齢六箇月以上四十才迄の者に対し毎月一回定期に
血液検査を施行す
血液検査の結果原轟保有者を奎見したる者の家族及滞在者に封し年齢に制限なく臨時
血液検査を施行す
六箇月以上引績き原轟保有者又は患者を出さざる戸内の居住者滞在者に封しては定期
検査を三箇月に一回とす
マラリア患者及マラリア原轟保有者は二十四日間警察官吏又はマラリア防遇事務所員
の指示に従ひ服薬せしむ
マラリア防邊血液検査月反薬方法は四つに分類され、①施行地内の生後六カ月～四〇才まで
の居住者 。滞在者に毎月定期血液検査を行う、②定期血液検査の結果原轟保有者の家族及
び滞在者に対して臨時血液検査を行う、③六箇月以上患者 。原虫保有者を出していない戸
内は定期血液検査を三カ月に一回とする。④マラリア患者及び原虫保有者は警察官吏及び
マラリア防過事務員の指示に従い服薬を行うことが定められた。
(3)マラリア防遇血液検査施行成績
昭和 11年(1936)の高雄州におけるマラリア防邊血液検査154は『昭和十一年高雄州衛
生要覧』75,76頁に以下のように記されている。
昭和十一年中に於けるマラリア防邊血液検査施行成績は左表の如くにして昭和十一年
155中の成績より平均〇.六一%低下せり而して之を月別に比較して見るときは十二月
の四.五二%最高率にして前年の最高率六月の四.五一%より〇.〇一%高く最低率は五
月の一.人六%にして前年四月の二.九四%よリー .〇人%低下し一箇年中の平均率
は二.二人%なり
尚其の成績を施行地別に見るときは甲仙の九。一七%を第一位とし千歳村の七.五四%
之に次き常盤村の六.七二%156潮州の六.六七%四重渓の六.六三%等高率にして最
低率は三塊層の○。四〇%なり
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史料中の「左表」の詳細については以下の表 2‐ (I)の通りである。
表 2‐3(I)最近五カ年間の防邊成績比較
防過事務所別 年別 検査人員 原虫保有者敷 検査人員百に
付原虫保有者
敷
三塊盾
昭和 7年 24,968 307 1.22157
同8年 25,501 232 0.91
同9年 26,086 150 0.58
同10年 18,663 107 0.57
同 11年 16,890 68 0.40
屏東
昭和 7年 35,449 1677 4.73
同8年 28,116 1151 4.08
同9年 114,497 4315 3.77
同 10年 144,206 3411 2.37
同 11年 159,662 2051 1.29158
崇 蘭
昭和 7年 17,095 431 2.52
同8年 15,453 799 5.17
同9年 15,520 1186 7.64
同 10年 16,596 760 4.58
同 11年 17,313 357 2.06
岡 山
昭和7年 25,497 621 2.43
同8年 28,408 628 2.21
同9年 29,866 284 0.95
同 10年 22,861 110 0.48
同 11年 22,366 115 0.53159
楠梓
昭和 7年 15,229 785 5.13160
同8年 17,539 1143 6.52
同9年 18,951 1116 5.89
同 10年 20,870 1122 5.38
同 11年 17,680 567 3.21
鳳 山
昭和 7年 59,883 2429 4.06
同8年 67,563 2592 3.84
同9年 66,776 3349 5.02
同 10年 71,584 4703 6.57
同 11年 68,424 2545 3.72
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大樹
昭和7年 11,970 641 5.35161
同8年 14,053 386 2.68162
同9年 15,264 451 2.95
同 10年 16,197 241 1.49
同 11年 16,555 309 1.87
旗 山
昭和 7年 33,038 1495 4.40163
同8年 47,988 1041 2.17
同9年 54,542 1175 2.15
同 10年 44,343 923 2.08
同 11年 44,642 1207 2.70
甲仙
昭和 7年 3995 349 8.73164
同8年 5295 378 7.14
同9年 6527 394 6.04
同 10年 6156 422 6.86
同 11年 5301 486 9.17
六追
昭和 7年 14,347 484 3.37
同8年 14,023 566 4.04
同9年 14,696 403 2.74
同10年 14,930 474 3.17
同 11年 13,995 888 6.35
潮州
昭和7年 26,850 969 3.61
同8年 29,075 999 3.44
同9年 30,655 1112 3.63
同 10年 28,454 1411 4.96
同 11年 27,156 1799 6.67165
紡寮
昭和 7年 25,066 791 3.15166
同8年 27,458 624 2.27
同9年 29,119 684 2.35
同10年 24,069 697 2.90
同 11年 21,085 648 3.07
萬丹
昭和 7年 26,818 843 3.27167
同8年 27,358 1092 3.99
同9年 28,911 1201 4.15
同 10年 29,227 1543 5.28
同 11年 33,138 1653 4.99
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渓 ナ | |ヽ
昭和 7年 19,000 712 3.74168
同8年 25,208 632 2.51
同9年 24,787 827 3.34
同 10年 20,526 515 2.51
同 11年 19,808 419 2.12
四重渓
昭和7年 5659 259 4.58
同8年 5462 498 9.12
同9年 5553 229 4.12
同 10年 5569 185 3.32
同 11年 4885 324 6.63
千歳村 昭和 11年 5387 406 7.54
常盤村 昭和 11年 2161 145 6.71
合計
昭和 7年 391,390 14,215 3.63
同8年 390,139 13,163 3.37
同9年 481,750 16,876 3.50
同 10年 484,260 16,624 3.43
同 11年 496,448 13,987 2.82
(出典 :『昭和十一年高雄州衛生要覧』76～80頁より筆者作成)
以上の史料及び表 2‐(I)より、防遇事務所別に見た昭和 11年(1986)の原虫保有者の
割合験 査人員100に対する)は、甲仙が9.17%で最も高く、千歳村7.54%、常盤村6.71%、
潮州 6.67%、四重渓6.63%と続いてることが分かる。これらの地域の共通性は採脳や
集団移民などによる未開地開拓による開発原病としてのマラリアの流行によるものだ
と推測できよう。逆に昭和11年の原虫保有者の割合が最も低いのは三塊店のO.40%で、
岡山0.53%、屏東 1.29%、大樹 1.87%、祟蘭2.06%と続く。マラリア防過施行地全体
で見ると、昭和 11年の原虫保有者の割合(2.82%)は昭和7年(3.63%)より0.81%、昭
和 10年(3.43%)より0.61%低下していることが分かる。史料の中では月別に見た原虫
保有者の割合も述べられているが表の所在が明らかでないため詳細は不詳である。
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(4)マラリア死亡率
高雄州における昭和 7年(1932)から同 11年(1936)のマラリア死亡率変遷の詳細につい
ては表 2‐(Ⅱ)の通 りである。
表 2‐3(■)最近五箇年間のマラリア死亡率
?
?
?
?
?
?
高雄
署
屏東
署
岡 山 鳳 山 旗 山 屏東 潮州 東港 恒春 合計
?
?
?
?
?
?
?
?
1057 29772021421177918791907490 13,511
?
?
?
?
?
?
?
20 144 89 100 139 213 107 19 828169
?
?
?
?
?
?
?
1.89 4.73 4.457.047.8111.265.613.886.13
同
ノヽ
年
?
?
?
?
1305765315320941548116217931880574 14,274
?
?
?
?
?
?
?
15 56 114 56 99 127 194 101 27 789
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マフ
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ア
死
亡
%
1.157.323.62 2.646.4010.9310.265.374.705.53
?
?
?
?
?
?
?
?
?
1480775 289721541709129519972107489 14,903
?
?
?
?
?
?
?
12 69 62 66 130 103 125 93 17 677
マ
フ
リ
ア
死
亡
%
0.818.902.14 3.067.617.956.254.413.484.54
同
10
年
?
?
?
?
1492856282324411473103919692088569 14,750
?
?
?
?
?
?
?
24 58 65 97 121 63 92 97 26 643
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??
?
?
?
?
?
?
?
?
? 6.782.30 3.978.216.064.674.654.574.36
同
11
年
?
?
?
?
1599 18262722221622116921101984630 14,881
?
?
?
?
?
?
?
13 52 66 132 82 140 69 43 708
?
?
?
?
?
?
?
0.815.662.51 5.008.147.016.613.486.834.76
〈??
?
?
?
?
?
693331414,47791137773644497489966275272,319170
?
?
?
?
?
?
?
84 235 448 419 582 514 764 467132 3645
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%
1.217.093.09 4.607.497.987.844.694.805.04
(出典 :『昭和十一年高雄州衛生要覧』81頁より筆者作成)
以上の表 2‐(Ⅱ)より昭和7年と同11年を比較した場合、マラリア死亡率は6.13%か
ら4.76%へ1.37%低くなり、マラリア死亡者数も828人から708人になり120人減少
していることが分かる。また昭和 11年のマラリア死亡率が最も高かつた地域は旗山の
8。14%で、次が屏東7.01%である。逆にマラリア死亡率が最も低い地域は高雄署管内の
0.81%で、次が岡山2.51%である。昭和 11年のマラリア死亡率を地域別に同7年と比
較すると大きく低下している順に潮州4.65%、岡山2.22%、東港2.12%となっている。
また五カ年の死亡率が最も高かつたのが屏東7.98%、潮州7.84%、旗山7.49%である。
逆に五カ年のマラリア死亡率が最も低かつたのが高雄署管内 1.21%、岡山 3.09%であ
る。
(5)薬品消費
昭和 11年の薬品消費について『昭和十一年高雄州衛生要覧』81,82頁に以下のように記
載されている。
マラリア患者並に原轟保有者に封して大人一人に付「キニーネ」は〇.六瓦「オイヒニン」
は〇.九瓦を一日に服薬分量として二十四日間服用せしめ小児は年齢又は身膿の螢養状
態を考慮して適宜に服薬量を決定し服用せしめ再奎再感染等には「プラスモヒン」、「ア
テプリン」なる新薬併用し、治療完了に至る迄の一人の平均「キニーネ」服用量は七,三
二五瓦餘新薬の併用一,六人三瓦餘なり。
史料より①マラリア患者の服薬には「キニーネ」と「オイヒニン」を二十四日間服薬させる
こと、②小児には年齢や身体の営養状態を鑑みながら服薬量を決定し服薬すること、③再
発、再感染の場合は「キニーネ」と「プラスモヒン」や「アテプリン」と謂う新薬を併用
して服薬することがきめられた。
(6)俸染病予防及びマラリア防過地物整理費補助
高雄州における昭和 11年(1936)の博染病予防及びァラリア防過地物整理費補助の詳細
については以下の表2-(Ⅲ)の通りである。
表2-3(Ⅲ)博染病予防及びマラリア防邊地物整理費補助
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施行の場所 予算 (円) 工事費 (円) 排水溝 (米)
?
?
?
郡市
?
?
?
?
?
?
工事総額 州費補助 市街庄費
高雄市
?
?
?
7,040.006,536.203,268.103,268.10 230.1
屏東市
?
?
?
?
?
6,118.006,049.543,024.773,024.77 223.5
岡山郡
?
?
?
?
?
?
?
?
4,804.004,805.002,403.002,403.00 671.1
同
?
?
?
?
?
?
?
1,420.001,416.15708.07 708.08 211.0
屏東郡
?
?
?
?
?
?
?
?
4,600.004,602.152,300.002,302.15 908.0
潮州郡
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
4,800.004,789.802,394.902,394.90 639.0
同
?
?
?
?
?
?
?
?
2,333.002,183.781,091.891,091.89 135.0
同
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
6,100.006,101.973,050.003,051.971,366.1
計
37,215.0036,484.5918,239.7318,244.864,383.8
(出典:『昭和十一年高雄州衛生要覧』91頁より筆者作成)
65
以上の2-(Ⅲ)より昭和 11年に高雄州全体で36,484.59円の工事費を使い、4,383.8m
に及ぶ排水溝を建設したことが分かる。36,484.59円の工事費用は州費補助と市街庄費がほ
ぼ三分の一ずつで州費補助 18,239.73円、市街庄費 18,244.86円となつている。工事費用の
最も高い地域は高雄市 6,536.20円(排水溝は 230.lm)で次は潮州郡紡寮庄水底寮の
6,101.97円(排水溝 1,366.lm)となつている。
(7)衛生豫算
高雄州における昭和11年度の衛生豫算の詳細は以下の2-(Ⅳ)の通りである。
表2-3(Ⅳ)昭和 11年度衛生費予算決算
科 目 豫算額 (円) % 決算額 (円) %
経常部
第六款
衛生及病院費
第一項 公署費
第一日 公署費
第二項
博染病予防費
第一日 事務費
第二日 検疫費
第二日
細菌試験費
第四目
ペス ト防過費
第五日 諸費
第二項
マラリア防過費
第一日
マラリア防遇費
第四項
婦人病院費
第一日 諸給
第二目 事務費
第二日 治療費
第五項
衛生諸費
202,447.00
11,990.00
11,990.00
11,749.00
1,301.00
3,205.00
3,787.00
2,343.00
1,113100
55,029.00
55,029.00
4,441.00
2,367.00
1,113.00
961.00
19,238.00
100.00
5.92
5.80
27.18
2.19
9.50
100,999.21
10,751.04
10,751.04
11,660.02
1,237.48
3,993.60
2,375,50
1,941.80
1,111.64
55,020.65
55,020.65
4,342.68
2,283.60
1,104.56
954.52
19.224.82
100.00
10.64
11.54
4.48
4.30
19.03
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第一目
屠畜検査費
第二日
衛生試験費
第二日
衛生宣伝費
第四目
衛生講習費
第五日
衛生不良部落改
善費
第六日
狂犬病予防費
第十五款
屠場管理費
第一項 管理費
第一日 事務費
第二日 雑給
第二日 旅費
第四目 修繕費
第二項 交付金
第一日 交付金
臨時部
第一款
螢繕土木費
第一項 管繕費
第九日
屠場改築費
第二項
災害復旧費
第一日
螢繕復旧費
第二款 衛生費
9,717.00
5,353.00
270.00
455.00
3,247.00
196.00
19,621.00
18,272.00
2,713.00
12,324.00
513.00
2,722.00
1,349.00
1,349.00
5,00.00
4,600.00
4,600.00
400.00
400.00
12,307.00
100.00
93.12
6.88
100.00
92.00
8.00
100.00
9,714.14
5,352.95
269.70
452.62
3,239.76
195.65
19,556.36
17,953.94
2,706.42
12,046.25
512.91
2,688.36
1,602.42
1,602:42
4,991.81
4,591.81
4,591.81
400.00
400.00
12,140.61
100.00
91.81
8.19
100.00
91.99
8.01
00.00
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第一項
マラリア防過施
設費
第一日 事務費
第二日 奨励費
第二項
瀬予防費
第一日
瀬予防費
第二項
結核調査
第一日
結核調査費
第四項
マラリア調査費
第一日
マラリア調査費
第六款
補助及寄附
第一項
補助及寄附
第二日
衛生補助
4,932.00
2,514.00
2,418.00
286.00
286.00
1,222.00
1,222.00
5,867.00
5,867.00
41,052.00
40.07
2.32
9.93
47.67
4,846.43
2,441,30
2,405.13
207.05
207.05
1,220.53
1,220.53
5,866.60
5,866.60
42,796.67
39.92
1.71
10.05
48.32
(『昭和十一年高雄州衛生要覧』91～93頁を基に筆者作成)
以上のように表2-(Ⅳ)より昭和 11年度高雄州衛生費の内嘉永上部第六款衛生及び病
院費の決算額を100とした場合、第三項マラリア防遇費の決算額が54.48%を占め、第二項
伝染病予防費(11.54%)や第五項衛生諸費(19.03%)を大きく上回つていることが分かる。
また臨時部第二款衛生費の決算額を100とした場合、第一項マラリア防邊施設費 (39.92%)
と第四項マラリア調査費 (48.32%)の合計が 88。24%を占めていたことが分かる。以上の
ことからマラリア防過が急務課題であつたことを裏付ける史料と言える。
(8)排水施設
昭和 11年(1936)の高雄州における下水溝設置状況について『昭和十一年高雄州衛生要覧』
17,18頁に以下のように記されている。
州下排水施設は左表の通りにして線括的に見るに市街地に在りては殆んど完備の域に
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達しつゝあるも全般としては尚相営施設を要するものあり
州に於ては年々二萬園乃至三高園程度の補助を興へ市街庄公共下水の新設を国り逐年
五千米乃至一高米の延長を見る現況にあり
昭和 11年当時市街地では排水施設が完備しつつあつたが高雄州全体ではまだ相当下水溝
の設置を必要としていた。高雄州では毎年二万～三万程度を補助し市街庄に公共下水の新
設を図り、毎年 5000m～10000mずつ延長している状況である。史料中の「左表」の詳細
については表2-(V)の通りである。
表2-3(V)排水施設
郡市別 公設下水 (米) 私設下水 (米) 合計 (米) 摘要
高雄市 56,016 77,363 133,379
屏東市 20,955 22,078 43,033
岡山郡 14,459 1,838 16,297
鳳山郡 15,387 15,100 30,487
旗山郡 17,686 9,270 26,956
屏東郡 10,348 30,806 41,155
潮州郡 19,448 21,961 41,409
東港郡 12,385 12,936 25,321
恒春郡 6,452 5,600 12,052
合計 173,136 196,952 370,088
(出典 :『昭和十一年高雄州衛生要覧』18頁より筆者作成)
以上の表2-(Ⅲ)より高雄市内では公設下水と私設下水をあわせて133,379mに及ぶ下
水溝が設置されていたことが分かる。逆に恒春郡では12,052m、岡山郡では16,297mに止
まっていた。昭和 11年の高雄州全体の下水溝設置状況は公設下水と私設下水を合わせて
370,088五であつた。
(9)下水掃除の状況
昭和 11年(1936)の高雄州における下水掃除の状況について『昭和十一年高雄州衛生要覧』
19頁に以下のように記されている。
下水掃除の状況
(1)高雄市内に於ては下水掃除人夫二一名手引車十九童を以て五日乃至十二日に一
周する如く浚渫し之に依る汚泥は搬出し附近の埋立てに利用しつゝあり
(2)屏東市内に於ては下水掃除人夫一〇名を以て一日乃至二日に一周する如く浚渫
し汚泥は凹地の埋立にりようしつ あゝり
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史料より高雄市内では掃除人夫21人が手引き車19台で5日から12日かけて市内を一周
するように下水掃除をして回り、たまつた泥は附近の埋め立てに利用していた。屏東市内
でも掃除人夫 10人が 1日～2日かけて市内を一周するように下水掃除をして回り、たまつ
た泥は凹地の埋め立てに利用していたことが分かる。
昭和 7年(1932)から同 11年(1936)までの高雄州のマラリア防過事業の実態が明ら
かとなった。この時期のマラリア防邊事業として血液検査 。服薬治療 。地物整理 。排水溝
設置等が行われた。昭和 11年までに高雄州全体で370kmに及ぶツト水溝が設置された。ま
た昭和 11年度の臨時予算の内衛生費の大半がマラリア防過に関するものであつた。高雄州
では原虫保有者の割合が五年間で0.81%減少し、昭和 11年の原虫保有者の割合は2.82%に
なった。マラリア死亡率も五年間で 1.37%低くなり、昭和 11年のマラリア死亡率は4.76%
になつた。また高雄州でも台南州と同様に部落振興会やマラリア防過衛生組合が組織され
るようになった。その一つがマラリア防邊衛生組合の創設である。
(10)高雄州の衛生組合
高雄州の衛生組合設立の沿革について『衛生組合指導要領』(高雄州警務部衛生課、1939
年)1～3頁に以下のように記されている。
偶々今次事憂ガ奎生シ其戦闘規模ノ拡大デアルコト 近ゝ代戦ノ特色 トシテ国家線力戦
デアルコトヤ事愛ノ長期化ノー方二建設工作ヲ遂行シナケレバナラナイコト等二依リ
銃後二於ケル国民誰位ノ向上 卜人的資源ノ涵養 卜謂フコトガ聖戦ノ遂行 卜戦果確保ニ
欠クコトノデキナイ要素デアルコトニ着ロセラレー面又自治衛生ノ徹底化ガ強ク叫バ
レルニ至り昭和十二年中全島各州麻二或ハ保健組合 卜稀シ又ハ トラホーム治療組合、
マラリア防過組合等ノ名橋ノ下二組合組織ノ機運ガ彰済 トシテ起ッテ末タノデアル。
昭和十三年六月全島警察會議ノ席上デ線務長官カラ「各種衛生諸国證ノ結成二就テ」
トノ項ロノ下二衛生組合ノ組織二努カスル様ニ ト訓示ガアッタノデアル。高雄州デハ
数年前カラ先覚者二依ッテ衛生組合ノ設置ヲ夫々営局二進言サレタコトガアッタノデ
アルガ遂二上述ノ様ナー般情勢ノモ トニ其機運ガ熟シ上司ノ御英断二依り組合設置ノ
件ハ急速二進展シ島内ハ勿論内地朝鮮等カラ之等ノ資料ヲ蒐集シ衛生組合設置大綱及
組合規約標準案ヲ制定シ、昭和十三年二月各郡守、市芳、警察署長ノ意見ヲ徴シ成案
ヲ得、同年四月六日告示第五十一琥ヲ以テ 「昭和十二年州令第一琥博染病豫防法施行
細貝J附則第一項但書ノ規定二依ル衛生組合規定ノ施行匝域ヲ州下一園 トス」 卜告示サ
レ姦二博染病豫防法第二十三條二根抜ヲ有スル衛生組合ガ州下一園二組織サレルコト
ニナッタノデアル。
以上の史料より高雄州衛生組合の設置背景として日中戦争の拡大によつて国民證位の向
上並びに人的資源の涵養が必要と考えられ、自治衛生の徹底化が強く推進されるようにな
った。そのため昭和 13年中に保健組合、 トラホーム治療組合、マラリア防遇組合などの組
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織が建設され始めた。其建設に拍車をかけたのが昭和 13年6月に開かれた全島警察會議の
際に総務長官の衛生組合結成に関する訓示であつた。高雄州では、数年前から先覚者たち
が衛生組合の必要性を提言していたこともあり、内地 。朝鮮の衛生組合設置に就ての資料
を基にして衛生組合設置大綱及衛生組合規約標準案を制定した。そして成案を作り、同年
四月六日に伝染病予防法第23條を根拠として衛生組合規定の施行区域を州下一園に組織す
る法案が告示されたことが分かつた。
衛生組合の事業目的について『衛生組合指導要領』3～5頁に以下のように記されている。
第五條 前條ノロ的ヲ達成スルタメ本組合二於テ賞行スベキ事業概ネ左ノ如シ
ー、博染病豫防制遇二開スル事項
イ、種痘、豫防注射ノ賞施若ハ奨励又ハ之ガ賞施二封スル援助
口、博染病ノ早期嚢見及隠薇ノ矯正
ハ、鼠族、蠅、油轟其ノ他有害ナル昆轟類ノ駆除
二、消毒法及清潔方法
ホ、其ノ他博染病豫防救治二必要ナル事項
二、マラリア防過二開スル事項
イ、検血及服薬
口、蚊帳ノ普及
ハ、蚊族駆除二開スル事項
三、一般保健衛生二開スル事項
イ、家屋内外及道路ノ掃除及撤水
口、溝渠便所其ノ他不潔ナル場所ノ掃除
ハ、河海及下水溝二塵芥又ハ汚物ノ投棄防止
二、清潔方法施行ノ援助
ホ、塵芥容器ノ整備 (堆肥舎、芥溜ノ整備)
へ、空地ノ掃除及整頓 (所有者標識樹立)
卜、不良飲料水ノ改善
チ、地方病ノ駆除及慢性博染病ノ豫防
り、住宅及便所ノ設置改善
ヌ、凹地低地ノ埋立排水、竹木伐採及住宅周園ノ雑草刈除
ル、煤煙及悪臭ノ防止
ヲ、保健調査
四、衛生思想普及二開スル事項
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イ、博染病豫防及其他一般衛生思想ノ普及
口、衛生上必要ナル法令及通牒ノ周知
ハ、健康相談所開設
二、迷信打破及悪習矯正
ホ、衛生功劣者表彰
ノ如ク多種多様ノ事項ヲ網羅シテヰルガ各組合二於テハ衛生委員會又ハ組合會二於テ
此ノ内ヨリ其組合ノ事業 トシテ賞行スベキコトヲ軽重緩急二應ジ取捨シテ決議シ質行
二移スコトヲ要スルモノデアノL
以上の史料より、衛生組合の事業目的は多岐に亘り衛生事業全般を扱つている。またマ
ラリア防遇を軸に防過を行 う場合、一般保健衛生に関する業務と併用連携していくことが
重要である。
マラリアの豫防撲滅法の三要素について『衛生組合指導要領』95～99に以下のように記
されている。
マラリア豫防、撲滅ノ要点ハ (一)蚊ヲ全然無クスルカ、(二)蚊二刺サレナイ様ニス
ルカ、(三)人證ノ「マラリア」原轟ヲ無クスルカノ三途アルノミデアル。然シ賞際間
題 トシテ以上ノ三要件ノーツデモ完全二徹底セシムルコトハ困難デアルノデ時 卜場所
ニヨリ各種ノ事情ヲ総合的二研究シ或ルモノニ注ギ、或ハ三要件二出来ル丈全カヲ蓋
ス様二心懸ネバナラヌ。
一、蚊ヲ無クスル方法 (蚊族剰滅法)
蚊ハ幼轟 卜成轟 トニヨリテ棲ム虎ガ違フヲ以テ本法モ又自ラ方法ヲ異ニスル。即チ成
轟ハ空気中二生活スルモ幼轟時代ハ産卵カラ子子 トナリ蛹ヲ経過シテ成轟 トナル迄ハ
瀑潤ナ低地、水流又ハ水溝ヲ必要 トスルヲ以テ夫々別個ノ方法二依ラネバナラヌ。
甲、幼轟撲滅法
(一)土地整理
此ノ方法ハ蚊族ノ産卵及奎育ノ場所ヲ整理シテ蚊ノ奎生、生長ヲ失ハス方法デアル。
故二不必要ナ水溝、瀑低地ノ埋立ヲ篤シ、或ハ養魚地、用水地又ハ其他ノ関係デ埋立
ノ出来ナイ虎ハ共二周園水際ヲ煉瓦又ハ「コンクリー ト」等デ処置スルコトヲ要スル。
元来 「アノフェレス」蚊族ハ人エヲ加ヘル水中特二雑草ノ奎生シナイ虎ニハ産卵嚢育
ヲ嫌フ習性ヲ持ッテ居ルカラデアル。土地状況ニヨリ埋立、排水、下水溝ノ設置、開
拓工事ヲ為シ得ナイ虎デハ左ノ方法ヲ適宜賞施セネバナラヌ。
(二)重油撒布
「アノフェレス」族産卵ノ場所ヲ整理シ産卵ノ箇所ヲ無クスルコトハ「マラリア」防
遇上デハ必要ナコトデハアルガ多大ナ経費ヲ要シ賞行不可能ナ場合ガ少ナクナイ。特
二住家附近ノ水田ノ如キハ畑作 卜鶯スコトガ理想デアルガ産業上賞現ガ困難デアル。
故二子子ガ水中二居ルモ時々呼吸ヲスル習性ヲ利用シテ水面二重油ヲ撒布シ子子ヲシ
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テ呼吸困難ニナラシメ窒息死ヲ末タラシムル方法デアル。而シテ重油ノ表面張カハー
滴デー尺平方二拡ガリ且一ヶ月モ有効デアリ経費モ砂ナクテ好都合デアルガ降雨又ハ
流水ニヨリ其効カヲ妨グラレル欠点ガアル。重油撒布ハーニ週間ニー回位ヲ理想的 ト
スル。飲料水ニハ重油ヲ應用スルコトハ困難デアルカラ「ユーカリブリー ス油」若ク
ハ杜松油ヲ用ヒレバ人畜二無害デ効カハ重油 卜愛ラナイ。
乙、成蚊剰滅法
成蚊ヲ駆除又ハ剰滅スルニハ除轟菊 (製品ハ蚊取線香)檜葉、杉葉、鋸暦又ハ蜜柑ノ
皮等ヲ燻煙スルコトガ必要デアル。其ノ方法ハ豫メ室ヲ閉メ切ッテ置イテ燻ラシ後適
営ナル時間ヲ経テ部屋ヲ開ケル ト蚊ハ死亡シ、又ハ飛去ッテ仕舞フ。其後ハ少量ヲ燻
ラシテオケバー晩中蚊ガ襲来スルコトハナイ。最初多量二燻ラス時期ハタ方ノー番蚊
ノ多ク出ル時期ヲ見計ラッテヤルコトガ肝要デアル。其外「フマキラー」「カ トー ル」
「キクエキ」等ノ殺虫液ヲ撒布スルコトガ良ヒ。
丙、外部作業
此ノ方法ハー般「マラリア」防過ノロ的ノ下二施行スルモノデ竹木ノ下枝伐採、雑草
ノ刈除、或ハ竹木ノ枯死シタモノヲ根本ヨリ掘除キ、住家附近ニハ竹木、芭蕉、麻 ,
黍類等ノ如ク繁茂シ蚊族ノ棲息二適スル植物ノ植付ヲ制限シ、垣根ヲ築造スルニハ木、
石、煉瓦、コンクリー ト等ヲ以テ鶯サシメル様ニシ若シ生垣ヲ造ル トキハ幅二尺高サ
五尺以内 トシテ毎月一回剪除セシメ家屋ノ建築二営リテハ開窓ヲ充分用ヒセシメ採光
通風ノ良好ヲ期シ板張り床二改造セシメ蚊帳ノ普及使用完璧ヲ期シ蚊族襲来ノ防止ヲ
固ル等ハ緊要ナコトデアル。
丁、天然敵轟利用
以上述ベタルハ人工的ノ豫防法デアルガ自然界二存スル敵ヲ利用スルコトモ閑却シ得
ナイ、自然界ノ敵ハ絶ヘズ蚊ノ幼轟及成贔ヲ捕食スルノデ多大ナ効果ヲ収メル。蚊ヲ
喰フ動物中蚊ノ成轟ヲ喰フ動物ハ蝙蝠、鳥類、ヤモリ、蛙、蜻蛉等デアッテ幼轟 。蛹
ヲ喰フノハ「ミズスマシ」「マリモムシ」蜻蛉等ノ贔類、金魚、「メダカ」「タップミノ」
ノ如キ魚類ハ子子ヲ非常二好ンデ食スルガ鶯二之等ガ多数繁殖シテ居ル
ニ、防蚊方法 (蚊二刺サレナイ様ニスル方法)
(一)防蚊家屋
金網ヲ用ヒテ窓、戸口等蚊族ノ進入スル隙間ヲ遮断スル方法ニシテ外國二於テハ試ミ
ラレ吾墓漏二於テモ軍隊二於テハ試ミラレタリ
(二)蚊帳使用
蚊帳ノ使用ハ比較的容易二各家庭二於テ賞行シ得テ且其効果アルフ以テ努メテ励行シ
ナケレバナラヌ。
(三)薬液ノ塗布
身證ノ露出部二薬液ヲ塗布シ蚊ノ刺スノヲ防グ方法デアル。現行用ヒラレテヲルノハ
(壱)樟脳油、
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(弐)テルペンチン石鹸並ニオイカリブス油、
(参)ベルガモット油一分、石油十六分
三、人證二於ケル 「マラリア」原轟滅却法
現在州下各防遇所二於テ賞施シテ居ル方法ナレバ特二記述ヲ避ケルガ要ハ防過所員ノ
指示二徒ヒ所定期間中確賞二服薬治療スルコトヲ心懸ネバナラヌ
以上の史料より、マラリア防過の三要件は (1)蚊を無くすこと、(2)蚊に刺されない
ようにすること、(3)マラリア原虫を無くすことである。(1)蚊を無くす方法は大きく5
つある。一つ日は低湿地や水溜、水溝の埋立である。埋立が出来ない場合は周囲を煉瓦や
コンクリー トで覆 うことである。これは蚊が人工物を嫌う習性を利用した封策である。二
つ目は重油の撒布である。重油の撒布は安価であり、長期間効果がある封策であるが、雨
に弱いという欠点を持っている。二つ目は除轟菊や檜葉、杉葉、鋸屑、蜜柑の皮の燻煙で
ある。四つ日は竹木の伐採や垣根の築造制限、蚊帳の働行等の外部作業である。五つ日は
人工物的防遇でなく、自然的防遇法である。蚊を捕食とする蝙蝠、蛙、蜻蛉、子子を捕食
とする蜻蛉、メダカ、タップミノなどの敵を利用した封策である。
(2)蚊に刺されないようにするための工夫として三つ紹介されている。①防蚊網戸の設
置、②蚊帳使用の励行、③樟脳油、テノンペンチン石鹸171拉ニォィカリブス油、ベルガモッ
ト油172-分、石油十六分、蚊取香油173などの薬液を塗布することである。(3)マラリ
ア原虫を無くす対策としては対原虫封策である血液服薬であり、キニーネやオイヒニン、
プラスモヒンなどの薬品の投薬治療が主な封策である。
以上のように高雄州のマラリア防遇事業の特色は州から直接指導で進められていて、衛
生組合設置に関しても『衛生組合指導要領』といつた書物を作成して州指導で衛生思想の
普及を図つたことが読み取れる。また高雄州は他の事業でも同じように州が直接指導する
ような仕組みであつたように考えられる。
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第四節 移民村の防邊事業
移民村に関しての先行研究には山口政治の『東台湾開発史』や張素紛の『台溝的日本農
業移民一以官螢移民為中心』がある。この中にもマラリアに関する記述が見られる。そし
て彼らの根拠になつていた理論が「開発原病論」という理論であつた。開発原病論とは、
開発による自然改変や人的改変によつてマラリアなどの病気が発生するという理論である。
筆者はこの理論に対し疑間を抱き原典史料である『官営移民事業報告書』174を使つて移民
村 (豊田村 ◆吉野村)に対しての衛生状態などを調べることにした。
(1)豊田村
豊田村の衛生概況について『官営移民事業報告書』 (台湾総督府、1919年)に以下のよ
うに記されている。
大正三年四月移民収容ノ営初二於テハ移民ノ家屋ハ未夕全部落成セザルヲ以テー先ヅ農
夫小屋二収容シ五月十日第二同ノ移民渡蔓卜共二各自割営ノ家屋及土地ノ決定ヲ篤シ之
二引移ラシメタリ
先之現今ノ森本部落ノ西方一町餘ノ所 卜北方五町餘アル所二蔓東製糖拓殖株式會社ノ経
螢二係ル農村アリ其ノ衛生状態ノ不良ナルコト麻下屈指ノ地ニシテ豊田村測定ノ営時ニ
於テハマラリア防遇事務所二依り検血鏡二依り検査サレタル成績下ノ如シ
年月  検血人員百二封スル原虫保有者数 (表2-4(I))
明治 44年
2月 18.25
3月 5.4
4月 6.25
5月 12.37
6月 2.84
7月
8月 7.92
9月 12.4
10月 20.00
11月 29.95
12月 13.59
大正元年
1月 22.63
2月 9.52
3月 7.94
4月 12.00
平均 12.14
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本表ハ検血総人員百二十七名乃至百○七名ノ成績ナリ
斯如成績ナルヲ以テ移民収容前二於テ大二制疲ノ必要ヲ認メー箇月二同定期槍血ヲ施行
シ翌年二月二至リテー.〇%乃至二.〇%二逓減セリ。而シテ爾後漸次移民ノ増加二徒ヒ「マ
ラリア」ノ嚢生二就テハ特二甚深ノ注意ヲ排ヒタルニモ拘ワラズ各処工事ノタメ木工土
工其他ノ労役者ノ出入頻繁ニシテ理想的ノ定期検血ノ施行困難ニシテ遂二第一回移民中
ヨリ渡蔓後四十八日ロニ人歳ノ女児二嚢病セリヲ初メトシ逐次患者ノ増加ヲ呈セリ。大
正三年度二於テハ衛生状態給佳良ニシテ死亡率ハ逓減セリ此年七月七日暴風雨アリ官吏
及村民ノ多クハ學校二避難シ次デ七月二十日ヨリ人月一日二渉り大雨アリ洪水ハ森本部
落ノ東十数戸及大平部落南東二十餘戸浸水シ或ハ倒壊シテ住居ノ平安ヲ害スル砂カラザ
ルシテ多少マラリア発生シタリ。然ルニ此ノ地二未夕嘗テ認メザリシ恙姦病即発疹熱ノ
存在ヲ確カメタリ。賞二大正三年九月十六日大平ノ移民渓ロニ於テ感染セルモノアリ之
ニヨリ営村ノ山麓ニモ亦恙轟ノ存在スルヲ知り移民二周知セシメテ各人ヲ警メー方之ガ
豫防法及治療法ヲ講究スルニ至レリ
以上の史料から大正2年から移民地175でのマラリア防遇が始まり、検血服薬事業を行つ
ていった。またマラリアの発生には土木事業などによつて発生する「開発原病」的発生と
台風や大雨などの自然災害による自然的環境改変によつて生じるマラリア発生があったこ
とが分かつた。さらに豊田村には恙轟病176とぃう病が発生し、その防遇予防法についても
講究していることも分かつた。表2-4(I)は移民開始前に於けるマラリア患者の値を示
すものであり、以前からマラリア患者がいたことが窺えることから、飯島渉らが提唱して
いる「開発原病論」を覆すような史料だと言える。
豊田村のマラリア防遇組合の設置について『台湾日日新報』(昭和 10年8月18日)に以
下のように記されている。
豊田村では本月より村内マラリア防過組合を設立して村内の患者一掃の鶯自奎的に防過
に全力を壺す事になった昨年中の患者敷六百三十名原轟保有者三百六十名と云ふ状態を
鑑みて民會では官のみに頼つて居れずとの自嚢の下に設立されたのであるが、斯かる組
合は全島でも始めてで麻ではこの賞績を見た上で廣く奨励の意向である。
以上の史料より豊田村マラリア防過組合の設置理由は村内のマラリア患者一掃を目的と
し、官衛に頼らず自発的に設立したものである。またこの豊田村がマラリア防過組合の濫
傷であることが史料からいえる177。
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(2)吉野村
吉野村の沿革について『吉野村概況』(1936年、吉野村居住民會)1～3頁に以下のように
記されている。
吉野村ハ明治四十二年ノ創設ニシテ花蓮港麻下二於ケル最初ノ官営移民村ナリ即チ明
治四十二年二月二童蘭移民指導所ヲ設置シ徳島縣下ヨリ九戸ノ農民ヲ招致シ専ラ熱帯
地農業ノ試練二営ラシメ以テ後末移民ノ模範タラシム同年十月五十二戸ノ農民ヲ招致
シ前後合シテ六十一戸ノ農民ヲ宮前部落二居住セシメタリ之賞二本村移民村ノ濫傷ナ
リ。営時移民指導所ヲ童蘭移民指導所 卜構ヘシガ明治四十四年東部菫溝一般移民適地
ヲ母國名稀二改ムルコトヽナリ同年人月営地ヲ吉野村 卜命名シ同時二移民指導所ヲ墓
湾線督府民政部殖産局附属吉野村移民指導所 卜改橋セリ。同年新移民収容準備 トシテ
幹支線道路ノ新設移民家屋ノ建築二着手シ漸時ソノ竣功ヲ告グル ト共二明治四十四年
百七十戸大正三・四年九十六前後通計三百二十七戸ヲ収容シ官前 。清水・草分ノ三大
部落ヲ形成スルニ至レリ。此間讐療所ヲ設ケ公書、薬剤師、産婆、看護婦ヲ配置シ警
察官吏派出所ヲ特設シ小學校ヲ設立シ神社布教所ヲ建立シ飲料水道ノ施設道路橋梁野
獣柵ノ設備手押軽便軌道ノ敷設灌漑排水路ノ開整等諸般ノ施設ヲナシ全ク農村ノ面目
整頓シ土地ノ開拓モ又着々進捗シツゝアリシガ不幸ニシテ大正元年九月十六日未曾有
ノ大暴風雨二遭遇シテ建物ハ殆 ド全滅シ又諸般ノ設備ノ被害甚大ニシテ移民 トシテハ
全ク精神的二物質的二極度ノ打撃ヲ蒙り前途ヲ憂慮スルモノ少ナカラザリシモ常二深
甚ナル官麻ノ保護ヲ受ケ大正三年ニハ全部ノ復奮工事完成ヲ告ゲテ安堵シ何レモ素志
ヲ楡スコトナク各自生業二精励シ末レリ。 (中略)爾来移民ノ精励 卜職員ノ努カ トハ相
侯ッテ順調ナル嚢達ヲ末タシ農村ノ基礎漸ク確立スルヤ墓溝線督府ハ大正三年度限リ
移民指導所ヲ康シ之ヲ花蓮港麻ノ所管二移シタルヲ以テ麻ハコゝ二麻出張所ヲ設置シ
移民指導誘液二任スルコト ナゝレリー 方村民ニハ居住民會ヲ組織セシメ農村ノ自治的
訓練ヲ施シツゝアリ而シテ同居住民會ハ其成績逐年優良ニシテ大正十四年線督府ヨリ
助成金百五十園ヲ下附セラレタリ。大正九年地方制度改正二際シ営村二吉野匡役場を
新設シ之 卜前後シテ産業組合煙草耕作組合農業組合等ヲ組織シー層農事改良奎達農村
経済ノ向上充賓二努メツゝアリ。
以上の史料より吉野村は明治43年に創設された花蓮港麻における最初の官営移民村であ
る。同年 2月に童蘭移民指導所を設置し、徳島県から9戸の農民を招致し、熱帯地農業を
行わせ、爾後 52戸の農民を招致し、計 61戸の農民を官前部落に居住させた。これが本村
移民村の濫場である。新移民収容準備として幹支線道路の新設、新移民家屋の建設に着手
し、宮前、清水、草分という三大部落を形成した。これと同時進行で讐療所を設け、公書、
薬剤師、産婆、看護婦を配置した。また警察官吏派出所や小学校、神社建立、飲料水道の
施設、灌漑JF水路の開塗などを行い農村経螢の向上を来した。しかし大正元年 9月16日の
台風による甚大なる被害を受けた。そのため官庁の保護を受け復旧工事を行い、移民の精
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励と職員の努力によつて順調な発達を来し農村経螢の基礎を確立するに至つた。大正 5年
に移民指導所を廃止し、麻出張所と名称を変え、花蓮港麻所管の官営移民地となった。村
民には居住民會を組織させ、農村の自治的訓練を為している。大正 9年の地方制度改正に
よって吉野匠役場を新設するだけでなく、産業組合、煙草耕作組合、農業組合等を組織し
て農事改良及び農村経済の向上充実に努めていたことが分かつた。
『官営移民事業報告書』(1919年、台湾総督府)の吉野村―衛生ノ部には以下のように記
述されている。
飲用水ノ清潔ヲ期スル鶯メ水道及鑽井ノ設備ヲナシ瀑気ヲ除キ蚊族ノ減退ヲ期スル篤
メ排水路ノ開撃ヲ完全ニナラシメ尚流刺利亜防邊ノ鶯二移住民一同ノ検血ヲ行ヒ移住
後三箇年流刺利亜豫防及治療薬ヲ無料給典シ其他ノ諸病二就テモ手術料、虎置料、入
院料等ヲ賞費ノ半額 トシ衛生状態ノ保持二努カセリ6(中略)明治四十四年五月ヨリ症
状癒刺利亜二類スル熱性患者多数出シ指導所職員及其家族ヲ初メ移民中ニモ多数ノ患
者ヲ嚢生シ以来赫刺利亜ノ襲来止ムコトナク其敷ヲ増加セリ然レドモ近時二及ビ防過
法漸ク其効ヲ奏シ病勢著シク減退シ良好ノ結果ヲ呈スルニ至レリ今本村累年ノ罹病者
ヲ表示スレバ下表ノ如シ
表2-4(Ⅱ)本村累年の罹病者
年別 病別 患者 死亡
明治43年
風土病 1
偉染病
嚢育及榮養的病
皮膚及筋病
骨及開節病
血行器系 1
神経系及五官
呼吸器病
消化器病
泌尿及生殖器病
外傷及外科的病
中毒症
病症不詳
合計 不 明
在住人口 不 明
同44年
風土病 578
博染病 2
嚢育及榮養的病 7
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皮膚及筋病
骨及開節病
血行器系
神経系及五官 90
呼吸器病 1
消化器病 4
泌尿及生殖器病 1
外傷及外科的病
中毒症
病症不詳 260 1
合計 1,645
在住人口
大正元年
風土病 1,210 7
博染病 326 4
嚢育及榮養的病 6
皮膚及筋病 204
骨及開節病 22
血行器系 1
神経系及五官 446 1
呼吸器病 498 7
消化器病 34
泌尿及生殖器病 84
外傷及外科的病 471
中毒症
病症不詳 2
合計 4,203 70
在住人口
同2年
風土病 1,473 1
博染病
嚢育及榮養的病 3
皮膚及筋病 232
骨及開節病 26
血行器系 1
神経系及五官 367
呼吸器病
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消化器病 1,025
泌尿及生殖器病 1
外傷及外科的病 1
中毒症
病症不詳 32 1
合計 2,869
在住人口
同3年
風土病
惇染病 1
壺育及榮養的病 1
皮膚及筋病 229
骨及開節病
血行器系
神経系及五官 183
呼吸器病
消化器病 2
泌尿及生殖器病 32
外傷及外科的病 108 1
中毒症
病症不詳 1
合計 3,062
在住人口
同4年
風土病 2,805 4
惇染病 1
嚢育及榮養的病 124
皮膚及筋病 198
骨及開節病 3
血行器系 1 1
神経系及五官
呼吸器病 306
消化器病 451 3
泌尿及生殖器病 10
外傷及外科的病 1
中毒症
病症不詳 3
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合計 4,181
在住人口 1,472
同5年
風土病 3.086
偉染病
壼育及榮養的病 4
皮膚及筋病
骨及開節病 10
血行器系 1
神経系及五官 2
呼吸器病 559
消化器病 10
泌尿及生殖器病
外傷及外科的病 170
中毒症 1
病症不詳
合計 5,203 30
在住人口 1,627
合計
風土病 10,673 31
惇染病 395
嚢育及榮養的病 203
皮膚及筋病 1,233
骨及開節病
血行器系 47
神経系及五官 1,504
呼吸器病 2,202
消化器病 4,045
泌尿及生殖器病 10
外傷及外科的病 1,216
中毒症 1
病症不詳
合計 22,163 194
在住人口
上ノ表二依レバ患者ノ数ハ累年其敷ヲ増シ風土病二於テモ其比率増大ノ傾アリテ本村
ノ衛生状態ハ年毎二不良二向フカ如シ然レトモ賞際二就テ之ヲ見レバ移民数ノ増加著
シキ ト諸工事ノ施行二依ッテ外業労働者ノ病菌ヲ移入スル者多キ等容易二衛生ノ基礎
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ヲ固ムル能ハサル事情アリ剰へ移民ノ各自衛生思想ノ登達 卜共二讐薬二親シムノ風習
多ク且指導所二於テモ務メテ服薬ヲ奨励セル結果軽症 卜雖モ直二診察又ハ施薬ヲ乞ヒ
讐療所へ走ルノ風習ヲ剛1致セルニ依レルモノニシテ衛生上大二良好ノ進歩ヲ鶯シツゝ
アルハ争フ可カラサル事賞ナリトス178
以上の史料より、飲料水の清潔を期するために水道及び鑽井を設け、蚊族の減退を期す
るためにツト水溝の開盤を行い完全なる地物整理を行つた。また対原虫対策として一般住民
に対し血液検査を行い、移住後三箇年マラリア予防及び治療薬を無料給与していたことが
分かつた。また表によれば、患者の数は年々増加しているが、これは移民者数の増加と諸
工事の施工によって外業労働者の病菌移入に依るものであった。衛生思想が乏しかつたの
で衛生思想の向上を図るために検血月受薬の奨励及び怪我や病気に罹つた場合讐療所へ行つ
て診察、施薬を受けるように習慣付けていったことが分かつた。さらに表の中で一番患者
数が多いのは、マラリアを代表とする風土病であった。次いで多かったのが、消化器系の
病である。死者敷では消化器系の病が最も多く、次いで風土病が多い。消化器系 (胃腸病)
の患者が最も多いのは大正元年である。これは大正元年 9月16日の台風によつて甚大なる
被害を蒙り、食糧などの供給が粗悪であり、且不足していて胃腸病に罹る者が続出したこ
とが原因である179と言える。
吉野村の衛生概況について『吉野村概況』5,6頁に以下のように記されている。
本村新設営時ハ衛生状態頗ル不良ニシテ「マラリア病」呼吸器病消化器病腸チフス恙
轟病等の患者多カリシガ線督府二於テハ移民ノ保健二付キ特二深甚ノ注意ヲ排ヒ村ニ
讐療所ヲ設ケ罹病者ニハ移住後三年間「マラリア」豫防薬ヲ無料給典シ薬債治療代及
入院料等ハ賞費ノ半額ヲ補助シタリ、而シテ大正六年ヨリ公讐ヲ置キ「マラリア」防
過ヲ施行シ末リタルガ猶ホ讐療ノ遺憾ナキヲ期スル鶯産業組合二於テ吉野讐院ヲ設置
シ昭和五年人月一日ヨリ讐務ヲ開始シ経費ノ許ス限り冷廉ナル利用料ヲ以テ極メテ簡
素二入院治療ヲナシ得ルコト シヽ衛生上着々ヲ収メツ アヽリ
以上の史料より吉野村新設当時の衛生状態はとても悪く、マラリアや呼吸器系の病、胃
腸病、腸チフス180ゃ恙轟など多くの患者が発生した。総督府は移民上の保健衛生に対して
書療所を設置して患者には移住後三年間マラリア予防薬の無料給与や薬代入院費などの半
額補助を実施した。大正 6年には公讐を設置し、マラリア防過法を施行して本格的な防過
事業を開始した。また産業組合内に吉野医院を設置して昭和5年8月1日から讐療を実施
し、冷廉なる利用料で入院や治療を受けることができたことが明らかになった。産業組合
内に吉野医院を開設していることから、産業組合が経済医療の中心機関としての機能を有
していたことが明らかになった。
82
第五節 昭和十年度台湾大地震
台湾大地震については『昭和十年 台湾震災誌』(台湾総督府 1936年)に詳細に記載さ
れている。その中でマラリアと関連した部分を取り上げて紹介していこう。
昭和 10年の台湾大地震は台湾内では最大級の大地震であり、新竹州大湖、苗栗、菫中州豊
原、大甲郡が最大の激震地であった。台湾大地震の被害については『新竹菫中雨州下震災
概況書』3～6頁に以下のように記されている。
(一)人及家屋
地震ノ鶯死亡セル者三千三百七十六人、負傷セル者一萬二千五十二人、死傷者合計一
高五千三百二十九人二上り、又住家ノ全壊セルモノー萬七千九百七戸、半壊セルモノ
ー萬一千四百五戸、大破セルモノ九千人百六戸、合計三高九千百十人戸ニシテ罹災民
ノ敷ハ賞二二十六高餘人二及ビ、家屋ノ倒壊二因ル財類ノ損害叉多大ナルモノアリ。
斯クノ如ク人命並家屋家財二封シ莫大ナル災害ヲ生ジタル所以ハ本島人家屋ノ構造ガ
耐震カニ乏シキ土碗造リナルコト及ビ地震ノ時ガ偶々住民ノ就寝中或ハ朝食中ナリシ
ニ依ルモノト思料セラル。其ノ被害最モ甚大ナリシ地方ハ左ノ街庄ナリ。
全滅二近キ庄 死亡敦 負傷数 全壊数 半壊数
皇中州豊原郡内哺庄 960 1,685 342
墓中州豊原郡詳岡庄 507 2,154 155
被害激甚ナル街庄 死亡敦 負傷数 全壊敷 半壊数
墓中州大甲郡清水街 1,406
新竹州苗栗郡銅鋸庄 327 1,332
新竹州苗栗郡公館庄 250 1,104 587
新竹州竹南郡南庄 125 488 1,306 211
新竹州竹南郡三湾庄 153 470
被害大ナル街庄 死亡敷 負傷数 全壊敦 半壊敷
皇中州豊原郡豊原街
墓中州大甲郡沙鹿庄 239 269 385
塁中州大甲郡梧棲庄 24 481
墓中州東勢郡東勢街 164
新竹州大湖郡大湖庄 320 462
新竹州大湖郡卓蘭庄 207 474 295
新竹州大湖郡獅渾庄 45 123 345
新竹州苗栗郡苗栗街 301 491
新竹州苗栗郡三叉庄 880 90
新竹州苗栗郡頭屋庄 742
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新竹州竹南郡後龍庄 556
新竹州竹南郡造橋庄 44
新竹州竹東郡峨眉庄
(二)農作物、家畜、家禽
田畑、山林及農作物二封スル直接被害並二家屋ノ倒壊二因ル家畜家禽ノ被害ハ式拾人
萬餘園ナリ。
(三)商、工、鍍業
製茶、製帽、其ノ他商工業二封スルエ場並機械類並鍍業二封スル損害ハ参百六拾餘萬
園ナリ。
(四)水利施設ノ損害
水利施設二在 リテハ新竹州ノ竹南、竹東ノ雨水利組合二属スル灌排水施設及蔓中州后
里水利組合二属スル灌排水施設破壊スルニ至レリ、后里水利組合ノ如キハ其灌漑面積
参千餘甲歩二及ブノミナラズ附近住民ノ飲料水二供シ居 リタル篤メ其ノ水路直接損害
ハ式拾参萬円二過ギザルモ間接二蒙リタル被害 卜影響ハ多大ナルモノアリ
(五)、 (六)は省略ス
(七)道路及橋梁
道路及橋梁二開シテハ縦貫道路二在 リテハ道路二十五箇所ノ路面沈下又ハ亀裂ヲ生ジ
橋梁十二箇所ノ袖石垣又ハ土留石垣二大小ノ亀裂ヲ生ジ、又指定道路二在 リテハ六十
七箇所ノ土砂崩壊又ハ筆裂アリテ橋梁七箇所ノ破壊アリ、尚街庄道二在リテハ十五箇
庄二亘リテ路面沈下及亀裂ノ被害アリタリ。
(人)官公衛其ノ他ノ被害
街庄役場十六箇所、學校三十二箇所、警察官派出所及駐在所四十三箇所、郵便局十四
箇所ノ全壊若クハ大破アリテ其他宿舎、公會堂、集會所、市場、水道等ノ被害相営多
大ナルモノアリ、其ノ損害額ハ百餘高園ナリ。
以上の史料により、地震によって死傷した方は 15329人であり、住家の全壊、半壊、大
破戸数は 39118戸であり、罹災者は260000人にも及んでいる。農業や商工業にも多大な
影響が生じたことが分かる。特に水利施設や道路及橋梁の損害は多大なものであつた。水
利施設の中でも菫中州の后里水利組合は3000甲歩を有するだけでなく附近住民の飲料水も
供給しているので多大な影響が出ている。
次に復興委員会の設置について観ていこう。
『昭和十年蔓湾震災誌』の497～500頁に両州復興委員會の設置について以下のように記さ
れている。
新竹州
第一條 昭和十年四月二十一日新竹州下震災二依ル罹災者救護並二復興ノ事務ヲ虎理
スル鶯州二新竹州震災復興委員會ヲ設置ス
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第二條 本委員會二委員長、副委員長並二委員ヲ置キ委員長ハ知事、副委員長ハ内務、
警務両部長、委員ハ委員長之ヲ命ス
第三條 委員長ハ本會二於ケルー切ノ事務ヲ線理シ副委員長之ヲ補佐ス、委員ハ委員
長及副委員長ノ命ヲ受ケ本會ノ事務ヲ虎理ス
第四條 本會二委員長専属及左ノ部ヲ置キ事務ヲ分掌ス
ー、庶務部 庶務会計 (義捐金品ノ受理及出納ヲ含ム)調査二開スル事項
一、救護部 罹災民救助二開スル事項
一、衛生部 罹災民ノ救療及震災地ノ衛生二開スル事項
一、警備部 罹災地警備二開スル事項
一、土本部 道路橋梁ノ復奮及市匡改正二開スル事項
一、建築部 建築物取締、學校官衛建築二開スル事項
一、物資及金融部 罹災民二封スル物資ノ輸送、配給並二復興金融二開スル事項
一、産業部 罹災地産業ノ復興二開スル事項
第五條 罹災地郡部二在リテハ本規程二準シ地方委員部ヲ設ケ郡守、市ヂヲ地方委員
長 トス
本委員会ノ各部長及係長ハ下表ノ如シ
役職 名前
委員長 内海忠司
副委員長 藤村寛太
同 高原逸人
委員長専属 大開善雄
庶務部長 西村徳―
庶務係長 星友太郎
會計係長 渡邊幸次郎
調査係長 坂本喜代治
救護部長 矢野謙三
衛生部長 下村八五郎
警備部長 辻畑泰輔
警備係長 池田末次
保安係長 友田藤太郎
土木兼建築係長 久布白兼治
物資及金融部長 李讃生
輸送配給係長 石渡篤
復興金融係長 池邊博
産業部長 李讃生
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墓中州
第一條 蔓中州二震災復奮委員会ヲ置キ震災救護及復奮事業二開スル事項ヲ掌理ス
第二條 委員會二左ノ係ヲ置ク
庶務係、経理係、救愧係、衛生係、土木係、営繕係、建築係、産業係
第二條 庶務係二於テハ左ノ事務ヲ掌ル
ー、被害調査ノ取纏二開スル事項
二、震災誌ノ編纂二開スル事項
三、通信連絡二開スル事項
四、外部 トノ交渉二開スル事項
五、其ノ他他係ノ主管二属セサル事項
第四條 経理係二於テハ左ノ事務ヲ掌ル
ー、復奮事業費ノ豫算編成二開スル事項
二、復奮事業費ノ経理及決算二開スル事項
第五條 救血係二於テハ左ノ事務ヲ掌ル
ー、主要食料品、雑貨ノ需給二開スル事項
二、救護品ノ輸送配給二開スル事項
二、義捐金品ノ受領二開スル事項
四、罹災者人事相談二開スル事項
五、其ノ他救護一般二開スル事項
第六條 衛生係二於テハ左ノ事務ヲ掌ル
ー、疾病者ノ収容及療養二開スル事項
二、医療器具材料ノ配給二開スル事項
三、博染病豫防防過二開スル事項
四、公衆衛生二開スル事項
第七条 土木係二於テハ左ノ事務ヲ掌ル
ー、道路橋梁ノ補修二開スル事項
二、破損物除去二開スル事項
三、水利施設ノ復奮二開スル事項
四、上水下水施設ノ復奮二開スル事項
第人條 螢繕課二於テハ左ノ事務ヲ掌ル
ー、建築材料ノ需給二開スル事項
二、避難所讐療所其他救護設備ノ螢繕二開スル事項
二、學校校舎ノ復奮二開スル事項
四、麻舎宿舎ノ復奮二開スル事項
五、警察施設ノ復奮二開スル事項
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六、保甲事務所ノ復奮二開スル事項
七、市場浴場其ノ他公共施設ノ復奮二開スル事項
第九條 建設係二於テハ左ノ事務ヲ掌ル
ー、家屋改良ノ調査二開スル事項
二、市匡ノ計董二開スル事項
第十條 産業係二於テハ左ノ事務ヲ掌ル
ー、産業組合其ノ他二封スル復興資金ノ供給二開スル事項
二、農耕復奮二開スル事項
三、製帽業其ノ他商工業復奮二開スル事項
第十一條 委員会ニハ左ノ職員ヲ置ク
委員長 副委員長 二名 委員 若干名 書記 若干名
本委員会ノ委員ハ下表ノ如シ
委員長 日下辰夫
副委員長 平輝雄
同 慶谷隆夫
庶務係
櫻田二郎(庶務係係長)
高橋金四郎
加藤虎太郎
鷹取立一郎(書記)
花田信次郎
平田義雄
経理係
中尾荘兵衛(経理係係長)
成田誠三
本多嘉郎
五藤勇
山下緑郎
救血係
二宮力(救仙係係長)
入鹿山茂樹
森忠平
石川員澄
土屋一郎
高江富二郎
高橋金四郎(兼任)
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衛生係
安達敬智(衛生係係長)
旭重雄
前島員澄
伊藤芳―
土木係
阿部貞壽(土木係係長)
小田省三
桑木槽衛
清水直規
螢繕係
三田鎌次郎(螢繕係係長)
銭日長次郎
鈴木金吉
大松林志
黒木文雄
建設係
平輝雄(兼任)(建設係係長)
小村乙五郎
大越隆三
日下信
山岡文八
宮本能武
安達敬智(兼任)
入鹿山茂樹(兼任)
三田鎌次郎(兼任)
森忠平(兼任)
阿部貞壽(兼任)
松野孝一
中尾荘兵衛(兼任)
二宮力(兼任)
櫻田三郎(兼任)
産業係
松野孝―(兼任)(産業係係長)
入鹿山茂樹(兼任)
森忠平(兼任)
以上の史料より新竹州 。台中州でも復興委員会が組織され、委員会には衛生部 (衛生係)
や土本部 (土木係)などあらゆる部署を設け、復興にあたつていた。新竹州の復興委員会
のメンバーの中で特筆すべきなのは、衛生部長になつている下村八五郎である。彼は震災
当時の新竹州の衛生課長で、台南州警務部衛生課警察医時代に、マラリア防邊デーの制定
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や衛生模範部落の建設に関して多大な功績のある人物が衛生部長になっていて、震災後の
衛生事業について中心的役割を果たした人物である。墓中州の復興委員会の特徴は委員の
兼任が多いという点である。墓中州の復興委員会のメンバーの中で特筆すべきなのは、衛
生係係長である安達敬智である。彼も震災時の蔓中州の衛生課長であり、震災後の台中で
の衛生事業を牽引してきたマラリア防遇界の専門家である。安達は衛生係だけでなく建設
係も兼任している。安達の兼任は建設係の業務内容である家屋改良の調査がマラリア防過
や流行性感冒の豫防などに関連しているからだと推測出来る181。
『昭和十年台湾震災誌』(台湾総督府 1936年3月)の187頁に罹災者への対応として次
のようなことが記されている。「被服に対しては、新竹州と共に、震災後好天氣に恵まれた
こととて、殆どその必要なく、たまたま貧困者等でその必要が生じた者があつても、慰問
品を以て充分に供給することが出来、蚊に封しても蚊帳の配布を受けた。」とある。蚊帳を
それぞれの人に配付していることから一種のマラリア対策であつたと言える。更に上記の
307,308頁には震災後ノ衛生施設二開スル件という通牒が出された。以下のような内容で
ある。
震災後ノ衛生施設二開スル件(四月二十五日)
今般稀有ノ大震災二際會シ多数ノ死傷者数ヲ出シ家屋ノ倒壊其ノ他被害算ナク洵二同
情ヲ禁スル能ハザル所二有之候而シテ之力救護事業二付テハ夙夜全幅ノ努カヲ致サレ
幸ニシテ極メテI贋調ナル進歩ヲ示シツヽアル次第二有之候虎災害後二於ケル衛生施設
ノ重要ナルハ姦二多言ヲ要セサル所ニシテ患者ノ績出及博染病流行防止二開シテハ深
甚ノ考慮ヲ要スル儀 卜存候二付此ノ際特二左記事項二御留意相成ル ト共二各現地ノ賞
状二即シタル適切ナル方法ヲ講究セラレ以テ災害善後衛生施設上遺憾ナキヲ期セラレ
度右及通牒候也
記 一、一般保健施設 二、博染病豫防施設
一、一般保健施設 市街地其ノ他罹災者ノ集園生活スルカ如キ地域ニアリテハ勿論其
ノ他一般左ノ事項二留意スルコト
(1)上水道、井戸ノ損壌其ノ他二依り適営ナル飲料水ヲ得ル能ハサル地方二在リテ
ハ飲料水供給ノ方法ヲ講スルコト
(2)居住地域ノ清潔保持二努ムルコト
(3)汚物ノ搬出、燒却其ノ他庭理方法ヲ講シ又下水溝ノ疎通ヲ善クシ汚水ノ停滞セ
シメサル様掃除ヲ怠ラサルコト
4
5
6
屎尿ハ停滞セシメサル様汲取搬出ノ方法ヲ講スルコト
不潔二陥り易キ箇所ニハ時々消毒薬ヲ撒布スルコト
蠅其ノ他有害昆轟類ノ嚢生防止、駆除二努ムルコト
急造家屋ノ建設二付テモ特二便所及排水設備二留意スルコト
営分ノ内罹災地域内二於ケル保健状態監視ヲ怠ラサルコト
(7
(8
二、俸染病豫防施設
(I)今回ノ災害地ハ流行性脳脊髄膜炎ノ流行地域ナリシエ鑑ミ其ノ流行ヲ再現セシ
ムルカ如キコトナキ様深甚ノ注意ヲ排ヒ警戒ヲ鶯スコト
(Ⅱ)腸「チフス」其ノ他消化器系偉染病嚢生スルアラハ爆嚢的流行ノ虞ナシトセサル
ヲ以テ充分注意スルコト
(Ⅲ)災害地の公書、開業讐等二封シテハ此際特二博染病早期嚢見二開シ司1達ヲ奎シ
荀モ其ノ疑アル患者ヲ奎見シタル時ハ速二届出ヲ励行セシメー面州自ラ之力注意監視
二努ムルコト
(Ⅳ)マラリア豫防二付テモー層注意ヲ沸ヒ又之力施設ヲ怠ラサルコト
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以上の史料から震災後の衛生に関しては罹災地各部落に便所及び塵溜を設け、便所の消
毒、下水汚物の清掃に努力し、清潔なコミュニティーの維持を旨とし、予防注射や保菌調
査を励行したことが読み取れる。またこの衛生活動がマラリア防過活動に直結した形で現
れるといえる。
さらに震災マラリアのマラリア防過処置については森下薫 。杉田慶介・下村八五郎「新
竹州下震災地方二勃奎セル流行性マラリアニ就テ」182『蔓湾讐學會雑誌』(第36巻第 7
琥、1987年)の219～220頁に以下のように記されている。
州衛生営局ガ本流行勃嚢二着眼シタノハ昭和 10年8月デ、調査ヲ縫績ノ結果狙薇地域
ノ廣汎ナルヲ知り、防過ノ必要ヲ痛感シ、先ヅ竹南郡大南哺及公司寮、苗栗郡鶏隆ノ
三箇所ヲ墓溝マラリア防遇法二依ル防遇施行地 トシ、4700園ノ豫算 トキニーネ丸
(0.lg)100,000粒ヲ以テ患者ノ治療ヲ主罷 トセル作業ヲ開始シタ。コレ同年 10月末
デアノス 翌年 2月二至ッテ本作業ヲ震災流行地殆 ド全面二及ボスコトゝシタ。此作業
ノタメ検鏡手ヲ増員シ薬品費7000園ヲ支出シテ住民ノ検血治療二努カスル ト共二、多
クノ住民ガ無防禦ノ生活ヲナセルニ鑑ミ、蚊帳 5,000帳(14,000園)ヲ購入シテ無償
配布シタ。以上二要シタ経費ハ震災義捐金ヨリ配布ヲ受ケタノデアルガ、尚薬品費ノ
半額ハ地元ニテ支耕セシメテ居ルノデアル。又流行地域内住民ハ徒末マラリアニ開ス
ル訓練ヲ訣イテ居ルノデ、衛生思想向上ノタメ巡同講演ヲ行ヒ、外部作業ニモ可及的
カヲ致シテ今 日二至ルノデアル。
以上の史料より州衛生局は震災による流行性マラリアに着眼したのは昭和 10年8月で
防遇の必要性を痛感し、竹南郡大南哺、公司寮、苗栗郡鶏隆をマラリア防遇施行地に指定
し、豫算4,700園でキニーネ 100000粒を用意して、マラリア患者にキニーネ予防内服法を
実施した。1936年2月からは震災地すべてをマラリア防過地域に設定し、鏡検手183を増
員し薬品費7000円を支出し住民に検血治療を為した。さらに蚊帳5000帳を無料配布した。
これらの経費は震災義捐金から配布されたものであるが、薬品費の半額 (3,500円)は地元
住民が支弁した。流行地域内住民は従来マラリアに関する衛生的知識に乏しいので衛生思
想向上のため巡回公演184を為し、外部作業にも従事するように説いている。
また台湾大地震に対して当時の地震学者である今村明恒185は二っ以下のような提言を
している。
今回の地震地方に於きましては、地震に開する卑近な常識を訣いて居るが鶯に、居住
者が災難に罹つたと云ふ不幸を被ったものが相営あるや うな事情に鑑み、墓湾線督府
に於かれましては、公學校の教科書に此の種の常識を養成するが如き一篇を加へると
云ふような方法に依って地震の常識の養成に努められたいと希望するのであります。
(中略)蔓溝に於ては、構造物が地震に封して極めて崩れ易い、さう云ふ状態にあり
ます。殊に本島民の住宅は先づ大部分は土角造りと見て宜いと思ひますが、土角造り
と云うものは、大した地震でなくとも破壊するのだ、もつと計数的に申しますならば、
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人分と云ふ程度の震動に最早大部分崩れるのだ。内地の木造家屋であれば三割と云ふ
程度に達して、漸く百軒の中、一二軒か二三軒潰れる家が出来るといつた程度、若し
都市計董法の建築規則を賞行して居る所であれば、完全に凌ぎ得る所である。186
以上の史料より今村明恒は2つのことを提言している。①公学校において地震について
の記述 (常識)を教科書に入れて学習させて地震に備えさせるように教育すること、②建
築様式を上角造りから木造の家屋へ変えて、耐震性のある居住地を建設することを提言し
ていることが分かる。今村が提言したように公学校で地震の学習がされていたかどうかに
ついては、調査中である。
91
第六節 新竹のマラリア防過事業
昭和 13年(1938)の新竹州におけるマラリア防過の概況については『衛生概況』 (新竹
州衛生課 昭和 14年発行)18746,47頁に以下のように記されている。
(1)地方病マラリア防遇ノ概況
州下二於テ地方病ノ主タルモノハ「マラリア」病 トス而シテ本病ノ撲滅二就テハ領墓
以来鋭意努カスル所ニシテ流行状況モ営時 卜比較スル時ハ素ヨリ雷壌モ菅ナラス然レ
ドモ之ヲ部分的二観察スル トキハ尚施設ノ不徹底 卜人民ノ之二封スル観念甚夕無開心
ナルモノアリ
今地方病二付概況ヲ示セハ左記ノ通り徒末ノ「マラリア」防遇ハ比較的流疫地域ヲ定
メ検血服薬治療ヲ施行スル ト共ニー面外部作業 トシテ池沼凹地ノ埋立竹藪ノ下枝切排
等勘行シ末リシモ普遍的二及ハザル憾アリ殊二昭和十年四月ノ大震災ノ惨害後ハ徒末
ノ流疫地タル山脚地方ハ勿論海岸地方二迄浸潤シ大流行ヲ見ルニ至リタルフ以テ各郡
署共全カヲ之二注キ衛生上ノ附帯事業ヲモ遂行セル鶯メ防過作業著シク進捗セルモ之
力撲滅上更ニー段ノ活動ヲ要望セラル 所ヽニシテロ下着々防遇計蓋ノ萬全ヲ期シ居レ
リ
新竹州においても地方病の主なものはマラリアであった。新竹州当局は台湾領有 (明治
28年)以来マラリア撲滅に最大限努力してきた結果、昭和 13年(1938)には領台当初と
比べると見違えるほど良くなつた。しかし細部を見れば施策の不徹底な部分もあり、昭和
13年になっても人民はマラリア撲滅に未だ無関心という有様だつた。新竹州においてもマ
ラリア防遇方法として、マラリア流行地域を指定して血液検査、服薬、治療を施し、池沼
埋立てや竹藪伐採等を励行してきたが、マラリアの完全撲滅には至らないという状況であ
つた。特に昭和 10年(1935)4月の大地震の後は海岸地方にまでマラリアが流行し大惨事
となった。しかし新竹州各郡署共全力で衛生事業を遂行した結果、マラリア防遇事業は著
しく進捗した。台湾大地震は昭和 10年(1935)4月21日午前6時2分に台湾の新竹・台
中両州の境界線である大安渓中流域を震央として発生し、死者 3227人、負傷者 11976人
を出した。特に被害の大きかった激震地区は、新竹州竹南郡、同大湖郡、同苗栗郡、台中
州豊原郡、同大甲郡であつた。
史料中の「今地方病二付概況」188については以下の表2-(I)の通りである。
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2-(I)既往五箇年マラリア防過成績表
マラリア防過施行成績  (昭和9年度)
施行地名 年度末人口 検血 マラリア患
者
人口百
三付患
者%
服藁人員
人員 原虫保有
者
百分
比%
馬武督 29,88622,662 151 0.67 17 0.06 168
角板山ハ
ブン
6,340 3,946 19 0.48 15 0.24 34
ラハウ 1,559 1,071 8 0.75 8 0.51 16
水流東 7,438 5,127 13 0.25 8 0.11 21
阿母坪 6,063 4,959 7 0.14 1 0.02 8
竹頭角 530 487 1 0.21
?
? 0.57 4
南河 9,093 8,332 86 1.03 77 0.38 163
カラパイ 5,815 5,706 41 0.72 22 0.38 63
獅頭騨 12,78611,146 104 0.95 162 1.27 266
大湖 23,71620,645 170 0.82 199 0.84 369
桂竹林 22,26615,397 238 1.55 238
和興 21,12420,675 171 0.83 8 0.04 179
新店 19,54118,977 186 0.98 52 0.27 238
紙湖 8,402 8,055 94 1.17 10 0.12 104
合計 174,559147,1951,289 0.88 582 0.33 1,871
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マラリア防遇施行成績  (昭和 10年度)
施行地名 年度末
人口
検 血 マラリア患
者
人口百
二付患
者%
服薬人員
人員 原虫保有
者
百分
比%
馬武督 29,26024,611290 1.18 46 0.16 386 (13)
角板山ハブ
ン
6,072 4,269 12 0.28 27 0.44 39 (2)
ラハウ 1,291 1,067 15 1.41 0.85 26(―)
水流東 7,098 3,057 30 0.98 5 0.07 35(― )
阿母坪 5,998 2,487 2 0.08 7 0.12 9 (― )
竹頭角 607 555 1 0.18 5 0.82 5 (― )
南河 9,140 7,647 344 4.50 162 1.78 506(12)
カラパイ 4,987 4,919 54 1.10 68 1.36 122 (3)
獅頭膠綸 南
湖)
13,3308,727 240 2.75 365 2.74 605(22)
大湖 55,74628,507864 3.03 602 1.08 1,449(16)(イ)
桂竹林 21,50813,122691 5.27 0.04 692(19
和興 21,16510,819957 8.85 55 0.26 1010(17)(口)
新店 19,37212,319694 5.63 465 2.40 1,159(2'
紙湖 7,916 4,115 314 7.63 38 0.48 352(9)
合計 203,490126,2214,508 3.57 1,857 0.91 6,345(129)0ヽ)
備考 :服薬人員欄中 ()中に記シアルハ前年度ヨリ繰趣服薬人員ナリ
(イ)は1466の誤り、(口)は1012の誤り、(ハ)は6365の誤り
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施行地名 年度末人
口
検血 マラリ
ア患者
人口百に
付患者%
服薬人員
人員 原虫保有
者
百分
比%
田尾 1,916 1,340
?
? 14.25 151
大南哺 11,5209,596 1,03010.72 788
公司寮 7,003 4,486 853 19.01 853
鶏隆 16,05110,9611,22911.21 934
合計 36,49026,3833,30312.52 2,726
総合計 239,980152,6047,8115.12 1,857 0.77 9,072(129(二)
備考 :田尾 。大南哺、公司寮、鶏隆ハ十年十二月ヨリ
(二)9668の誤り
マラリア防過施行成績  (昭和 11年度)
施行地名 年度末人口 検血 マラリア患
者
人口百
二付患
者%
服薬人員
人員 原虫保有
者
百分
}ヒ /゜。
馬武督 30,14426,174328 1.25 267 0.89 595
角板山ハ
ブン
6,305 4,674 16 0.34 27 0.43 43
ラハウ 1,416 1,171 12 1.02 4 0.28 16
水流東 6,968 5,222 103 1.97 26 0.37 129
阿母坪 5,844 2,413 5 0.21 8 0.14
?
?
竹頭角 1,825 1,685 2 0.12 2 0.11 4
カラパイ 4,504 4,456 80 1.79 94 2.09 174
南湖 40,72510,203 315 3.09 117 0.29 432
獅頭騨 11,0077,673 187 2.44 49 0.45
??
?
?
?
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大湖 26,72923,335 206 0.88 294 2.00 500
桂竹林 20,04615,498 490 3.16 55 0.27 545
和興 21,16018,842 792 4.20 43 0.20 835
新店 19,47618,023 647 3.59 142 0.73 789
紙湖 7,061 6,191 258 4.17 25 0.35 283
合計 203,210145,5613,441 2.37 1,153 0.56 4,594
鶴 隆 47,58736,3631,621 4.46 151 0.32 1,772
大南哺 34,75825,9881,454 5.60 321 0.92 1,775
四湾 5,641 3,876 304 5.25 304
公司寮 19,43516,1911,416 8.75 94 0.49 1,510
合計 107,42182,4174,795 5.82 566 0.53 5,361
総合計 310,631227,978,236 3.61 1,791 0.55 9,955
マラリア防過施行成績(昭和 12年度)
施行地名 年度末人口 検血 マラリア患
者
人口百
二付患
者%
服薬人員
人員 原虫保有
者
百分
比%
馬武督 7,704 44
角板山ハ
ブン
6,216 865 0.12 22 0.35 23
ラハウ 1,376 413 20 0.15 19
水流東 18,36214,118 66 0.47 60 0.33 122
竹頭角 2,252 5 0.21 5
カラパイ 4,772 4,700 43 0.92 80 1.69 108
南湖 34,17911,094 131 1.18 33 0.10 157
獅頭罪 11,969 9,057 88 0.99 65 0.54 141
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大湖 25,75123,951 125 0.52 208 0.81
?
?
?
?
桂竹林 18,44115,467 151 0.98 5 0.03 152
和 興 21,67519,458 262 1.35 9 0.04 256
新店 18,70417,424 251 1.44 45 0.24 279
紙 湖 6,687 5,099
?
?
?
? 1.43 0.01 68
合計 178,088121,6461,191 0.98 553 0.31 1,695
鶏隆 46,64638,028 605 1.59 382 0.82 955
大南哺 30,09925,741 748 2.81 269 0.89 1,015
四湾 5,193 3,664 97 2.67 97
公司寮 22,52021,1311,754 8.30 89 0.40 1,833
合計 104,458 8,5643,204 3.62 740 0.71 3,900
総合計 282,546210,2104,395 2.09 1,293 0.46 5,595
備考 :馬武督ハ四月ヨリ六月マデ施行ス
マラリア防過施行成績(昭和 13年度)
施行地名 年度末人
口
検血 マラリア患
者
人口百に
付患者%
服薬人員
人員 原虫保有
者
百分比%
竹園 8,993 6,893 149 2.16 218 2.46 367
水流東 18,77116,907 77 0.63 25 0.13 132
カラパイ 5,181 5,086 58 1.14 58 1.12 239
香 山 49,70435,7621,486 4.15 1,486
三清 50,12118,966223 1.17 211 0.42 434
大湖 74,2858,436 25 0.30 409 0.55 434
南湖 44,82712,467 98 0.79 188 0.42 276
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桂竹林 18,57613,605154 1.18 14 0.08 167
新店 19,63717,241313 1.82 68 0.35 381
和興 22,23119,070289 1.52 25 0.11 314
合計 312,326154,4332,872 1.08 1,216 0.39 4,230
大南哺 34,84426,278356 0.29 474 1.36 830
四潜 9,800 3,874 138 3.56 53 0.54 191
公司寮 20,98718,747407 2.17 50 0.24 457
鶏隆 48,40638,099337 0.88 205 4.20 520
合計 113,98786,9981,238 1.42 782 0.68 1,998
総合計 426,313241,4314,110 1.70 1,998 0.46 6,228
(出典 :『衛生概況』47～53頁)
以上の表2-(I)より、昭和9年(193ののマラリア患者の割合は0.33%であるが同10年
(193めには0.77%となり0。44%増えていることが分かる。これは前述の通り昭和 10年の台
湾大震災の影響と考えられる。その後昭和13年(1930にはマラリア患者の割合は0.46%と
なり、同10年(0.77%)と比較すると0.31%減少しており、大震災という惨事を乗り越え回
復してきた様子が窺え得る史料だと言える。また昭和10年度末のマラリア防遇施行地人口
(マラリア防過事業が施行された地域の人口 239,980人)を同 13年度末(426,313人)と
比べると二年間に186,333人という著しい増加 (約1,8倍)が見られる。昭和 13年のマラ
リア患者数(1,216人)(大南哺、四彎、公司寮、鶏隆を除く)は同9年(582人)より634人
増えており、昭和13年の服薬人員数に,230人)(大南哺、四湾、公司寮、鶏隆を除く)は
同9年(1,871メ0より2,359人増えているが、その原因は昭和 10年の大震災とマラリア防
過施行地人口の著しい増加に在る189と考える。
(2)マラリア患者調べ
昭和 11年(1936)から同13年(1938)までの新竹州におけるマラリア患者調べにつ
いては以下の表2-(I)の通りである。
表2-(I)州下「マラリア」患者調べ
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州下「マラリア」患者調 (昭和 11年)
市郡 街庄 人 口 マラリア患者 人口封患者百分比
新竹市
新竹市 55,015 1.03
合計 55,015 562
新竹郡
香山庄 7,842 282
六家庄 7,398 20 0.27
奮港庄 16,327 509
紅毛庄 11,669 0.54
湖口庄 15,127 60 0.4
新靖庄 23,849 160 0.67
開西庄 23,627 420
合計 105,839 1,514 1.43
中垣lll
中蛭街 28,387 258 0.91
平鎮庄 13,087 72 0.55
観音庄 15,547 416
新屋庄 21,723 0.58
楊梅庄 26,514 1.01
合計 108,258 1,138 1.05
桃園郡
桃園街 26,888 048
亀山庄 15,656 105 0.67
董竹庄 16,745 185
八塊庄 10,639 0.15
大園庄 19,330 129
合計 89,258 564 063
大渓郡
大渓街 24,449 1,162 3.94
龍渾庄 18,826 0.62
99
合計 48,275 1.279 2.65
竹東郡
竹東街 17,933 2.95
横山庄 11,699
考林庄 10,982 1.07
北哺庄 9,448 330 3.49
峨眉庄 6.666 604
賓山庄 10,095 44 0.44
合計 66,793 1,785
竹南郡
竹南庄 18,700 506 2.71
造橋庄 8,057 659 8.18
頭分庄 20,869 2,720 13.03
三湾庄 7,434 0.15
後龍庄 25,539 3,276 12.83
南庄 10,435 3,870 37.09
合計 91,034 11,042 12.13
苗栗郡
苗栗街 22,301 1,887 8.46
頭屋庄 7,416 2,197 29.63
公館庄 19,305 2,251 11.66
四湖庄 8,506 1,983 23.31
銅鋸庄 13.135 846 6.44
二叉庄 7.455 10,95
通呑庄 22,874 1,991
苑裡庄 25.234 284
合計 126,226 12,255 9.77
大湖郡
大湖庄 12,301 1,146 9.32
獅渾庄 640 11.35
100
卓蘭庄 7,897 444 5.26
合計 25,835 2,230
総合計 716,533 32,369 4.52
州下「マラリア」患者調 (昭和 12年度)
市郡 街庄 人 口 マラリア患者 人口当患者百分比
新竹市
新竹市 56,401 846 1.50
合計 56,401 846 1.50
新竹郡
香山庄 7,891 1.420 18.00
六家庄 8,039 132 164
書港庄 16,847 1.82
紅毛庄 11,576 2.55
湖口庄 15,649 44 0.28
新哺庄 24,003 259 1.08
開西庄 24,014 543 2.26
合計 108019 3,008
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中歴郡
中堀街 29.633 259 0.87
平鎮庄 13.594 105 0.77
観音庄 19,239 584 3.04
新屋庄 22,017 1.54
楊梅庄 27278 190 0.70
合計 111,761 1,370
桃園郡
桃園街 27,830 0.04
亀山庄 16,034 0.54
産竹庄 17,008 0.96
八塊庄 10,829 44 0.41
大園庄 20,187 624 3.09
合計 91,888 930 1.01
大渓郡 大渓街 30.509 552
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龍渾庄 19,166 244
合計 49,675 1.60
竹東郡
竹東街 19,198 553
横山庄 11,626 2.68
吉林庄 10,940
北哺庄 9,492 495 5.22
峨眉庄 6,861 654
責山庄 10,035 3.17
合計 68,152 2,502
竹南郡
竹南庄 18,882 1.00
造橋庄 8,272
頭分庄 21,579 4.58
三湾庄 7,407 226 3.19
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後龍庄 26,100 440
南庄 10,192 856 8.40
合計 92,432 2.874
苗栗郡
苗栗街 23,109 1.900 8.22
頭屋庄 768 10.11
公館庄 19,305 1,086 6.20
四湖庄 8.553 1,008
銅錐庄 13,673 1,044 7.64
三叉庄 7,551 801 10.61
通春庄 23,636 1,071 4.53
苑裡庄 25,919 240 0.93
合計 129,342 7,918
大湖郡 大湖庄 12,664 4.35
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獅渾庄 5.755 123
卓蘭庄 8,245 1.46
合計 26,664 790
総合計 734,334 21,034
州下 「マラリア」患者調 (昭和 13年度)
市郡 街庄 人 口 マラリア患者 人口封患者百分比
新竹市
新竹市 57,641 974
合計 57,641 974
新竹郡
香山庄 16,705 1.327 7.94
六家庄 7,888 101
奮港庄 16,903 432 2.56
紅毛庄 13,076 305 2.33
湖口庄 16,257 0.37
新哺庄 24,122 211
開西庄 24,073
合計 119,024 3,063 2.57
中垣郡
中蛭街 31,491 292
平鎮庄 13,749 0.81
観音庄 20,151 593 2.94
新屋庄 22,623 1.48
楊梅庄 28,050 244 0.87
合計 116,064 1,574
桃園郡
桃園街 28,772 0.11
亀山庄 15,797 234 1.42
董竹庄 17,235 305
八塊庄 10,828 0.56
大園庄 20,903 1,756 8.40
合計 93.535 2,387 2.55
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大渓郡
大渓街 30,126 2.54
龍渾庄 19,364 421
合計 49,490 1,188 2.40
竹東郡
竹東街 19,849 4.10
横山庄 11,712 442 3.77
言林庄 11,117 201
北哺庄 9,652 475 4.92
峨眉庄 6,945 5.45
賓山庄 9,874
合計 69,149 2.478
竹南郡
竹南庄 19,165 258 1.34
造橋庄 8,474
頭分庄 21,962 2.44
三湾庄 7,410 200 2.75
後龍庄 26,142 1,418 5.42
南庄 10,528 663 2.69
合計 93,681 3,197 3.41
苗栗郡
苗栗街 23,733 1,389
頭屋庄 7,693 286 3.72
公館庄 20,044 1,025
四湖庄 8,640 610 7.06
銅錐庄 14,057 959 6.82
三叉庄 7,890 651 8.25
通春庄 24,079 1,518 6.30
苑裡庄 26.332 1.09
合計 132,468 6,725 5.08
大湖郡
大湖庄 12,881 439 3.41
獅渾庄 5,832 257 4.40
卓蘭庄 8,408 190 2.26
合計 27,117 3.21
総合計 758,165 22,472
(出典 :『衛生概況』53～64頁より筆者作成)
以上の表2-(I)より昭和 13年の新竹州全体のマラリア患者の割合 (2.96%)は同 11
年 (4.52%)より 1.56%減少していることが分かる。また昭和 13年の新竹州全体の人口
(785,165人)は同11年(716,533人)より41,632人増加しているが、昭和 13年のマラ
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リア患者数 (22,472人)は同11年(32,369人)より9,897人(約31%)減少しているこ
とが分かる。昭和 11年のマラリア患者の割合が竹南郡南庄で 37.09%、苗栗郡頭屋庄で
29.63%、苗栗郡四湖庄で23.31%と以上に高いが前年 (昭和 10年)の大震災の影響ではな
いかと考えられる190。
(3)下水施設
昭和 13年(1938)の新竹州における下水溝設置について『衛生概況』26頁に以下のように記
載されている。
下水ノ施設ハ偉染病及マラリアノ豫防制遇上極メテ緊要ナルヲ以テ之力施設二開シテ
ハ州費ヲ以テ補助シツ アゝリ尚私設下水ハ衛生部落ノ建設事業ノー項極力指導奨勘シ
タル結果延長一五一,四二五間二及ビ州下一園二亘り之ガ完成ノ域二達シソゝアリ
以下の史料より下水溝設置は伝染病やマラリアを予防する上では非常に重要な施策であ
り、州費から補助をして下水施設の完備を目指していた。私設下水については新竹州が衛
生模範部落審査事項の一項目として取り上げ私設下水設置を奨励した結果、昭和 13年には
新竹州全体で 151,425間的 275,2900という長さに及んだ。新竹州の下水溝設置について
は完成の域に達しつつあるという状況であつた。
(4)衛生部落建設
新竹州では昭和 11年(1936)より衛生模範部落の建設に着手し、『衛生概況』84,85頁
に次のように記されている。
衛生部落建設
州下二於ケルマラリア防遇並二保健防疫上ノ衛生諸作業ノ統一及封照民衆ノ衛生思想
向上ノ徹底ヲ期スル鶯メ、郡署 卜派出所ノ管轄匡域ヲ単位 トセル衛生模範部落ヲ昭和
十一年ヨリ建設二着手シ、之ガ審査事項 トシテ概ネ左ノ如ク定メ
ー、衛生思想ノ向上普及徹底ノ状況
二、地物整理ノ適否
三、部落道路ノ開撃状態
四、下水溝ノ新設改善ノ状態
五、個人井戸共同井戸ノ新設改修ノ状態
六、窓ノ開設、浴場ノ設備、牛豚舎ノ改善状態
七、個人便所、共同便所普及ノ状態
人、其ノ他
以上ノ通リナルガ郡署二於テハ之ガ建設ニー意邁進シタル篤博染病、マラリア等ノ豫
防撲滅逐次其ノ数現ハレ生活環境刷新セラレ死亡敷減少シテ出生数多クナリツゝアリ
テ健康状態良クナリ文字通り明朗部落ヲ現出シツゝアリ
以上の史料よリマラリア防邊と健康維持のための施策を統一するために、又民衆の衛生
観念を向上させるために、昭和 11年より郡署と派出所の管轄区域を単位とする衛生模範部
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落の建設に着手した。衛生模範部落の審査事項として①衛生観念の向上を徹底させる、②
地物整理が正しく行われているか、③道路建設の状態、④下水溝の新設・改善の状態、⑤
井戸の新設・改修の状態、⑥窓の開設、浴場の設備、牛豚舎の改造の状態、⑦便所の普及
状態等を挙げている。そして衛生模範部落の建設に向けて努力した結果、生活環境が刷新
され健康状態も良くなり、死亡数の減少と出生率の増加をもたらしたといえる191。
(5)保健組合
昭和 13年(1938)4月、新竹州において保健組合が組織され、『衛生概況』83,84頁に
以下のように記される。
保健組合
地方病及博染病ノ豫防救治ヲ鶯シ併セテ衛生二開スル事業ヲ助成シ、衛生思想ノ普及
及嚢達延テハ衛生自治ノ観念ヲ涵養スルロ的ヲ以テ昭和十二年四月派出所ヲ単位 トス
ル保健組合テ組織セシメ、更二昭和十四年ニハ郡署ノ聯合會ヲ統合シテ州聯合會ヲ設
立シ州、郡、派出所打ツテー丸 トナリ良ク聯繋ヲ保持シツ 本ゝ格的活動二移行シ着々
賞績ヲ奉ツゝアリ
以上の史料より民衆の衛生意識を向上させ地方病 。伝染病の予防効果を高めるために、
又衛生に関する事業を助成するために新竹州において昭和 13年4月派出所を単位とする保
健組合が組織された。さらに同年 14年4月郡署の連合会を統合し州連合会を設立し、州・
郡 。派出所が一九となって連繁を保持しながら本格的な活動に移行していつた。保健組合
の事業として (イ)地方病豫防撲滅、(口)伝染病予防制遇、(ハ)生活環境の衛生的改善、
(二)其の他公衆衛生に関する事項が挙げられている192。
昭和 10年(1935)の台湾大地震の被災地であつた新竹州では昭和 11年(1986)から同
13年(1938)にかけて州下郡下の市街庄ごとにマラリア患者調べが実施された。昭和9年
(1934)から同13年までマラリア防過施行成績表によれば震災後にはマラリア患者の割合
が三倍以上に増加したが、昭和 13年には約 40%の減少が見られた193。このことは昭和
11年から着手された衛生模範部落の建設、昭和 13年に組織された保健組合の活動等、新竹
州によつて実施されたマラリア防過事業の成果であつたと考えられる。
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第七節 台中州のマラリア防過事業
(1)保健組合
昭和 11年(1986)10月、蔓中州において保健組合が設立され、『昭和十四年版保健組合事
業概況書』(蔓中州警務部衛生課194o昭和十四年人月二十四日)1951,2頁に以下のよう
に記されている。
衛生二開スル諸施設ハ従来官麻又ハ公共同證二於テ鋭意之ガ改善二努カシ来リタルモ
此種事業ハー般民衆ノ自覺 卜協カニ候 (侯)ツニアラザレバ到底其ノロ的ヲ達スルコ
ト困難ナルニ鑑ミ昭和十一年十月州下全般二亘り警察官派出所管匡ヲ軍位 トスル保健
組合ヲ設立シ徒末ノ如キ官麻依存ノ弊ヲ是正シ保健組合自罷ヲシテ自奎的二之二開典
セシムル様指導誘抜二努メタル結果設立後日尚ホ浅キニモ不拘其ノ成績大イニ見ルベ
キモノアリ殊二組合営面ノ事業 トシテ最モ重要視セル 「マラリア」防過事業ノ如キモ
指導官麻ノ方針二則り藪叢ノ伐採並二池沼瀦溜地ノ整理等外部作業ハ勿論採血服薬等
ノ各般二亘り益々防過ノ強化ヲ固り鋭意之ガ撲滅二邁進シツ アゝリ其ノ住家並便所ノ
改良私設下水溝ノ新設等着々其ノ賞績ヲ収メツ アゝリ更二持末二於テハ保健衛生各般
二亘り積極的二活動セシムル様指導二努メツ アゝルヲ以テ本組合今後二於ケル活動ハ
州民保健ノ向上嚢達二寄興スベキ所極メテ大ナルモノアリト信ズルモノナリ
衛生に関する事業ハ従来官庁 。公共団体が主体となつて行われていたが、一般民衆の自
覚と協力がなければ目標達成が困難であるということから、昭和 11年10月、蔓中州にお
いて警察官吏派出所管区を一単位として保健組合が結成された。官麻への依存という弊害
が是正され、保健組合自体が自発的に衛生事業に関与するようになっていつた。保健組合
の事業の中で最重要視されたのがマラリア防遇事業で、官庁の方針通りに竹藪の伐採 。池
沼の整理や採血服薬等が行われた。住家・便所の改良や私設下水溝の新設も着々と進み、
保健組合の活動は州民の保健保持に大きく寄与するものであるといわれた。
(2)マラリア薬品費の負担
昭和13年度の墓中州におけるマラリア薬品費の負担状況について『昭和十四年版保健組合
事業概況書』5,6頁に次のように記されている。
「マラリア」薬品費ノ負謄
昭和十二年度ヨリ「マラリア」防遇方法施行地域二封スル従来ノ治療方法ヲ改正シ新
薬併用二依ル新治療方法ヲ賞施シタル結果之二伴フ薬品費ノ膨張ヲ補鎮スル鶯叉一面
治療費ノー部ヲ直接民衆二負措セシムル事二依り民衆ヲシテ「マラリア」二封スル観
心ヲ持タシメ自奎的豫防警戒二努メシムル鶯薬品ノ三分ノーヲ組合二負指セシメ居レ
ルガ昭和十三年度二於ケル負謄費額ハ五千七百餘園ニシテ組合別負指左表ノ如シ
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表2-(I)組合別 「マラリア」治療薬品費負措額調 (昭和十三年版)
組合名 施行地名
一ヶ月
検血人
員
原虫保
有者
―ヶ年原虫保
有者
所要薬
品費
(円)
組合負据薬
品費(円)
早渓 早渓 1,908 2.84 648 680.40 226.66
略哩 略 哩 2,189 924 970.20 323.40
東勢 東勢 2,153 480 504.00 168.00
社 ロ 社 ロ 2,667 2.25 720 756.00 252.00
鼻子頭 鼻子頭 1,774 4 840 294.00
下覇
西畔 864
1,234.80411.60
馴寮 1,037 2.5 312
新街 新街 1,750 4.5 948 995.40 331.80
名間 名 間 2,264 5 1,356 1,423.80474.60
郷親寮 郷親寮 1,765 4.66 984 1,033.20344.40
龍眼林 龍眼林 5.65 579.60 193.20
集 々 集々 3,400 804 844.20 281.40
水裡坑
水裡坑第一E第
二匠
3,029 7 2,544 2,671.20890.40
門牌渾
門牌渾
521 564 592.20 197.40
外車坦
亀子頭 亀子頭 1,565 3.53 660 693.00 231.00
北山坑 北山坑 468 491.40 16380
竹山 竹山 4,761 1,650.60550.20
社寮 社寮 808 2.87 289.80 96.60
鹿谷 鹿谷 1,879 4.01 900 945.00 31500
合計
ア)
36.845
イ) 16,416 17,236.805,745.46
(出典 :『昭和十四年版保健組合事業概況書』5,6頁)
【註 :ア36,645の誤りか、イの数字の記載なし】
以上の史料及び表2-(I)より、墓中州では昭和 12年度よリマラリア防過方法施行地
に対し新薬196併用による新治療法を実施したこと、その結果新治療法に伴う薬品費の負担
が増したので薬品費全体の三分の一を保健組合の負担としたことが分かる。三分の一を組
合負担とした理由としてもう一つ挙げられているのが、治療費の一部を自己負担すること
でマラリアに対する関心を高め自発的な予防努力に取り組ませたいということである。昭
和 13年度に墓中州の保健組合が負担した薬品費は 5,745.46円で組合別にみると水裡坑が
一番多く (890.40円)続いて竹山 (550。20円)名間 (474.60円)、 下覇 (411.60円)とな
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つている。
(3)マラリア患者の治療
昭和12年10月から同13年10月までのマラリア患者への治療について『昭和十四年版保
健組合事業概況書」3,4頁に以下のように記されている。
営州二於ケル 「マラリア」防過封原轟方法ハ徒末本病濃厚ナル地方二之ヲ施行シ強制
治療ヲ賞施シ来り殊二昭和十二年度ヨリ新薬併用二依ル新治療法ヲ制定シ治療ノ完璧
ヲ期ス事 卜為シタリト雖モ其ノ人口僅カニ四萬人餘二過ギザル状態ニシテ封原轟方法
ハ未ダ以テ之ガ普及ヲ見タルニ至ラズ「マラリア」防過上遺憾 トスル庭ナルヲ以テ右
地域外二於ケル「マラリア」ノ浸潤濃厚ナル地方二封シテハ患者ノ救済並二「マラリ
ア」二封スル完全ナル治療ノ観念ヲ養成シ之ガ蔓延防止ニモ効果アラシムル鶯組合ヲ
シテ患者二封スル治療方法ヲ賞施セシムルコト シゝ関係組合書記二採血技術ヲ講習シ
患者ノ採血ヲ行ハシメ之ヲ最寄防過事務所又ハ州衛生課二送付シテ検鏡シ組合二薬品
ヲ常備シ服薬セシムルコト シゝ昭和十二年十月ヨリ之ガ治療ヲ開始シタルガ本年十月
末迄二於ケル治療患者ハ六千五十一名ニシテ本防過上相営ノ効果ヲ収メツ アゝリ
「マラリア」患者治療成績表 (自昭和十二年十月至同十三年十月)ハ左表ノ如シ
表2-(Ⅱ)「マラリア」患者治療成績 (自昭和十二年十月至同十二年十月)
郡署別 組合数 治療フ実施スル組合数 治療人員 所要薬品費(円)
皇中警察署
彰化警察署 2 9 10.80
大屯郡 14 212.00
豊原郡 4 204 159.07
東勢郡 1,321.92
大甲郡 23
彰化郡 21 1 260 417.52
員林郡 2 124 285.28
北斗郡 18
南投郡 1,064 941.61
新高郡 10 10 341.00
能高郡 8 400 713.97
竹山郡 12 1,748 1,047.66
合計 6,051 5,449.83
(出典 :『昭和十四年版保健組合事業概況書』3,4頁)
史料及び表 2-(Ⅱ)より従来はマラリア防邊の封原轟封策として強制治療服薬を実施。
昭和12年から新薬治療を実施した。マラリアの濃厚な地域では患者の救済並びにマラリア
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に対する完全なる治療観念を養成するために保健組合がマラリア患者に対し治療方法を実
施し、組合の書記が採血技術の講習を受け、患者の採血を行い、最寄りのマラリア防遇事
務所並びに州衛生課に送附し検鏡して薬品を患者に服薬させることが読み取れる。表から
は治療人員を郡署別にみると竹山郡 (1,748人)、 東勢郡 (1,183人)、 南投郡 (1,064人)
という順番である。また薬品費を郡署別にみると東勢郡 (1,321。92円)竹山郡 (1,047.66
円)南投郡 (941.61円)という順番であり、この地域はマラリアがたくさん発生している
地域だということが分かる。
(4)マラリア防邊作業
昭和 13年(1938)の蔓中州におけるマラリア防過作業状況については『昭和十四年版保健
組合事業概況書』7頁に次のように記されている。
「マラリア」防過作業
「マラリア」防過作業ハ患者並原虫保有者ノ治療 卜相侯ツテ「マラリア」防過上必須
ノ要件ナルヲ以テ之ガ完璧ヲ期スベク蚊族奎生ヲ容易ナラシムベキ河川、埠り||、 池沼
瀑地ノ整理、埋立、下水溝、排水溝ノ開難並蚊族ノ棲息場所タル住宅周国ノ竹藪、草
澤ノ伐採、住宅、畜舎内外ノ清潔、整頓等各種作業ノ徹底二努メシツ アゝルガ之等作
業ハ組合員ノ自主的共同作業二依 り着々其ノ賓績ヲ収メ「マラリア」防過ハ勿論部落
改善ノ鶯多大ノ効果ヲ収メツ アゝリ
蔓中州においても地物整理をマラリア防遇事業の必須要件と捉え、蚊の発生し易い河り||
や湿地の整理 。埋立、ツト水溝の設置、蚊の棲息場所である竹藪・叢の伐採、住家 。畜舎ノ
清潔保持等各種作業の徹底に努めてきた。これらの作業は保健組合員の自主的共同作業に
より着々と進められ、マラリア防過は勿論部落改善に多大な効果をもたらした。
伐採及び美化作業の郡署別実施状況は以下表2-(Ⅲ)の通りである。
表2-(Ⅲ)伐採及美化作業
郡署別
義務出役延人員 支出経費(円)
昭和十二年 昭和十三年 合計 昭和十二年 昭和十三年 合計
皇中署 28,902 5,465 34,367 11.70 11.70
彰化署 4,617 4,927 9,544 364.38 458.24 822.62
大屯郡 32,070 71,633 133.35 119.68 253.03
豊原郡 41,086 42,642 83,728 1,576.15 2,460.894,037.04
東勢郡 12,976 12,396 25,372 865.91 513.25 1,379.16
大甲郡 54,724 56,685 111,409 56.04 56.04
彰化郡 69,946 37,794 107,695 93.70 318.22 411.92
員林郡 94,030 107.550 201,580 223.30 182.80 406.10
北斗郡 47,594 63,223 110,817 73.32 506.47 579.79
南投郡 99,503 81,009 180,512 301.9 252.20 554.10
新高all 25,090 27,464 52,554 9.60 9.60
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能高郡 25,750 26,750 52,500
竹山郡 43,968 46,007 89,975 47220 203.20 675.40
合計 580,256 551,4301,131,6864,181.55 5,014.959,196.50
本表以下各表中昭和十二年 トアルハ昭和十一年十月ヨリ同十二年十月迄、昭和十三年 トア
ルハ昭和十二年十一月ヨリ同十三年十月迄 トス
(出典 :『昭和十四年版保健組合事業概況書』8頁)
以上表の2-(Ⅲ)より昭和 11年(1936)10月に保健組合を設置して以降、約二年間に蔓
中州で伐採及美化作業ノ義務出役に従事した保健組合員の延べ人員は、1,131,686人で支出
経費の合計が9,196.50円であつたことが分かる。郡署別に見て支出経費が多かつたのは豊
原郡 (4,073.04円)、 東勢郡 (1,379.16円)、 彰化署 (822.62円)の順である。
下水溝・ツト水溝の新設・補修の郡署別実施状況については以下の表2-(Ⅳ)の通りであ
る。
表2-(Ⅳ)下水溝・排水溝ノ開撃及補修
郡署別
?
?
?
延長(間) 義務出役延人員 支出経費(円)
1937年1938年 合計
1937
年
1938
年
合計 1987年1938年合計
三中署
?
?
? 378 378 740 740 400 400
?
?
? 396 1,249 485 688 144 205 349
彰化署
?
?
? 351 2,103 2.454 223 216 439 394 3,3433,737
?
?
? 2,352 2.730 162 38 104 637
大屯郡
?
?
? 18,4934,006 22,4995,1454,275 9,420 12,8704.03416,904
?
?
? 2,588 4,900 7,458 3,7694,144イ)7,9237,0082,0129,020
豊原郡
?
?
? 240 780 口)853 90 1,090 1,180 446 1,278
?
?
? 4,380 6,952 750 370 1.120 52 70
東勢郡
?
?
? 242 50 1,200 1,250 243 1,5591,802
?
?
? 1,130 3,063 530 544 1,074
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大甲郡
?
?
? 1,000 4,691 2,50810,79313,301 745
?
?
? 1,353 8,407 9,760 608 10,313ハ)10,72145 286
彰化郡
?
?
? 1,325 2,113 3.438 2,264 2,264 1,479 3,5124,991
?
?
? 1.318 1,232 2,550 2,644 2,644 1,004 969 1,973
員林郡
?
?
? 962 2,295 3,257 1,4883,067 4,555 194 2,0212,215
?
?
? 5,100 3,010 8,110 2,4022,931 5,333
北斗郡
?
?
? 7,069 14,72621,8318,2289,879 18,107829 9,37210,201
?
?
? 14,08537,08251,1677,1162,986 10,1021,381 1,2822,663
南投郡
?
?
? 1,778 3,087 3,372 320 486
?
?
? 6,280 12,76719,0473,80910,38714,196 14 14
新高郡
?
?
? 2,414 2,630 5,044 3.028 3,387 4 35
?
?
? 4,098 603 4.701 4,817 483 5,300 164
能高郡
?
?
? 1,652 2.617 4,4302,350 6,780 1,5412,338
?
?
? 415 442 857 340 543
竹山郡
?
?
? 395 326 326 7,200 7,200
?
?
? 2,598 2,680 5,278 900 1,617 25
合計
?
?
? 35,48835,76771,25523,87241,24965,12125,92126.53152,452
?
?
? 44,89278,030122,92225,50536,98162,48610,7615,41615,592
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(出典 :『昭和十四年版保健組合事業概況書』9頁)
【註 :イ)7,913の誤りか、口)1,020の誤りか、ハ)10,921の誤りか】
以上の表2-(Ⅳ)より昭和 11年(1936)10月に保健組合を設置して以降約二年間に菫
中州で新設された下水溝・排水溝は 71,255間(約130km)補修された下水溝 。排水溝は
122,922間(約223km)に及び下水溝 。排水溝の新設・補修に従事した保健組合員の延ベ
人員は127,607人、支出経費は68,044円であることが分かる。郡署別でみて支出経費が多
かつたのは大屯郡 (25,924円)北斗郡 (12,864円)竹山郡 (7,322円)の順である。
道路の新設・補修の郡署別実施状況は表2-(V)の通りである。
表2-(V)道路の開撃及補修
郡署別
?
?
?
延長(間) 義務出役延人員 支出経費(円)
1937年1938年 合計 1937年1938年 合計
1937
年
1938
年
合計
墓中署
?
?
?
?
?
? 1,595 2,3613,950197948 19,451 20,399 359
彰化署
?
?
? 548 1,443 710 2,153 296 307
?
?
? 26,31013.36039,6703,005 2,500 5,505 104 272 376
大屯郡
?
?
? 8,308 5,258 13,566 2,625 7,645 10,270200 203
?
?
? 63,60059,665123,26513,06435.23048,294
豊原郡
?
?
? 2,100 8,033 10,133 2,210 6,800 9,010 90 102
?
?
? 92,3103,663 95,97316,85514,79831,653252 219 471
東勢郡
?
?
? 378 378 500 500
?
?
? 20,84012.58633.426 8,627 6,758 i5,385 40 40
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大甲郡
?
?
? 160 13,42013,580 310 62,11762,427 90
?
?
? 32,698126.834159,53211,08431,30242,386
彰化郡
?
?
? 2.310 2,620 4,930 3,260 2,486 5,746 200 200
?
?
? 28,19050,18078,3709,068 12,49421.562 464 660
員林郡
?
?
? 540 7,160 7,700 150 14,27014,420
?
?
? 8,650141,060149,71017,28446,68863,972
北斗郡
?
?
? 5,542 10,64416,186 19,09424,666 143 143
?
?
? 71,699133,556205,25519,13550,75469,889 207 207
南投郡
?
?
? 24,5886,550 31,10864,3749,013 73,387 50 50
?
?
? 49,30296,693145,99520,59035,931 56,521 2,8583,067
新高郡
?
?
? 1.100 1,100 2,585 2,585
?
?
? 405 11,11011,515 3,124 3,734 5,858198
能高郡
?
?
? 6,610 4,040 10,650 7,444 20,07827,522100 100
?
?
? 165,810172,564338,37417,72427,53745,2614,025 4,025
竹山郡
?
?
? 3,360 3,738 3,738 5,619 8,31713,926199
?
?
? 355 23.18823,188 3,139 16,59518,734200 48 48
合計
?
?
? 54,03663.77163,771 93,007153,611
246,622
201
491 794
1,280
202
?
?
? 561,7648 6,8201,408,584161,510303,722
445,419
203 5,200
4,108
9,208
204
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(出典 :『昭和十四年版保健組合事業概況書』10頁より筆者作成)
以上表2-(V)より昭和 11年(1936)10月に保健組合を設置して以降約二年間に蔓中
州で新設された道路は117,807間(約214km)補修された道路は1,408,584間(約2,561km)
に及び道路の新設補修に従事した保健組合員延べ人員は711,900人、支出経費は 10,593円
であったことが分かる。郡署別に見て支出が多かったのは能高郡 (4,125円)南投郡 (3,117
円)彰化郡 (860円)の順である。
埋立その他の地物整理の郡署別実施状況については表2-(Ⅵ)の通りである。
表2-(Ⅵ)埋立其ノ他地物整理
郡署別
行程(坪) 義務出役延人員 支出経費(円)
1937年1938年合計 1937年1938年 合計 1937年1938年合計
皇中署 300 452 320 479 84 84
彰化署 349 970 401 806 1,207 532
大屯郡 2,441 3.077 2.945 6,022 4,808 4,808
豊原郡 2,544 150 2.694 53,785 50 53,835 34 106
東勢郡 210 700 910 110 843
大甲郡 1,755 10,04211,797608 8,407 8,01520545 4 49
彰化郡 1,438 524 1,962 2,065 2,585 4,650 242 210 452
員林郡 3,470 5,251 5,393 5,542 10,935
北斗郡 21538 6,866 9,404 2,887 3,243 6,130 495 495
南投郡 1,440 1,130 2,570 1,560 2,558 4,118 666
新高郡 44,0651,426 45,4916.592 3,613 10,205
能高郡 250 13,94814,198444 19,80020,244 50 50
竹山郡 351 587 9392061,147 1,013 2,160 43 43
合計 59,46340,863100.32678,38951.454128,8432076,328 2,3318,659
(出典 :『昭和十四年版保健組合事業概況書』11頁より筆者作成)
以上表2-(Ⅵ)より昭和 11年(1936)10月に保健組合を組織して以降約二年間に蔓中
州で行われた埋立其の他地物整理は 100,326坪(約331,036ピ)埋立其の他地物整理に従
事した保健組合員の延べ人員は 129,843人208、支出経費は8,659円であつた。郡署別に見
て支出経費が多かったのは大屯郡 (4,808円)彰化郡 (1,867円)南投郡 (666円)の順で
ある。
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以上昭和 11年10月に保健組合が組織されて以降約二年間で行われたマラリア防遇作業
は、殆ど保健組合員の義務出役により行われていたものであり、マラリア防遇作業に従事
した延べ人員の総数は2,101,036人に及ぶ。一方支出経費の総合計は僅かに96,492.5円で
ある。この経費は材料費などであり、人件費は含まれていない。人件費についてはマラリ
ア防遇作業に従事した延べ人員数 (2,101,036人)の一日の賃金を0.7円として計算209す
ると、1,470,725.2円となり支出経費の総合計 96,492.5円と合わせると工費は実に
1,567,217.7円もの多額な支出となっている。それだけ緊急を要する課題だつたことを裏付
ける史料だと言える。
(5)衛生宣偉
昭和 13年(1930の菫中州における衛生宣博の状況について、『昭和14年版保健組合事業概
況書』25頁に次のように記されている。
衛生宣博
衛生ノ向上奎達ハーニー般住民ノ衛生思想ノ奎達如何二依ルモノナルヲ以テ組合二於
テハ講演會ノ開催、活動鳥員ノ映篤、宣博印刷物等二依り衛生思想ノ普及啓嚢二努メ
ツ アゝリ其ノ賞績左ノ如シ
史料中の「左表」の詳細は以下の表2-O①の通りである。
表2-60衛生宣博
郡署別
講話會 活動嘉員210
度敦 来場者 経費(円) 度数 来場者 経費(円)
墓中署 1,285
彰化署 3,565
大屯郡 28 13,730
豊原郡 1 720 8,700
東勢郡 2,407 1 1,007 45
大甲郡 68.471
彰化郡 20 9,666 1,740
員林郡 3,274 10
北斗郡 2,985 16,510
南投郡 9 6,547 1 147
新高郡 4 1,074 1 750 10
能高郡 2 560
竹山郡 20 5,848
合計 230 116.567 49 ア)31,419 1,503
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郡署別
立看板 張幕 宣博ビラ
数量 経費(円) 数量 経費(円) 数量 経費(円)
三中署
彰化署 3,920
大屯郡 46 27 105 19,820
豊原郡 8.800
東勢郡 42
大甲郡 47
彰化郡 1,700
員林郡 3,144 53,850
北斗郡 102 143 12,950
南投郡 27 9.870 144
新高郡 10 1,200
能高郡 22 1,500
竹山郡 5 5
合計 501 113,610 592
郡署別
ポスター パンフレット
数量 経費(円) 数量 経費(円)
皇中署
彰化署
大屯郡 645 6
豊原郡
東勢郡
大甲郡 38,587 701
彰化郡 1,400 72
員林郡
北斗郡 572 40
南投郡 10
新高郡
能高郡 20
竹山郡
合計 2,644 143 イ)39,966
(出典 :『昭和十四年版保健組合事業概況書』25～26頁より筆者作成)
腑ト ア)32,419の誤りか、イ)39,967の誤りか]
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以上の史料及び表2-KVI)より蔓中州においても一般住民の健康保持のためには衛生に対
する意識の変容。向上が重要であると捉え、保健組合が主体的に講演会の開催。活動鳥員(映
画)の映鳥・衛生宣博印刷物の配布などを行つて衛生思想の普及に努めていたことが分かる。
昭和 13年(1938)に蔓中州で開催された講演会の回数230回、来場者 116,567人、経費 71
円、映鳥会の回数49回、来場者 32,419人211、経費 1,503円となつている。また作製し
た立看板737枚、経費501円、張幕3,216張、経費615円、宣伝ビラ113,610枚、経費は
592円、ポスター2,644枚、経費 143円、パンフレット39,967枚212、経費791円となつ
ている。昭和13年童中州で衛生宣博に費やした経費の合計は4,216円であつた。郡署別に
みると支出が多かった上位三つは彰化署(1,014円)、 大甲郡(701円)、 員林郡(644円)の順で
ある。
蔓中署においての衛生宣博の方法は衛生講話會中心の衛生思想普及活動である。大甲郡
においては二段階での衛生思想の向上を目指す普及活動が行われパンフレットと衛生講話
會をセットにした感じでの普及活動だつたのかと考えられる。
(6)駆轟■ll及消毒薬ノ配付
昭和 13年(1930の蔓中州における駆轟剤及び消毒薬の配付状況について、『昭和十四年
版保健組合事業概況書』27頁に以下のように記されている。
駆轟剤及消毒薬ノ配付
「アノフェレス」蚊族及蠅、油虫駆除並二便所其ノ他ノ消毒ヲ奨励スル鶯駆轟剤及消毒
薬ヲ組合費ヲ以テ無料配布或ハ代債ノー部ヲ補助シテ之ガ使用ヲ奨励シ「マラリア」防
遇並博染病豫防二努メ居レルガ昭和十三年中二於ケル無料配布二要シタル金額六千九
十七園購入費ノー部補助二支出シタル金額四千三百五十回ニシテ「マラリア」防過並博
染病豫防ノ鶯相営効果ヲ収メタルモノト認ム 郡署別成績左表ノ如シ
史料中の「左表」の詳細については以下の表は2-6Ⅲ)の通りである。
表2-m)駆轟剤及消毒薬ノ配付(昭和十二年中)
郡署別
駆酬 円) 消毒薬(円) 合計(円)
無料配布 一部補助 無料配布 一部補助 無料配布 一部補助
蔓中警察
署
104.80015.00 104.80 15.00
彰化警察
署
186.61 135.95 322.56
大屯郡 54.70 5.00 38.00 92.70 5.00
豊原郡 49.00 340.75 389.75
東勢郡 389.00 517.80 389.00 517.80
大甲郡 1,388.00 60.10 1,448.10
彰化郡 386.90 306.82 57.00 443.90 306.82
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員林郡 46.00 5.00 309.50 355.50 5.00
北斗郡 172.12 70.00 242.12
南投郡 320.851,780.10225.00i,029.70545.852,809.80
新高郡 5.7.00 5.70
能高郡 1,686.70 133.80 1,820.50
竹山郡 82.25 348.46 96.58 178.83 348.46
合計 4,694.813,150.301,402.381,099.706,097.194,250.00
(出典 :『昭和十四年版保健組合事業概況書』27～28頁より筆者作ω
史料及び表 2-6Ⅲ)より昭和 13年の蔓中州ではアノフェレス及び蠅、油虫の駆除並びに
便所その他の消毒を奨励するため駆除剤及び消毒薬を無料配布(又は代金の一部を補助)し
て駆轟剤・消毒薬の使用を奨励しマラリア防邊・伝染病予防に従事していたことがわかる。
駆轟剤及び消毒薬の無料配布に要した金額は6,097.19円、代金の一部補助に要した金額は
4,250.00円、合計 10,347.19円となっている。郡署別に見て支出金額が多かつたのは南投
郡(3,555.65円)、 能高郡(1,820.50円)、 大甲郡(1,448。10円)の1贋である。駆轟剤及び消毒薬
の無料配布(又は代金の一部補助)はマラリア防過と伝染病予防に多大な効果をもたらした
といえる。
(7)過怠処分
昭和13年(1930の蔓中州における過怠処分の状況について『昭和十四年版保健組合事業
概況書』29頁に次のように記されている。
過怠虎分
組合員ノ業務不履行其ノ他組合規約違反者二封スル制裁 トシテ過怠虎分ノ制ヲ設ケ組
合員ノ自主的共同園結ヲ促シ組合ノ健全ナル奎達二努メツ アゝルガ組合設置以来ノ虎
分状況左表ノ通リニシテ初年度ノ虎分件数一二四二封シ次年度二於テハ僅カニニ六件
二減少シタルハ組合員ノ公共的精神ノ向上ヲ立證スルモノト謂フベシ
史料中の「左表」は2-(Ⅸ)の通りである。
郡署別
件数 人員 金額(円)
1937
年
1938
年
??????
1937
年
1938
年
〈????? 1937年1938年合計
蔓中署
彰化署
大屯郡 5 5 5 5 5.00 5.00
豊原郡 14 2 16 14 2 16 36.00 16.00 52.00
東勢郡
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大甲郡 35 24 59 35 24 59 111.50 49.00160.50
彰化郡
員林郡
北斗郡
南投郡 6 6 30.00 30.00
新高郡 1 1 1 1 2.00 2.00
能高郡 62 62 62 62 212.00 イ)‐一
竹山郡 1 1 1 1 5.00 口)―
合計 124 26 150 124 26 150 401.50 65.00466.50
(出典 :『昭和十四年版保健組合事業概況書』29,30頁より筆者作成)
註 :イ)212.00C)誤りか、 口)5.00の誤りか
以上の史料と表2-(Ⅸ)より昭和13年(1938)の墓中州では、組合員の業務不履行そ
の他組合規約213の違反者に対する制裁として過怠処分の制度を設け、組合員の自主的共同
団結と組合の健全な発展に努めていたことが分かる。昭和 11年(1936)10月に保健組合
を設置して以降約二年間に墓中州で処分対処となったのが 150件、処分対象となつた人員
も150人で過怠金214の合計は466.50円となっている。郡署別に見て過怠金が多かつたの
は能高郡 (212.00円)大甲郡 (160.50円)豊原郡 (52.00円)の順である。昭和 12年(1937)
の処分件数 124件に対し同13年は僅かに26件、過怠金も昭和12年の401.50円に対し同
13年は65.00と大きく減少しているが、このことは衛生思想の普及に伴い組合員の公共的
精神の向上がなされたことを示す史料だと言える。
蔓中州におけるマラリア防邊事業の特徴として新竹州同様派出所の管理の下に組織され
活動した保健組合の存在を挙げることができる。菫中州では昭和 11年(1936)10月に保
健組合が組織されて以降マラリア防遇作業、衛生宣博、駆轟■ll及び消毒薬の配付、過怠処
分等に従事し墓中州マラリア防邊事業の実施に大きく関与してきた。『昭和十年台湾震災
誌』(台湾総督府 昭和十一年二月)によれば昭和 10年(1935)の台湾大震災の被災地は
新竹州・蔓中州であるが、①両州とも震災後 (蔓中州では昭和 11年、新竹州では昭和 13
年)に保健組合が設立されている。②保健組合は新竹州。蔓中州以外の州ではみられない215
画期的なものである。③蔓中州のマラリア防過作業の各項目で支出経費が最も多い地名の
中に激震地であった豊原郡と大甲郡の名前が度々見られる。墓中州のマラリア防邊作業の
項目別に支出経費が多い地名を挙げていくと次の表2-(X)の通りである。
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表2-(X)マラリア防遇作業各種別
各作業項目I～Ⅷ ―位 二位 三位
I伐採及美化作業 豊原郡 東勢郡 彰化署
Ⅱ下水溝排水溝の開撃補修 大屯郡 北斗郡 竹山郡
Ⅲ道路の開撃及補修 能高郡 南投郡 彰化郡
Ⅳ埋立其ノ他地物整理 大屯郡 彰化署 南投郡
V衛生宣偉 彰化署 大甲郡 員林郡
Ⅵ駆轟剤及消毒薬ノ配付 南投郡 能高郡 大甲郡
Ⅷ過怠虎分 能高郡 大甲郡 豊原郡
(『昭和十四年版保健組合事業概況書』をもとに筆者作成)
以上の①②③からこの保健組合は震災後マラリア患者が多発した新竹 。台中両州に特設
されたものと考えられる。被災地の中でも最も激震地匡では保健組合事業が重点的に実施
されたのではないかと考える:
台中 。新竹州のマラリア防遇事業の特徴は、台湾総督府が推進してきたマラリア予防法
であるキニーネ予防内服法や地物整理、外部作業などの防過事業を重点的に行い、衛生模
範部落の建設や衛生宣博のビラの配布 。講演会・活動為員を通じて一般住民への衛生思想
の普及を行つていたことだけでなく、台湾大地震を契機として州の指導の下派出所管理の
保健組合を設置し、被災地の保健衛生事業を重点的に実施した′点が挙げられる。
小結
大正 9年(1920)台湾地方制度の改正に伴い、台湾総督府の直営であつたマラリア防遇
事業が地方自治体へ移管された。台湾総督府は、地方におけるマラリア防過政策の充実を
図るために、各州の予算に特別会計として伝染病予防臨時費資金を特設させた。大正 11年
(1922)台湾総督府はマラリア防過費の負担区分を決定し、マラリア防遇のための治療・
服薬・検査・地物整理費やマラリア防邊のための下水施設に関する費用等は州が支払うベ
き費用とし、伝染病予防のために雇 う医師の人件費や器具薬品の代金、隔離病棟 。消毒所
の建設 。維持費は市街庄が支払うべき費用とした。同時に台湾総督府はマラリア防過費の
補助方法として、州は市街庄の負担に対し三分の一を補助すること、国は州の負担に対し
三分の一を補助することを決定した。
地方における台南州 。高雄州 。移民地 。新竹州 。台中州の 4つの州及び移民地について
検討することが出来た。
台南州下の衛生の好転は重松英太と能澤外茂吉が下村八五郎氏の説を採用し、マラリア
防過デーを制定して州下防遇所がマラリア防過に着手した。大正 14年(1925)には増田秀
吉が警務部長に就任し、州下一回をマラリア防過区域に編入し、マラリア防過を実施した。
下村は大正 14年からまず槙範部落の作成にあたり、上出英一新豊郡警察課長、大川専務巡
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査、徳永嬌祖廟派出所巡査、保正楊丁旺の尽力によつてマラリア防邊作業は大いに進展し
た。これにより新豊郡婦祖廟派出所管内を模範的部落の哨矢と看倣すことが出来る。また
大正 15年(1926)春に衛生課長に就任した野田兵三が重松らの防遇作業を継承し、産業道
路の四通発達と共に清楚明朗な衛生模範部落へと変容させたことが分かる。また本マラリ
ア防過案が衛生上著しい効果があると看倣され、昭和 5年(1930)頃から高雄州でも衛生
模範部落の建設が実施されたことが分かり、台南州のマラリア防過は衛生模範部落建設の
濫場であると言えると思う。また無理解なる民衆に対して衛生諸事業の遂行は膿験的注入
が最も効果的であり、終始一貫してマラリア防遇の専門家たちは熱と力を以てマラリア防
過作業に臨むことが肝要であると説き、苦労を重ねながら衛生意識の改変を行いながらマ
ラリア防遇事業を行つている。
高雄州では明治39年(1906)旗山郡甲仙において、甲仙哺採脳拓殖会社の採脳者の間に
猛烈なマラリア流行があり大惨事となつた。大正 2年(1913)マラリア防遇規則制定後、
高雄州はマラリア流行地域を防遇施行地に指定し服薬検査 。地物整理 。防遇思想の啓発を
行つた。また台南州と同様に作業状況を審査表彰して優良部落の建設や州主導型の衛生組
合の設立に尽力した。昭和 11年(1936)には屏東郡下里港 。九塊両庄において内地からの
移民 (煙草耕作移民)の間にマラリアが蔓延したが、急速千歳村・常盤村に防遇所を設置
しマラリアの防遇に努めた。また昭和 14年(1939)に『衛生組合指導要領』を当時の衛生
課長である安倍貞次が編纂し、州の直接指導で防過事業が実施された。
移民村は大正 2年(1913)からマラリア防過を行い、総督府は移民上の保健衛生に対し
て書療所を設置し、患者には移住後三年間マラリア予防薬の無料給与や薬代入院費などの
半額補助を実施した。大正 6年(1917)には公害を設置し、マラリア防過法を施行して本
格的な防過事業を開始した。また産業組合内に吉野医院を開設することもあり、産業組合
が経済医療の中心機関としての機能を有していたことが明らかになつた。
新竹州においてもマラリア流行地域を指定して献血服薬治療を施し、地物整理を励行し
た。昭和 10年(1935)4月の台湾大地震の後は、海岸地方までマラリアが流行し大惨事と
なった。マラリア防邊の施策を統一し民衆の衛生意識を向上させるために、新竹州は昭和
11年(1936)より衛生模範部落の建設に着手し、その結果生活環境が改善され死亡数減少
と出生数増加が見られるようになった。また衛生映画などを使つて衛生思想の普及も試み
た。このことは昭和 11年(1936)から着手された衛生模範部落の建設、昭和 13年(1938)
に組織された保健組合の活動などによつて新竹州によつてマラリア防遇事業の成果であつ
た。
台中州においても台南州 。高雄州 。新竹州と同様なマラリア防遇事業が実施されたが、
その特徴として新竹州同様派出所の管理の下に組織され活動した保健組合の存在を挙げる
ことができる。台中州の史料が保健組合事業概況書であるため、新竹州に比べ保健組合の
活動内容が詳細に記載されている。台中州では昭和 11年に保健組合が組織され、台中州の
マラリア防遇事業に大きく関わつた。
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台南州 。高雄州 。新竹州 。台中州に見られる共通点は台湾総督府が推進してきたマラリ
ア予防法 (キニーネ予防内服法や地物整理など)に重点が置かれていたことである。もう
一点は衛生模範部落の建設 。マラリア防邊デーの制定、衛生宣伝ビラの配布、衛生映画の
上映、講演会の開催などを通じて一般住民へ衛生思想を普及したことである。相違点とし
ては、台南州や高雄州ではマラリア防過事業が州からの直接指導で推進されてきたのに対
し、新竹州・台中州は州指導の下派出所管理の保健組合が特設され、この保健組合がマラ
リア防過事業を実質的に推進していったことが挙げられる。したがつて昭和 10年の台湾大
地震を契機としてマラリア患者が多発した新竹州・台中州でこの保健組合が特設され、被
災地で重点的に保健組合事業が実施されたものだと類推できる。
台南州・高雄州 。新竹州・台中州以外の州について史料は収集してはいるものの、原典
史料の分析までは時間の都合上行えなかつた。
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第二章 原住民に対する防遇事業
従来の研究では原住民に対する防過に関して纏めた研究は少なく、代表的な研究とし
ては近藤綾の研究216がぁる。彼女は台湾総督府が実施した集団移住政策や授産政策による
理蕃事業によつてマラリアやアメーバ赤痢が流行する要因を引き起こし、それに対して防
邊を実施するといつたマッチ 。ポンプ的な防過であったと位置づけた。第一節では理蕃事
業の概要及び集団移住政策を述べ、第二節では蕃地医療衛生の概要を述べ、第二節で蕃地
マラリア防遇がどのような形態でやられていたのかについて概観していこう。
第一節 理蕃政策概説
原住民に対する所謂 「理蕃政策」については従来反抗防止、鎮圧政策の側面を中心に
研究がされてきた217。しかし松田吉郎はそれ以外に教育、衛生、授産政策という人的、物
的資源開発・統治政策が行われていたと指摘している218。
理蕃事業は明治36年(1903)から殖産局の管轄にあつた「蕃務」関連事項が全て警察
本署に委譲され、台湾原住民に対する警察統治が本格的に始まつた年である219。明治 39
年 (1906)からは佐久間左馬太総督による武断統治の下、原住民に対して大規模な武力制
圧政策が採られた220。この時期においては降勇線221を未帰順地区に前進させる際に降勇
線の外にあつた蕃社を除勇線内に移住させ、それをもつて「制圧」効果をあげる方法が取
られた222。また武力峰起を主導 。講助した蕃社に対しては、その制裁処置として鎮圧後に
行政区域内などに移住させた例も多かった223
大正 3年(1914)頃から理蕃政策の中に授産政策の側面である「定地農耕民化政策」が
本格的に建議され、同年に提出された当時の蕃務総長であつた大津麟平の『理蕃策原義』
においてである。224
授産政策については大正8年(1919)11月22日に総督府会議室で行われた全島地方官
会議における田健次郎台湾総督の割1示に以下のように述べられている。
生蕃の生業は主として農業にあると云ふことである。農業に従事するものは縦へ現在
極めて兇悪なり檸猛なるものでも、誠意を以て之を導くことは、(さ)しも難しとせぬ。
生蕃と雖も之を撫育して行くには矢張第一種の方便を以て意思の疎通を計るにある。
或は教育し、或は授産を為し、或は施療施薬を為し、或は進んで耕地住宅牛畜をも供
給する位にして保護奨励の途を立つるやうに致したいと思ふ225
田台湾総督が主眼とした原住民統治は伝統的な狩猟民から「善良な農民」へと育成する
ことであり、そのために教育、授産、医療が実施された。
大正末から昭和初期に原住民教育政策の立案実施に尽力した総督府嘱託の鈴木質は授
産に就いて以下のように述べている。
感化指導啓嚢と云ひましても最も必要であるのは教育と授産であります。比の教育と
授産とは化育の二台要諦であるのであります。授産としては水田の開墾。施肥の奨励 。
埠り|の開通 。農具の改良。作物種類の選澤より天然物の加工 。手藝・機織 。裁縫・養
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算・牧畜等に至るまで、線て彼等の生活の安定に資すべき仕事に就いては極力指導に
努めて居るのであります。226
鈴木質は教育と授産が理蕃事業の中で最も重要であり、授産には水田耕作や牧畜、養章、
機織、裁縫などに多岐にわたつて彼らの生活の安定化を計るよう指導すべきだと説いてい
る。
この授産政策と結びつきの深いのが強制移住政策であつた。強制移住政策に就いては
宇野英種理蕃課長が以下のように述べている。
即ちこれを移住せしめて彼等から集国の勢力を去勢するのだ。・・ 。強制移住せしめて
製糖其他の労働に従事せしめるとか、或は適営な地面でも割 り営て 耕ゝ作をせ しめる
とか…其の強制移住なるものはなるべく小さな部落を各方面の異なった土地へ分けて
大きな集園を避けるのだ。227
原住民の移住政策とは、集団の勢力、即ち抗日の機運、意志を「去勢」することであ
つた。大きな集団を分離し、奥地から山麓に移住させ、管理を容易にさせ、更に原住民の
生活の安定を計るための授産政策であつた。
また宇野は授産について以下のように述べている。
現在の主なる撫育方法としては蕃童教育、授産、医療、交易と彼等の感化を促進せし
むる観光とか活動篤員とかで、授産は第一に彼等古来の農耕に代へる水田作、牧畜、
養章、機業、煙草作、茶樹、桐木、柑橘、苧麻、蓮草の栽培等で、何れも指導所と指
導者があって、今では軍獨で水田作其の他の仕事を鶯し得る者も寡くない
つまり、原住民古来の農耕法である輪耕作をやめさせ、定地農耕を行 うこと、さらに
多種の農牧畜技術を授けることによってその発展を図ることにあつた。
総督府技師の穴澤穎治は蕃人の集団移住政策と水田耕作について以下のように記して
いる。
授産と言つても其れには農作、交易、養章、家畜飼養及び副業的奨励等を奉げ得るが,
就中水田耕作は最も主要なるものとされてゐる。右の授産、観光、教育等の精神的方
面から観れば、従来の如く蕃社が散在して居つては化導啓奎が充分に行き届かぬばか
りでなく、又警備上から考へても散在せる蕃屋を移住集園せ しむるに若くはない。そ
こで蕃人に封し移住集国の政策を採用したのである。近年に至って此の散在せる蕃人
を一定の地域に集園せしむるようになったが、授産の方法として第一に着手したこと
は、llll路を開難し水田を墾耕することである。蕃人に水田作を指導したのは、明治三
十六年頃阿縁麻下南平社方面に賞施せしを哨矢とするが、水田耕作の著しい嚢達を見
たるは、蕃社移住集国の進1//1以後のことであって、昭和五年に於ける蕃地水田作付面
積は千人百二十三甲の廣さに達し、収穫高 (玄米)は一萬七千三十六石に及んで居る
と云ふことである。228
授産政策の化導啓発を行うためには、集団移住政策が必要であつた。授産政策の中でも
水田耕作は最も主要なものであった。蕃人への水田耕作は明治36年の阿線麻下南平社方面
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で実施したのを皮切りに、集団移住政策後に蕃地水田作付面積が1823甲。収穫高が17036
石といつたくらい著しい発展を遂げた。
要するに大正3年～昭和5年までの授産政策を纏めると原住民の集団的反抗を防ぐ「去
勢策」であり、そのために奥地にすむ彼等を山脚地帯に強制移住させ、警察管理に便なら
しめ、また輪耕作から定地農耕に、狩猟から牧畜に、そして多様な農牧業の技術指導を行
い、生活の安定化を図り「善良な農民」を育成する政策であった。
しかし、集団移住政策をする際の問題として蕃地マラリアの発生がある。穴澤技師は「集
団移住政策とマラリア問題」という論文の中で①移住地は高燥なる地鶏 (立体的或は平面
的に比較的安全なる地形)を選ばねばいけない。②移住前に健康豫備調査を行うこと。③
医療防過機関の完備を期すること、④駐在所の位置につき考慮すること229、⑤蕃人に時刻
の観念を注入すること、⑥定期検血の度数を増し且患者の奎見に努むること、⑦患者の治
療法及び原虫保有者の治療は懇切に且厳重に行うこと、③豫防 (防過)思想を涵養にする
こと、⑨タブミノの飼育放流と以下の9つの提言を行つている。230
第二節 蕃地衛生医療概説
蕃地における医療衛生事業に関しては、マラリア防遇策を含む大部分の事項について
はこれまでまとまつた紹介がなされてこなかった。そのため本稿においてはまず、蕃地医
療衛生に関する全般的概要を述べておくことにする。
『理蕃誌稿』231に残された記録に拠れば、蕃地における総督府による組織的な医療実施は、
明治43年(1910)以降「嘱託讐」を駐在所に設置したことに始まる。その背景は、総督府
発行の『理蕃誌稿』に以下のように説明されている。
五月十五日蔓北聴新店支麻管内ウライ蕃務官吏駐在所二嘱託讐岡山敬吾232ヲ配置シ
蕃人ノ施薬並其ノ附近二在ル蕃務官吏ノ治療二従事セシム初明治三十八年中元屈尺院
勇監督所二薬品及軽易ナル書療器械ヲ備へ讐術二経験アル巡査ヲシテ施療ノ事ヲ謄営
セシメタルニ蕃人ノ之ヲ信頼スル頗ル篤キヲ以テ更ニー歩ヲ進メテ嘱託讐ヲ配置スル
ニ至レリ233
このように蕃地においての医療衛生事業は「原住民の人心掌握」を主な目的として始め
られ、駐在所234(警察)が医療衛生を管轄する場所であつたことが分かつた。
また明治43年(1910)以降に各地で「蕃地療養所」及び「施薬所」が設けられ、従来の
禁厭祈祷による治療から近代医薬による治療へと変わり、近代医療の信頼性が日に日に増
してぃった。235さらに大正 5年(1916)からは嘱託讐より専門性の高い「公讐」を配置
する「公讐診療所」も設置されるようになった。このとき民政長官から各庁に対して通達
した「公讐」の配置理由は以下の通りである。
本年度ヨリ蕃地公讐ヲ配置セラレタルハ讐薬二依ル蕃人撫綾ノ効果ヲー層多カラシメ
ントスル趣旨二外ナラサルヲ以テ獨り其ノ所在地二於ケル診断施薬二従事セシムルニ
止ラス時々特設療養所ヲ巡同セシメ指任者施設ノ適否ヲ調査シ之ヲ指導セシムル ト同
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時二蕃地従事員ノ健康保持上ニモ注意セシメ疾病ニヨル警備カノ減殺ヲ予防セシムヘ
ク監督ヲ加へ公讐配置ノロ的ヲ徹底セムコトヲ晟メラレ度236
このように「公讐」は嘱託讐と同様に、「蕃人撫育」の一手段として重視されていた上、
理蕃警察官の健康保持という役割にも重きを置かれていたものであつた。
また移住地においても「花蓮港廃花蓮支麻平林ニハ多数ノ「タロコ」蕃移住シ鋭意開拓
中ナルモ衛生状態不良ニシテ原社二復需セントスル傾向アルヲ以テ之力安定上二月九日同
所二蕃地療養所ヲ設置セリ」という経過で配置された場所もある。237このことから医療機
関の設置は、原住民の衛生状態に対する不満を抑制するための必要手段であつたことがい
える。こうした状況の下、大正5年(1916)末に蕃地全体で公医診療所5箇所、療養所 35
箇所 。施薬所21箇所だつた医療施設は、昭和元年 (1926)末には公医診療所 15箇所、療
養所は91箇所、施薬所86箇所と約 3～4倍に増設されたことがわかつた238。ただし、こ
れらの施設において行われた具体的作業とその影響については、詳細な記録があまり残つ
ていない。
次に『理蕃誌稿』の中にみられる主な蕃地医療衛生の事業内容についてみていこう。
蕃人に対する種痘事業について『理蕃誌稿』に以下のように記されている。
菫東麻下ブヌン族中平地二交界セルマヌワン蕃ハ曇二、アミ族ヲシテ種痘セシメタル
ヲ知り亦之ヲ希望スル者アリシヲ以テニ月讐師ヲ新開園二派遣シタルニ下山接種シタ
ル者男女三百三十名二及ヘ リ阿緞麻下二在 リテハ潮州、枕寮、紡山、恒春、蚊蜂、阿
里港、六筆里、甲仙哺各支麻所轄内二於テ、パイワン族ノ接種シタル者ハ千九十九名
ノ多キニ達シ此内不善感者ハ百二十九名二過キス桃園廃大料以支麻管内角板山蕃務官
吏駐在所二於テ接種シタル者ハ前山蕃、馬武督蕃及ガオガン蕃ヲ合セ六百有余名ニシ
テ殆 卜善感セサルハナカリキ惟フニ種痘二由テ天然痘ノ感染ヲ免ル ゝヲ知ラシムレハ
先ヲ争フテ接種ヲ請フエ至ルモ亦教へ難キノ民ニアラサルナリ239
以上の史料より台東庁ブヌン族、アミ族の男女 230名に種痘接種を実施し、阿縁麻でも
支庁所管内でパイワン族 1099名に実施、桃園庁では角板山蕃務官吏駐在所で天然痘予防の
種痘接種を600名に実施したことが明らかとなった。
大正9年(1920)1月に台中州能高郡「ピイラウ社」及び新高郡「アルサン社」「バラル
社」でコレラが発生し、予防消毒作業を実施した結果 1月末には終息状態へ戻つた。240
大正 10年(1921)7月に絶海の孤島である紅頭嶼で赤痢病が蔓延したため、上等看護卒
出身の遠藤巡査、並木、柿並巡査と協力し駐在所内外の大々的清潔消毒を実施し、患者に
は療養所備付けの薬品を与え、一般蕃人に対し生水の飲用を禁ずる予防に努めた。しかし
効果が薄かったので台東庁から医師一名、警部一名、予防注射液などの医薬品などを要請
した。派遣された殿上警部と村田医師は遠藤巡査・柿並巡査から蕃人患者の発生状況を聴
き、治療及予防消毒の方策を定め、石灰酸、昇永を溶解して厳重消毒を実施し、患者には
「エメチン」注射や投薬を実施した。さらに頭目や勢力者以下全蕃人に対し①医薬を信頼
すること、②糞便汚物を一定の場所に投棄すること、③生水・未熟果物等飲食物に注意す
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ること、④夜間腹部を冷却しないこと、⑤患者の届出励行,⑥清潔及消毒方法などを説諭
してぃった。241
大正14年(1925)に官原眼科部長が蕃人に対して眼病治療を行つたことが『理蕃誌稿』
に以下のように記されている。
墓南讐院眼科部長宮原武熊外一名ハ前年十二月二十八日ヨリ二十一日迄四日間高雄州
恒春郡四重渓温泉場二滞在シ同郡下患者二封シ施療ヲ鶯シタル状況左ノ如シ
投薬ノミヲ受ケタル者二十五名、手術ヲ受ケタル者四名、義眼ヲ入レタル者三名ナル
カ蕃人ニシテ徒末義眼ヲ入レタル者皆無ナル鶯蕃人等ハ其ノ痛ミヲ怖レテ之ヲ拒ミタ
ルモ痛ミ無キヲ説明シタル篤加芝末社三名、牡丹社一名隻眼義眼ヲ入レタルニ外見良
シキ篤本人ハ勿論家族等喜ヒ居レリ、手術ヲ受ケタル者ハ、四林格、牡丹、高士佛、
加芝末社各一名宛ナルカ牡丹社及四林格社副社長ノ如キハ殆ント失明ノ状態二在リシ
モノカ手術後自己ノ手指ヲ数フルコトフ得ルニ至り其ノ顕著ナル効果二驚キ且喜ヒ掃
社後一般蕃人二告ヶ只管恩恵ヲ感謝シ居レリ242
以下のように官原武熊243は眼病施療を高雄州恒春郡の牡丹社 。加芝末社、高士佛社、士
林格の眼病患者に施療を実施し、蕃人たちは近代医療への信頼性や恩恵の念を高めていつ
たことが分かる。
昭和になると蕃地内でも優良蕃社建設が推進されてくる。その中の一つが台中州能高郡
川中島である。
共同便所の設置について『理蕃の友』昭和9年6月号 能高郡川中島 田村時憲の「共
同便所を使用する迄」に以下のように記されている。
何事も創始は易く縫績は困難である。最近各蕃社に於て共同便所の新設せられつゝあ
るは喜ぶべき事柄であるが、其の何れもが一時的で永績するものが誠に乏しい。我が
川中島社も然り、異に半コンクリー トのトタン屋根の共同便所三箇所も造つたが半年
も経たずに物置視されるといふ有様。勿論新設営時は可成り人釜敷く言つたが元来野
天で放糞し末った彼等は未明或は夕暮を利用し附近草原に駆け込み後始末を大鶏に託
するが氣持ちが良いらしい。また便所使用法に付いても折角彼等の住家にも勝る立派
な便所を興へられながら相憂らず竹木片若しくは石で拭ふ鶯内部は嵩まり汲取りが困
難となる計りではなく、臭氣甚だしく次第に使用を嫌ひ遂には再び到る虎に黄金の香
りを撒くことになる。斯くては折角多額の費用を投じ建設した黄金堂も何等意味をな
さぬことになる故種種攻究の結果先づ社内の青年男女に便所の使用並に肥料価値を説
き同時に水稲作の一部に肥料試験匡を設け如賞に其の効果を見聞せしめ、漸次改善を
計ると共に駐在所の古新聞紙、紙暦を興へて使用せしめ、尚不足に封しては藁又は若
草を使用せしめたところ前記の弊害は除去せられ最近には殆ど一般に使用せられるに
至り、人糞の利用を増し、蕃社附近の悪臭をも一掃し得る迄になって末た。此の機を
逸せず習慣付けば個人便所を欲する時期も遠からざること 思ゝはれる。又便所から出
る際には手を洗うべきなり。之を習慣とし、汎く衛生意識の向上を図るなり。
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以上の史料より最近蕃社に共同便所244が建設されているが、初期の頃は利用方法が分か
らないことや旧来の野糞の習慣があるので共同便所が物置状態になっていた。それを改善
するために川中島蕃社内の青年男女に便所の使用方法と人糞の肥料価値を説き、水稲作の
一部を肥料試験区として設けて人糞の肥料価値を見聞させていつた。また紙暦や古新聞な
どで拭くことを教え、共同便所の使用を促していつた。また同時に便所の後の手洗いなど
を習慣化させて衛生意識を付けさせていつた。
概観してきた通り蕃地では熱帯性赤痢や流行性感冒、蕃地マラリア、眼病などといつた
病気が主な主要病であり、派出所の巡査や医者たちが蕃地医療衛生を担つていたことが明
らかとなった。さらに昭和初期になると優良蕃社建設が推進され、衛生意識の向上が目指
されていつた。
第二節 原住民に対する防過一衛生組合の成立
第二節で蕃地医療衛生について概略的に見てきたが蕃地のなかでも頻繁に発生していた
のが蕃地マラリアである。この節ではこの蕃地マラリアの防過がどのようなものだつたの
かについて概略的に見ていこうと思う。
台湾全島を対象として考案された行政的マラリアは、「防遇施行地域」と認定された地区
において施行されることになつていたが、それが台中の蕃地に及んだのは大正 15年(1926)
頃で比較的平地に近い「抜社哺社」などの蕃社が認定されることになつた。245なお「抜社
哺社」が防遇施行地域に認定されたのは大正 15年(1926)6月で、その当時7.10%だった
原虫保有率は昭和7年(1932)3月には4.20%に減少したと記されている。246その後の蕃
地における防遇施行地域の進展経緯については記録が乏しいが、森下薫によれば普通行政
区域内と同程度に定期検血と投薬が行われた地域は、必ずしも蕃地全域に及んだのではな
く、昭和8年(1933)～同13年(1938)の間で言えば、マラリア多発地70箇所程度が防
遇施行地域となっていたものと推定されている。247
蕃地における防遇施行地域で実際どのような作業が行われていたのかということに関し
ては、全般的な状況を示した史料がないため、記録に残つている事例を参考にまで挙げて
おきたおい。台中州能高郡干卓万社において行われた作業は以下の9項目であつた。248
1)採血の励行
2)服薬の強制
3)内台人防遇の併行
4)地物整理
5)蚊帳使用の励行
6)日没から就寝までの一斉燻煙
7)耕作小屋の宿泊禁止
131
8)公医が衛生に関する講演を実施する
9)警察職員が率先して自身の予防に努める
このうち「地物整理」に関しては次のように述べられている。
地物整理ハ地勢ノ関係上困難ナルヲ以テ特異性 卜浸潤度二應シ対策ヲ講シ、毎月十五
日ヲ清潔日トシ、各戸ヨリー名宛出役、受持職員監督ノ下二蚊族、幼虫ノ嚢生箇所ヲ
調査及駆除シ作業計画書二基キ適営賞施シテヰル249
ここからは地物整理に関する具体的な事業内容はあまり読み取れないが、毎年 15日を清
潔日に指定し、各戸から義務出役を命じ、蚊族幼虫の発生箇所の調査及び駆除を実施する
ように説いている。少なくとも水田や埠期|を埋め立てるといつた大規模土木事業は地勢学
上実施できなかったと窺がえれる。
また一斉燻煙と蚊帳使用奨励については以下のように記されている。
昨夏 (昭和 9年)蔓北州下の蕃地マラリア防遇状況を観察した際同州下の一部で此の
燻煙について極めて統制のある方法で賞施して居る虎をみた。其の方法は蕃人が毎日
農耕其他の用務で他出した婦途には必ず若干の河原蓬を採取して婦宅することになっ
て居て何れの蕃屋に入つて見ても庭の片隅には大なり小なりの河原蓬が晩の蚊族駆除
用として貯へられて居るのを見受けた。同州下の蕃社も墓中州下の視察地内に於ける
と同様集国蕃社であつて蕃屋を単位としてではなく蕃社を単位として燻煙をやる。之
は受持駐在所で打ち鳴らす鐘の音につれて蕃社一斉に始めるのである。だから蚊はこ
の集園的燻煙によって此の蕃社から退却する。夫れが夜の十時頃迄績行する。此の間
駐在所員が三同も三同も巡視して燻煙の賞行状況、蚊帳の使用の適否を指導する暑中
などは得て蚊帳の鬱陶しさから免がれるため手、足、頭を蚊帳外に出して寝て居るも
のがあるので能く其の誤れる事を説示して居るので近年は大誰に於いて良好の成績を
得て居るとのことである。250
主な蕃地マラリアの防過封策としては、統制的集団燻煙の実施と蚊帳の励行が挙げられ
ている。燻煙は蕃屋単位で行 うのではなく蕃社を一単位として実施し受持駐在が打ち鳴ら
す鐘で一斉に燻煙を行う。鐘を打ち鳴らして燻煙をするということは、間接的に時間の観
念を栽培 (植え付けている)していると言えるだろう。燻煙の実行状況や蚊帳の励行を受
持駐在員が巡視を行い徹底的防過や厳全たる防邊思想の注入を為すように努力していると
いえる。燻煙には河原蓬251を用いて、農耕や其他の用事で外出した際の帰途には必ず河原
蓬を採取しなければならない。
このような防遇対策が実施され、昭和 3年(1928)に立案された「蕃人健康基本調査計
画」も作業としては各診療所にマラリア検査の為の顕微鏡を配布したり、医療関係者に対
して「検鏡講習会」を開催するなどの作業を行つた。252これは森下薫たちが確立した「血
液厚層法」253とぃぅ検鏡方法を体得させるために開かれていたのだと推測することができ
る。
蕃地医療衛生事業で大きな変化があるのが昭和 12年(1937)7月の日中戦争勃発前後か
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ら設立された「蕃地衛生組合」の発足である。二つの蕃地衛生組合の規約からどのような
組織なのかについて簡単に見ていこう。
警務局の中村文治254が『理蕃の友』で高砂族衛生組合規約を以下のように紹介している。
花蓮港麻高砂族衛生組合設置規程
第一條 支麻長高砂族ノ保健衛生上ノ改善向上ヲ固ル篤必要アリト認ムル トキハ高砂
族衛生組合ヲ設置セシムルコトヲ得
第二條 支麻長衛生組合ヲ設置セシメントスル トキハ別記組合規約標準二擦ラシムベ
シ 但シ必要二依り愛更スルモ妨ゲナシ
第二條 組合ノ組織ハ受持駐在所匡内居住高砂族世帯主全部ヲ以テナサシムベシ
但シ土地ノ状況二依り前項二依り難キハ此ノ限ニアラズ此ノ場合二於テハ経費ノ負機
割合其他必要事項ノ協定ヲナサシムベシ
第四條 組合経費ハ可成共同農園収入又は共同勤労収入等ヲ以テ充テシムベシ、之レ
ガ鶯高砂族所要地ノー部ヲ共同耕作二充テシムルコトヲ得
第五條 以下略
花蓮港麻高砂族衛生組合規約標準
第二條 本組合ハ左記要項ノ賞践ヲ期シ組合内ノ保健衛生ノ改善向上ヲ固ルヲ以テロ
的 トス
ー、部落内ノ整頓美化ヲ固り常二之ガ清潔保持ニカムルコト
ニ、住宅ノ通風採光ヲ固り常二室内外ノ整頓清潔ヲ怠ラザルコト
三、便所ヲ設置シ汚物ノ虎置ヲ怠ラザルコト
四、飲料水ハ簡易水道又ハ井戸水ヲ用ヒ塵芥飛込、汚水滲透ヲ妨キ常二飲料水ヲ清浄
ニナラシムルコト
五、身證衣服ノ清潔ヲ保チ飲酒ヲ慎ミ常二健康保持ニカムルコト
六、地物整理及蚊帳ノ使用ヲ励行シ以テマラリア防遇ノ徹底ヲ期スルコト
七、疾病二封シテハ讐療二信頼シ祈祷等ノ弊習二促ハレサルコト
第四條 本組合ハ前條ノロ的ヲ達スル鶯左ノ事業ヲ行フ
ー、共同作業、共同貯金
二、薬品及医療器具ノ共同購入
三、簡易水道及井戸、共同浴場等衛生上ノ共同施設255
以上の史料より花蓮港麻高砂族衛生組合の組織は受持駐在所匝内居住高砂族世帯主全部
で構成され、組合経費は共同農園の収入や共同勤労収入を経費とし、組合の事業としては
部落内の美化作業、住宅改善、地物整理や蚊帳の励行、便所の設置などマラリア防邊を中
心に実施し、保健衛生の向上を図るための組合であり、共同作業、共同貯金、薬品及医療
器具の共同購入、簡易水道及井戸、共同浴場等衛生上の共同施設の設置等を行つている。
高雄州潮州郡マカザヤザヤ監視区内衛生組合規約については『理蕃の友』に以下のよう
に記されている。
133
高雄州潮州郡マカザヤザヤ監視区内衛生組合規約
第一條 本組合ハ組合員ノ健康ヲ保持シ福祉ヲ増進シ兼テ獨立自螢ノ精神ヲ涵養シ併
セテ自給自足ノ観念ヲ育成シ産業能率ノ増進ヲ固ルヲ以テロ的 トス
第二條 本組合ハ前條ノロ的ヲ達スル鶯メ左ノ事業ヲ行フ
イ 組合費ヲ醸出シ組合員ノ疾病治療二際シ官給薬品二不足ガ生スル トキハ組合費ヲ
以テ補填ス
ロ 毎月定例的二社内ノマラリア防邊作業又ハ社内ノ清掃作業ヲ行フ
ハ 持末組合員ノ沐浴施設ヲ為シ身證ノ清潔及被服類ノ洗淡ヲ奨働ス
ニ 家屋便所ノ改造二付組合員協カー致善虎スルコト
ホ 其ノ他組合主脳部二於テ保健上必要 卜認メタル事項
第四條 本組合二代表者並二幹事ヲ置ク代表者ハ営分ノ内社長勢力者之二営り幹事ハ
各勢力者之二営ル
第五條 代表者並幹事ハ療養指任者 卜連絡ヲ密ニシ其指示二服スルコト
第七条 會費ノ徴収ハ幹事之二営り月末現在人員ヨリー 人一箇月一銭 トシ翌月一日之
ヲ徴収ス256
以上の史料から高雄州潮州郡マカザヤザヤ監視区内衛生組合は代表者と幹事という役職
を設け、上記の役職の人は療養担当者 (公讐や警察官)と連絡を密に取りながら指示に従
い、マラリア防遇作業等に従事する。この組合の目的は健康保持・福祉の増進を図り、独
立自営の精神を涵養させ、自給自足の観念を育成し産業能率の増進を図ることであつた事
が分かつた。
以上のように「蕃地衛生組合」は官費などによる経費節約の為に設立されただけでなく、
健康保持 。福祉の増進を図り、独立自営の精神を涵養させ、自給自足の観念を育成し産業
能率の増進を図ることであり、マラリア防遇作業などに従事することによつて衛生の習慣
化を図ることが目的にあつた。
さらに戦局が進むにつれて昭和 14年(1939)頃からマラリアの特効薬であるキニーネの
配給などが滞るようなことが起こるようになるのを見据えて理蕃課はキニーネより安価な
薬品の導入257を検討したり、『高砂族調査書 第六編 薬用草根木皮』258とぃう書物を
編纂し、キニーネの代替薬としてグアバの葉を煎じて飲むという民間療法を西洋医学の中
に取り入れて、施薬治療を行う場合もあつたことが明らかとなった259。
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小結
原住民に対する理蕃事業は反抗防止という側面だけでなく、授産政策という側面につい
て検討すると、多くの奥地原住民を山脚地帯に集団移住させ、警察管理を強め、原住民の
反抗を防止すること、さらに輪耕作を止め、定地耕作による水稲等多種類の作物栽培、狩
猟 。銃器所有を制限し、牧畜 。養蚕を推進し、原住民の生活安定化策であつた。即ち「善
良な農民」への育成策であった。しかし、実施上においてマラリアの流行があり、必ずし
も総督府にとつても、原住民にとつても満足ではないが、農牧業上の発展は実現された。
さらに蕃地医療衛生を概観すると、明治38年(1905)に嘱託医が配置され、医薬への信
頼性を高めるために衛生講話などを開催した。大正 5年(1916)には嘱託医より高度な専
門性を持った「公医」が設置された。彼らは警察と協力して蕃地医療衛生に携わり、種痘
や蕃地マラリアの防過等に尽力した。また昭和になると各地で建設ラッシュとなった「優
良蕃社」建設が推進され、衛生意識の向上が図られた。その事業と併行して蕃地衛生組合
が建設され、マラリア防遇などの衛生事業に自ら従事するようになったが、時勢の悪化な
どによって医薬品などの供給が滞るようになり、民間療法を西洋医学に取り入れる形で蕃
地医療衛生を実施してきた。しかし、蕃地医療衛生は検血結果 (表3-I)によると、昭和
8年(1933)から同12年(1937)までの原虫率は4.26%から6.15%までの間を上下してお
り、最終調査年においても 4.78%と高い数値を示したままであった。ここから少なくとも
この時期における蕃地防遇施行地域のマラリア感染状況は大幅には改善されなかったが、
原住民への衛生の習慣化はある程度体得されつつあつたと推測できる。
表 3‐I 理蕃地区二於ケル検査成績
年卵l 栓血総数 原虫賜性者 原虫率 防掲縮行個所数
1933年297.81514.618 4.91 68
1934年349,37514,892 4.26 72
19354=29230817966 615 62
1986`=44329619151 432 71
1987年44804721921 489 ??
1988娑= 45199721584478 72
森下薫『マラリアの疫学と予防―菫溝に於ける日本統治時代の記録と研究』
菊屋書房 1976年 31頁より筆者作成
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第四章 学校教育における衛生教育及びマラリア防遇教育
本章においては、台湾初等教育におけるマラリア防過教育並衛生教育について明らかに
したい。第一節では台湾における初等教育の歴史の概要を述べ、第二節では台湾人子弟が
通つた公学校の国語教科書で現在復刻されているものの概要について述べ、第二節では公
学校国語教科書や『国語科話方教材』に記載されているマラリア防過 。衛生記事の内容に
ついて考察したい。第四節では公学校理科教科書の概要を述べ、第五節では理科教科書に
掲載されている衛生に関する内容を取り上げ考察する。第六節では部落振興会の中で結成
された国語塾の概要を述べ、『国語塾読本』に掲載されている衛生記事の内容を明らかにし
て、台湾初等教育における衛生教育を明らかにする。従来の研究では日本統治期台湾の衛
生教育について論じた論文がなく、この論文は日本統治期台湾での衛生教育を論じた画期
的な論文である。またこの章を設けた理由としては、衛生思想の近代化をあらゆる手段を
用いて衛生習慣を習得させ、近代化された民衆へ誘おうと奮闘した。その一つの手段が学
校教育の中の衛生教育であり、優良部落建設の中でも衛生的習慣を身につけることが重要
な案件であつたからである。
第一節 台湾における初等教育の歴史
明治28年(1895)台湾領有後、同年 5月直ちに蔓湾線督府は民政部に学務部を設置し部
長に伊澤修二を任命した。伊澤修二の研究としては、揚村剛の研究260や国府種武の『蔓潟
に於ける国語教育の展開』第一教育社 1931年がある。この二つの論文によると同年 7月
伊澤修二は芝山巌に学務部学堂を開設し台湾人に対する日本語教育を開始したが、これが
日本統治下の台湾における学校教育の濫場である。明治29年(1896)には蔓湾線督府直轄
の国語学校と国語伝習場が開設された。国語学校は師範部と語学部に分かれており、国語
伝習所は甲科と乙科に分かれていた。甲科では 15歳以上 30歳以下の者に国語 。読書・作
文の初歩を半年間教え、乙科では8歳以上 15歳以下の台湾人の子弟に主に国語 。読書・作
文 。習字・算術を4年間教えた261。国語伝習所の乙科を台湾初等教育の始まりと捉えるこ
とができる。明治31年(1898)には公学校令。公学校規則が施行され公学校が設立された。
公学校は8歳以上 14歳以下の台湾人の子弟を対象に6年間の修業年限で修身。国語。読書・
作文 。習字・算術・唱歌 。体操を教えるもので262、日本の小学校に相当する。公学校令 。
公学校規則は何度か改正され、明治40年(1907)には8年制 。4年制の公学校も設立され
たが、大正元年 (1912)に8年制の公学校は廃止された263。大正8年(1919)1月に台
湾教育令が公布され、学校の目的や入学資格が確定された。この台湾教育令は台湾人教育
を日本内地並みに行うという規定であつたが、大正 11年(1922)2月に公布された新台湾
教育令では、台湾人と内地人の区別をなくす内台共学という制度が確立された。これによ
り日本語を解する台湾人は内地人子弟の為に設けられた小学校に入学できるようになつた。
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264その後昭和 16年(1941)に小学校と公学校は国民学校という名称に統一され、昭和
18年(1943)には義務教育となつた265。
公学校の就学率については以下の表4-I(明治31年～昭和7年)、 表4-Ⅱ(昭和9年
～同 18年)の通りである。
表4-I 年度別公学校一覧
年度 学校敦 教員数(人) 児童数(人) 就学率(%)
公学校令実施当時 2,396
明治31年末 247
明治32年 94 237 204
明治33年 453 12,363
明治34年 16,315
明治35年 553 18,845 3.21
明治36年 146 652 21,406
明治 37年 620 23,178 3.82
明治38年 677 27,464 4.66
明治39年 180 31.823
明治40年 190 34,382 4.50
明治41年 203 35,898 4.93
明治42年 214 966 38,974 5.54
明治43年 223 1,017 41.400 5。76
明治44年 1,146 44,670 6.06
大正元年 248 1,282 49,554
大正 2年 260 1,345 54,712 8.32
大正3年 270 1,472 60,404 9.09
大正4年 284 66,078
大正 5年 305 1,805 75,545 11.06
大正6年 327 2,224 88,099 13.14
大正 7年 394 2,710 107,659 15.71
大正8年 438 3,375 125,135 20.69
大正 9年 495 4,013 151,093 25.11
大正 10年 4,673 173,795 27.22
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大正 11年 592 4,942 195,783 28.82
大正 12年 5,064 209,946 28.60
大正 13年 5,095 214,737
大正 14年 728 213,948 29.00
昭和元年 210,047 28.42
昭和2年 744 5,109 211,679 29.18
昭和3年 754 5,248 231,998 30.68
昭和4年 758 5,358 248,693 32.64
昭和 5年 5,492 265,788 33.76
昭和6年 762 5,544 283,976 35.44
昭和 7年 769 5,764 309,768 37.02
出典)『台湾教育沿革史』台湾教育会 1939年 408～410頁
表4-Ⅱ 公学校教育を受けた本島人児童数
年度 児童数266(人) 就学率(%)
昭和9年度 317,735+(3,484) 39.33
昭和 10年度 346,402+(3,619) 41.47
昭和 11年度 379,196キ(3,630) 43.79
昭和 12年度 424,573+(3,680) 46.69
昭和 13年度 489,241キ(4,931) 49.82
昭和 14年度 539,082キ(5,496) 53.15
昭和 15年度 605,748キ(6,375) 57.57
昭和 16年度 627,049■(5,807) 61.60
昭和 17年度 ア) 65.82
昭和 18年度 760,912キ(6,422) イ)
昭和 19年度 ウ) 工)
昭和 20年度 オ ) 72.00
出典)奈茂豊『中国人に対する日本語教育の史的研究』筑波大学博士論文 1977年135頁
鵬ヒ アイウエオは全て数字の記載なし]
以上の表4-I,表4-Ⅱより明治32年(1899)の就学率が2.04%であつたが、大正8年
(1919)で約 10倍の20.69%、昭和 7年(1932)には 37.02%となったことが分かる。よ
うやく昭和 14年(1939)に就学率が50%を超え、昭和 17年(1942)には65.82%となっ
た。昭和 18年以降は義務教育化したことにより、100%入学可能になったが、昭和 20年
(1945)の就学率は 72.00%にとどまつている。昭和 20年の就学率が 72.00%にとどまっ
ていたとはいえ、明治31年(1898)に公学校が設立されてから昭和20年に至るまで、台
湾人に対する教育は着実に普及していつたと言える。尚大正 11年(1922)以降内台共学と
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なつたため、小学校で学んだ台湾人児童の数も加えれば大正 11年以降の就学率はもう少し
高くなるものと考える。
第二節 公学校国語教科書について
南天局有限公司が平成 15年(2003)に日本統治時代の五種の台湾公学校 。国民学校国語
教科書を復刻した。五種のすべては蔓湾線督府より発刊されたものである。五種とも全十
二巻であり、6年制公学校においては各学年で二巻ずつ教授された。例えば第一種は明治
34年(1901)から同36年(1903)にかけて第一版が発行されたものであるが、一 。二巻
は 1年生が使用し、三・四巻は2年生、五・六巻は3年生、七 ◆人巻は4年生、九・十巻
は5年生、十一 。十二巻は6年生が使用した。第二種から第五種も同じ教授方法である。
第二種は大正2年(1913)から同3年(1914)にかけて第一版が発行され、第二種は大正
12年(1923)から同15年(1926)にかけて、第四種は昭和 12年(1937)から同17年(1942)
にかけて第一版が発行された。第五種は昭和 17年(1942)から同19年(1944)にかけて
第一版が発行されたもので、コクゴ。こくご267全四巻と初等科国語全人巻、合計全十二巻
から成つている。また明治29年(1896)～同33年(1900)には『国語讀本初歩』や『国
語話方教材』がある。これらの公学校国語教科書に関する研究に磯田一雄の『皇国の姿を
追って一教科書にみる植民地文化史』268ゃ薬錦堂の『 日本像台初期『國語』教科書之分析』
269等がある。
第二節 公学校国語教科書に見えるマラリア防邊記事・衛生記事
(1)『国語科話方教材巻-270』第一学年第 11課「カオオアライマス」は以下のように
記されている。
カオオアライマス
タライオダシマス ユオクミマス ミズオサシマス テヌグイオハズシマス
ソレオユニツケマス ソレオシボリマス カオオフキマス テオフキマス
テヌグイオユニツケマス ソレオシボリマス ソレオカケマス ユオステマス
タライオシマイマス
以上の史料より明治 33年(1900)には第一学年に、顔や手を洗うことの大切さと清潔文
化 。衛生思想を教育という手段を使つて習慣化させ根付かせようとしていることが読み取
オЪる。
(2)『国語科話方教材巻一』第一学年第 17課「ネマス」は以下のように記されている。
ネマス
チチハハニレイオシマス ネマニハイリマス フトンオシキマス
マクラオナオシマス クツオヌギマス ネダイニアガリマス キモノオヌギマス
ソレオカケマス ネマキオキマス ハタキデハライマス カヤオオロシマス
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ヨコニナリマス フトンオキマス ネムリマス
以上の史料より明治33年に第一学年に、蚊に刺されないための日常習慣として寝るとき
には蚊帳を吊るして寝るようにと説いている。ここからマラリア予防としての蚊帳奨励政
策が読み取れる。この二つの『国語科話方教材』では動作を交えて教えている。この教授
法をグアン式教授法271とぃぃ、行動を伴うことでより習慣化させやすい効果があつたと言
える。
(3)『台湾教科用書 国民読本』(明治 34年(1901)～明治 36年(1903))同教科書、
三巻、第二課、「アサノシゴト」には次のように記している。
コノコドモワ、キョオダイデアリマス。アニワ、マドノトフアケマシタ。オトオトワ、
ホオキオモッテキマシタ。コレカラ、ヘヤノソオジオスルノデアリマス。
出典)『台湾教科用書 国民読本』(明治 34年(1901)～明治36年(1903))同教科書、
三巻、第二課、アサノシゴト 台湾総督府学務部 南天書局有限公司 2003年H月に
復刻
以上の史料から公学校2年生に対し、清掃をすることの大切さを教えており、清潔文化・
衛生思想を教育という手段を使つて根付かせようと台湾総督府がしていることが読み取れ
る。
(4)『台湾教科用書 国民読本』(明治34年(1901)～明治36年(1903))同教科書、三
巻、第十七課、「ヨル」には次のように記されている。
コレハ、コドモガ、イマ、ネヨオトスルトコロデアリマス。アニハ、ランプニ、ヒオ
ツケテ、オトオトハ、カヤリオタイテイマス。コレカラ、キョオダイイッショニ、ネ
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ルノデアリマショオ。
出典)同掲書 (明治34年(1901)～明治36年(1903))同教科書、三巻、第十七課、
ヨル 台湾総督府学務部 南天書局有限公司 2003年H月に復刻
以上の史料から子どもが寝るときに「カヤリ」(蚊取線香)を燻煙して蚊に刺されないよ
うにしているという話が載つている。さらに文章には無いが、挿絵の寝室には蚊帳が吊る
されており、これも蚊に刺されないための日常習慣として台湾総督府が勧めていたもので
ある。これらから公学校 2年生に対し蚊に刺されないように注意しマラリアに罹ることを
防ごうという衛生思想が述べられている。これが所謂衛生教育の一環であつたといえる。
また挿絵を使うことによつて視覚的に教えることが出来、日本の明治時代の教育の「掛図」
と同様の効果があると言えると思う。
(5)『台湾教科用書 国民読本』(明治34年(1901)～明治36年(1903))同教科書 十
一巻、第十七課 「ペス ト病」には以下のように記されている。
ペス トワ、博染病デアルカラ、一人此ノ病ニカ ルゝ ト、タチマチ多クノ病人ガデキル。
此ノ病ワ、ハジメニ、鼠カラ人ニウツルユエ、墓湾デワ、老鼠病 トモイウ。ペス トワ、
最モオソロシイ病デ、其ノハゲシイノニカ ルゝ ト、書者ノ薬モキカナイデ、死ヌモノ
ガ多イ。ペス トノ毒ワ、バクテリア トイウロニ見エナイホド、コマカイモノデアル。
ソノ毒ガ、人ノロヤ疵カラ膿中エハイッテ、病オ起スノデアル。ペス トノ毒オフセグ
ニハ家ノ中二、鼠ガイナイヨオニスルガ、第一デアル。又、ロカラ入ル毒ワ、タイガ
イ食物ニツイテイルノデアルカラ、生水オ飲ンダリ、生物オタベタリシナイデ、ヨク
煮夕物オタベルガヨイ。又疵カラ證二入ル毒オフセグニハ、平生蚊ナ ドニ、膚オサゝ
レナイヨオニスルガヨイ。又ケガオシテ疵ノデキタトキワ、スグニ薬オツケテ、洗ウ
ガヨイノデアル。ペス ト病ノ外二、マダ種々ノオソロシイ博染病ガアルガ、其ノ中デ、
コレラ病ワ、最モウツリヤスイユエ、ユダンオスル ト、タチマチ多クノ、病人ガデキ
ル。又マラリアモ蔓溝二多イ病デアル。ケレドモ、讐者ノイウトオリニシテ、平生、
倦二氣オツケテイレバ、ケッシテカヨオナ博染病ニワ、力ゝラナイノデアル。
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出典) 同掲書 (明治 34年(1901)～明治 36年(1903))同教科書 十一巻、第十七課、
ペス ト病 台湾総督府学務部 南天書局有限公司 2003年11月に復刻
以上の史料からペスト病は伝染病の一種であり、この病にかかると忽ち多くの病人が発
生する。この病の病原菌は鼠が持つものなので対策として家に鼠がでないように掃除を徹
底したり、捕鼠が大切だと教えている。又生水や生物を食べたり飲んだりせずに煮沸して
食べるようにするようにと食品衛生について説いている。ペス ト病の他にコレラやマラリ
アが取り上げられていた。このことから当時流行していた三大病がこの三つであつたとい
える。マラリアに対しては蚊に刺されないように注意しなさいと説いている。
(6)『公学校用 国民読本』(大正2年(1913)～同3年(1914))「蠅 卜蚊」同教科書 六
巻、第七課 「蠅 卜蚊」に次のように記されている。
轟ノ中デ、蠅 卜蚊ホドイヤナモノハアリマセン。
勉強シテヰル時、タクサンタカッテ末テ、オフトスグニゲルガ、ニゲタカ トオモフト、
スグマタヨッテ末マス。蠅ハマコトニウルサイモノデス。涼ンデヰル時、ソット末テ、
トベナイホド人ノ血ヲスッテ、ニゲテイキマス。蚊ハホントニニクラシイモノデス。
ソレバカリデハアリマセン。蠅ノトマッタ食物ヲ食ベル ト、腹ヲイタメルコトガアリ
マス。蚊ニササレル ト、マラリヤニカカルコトガアリマス。ヨク氣ヲツケナケレバナ
リマセン。
以下の史料より蠅と蚊は害虫で不衛生なものであるという話が載つている。公学校 3年
生に対し、蚊に刺されるとマラリアに罹ることがあるので十分注意しなさいと教育してい
ることが分かる。また同様に蠅がとまつた食べ物は食べないようにと教育している。
(7)『公学校用 国民読本』[大正2年(1913)～同3(1914)]同教科書、六巻、第十人課 「種
痘」について以下のように記している。
アル家ノ子供ガ種痘フイヤガッテ、泣イテヰマシタ。スルト父ハ、「オトウサンノ小サ
イジブンニハ、時時天然痘ノハヤッタコトガアッタ。ソノ頃ノ人ハ、『一度ハ皆コノ病
氣ニカカルモノ。』トキメテヰタ。重イ時ハ死ンデシマフシ、タスカッタ人デモ、隣ノ
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ヲヂサンノヤウエ顔ニア トガツイテイツマデモ トレナイ。 トコロガ百年アマリ前二2
ェンナー トイフ人ガ色色苦心ヲシテ、種痘ヲハツメイシタ。ソレガダンダン世ノ中ニ
ヒロマッテ、今デハ、種痘サヘスレバ、天然痘ニカカラナイコトニナッタ。『イヤダ』
ナドトイッテヰル ト、イツアノオソロシイ病氣ニナルカモ知レナイ。早ク行ッテ、種
痘ヲシテモライナサイ。」子供ハスグ母 トー ショニ讐者ノ所へ行ッテ、種痘ヲシテモラ
ヒマシタ。
以上の史料から父の話の中でエ ドワー ド・ジェンナー272による種痘の発明によつて天然
痘にはかからないようになったことを紹介し、種痘の大切さを公学校 3年生に教え、衛生
教育を行つている。
(8)同教科書、第十一巻、第十二課、「俸染病」に以下のように記されている。
病氣ノ中デー番恐ロシイモノハ博染病デス。俸染病ニハ大抵人ノロニ見エナイ程小サ
ナ病菌ヤ原虫ガアッテ、ソレガ甲カラ乙、乙カラ丙 トイフヤウニ、多クノ人二移ッテ
行クノデス。病氣ノ種類ニヨッテハ其ノ本ガマダヨク分ッカテヰナイノモアリマスガ、
又其ノウッテ行クスヂ路マデモー々ハッキリ分カッテヰルノデアリマス。例ヘバペス
トガ鼠カラ博ハリ、マラリヤガ蚊カラウツル トイフコトハ、誰モ知ッテヰル通リデス。
又コレラ 。赤痢・腸チフスナ ドハ病人ノ使ッタ物ヤ汚レ物ナ ドニツイテヰル病菌ガ、
水ヤ其ノ他ノ飲食物ナ ドニマジッテ、外ノ人ニウツルノデス。天然痘ニハ種痘ノ法ガ
出来マシタシ、ジフテリヤニハ注射ノ法ガ奎明サレマシタカラ、今デハ昔ホ ドノ心配
ハアリマセンガ、ソレデモユダンフスル ト大ヘンナロニアヒマス。蔓彎デ多イ博染病
ニハマラリヤノ外二肺病ヤ トラホームガアリマス。此ノ病氣ハウツリ易クナホリニク
イモノデスカラ、一層氣ヲツケナケレバナリマセン。スベテ博染病ハ恐ロシイ勢デ廣
ガルモノデスカラ、若シー人デモコレニハ ル ト、其ノ人其ノ家ダケノ不幸デハアリ
マセン。丁度自分ノ家カラ火事ヲ出シタト同ジヤウニ、アタリ近虎へ非常ナ迷惑ヲカ
ケルコトニナリマス。ソレデスカラ平生衛生ノコトニ氣ヲツケテ、豫防 。消毒ノ心得
ヲ厳重二守ラナケレバナリマセン。
以上の史料から伝染病の種類には、ペスト◆マラリア・コレラ 。赤痢 。腸チフス・天然
痘 。ジフテリア・肺病・ トラホーム等があり、ペストは鼠から、マラリアは蚊からうつる、
コレラ・赤痢 。腸チフスは病人が使つたものや汚物からうつるという話が載っている。ま
た天然痘 。ジフテリアは治療法 (種痘法・予防注射)が発明されたが油断できないこと、
肺病や トラホームはうつり易く治りにくいので要注意であることが書かれている。公学校 6
年生に対し、伝染病は勢いよく広がり火事を出した時のように周囲に迷惑をかけるので、
伝染病を予防する努力を怠ってはいけないと教育していることが分かる。
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(9)『公学校用 国民読本』[大正 12年(1923)～同15(1926)]同教科書、六巻、第七課、
「蚊とマラリア」について以下のように記されている。
阿金は不意に頬をたゝかれたのでおどろきました。
「はゝゝ 、ゝびつくりしたかね。わるい蚊がとまつてゐたものだから。」
「おとうさん、蚊によいのとわるいのがありますか。」
「よい蚊といふのはないがね。あたりまへの蚊と、アノフェレスといつてマラリヤを
うつす蚊と、二いろある。今お前の頬にとまつてゐたのは、アノフェレスであつた。
これごらん、あたりまへの蚊とちがつてゐるところがあるだろう。」
父は今た いゝた蚊をとり上げて、阿金の手のひらにのせました。阿金は一`いにみてゐ
ましたが、「あ、お父さん、羽に黒いまだらがありますね。」
「さうだ。それでこの蚊のことを、はまだら蚊ともいつてゐる。あんまり小さいから、
まだらで見わけることはちよつとむづかしいが、とまつてゐるところを見ると、すぐ
分る。」といつて、父はあたりまへの蚊とアノフェレスの蓋をかきました。さうしてそ
のちがひを話して聞かせました。すると阿金は心配らしい顔をして、
「ではおとうさん、この蚊にさ れゝると、きつとまらりやになるのですか。」
「いや、そんなことはない。アノフェレスは只マラリヤの毒をうつすだけで、自分に
は毒はないのだから。」「どんなにしてその毒をうつすのですか」「それはかうだ。今こゝ
にマラリヤの毒をもつてゐる人があるとする。アノフェレスが末てその人の血を吸ふ。
すると病人のもつてゐる毒がアノフェレスにうつる。そのアノフェレスがとんで行つ
て、別の人をさす。毒はさ れゝた人にうつる。といふわけなのだ」
「今私をさした蚊は毒をもつてゐたでせうか。」「なに大丈夫だ。このあたりはマラリ
ヤの毒をもつてゐる人はゐないから、いくらアノフェレスがゐても心配はない。」
父がかういひましたので、阿金は急に元氣になつて、アノフェレスを手のひらにのせ
たま 、ゝ母の所へ走つて行きました。
出典) 『公学校用 国民読本』[大正12年(1923)～同15(1926)]同教科書、六巻、第七課、
蚊とマラリア 台湾総督府学務部 南天書局有限公司 2003年11月に復刻
以上の史料より蚊には、普通の蚊とマラリアをうつす蚊 (アノフェレス)があり、アノ
144
フェレスの特徴は羽の黒いまだらであるという話が載っている。またアノフェレスはマラ
リア原虫を媒介するがアノフェレス自体にはもともと毒がないということ、マラリア患者
の血液を吸つたアノフェレスが他の人にマラリア原虫をうつすということが詳細に父と阿
金の会話を下に書かれている。公学校 3年生の教科書にアノフェレスに関する詳細な内容
が記載されており、早い段階で蚊に対しての医学的な知識を教え、科学的にマラリア防邊
教育を行つたことがわかる。
これらの史料より大正 12年には学校教育の中に本格的に取り入れたということであり、
台湾総督府は学校教育によるマラリア防遇を行い、幅広い衛生思想の普及や衛生教育を行
つたということが分かる。
第四節 公学校理科教科書について
公学校理科教科書に関する先行研究としては周慧茄の研究273がある。その論文によると
公学校理科教科書は第一巻～第二巻まであり、第一巻は公学校4年生用、第二巻は公学校 5
年生用、第二巻は公学校6年生用である。
第五節 公学校理科教科書に見えるマラリア防過記事 。衛生記事
(1)『公学校用理科教授書第2巻』(台湾総督府 1915年)第19課「げんごらう、やご、
ぼうふり、ひる」には以下のように記している。
一、げんごらう
げんごらうは稀大なる黒色の昆轟なり。池等に棲み脚にて巧みに水中を泳ぎ、小さき
魚、おたまじゃくしなどを捕へ食ふ。二封の翅ありて前翅は厚く硬く、後翅は薄くし
て飛ぶ用をなす。常に一の池のみ止まらず、夜間飛び出でて他の池に移る。げんごら
うの幼轟は袷細長き轟にして膿柔らかくして後端尖れり。脚あれども翅なし。親と同
じく小さき魚、おたまじゃくしを捕へ食ふ。
二、やご
やごは膿泥の如き色を呈し、三封の脚を以て水底を旬ひ歩く。頭の下面にある国の後
ろより長きもの出づ。その中程にて肘の如く屈伸するするを得、先端は鋏の如くなれ
り。之を用ひて小さき轟を捕へて食す。やごはトンボの幼轟にして成長すれば、草の
茎を上りて水上に出で、皮を脱して後 トンボとなる。 トンボはやごの成轟にして、二
封の薄き翅ありて空中を飛翔し、小轟を捕 りて食す。小轟には害轟多きを以て、とん
ぼは吾人に封して有盆なる故、妄りに補殺せざるのみならず、之を保護すべし。
三、ぼうふり
ぼうふりは水中に浮済し、常に鎧を屈伸して運動し、水中の微細なる食物を食す。ぼ
うふりは蚊の幼轟にして、成長すれば袷、その膿形を愛じ、後脱皮して蚊となる。蚊
は水中に卵を産み、卵孵化すればぼうふりとなる。
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蚊は人を贅すのみならず、これによりてマラリアの如き害毒をも俸ふるものあるを以
て、ぼうふり及び蚊を補殺すべし。ぼうふ りには油を撒布すべ し
四、ひる
ひるは環節多き罷を動かして済泳す。 日には三つの鋸歯状の歯を有 し、前後両端には
吸盤を具ふ。ひるは吸盤によりて動物に附着し、鋸歯状の歯によりて皮膚を傷け、血
液を吸ふて食物となす。ひるは人に附着して血液を吸ふて害をなすも、亦この性を利
用して医療に用ふることもあり。
以上の史料より、1915年には公学校 5年生に対し水中生物の生態を教えるだけでなく、
ぼうふりのところではマラリアと関連して教え、ぼうふらの対処方法として油を撒布して
殺滅させる方法を教授 していることが分かる。またヒルについては、ヒルの性質である血
の凝固を防ぐ力があることから古来より潟血療法として用いられてきたことまで教授して
いる。
『蔓彎博物教科書 動物篇』は牧茂市郎274が墓北師範学校一年生用の「博物教科書」とし
て大正 8年(1919)に編纂したもので、台湾総督府台北師範学校一年生に台湾動物の概念
を典ふることを目的としている。
(2)『蔓彎博物館教科書 動物篇』第6章第2項「害贔」には以下のように記されている。
蚊の雌は私共の血を吸ふ害轟で、二三百箇を一塊として水上に卵を産みます。之から
孵つた幼轟を子子といい蛹を経て成轟となる。「アノフェレス」は麻刺里亜病原轟を博
播する媒介します。蚊とアノフェレスの違いは下記の通りである。
家蠅は「腸チフス」などの恐ろしい病毒を博播し、「ネズミ、ノミ」は「ペスト」病毒
を偉播する虞がある。その為に捕鼠や毎日の掃除、消毒が重要である。マラリア病原
虫には「キニイネ」「オイヒニン」という特効薬がある。「人腸アメーバ」は人の腸に
寄生して蔓彎赤痢を起さしむ。此の病に罹つた時は、吐根草の根からとつた監酸 「エ
メチン」を注射するとよいさうである。
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以上の史料よリアノフェレス蚊と蚊の違いを教え、マラリアに対する防過意識として特
効薬である「キニーネ」や 「オイヒニン」などについても教えている。また腸チフスの感
染経路が家蠅であることを教え、毎日の掃除や消毒によつて予防すること、ペス トの感染
経路が「ネズミやノミ」であることを教え、捕鼠の重要性を説いている。また蔓湾赤痢に
罹つた場合は、吐根草275とぃう植物の根から抽出した堕酸エメチンを注射することが豫防
策であることを説いて衛生教育を行つている。
(3)『公学校用 理科教授書巻一』(台湾総督府 1927年)の第 11課 「ねずみ」は
以下のように記されている。
一、ねずみの害
ねずみは蔓所の食物を盗み、倉の中の米変類を食ひ養章室にて重を捕り、其の他家具 。
衣服を噛み破る等常に大害をなす。又野外のものは甘藷 。甘庶等を食ひ、苗木を噛む。
殊に恐るべきはペス ト・チフス等を媒介することにして、其の害賞に寒心すべきもの
なれば常にこれを補殺し、或は食物を得難からしめて其の蕃殖を防がざるべからず。
二、形態
ねずみの前身はうすくろく、頭は給細長くして前端尖り、こゝに二つの鼻孔あり。口
は其の下側にありて上唇は中央にて縦に裂け、其の隙間より歯現はる。歯は上下の顎
に人本づゝあり。前歯は細長く上下三本ありて、其外側は硬きも内側は物を噛む毎に
磨り減るにより、先端は常に尖れり。此の歯は絶えず生長す。頭の左右雨側に眼あり。
眼の前方に長き毛を生ず。耳は眼の後方にあり。頭と胴には毛を密生す。頸は短く胴
は大くして長く尾は細長し。胴には四本の脚ありて、前脚は細く短く、後脚は袷太く
長し。前脚には四本、後脚には五本の趾ありて、趾の先には曲がりて尖れる爪あり。
三、習性
ねずみは人家又は溝・畑等の暗き所に棲み。萱は隠れ夜出でて、穀物・野菜・果物・
魚等を食ひ、又箱・柱・戸・衣服等を噛む。ねずみは性質怜悧にしてかすかなる音を
も能く聞き、又遠方にあるものの臭をも能く嗅ぎ、馳ること甚だ速なり。■つ毛色は
黒味を帯ぶるにより、暗き所にては見つけらるゝこと少し。ねずみは暗き物蔭に布片 。
紙 。綿・草等にて巣を作りて、子を産み育つ。ねずみは嚢育速く生後四箇月位にて親
となり、一年に四五同一回に四疋より七疋づ 子ゝを産むにより、繁殖盛んなり。
四、ペスト病
明治二十九年より大正六年に至る間蔓溝に流行したるものの病症別患者数と死亡率と
を示せば左の如し。
ペス ト病菌が人證に感染する経路が二つあり。一は病鼠の糞尿に由りて汚染せられた
るものに接触する時、若し本人が自覚せざる程の微毒にても存する時は自然にその傷
口より入る。他は病鼠を刺贅吸血せる蚤の口部にはペス ト菌を附著するを普通とする
147
を以て此の蚤が人を吸血する時は自ら病菌を感染せしむ。
図I)ペス ト276の種類
病症名 患者 死亡率
腺ペスト 2,571 60.56
肺ペスト 50 96
皮膚ペスト 8 62.5
敗血症性ペスト 14 50
眼ペスト 1 100
腸ペスト 2 100
以上の史料より公学校4年生にねずみという単元ではネズミの形態や生活状態を観察さ
せて、其害並に駆除法をしらせることを主眼とし、ペスト防過についても学習させている
ことが分かる。またペスト感染の経路 (病鼠の糞尿によつて汚染されたものとの接触感染、
病鼠を刺贅した蚤による吸血感染)力｀あることを理解させ、捕鼠器の使い方についても学
習させ、ペス ト予防についての教育を行つていることが明らかになった。またネズミの捕
鼠については実習を行つた方が効果的であると『公学校 4年生理科教授細目』には記され
ている。277
(4)『公学校用 理科教授書巻一』(台湾総督府 1927年)の第 14課 「蚊」は以下の
ように記されている。
一、習性
蚊は夏季に多く奎生し、董は暗き所に隠れ、夕方より出でて人の血を吸ふ。人の血を
吸ふ蚊は凡て雌にて、雄は植物質の汁を吸ふのみにて人の血を吸ふことなし。
二、形態
蚊は頭小さく胸太くして腹は細長し。頭には二個の複眼と二本の燭角と一本の細長き
吻とありて、吻の雨側には一本づ 燭ゝ髪あり。複眼は大きくして頭の大部分を占む。
鯛角には多くの細き毛を有し、雄の毛は雌よりも長し。胸の上側には二枚の翅あり。
これ前翅にして後翅のあるべき所には小さき梶棒状のものあり。これを平均梶といふ。
胸の下側には三封の細長き脚あり。
三、アノフェレス蚊とマラリア病
アノフェレス蚊がマラリア患者の血液を吸ふ時は、マラリア病原轟は血液と共に蚊の
譜内に入りて増殖す。次に此の蚊が他の人の血液を吸ふ時、病原轟は人の罷内に移さ
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れ蕃殖してマラリア病を起さしむ。アノフェレス蚊が普通蚊と異なる馳は左の如し。
四、蚊の一生
普通蚊は汚き水溜の水面に産卵す。卵は小さくしてバナナ形をなしたるもの二三百個
一列に相並び、船形をなして水面に浮かぶ。これよりぼうふり出づ。ぼうふりは水中
に棲み黒褐色を帯び證は園柱状にて側面に毛を生ぜるも脚を有せず。頭は小さく胸の
幅袷廣く、腹は細くして後端に長短二本の管あり。長き管にて空氣を呼吸し、短き管
より糞を出す。常に水底にありて微生物 。有機物等を食し、時々水面近くに浮き末り、
呼吸管を水面上に出して空氣を吸ふ。ぼうふりは十分成長すれば蛹となる。蛹は胸部
著しく太く、腹部は彎曲し、胸の上面に二本の管あり。これにて呼吸す。この蛹より
蚊出づ。
五、蚊の駆除法
イ、家屋内外の清潔 。消毒・通風・採光をよくすること。
口、除轟菊 。蚊取線香 。鋸暦 。青葉 。河原蓬 。蜜柑の皮の干したものなどを燻煙する
こと。
ハ、蚊は白いものを嫌ふ習性があるから寝童の垂幕、蚊帳等の色は白にすべきであり、
寝るときは蚊帳を用ち得ること
二、ボウフリは油を撒布すること
以上の史料より公学校 4年生に蚊の一生と蚊の生態についての知識を授け、且マラリア
とアノフェレス蚊の関係を理解させ、マラリア予防の重要性を理解させることが此の単元
の要旨であつたといえる。蚊の駆除法としては家屋内外の清潔、消毒法、通風採光を佳良
ならしめたる方法として汚い水は溜めないようにし、竹藪の伐採、下水溝、排水溝の整備
などが挙げられている。もう一つの方法はイタリア式である除虫菊や蚊取線香などを燻煙
することで蚊の侵入を防ぐということを挙げている。さらに、ボウフラには油を撒布して
殺滅させること、蚊帳の必要性についても説き、マラリア防過教育を行つていることが明
らかになった。またキニーネの服用についても紹介するようにと公学校四年用理科教授細
目という現在の教授指導書のようなものに記載されている。278
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(5)『公学校用 理科教授書巻二』(台湾総督府 1929年)の第21課 「バクテリア」
は以下のように記されている。
一、バクテリアの生活
バクテリアは空中 。水中。地中其の他至る虎に存在す。證は極めて微小にして顕微鏡
を用ひざれば見ることを得ず。小なるものは一耗の千分の一、大なるものも一糎の千
分の五十に過ぎず。形状は球状、稗状、螺旋状、糸状等あり。中には一本乃至敷本の
細き毛を生じ、之を以て自由に水中を済ぐものあり。又彊を屈曲して運動するものあ
り。バクテリアの證は通常中央より二つに分裂して繁殖す。其繁殖は適営なる温度と
瀑度と養分を得れば頗る速やかにして短時間に甚だしき数に達す。
二、有益なるバクテリア
根瘤バクテリアは豆類の根にありて空中の窒素を取りて豆類に典へ、豆類より水分・
澱粉等の分与を受く。酷酸バクテリアはアルコールを酸化して酷酸即ち酢を作る。其
の他土中にありて月巴料を費化せしめ、植物をしてその呼吸を容易ならしむるものあり。
又腐敗バクテリアは生物の死證・排泄物等に寄生し之を腐敗せしめて地球上を清潔な
らしめる。
三、有害なるバクテリア
コレラ菌・チフス菌 。結核菌・瘤病菌・ヂフテリア菌等は夫々特異の毒素を分泌して
特有の病気を起さしむ。又傷口等に附きて化膿せしむるバクテリアあり。
四、博染病
(イ)′くス ト
博染病中最も恐れるべきものの一にして此の病に罹る時は死亡するもの多し。病原菌
は主として人の皮膚の傷口より侵入す。病原菌が倦内に入れば此処に近き部分の淋巴
線 (リンパ線)は腫張し、全身高熱を奎す。かかる病症のものを腺ペス トと称す。ペ
ス トには此の外肺を冒す肺ペス ト、眼を冒す眼ペス ト、其の他腸ペス ト、敗血症ペス
ト等あり
(口)腸チフス
ーニ週間の潜伏期を経て嚢熱するや、午後は午前より、翌日は前日よりと漸次階段的
に上昇し四十度位に至る。第二週は高熱持続し、第二週 。第四週は漸次熱は下降し、
第五週には常温に復して食慾増加し末る。此の病原菌は糞尿に交じつて排泄せられ、
蠅の媒介其の他の方法にて食物に附着し燕下せられて博染す。
(ハ)其の他コレラ 。ヂフテリア
狸紅熱 。結核・流行性脳脊髄膜炎等もバクテリアに因りて起こる俸染病なり。
五、博染病豫防
博染病を豫防するには病原菌を殺すことが大切で、そのためには消毒を行ふ。消毒に
は日光や蒸気に当てたり、クレソール石鹸液・過酸化水素水 。生石灰・晒粉等の薬品
を使って消毒を行う。
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以上の史料より公学校五年生でバクテリアの種類や繁殖法 (細胞分裂)を理解し、伝染
病の種類や博染病予防には病原菌を殺すことが肝要であることを説き、消毒の徹底を教え
ていたことが明らかになつた。
(6)『公学校用 理科教授書巻三』(台湾総督府 1930年)の第 12課 「動物と植物
と鉱物」は以下のように記されている。
一、植物の養分
植物が生育するには根を土中に挿入しいて水分・養分などを吸収し、なほ葉は空気中
より炭酸ガスを吸ひてこれを炭素と酸素とに分解し、不用の酸素は空気中に放出す。
土中より取る養分は窒素 。燐 。石灰・加里 。苦土等の鉱物質なり。
二、動物の食物
蝙蝠・鯨・蜻蛉等は他の動物を捕りて食とし、水牛・豚 。アゲハ蝶などは植物質をと
りて食とし、以て其生活に要する養分を得。而して蝙蝠が食する昆虫、鯨が食する魚
類撓脚類279等は大抵植物質を食す。なほ動物の生活には植物質以外に水・食塩 。鐵等
の如き鍍物質をも摂取する要あり。
三、動物 。植物・鍍物の関係
植物は主に鍍物質を養分とし、動物は動物、植物を食とするも、結局は植物を主なる
食物となすとを見るを得べし。而して動物・植物等が死する時は、其彊は微・バクテ
リアの作用によりて腐敗分解して遂には鍍物質となる。植物の生ずる所は土地即ち鍍
物質にして、動物の棲息する所は土地及び土地に生じたる草木即ち植物なり。動物の
生存に一時も鋏くべからざる酸素と動物に有害なる炭酸ガスが、植物の同化作用によ
りて動物・植物相互に都合よき結果を末すことは既に説けるがごとし。斯くの如く動
物・植物・鍍物三者の間には密接不離の関係あり。今窒素につきて考察せんに、窒素
は土中にては硝酸塩の状態にて存し、植物がこれを根によりて吸収すれば、別に植物
證内に生成せられたる澱粉と結合して蛋白質となる。豚がこの植物を食したりすれば、
その蛋白質は豚の筋肉を構成する養分となる。さらに人が豚肉を食すれば其譜を養ひ、
つひには糞便となる。この糞便を土地に施せば其含窒素物は腐敗分解してアンモニア
堕となり、更に変じて硝酸堕となり土中に婦す。
以上の史料より公学校 6年生に食物連鎖のしくみや光合成の働きを教えるだけでなく、
肥料の重要性にも気づかせるようにしている。教科書でも施肥や化学肥料280の重要性を説
き、農業近代化への道へ導こうと台湾総督府が行つていたことが明らかになった。
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第六節 部落振興会の国語講習用教科書に見えるマラリア防遇記事 。衛生記事
部落振興会とは行政組織の最末端組織で市街庄の指導の下に部落単位で設立し、部落民
一体となって国語教育や匝習を打破し、産業、交通、衛生などの生活改善を図り公共の福
利の増進を図ることに主眼が置かれた部落建設のことである。部落振興会指導委員会など
を組織し、官民一体で優良部落建設を推進していこうと尽力していたことが1930年代後半
から徐々に現れ始めた。281その中で特徴的なのが鳳山郡国語塾である。
鳳山郡国語塾は、優良部落建設の一環としての国語教育の推進の中で設立されたもので
ある。鳳山郡国語塾は独自に『国語塾読本』を作成し、国語教育の推進を図つていつた。
『国語塾読本』は国語教材や公民教材、衛生教材、修身 (礼儀作法)などを含有した教
材が主に収録されている282。『国語塾読本』の編纂は、鳳山郡民風作興會283が昭和 13
(1938)に編纂したものである。『国語塾読本 巻一』の中で衛生に関する記事だけ紹介し
ようと濯tう。
(1)『国語塾読本 巻一』(鳳山郡民風作興会、1938年)の第人課 「医者」は以下の
ように記されている。
オ讐者サン。シンサツ。病気。クスリ。チュウシャ。ケガ。ホウタイ。「オ讐者サン、
子供ガ病気デス。スミマセンガシンサツヲシテ下サイ。」「大ヘン重イカラ大事ニシナ
サイ。」(挿絵)
以上の史料から部落民に対して病気に罹つた場合は巫女等の祈祷で治すのではなく、讐
者の診察を受けるようにすることを説いている。
(2)『国語塾読本 巻一』(鳳山郡民風作興会、1938)の第二十七課 「デンセンビャウ」
は以下のように記されている。
チフス。セキリ。ヂフテリア。「ハヘヤアブラムシハワルイビャウキヲウツシマス。」「ハ
ヘヤアブラムシヲミンナデ トリマシャウ。」「停染病ノ疑アル者ハ隠匿スルコトナク至
急派出所又ハ讐者二既報スルヤウ注意スベシ。」
以上の史料より、伝染病にはチフス、赤痢、ヂフテリアなどがあること、伝染病は蠅や
アブラムシ等が感染源であること、蠅やアブラムシを駆除することの重要性を説き、清潔
な部落にすること、伝染病患者が発生したら至急派出所や医師に報告することを教えてい
る。
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(3)、『国語塾読本 巻一』(鳳山郡民風作興会、1938年)第四十一課 「トラホーム」284
は以下のように記されている。
二郎 「ロガワルイヤウデスネ。」
時雄 「キノフカラキフニイタクナリマシタ。」
二郎 「キットトラホームデスヨ。」
時雄 「早クオ害者サマニ早ク見テモライマセウ。」
二郎 「オ讐者サマニ早ク見セ徹底的二治療セシムベキダヨ。」
以上の史料から当時トラホームという眼病が流行していたことが分かり、讐者の診察を
至急受けて、徹底的な治療を受けるべきであることを説いている。
(4)『国語塾読本 巻一』(鳳山郡民風作興会、1938年)第四十六課 「ソウヂ」は以下
のように記されている。
父 「二郎、ニワヲハキナサイ。」
二郎  「ハイ。」
父 「ゴミトリトホウキハモノオキニアリマセウ。」
二郎 「マダヘヤヲカタヅケテイマセン。」
父 「デハ、ワタシガカタヅケマセウ。」
以上の史料から清掃をすることの大切さを部落民に教え、部落の清潔文化の定着化を図
つていることが読み取れる。
(5)『国語塾読本 巻一』(鳳山郡民風作興会、1938年)第四十人課 「蚊」は以下のよ
うに記されている。   ヽ
蚊ハマラリアヲウツシマス。
蚊ノヨクアツマル藪ヤ水溜ヲナクスルヤウニ努メマセウ。
以上の史料から蚊に刺されるとマラリアに罹ることがあるので十分注意することを教え
ているだけでなく、地物整理 (竹藪伐採や水溜の埋立)の重要性を教授し、マラリア防過
を證験的に従事させようという工夫がされている。
(6)『国語塾読本 巻一』(鳳山郡民風作興会、1938年)第五十七課 「便所」には以下
のように記されている。
ヨシヒコ「アナタノウチニハベンジョガアリマスカ」
テツオ 「アリマス。」
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ヨシヒコ「ミチヤニワニダイベンやセウベンフスルノハキタナイデスネ。」
テツオ 「サウデスネ。ミンナガコマリマスカラ。」
以上の史料から当時の台湾の部落では野糞の習慣があつたことが分かり、便所の建設が
部落で推進され、公衆衛生観念の向上及び公衆道徳の習得を目指していることが読み取れ
る。衛生に関連する記事をみてきて分かったことは、部落振興会の目指している国語普及
の中に公衆衛生の向上や公共道徳の定着化などが連携しながら普及推進されていつている
ことが明らかになつた。
小結
明治33年(1900)の『国語科話方教材』の中でゴアン式教授法によつて動作を交えて衛
生観念の普及を図るように工夫し、寝るときには蚊帳の使用などを説いている。明治34年
(1901)の公学校国語教科書でも、「蚊遣り」と蚊帳の使用といつた原初的なマラリア防過
方法を推奨する程度の内容であつた。大正 2年(1913)の教科書では蚊が不衛生な害虫と
して紹介されているだけでであつたが、大正 3年(1914)の教科書ではマラリアが伝染病
の一種として捉えられ、火事のごとく勢いよく伝播する伝染病の恐ろしさと予防の重要性
が強調されるようになつた。そして大正 12年(1923)の公学校国語教科書ではアノフェレ
スという語を用いられ科学的医学的な知識を基にしマラリア防遇を行っていこうとする内
容に変化していつている。明治32年(1899)に蔓湾地方病及博染病調査委員会設置以来懸
命に研鑽を積んできたアノフェレス研究の成果が、大正 12年(1923)には学校教育の中で
本格的に取り入れられたということであり、蔓湾線督府が学校教育によるマラリア防遇に
も尽力していたことが明らかになつた。
また理科の内容でも、大正 4年(1915)の公学校理科教科書では蚊の幼虫であるボウフ
ラの駆除方法などを教授し、マラリア防過の重要性を説いている。昭和 2年(1927)の公
学校理科教科書ではネズミや蚊の習性や形態などを教授するでけでなく、本格的にマラリ
ア防邊に参画させるように説いている。また衛生 。農業指導として施肥の重要性をも教授
していることが読み取れる。
昭和 12年(1937)から昭和20年(1945)の頃、即ち日中戦争 。太平洋戦争時期の公学
校国語教科書にはマラリア防遇記事が見られない。しかし同時期のマラリア防邊や衛生教
育がどのようなものだつたかについて示唆を与えてくれるのが部落振興会作成の『国語塾
読本』である。『国語塾読本』は国語教材や公民教材、衛生教材、修身 (礼儀作法)などを
含有した教材が主に収録されていて皇民化教育の一環として作成されたものである。この
中の衛生教育は部落生活の向上に主眼を置いているため便所の設置や蚊の駆除、掃除など
といった内容がある。これによつて公衆衛生の向上及び公共道徳の定着化といつた近代的
衛生習慣の習得が学校教育の中で実施されたことが明らかになった。
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終章
以上四章にわたつてきて述べた内容を以下にまとめたい。
第一章では、①明治30年(1897)から同33年(1900)頃にかけては、マラリア防過 (衛
生)事業の初期の措置として台湾総督府は下水排水施設の設置に重点を置いた。②明治 32
年 (1899)に台湾総督府により台湾地方病及び伝染病調査委員会が設置され、その後のマ
ラリア防遇の医学的研究が飛躍的に進展した。③明治38年(1905)から大正4年(1915)
頃にかけて、台湾総督府は「蕃地」開拓地域、鉄道水利工事現場、内地人移住地等のマラ
リア防遇重点地域でキニーネ予防内月反法 。防蚊法・隔離政策を実施し成果を収めた。④明
治44年(1911)のマラリア防遇会議で台湾総督府は、撲滅計画を一般マラリア撲滅計画と
特別マラリア撲滅計画 (特別マラリア撲滅計画では総督府より執行官を派遣し原虫保有者
発見と共生服薬に重点を置く)の二種類に分類し、台湾全島でマラリア防遇事業を実施し
た。⑤大正2年(1913)に台湾総督府はマラリア防遇規則を制定し台湾総督や知事の権限、
土地所有者の義務などを定めた。同年台湾総督府はマラリア防過心得を酉己布しマラリア (ア
ノフェレス)の知識を普及させ防遇意識を向上させ、マラリア防邊の効果を上げた。⑥大
正8年(1919)台湾総督府はマラリア防邊施行地増加に伴う医務助手不足に対処するため、
マラリア防遇事務講習を開催し、マラリア防遇従事員を養成した、等台湾総督府主導のマ
ラリア防過事業の内容が明らかとなった。
第二章では、①大正9年(1920)台湾地方制度の改正に伴い、台湾総督府直営のマラリ
ア防遇事業が、基本的に地方自治体に移管され、各州予算に特別会計として伝染病予防臨
時費資金が特設された。②大正11(1922)に台湾総督府はマラリア防邊費の負担区分と補
助方法を決定し、州は市街庄の負担に対し三分の一、国は州に対し三分の一補助すること
にした。③台南州 。高雄州 。新竹州 。台中州に見られる共通点として、台湾総督府が推進
してきたマラリア予防法 (キニーネ予防内月反法や地物整理等)に重点が置かれていたこと、
衛生模範部落の建設や防邊デーを制定して清潔的作業を励行すること、警察が衛生事業を
管轄していること、衛生宣伝ビラの配布、衛生映画、講演会の実施などを通じて一般住民
へ衛生思想を普及したことが挙げられる。④相違点として、台南州や高雄州ではマラリア
防過事業が州からの直接指導で進められているし、より高雄州は衛生以外の事業において
も上記のような傾向が強いのに対し、新竹州・台中州は昭和 10年(1935)に発生した台湾
大震災を契機として派出所管理の下に設けられた保健組合を中心としてマラリア防過事業
が実質的に進められたことが挙げられる。⑤台湾大地震の後マラリア患者の多発した新竹
州 0台中州でこの保健組合が特設され、被災地を重点的に保健組合事業が実施されたもの
と類推できる、等地方州庁のマラリア防過事業の内容が明らかになつた。
第二章では原住民たちに対する蕃地医療衛生について概観すれば、理蕃事業の一環とし
て医療衛生は「原住民の人心を掌握する」目的があり、明治38年(1905)に嘱託医が配置
され、医薬への信頼性を高めるために衛生講話などを開催した。大正 5年(1916)には嘱
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託医より高度な専門性を持った 「公医」が設置された。彼らは警察と協力して蕃地医療衛
生に携わり、種痘や蕃地マラリアの防過等に尽力した。また昭和になると各地で建設ラッ
シュとなつた「優良蕃社」建設が推進され、衛生意識の向上が図られた。その事業と併行
して蕃地衛生組合が建設され、マラリア防過などの衛生事業に自ら従事するようになった
が、時勢の悪化などによって医薬品などの供給が滞るようになり、民間療法を西洋医学に
取り入れる形で蕃地医療衛生を実施してきた。しかし、蕃地医療衛生は理蕃事業が推進す
る集団移住政策による環境改変などによつて発生する「蕃地マラリア」に悩まされ、それ
を防過していくといったマッチ・ポンプ的なものであつた傾向が強いように思われる、等
蕃地衛生医療の内容がある程度明らかになった。
第四章では、①明治34年(1901)の公学校国語教科書では原初的なマラリア防過方法 (蚊
遣りや蚊帳などの防蚊対策)を推奨する程度であつたものが、大正12年(1923)には医学
的科学的な知識に基づいてマラリアを防遇すると言う内容へ変化した。②マラリア研究の
進展に伴い、台湾総督府は学校教育によるマラリア防遇にも力を入れた。③また大正 4年
(1915)の公学校理科教科書でも国語教科書と同様にボウフラの習性を教えるだけでなく、
医学的、科学的な知識に基づき防過方法を教授し、昭和2年(1927)には本格的に学校教
育の中でマラリア防遇教育を行つている。④昭和12年(1937)から昭和20年(1945)頃
の公学校国語教科書にはマラリア防遇記事がないが、日中戦争や太平洋戦争時期の「皇民
化教育」の影響で公学校国語教科書の中に「皇民化教育」に関する教材が増え、マラリア
防邊記事 (衛生関係の教材)が省略されていつたのではないかと類推できる。⑤しかしこ
の当時のマラリア防遇に関する記事 (教材)は部落振興会が作成した『国語塾読本』で窺
え知ることができ、「皇民化教育」の一環として作成され、部落の向上に主眼を置いており、
便所の設置や蚊の駆除などについて教授されており、公衆衛生の向上及び公共道徳の定着
化といつた近代的衛生習慣の習得が学校教育や部落振興会の中で実施されたことが明らか
になり、マラリア防遇教育や衛生教育の内容が明らかになった。
従来の研究では、マラリア防過作業は台湾総督府主導のマラリア防過事業ばかり論じら
れてきたが、本論のようにマラリア防遇作業は、新竹州や台中州などのように保健組合と
いう組織が実質的に実施したり、蕃地のように「公医」や警察などが中心となり、防遇作
業を励行したり、学校教育を利用して多角的に実施し、上層部だけのマラリア防過では無
く、下層部である部落振興会や原住民達や学校も連携して多角的防邊作業を実施し、台湾
人社会において教育や防遇事業をチャンネルとして、 トイレ後の手洗いの習慣化や定期的
に家屋の大掃除をするといつた現代的な医療衛生観念が日本植民地期に樹立された。
また現在のように「警察」という機構は治安維持だけの組織ではなく、戦前の警察は、
衛生、教育などあらゆる分野を統轄しており、より多角的事業を運営していた組織であり、
より台湾社会にダイレクトに介入した組織でもあつたことが明らかとなった。
衛生思想の普及に関しては、学校教育における衛生教育をはじめ、防邊作業に従事する
ことによって体験的経験によって取得し、衛生講話や衛生映画などによる一時的な知識注
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入型の方法などあらゆる方法を駆使して衛生の習慣化を図り、近代的な衛生観念を有する
「民衆」へと誘つた。
これらの行為はよリー 層日本の国際的な地位を高め、先進国である欧米からの侮辱感を
払拭するために衛生の充実化を図つたのではないかと筆者は位置づけた。
今後の課題としては以下の三点が挙げられる。①台湾総督府のマラリア防過事業がその
後どのように受け継がれていつたのか、②台湾総督府の衛生事業が戦後の台湾社会や台湾
医学会にどのような影響を及ぼしたのか、③日本統治時代のマラリア防過について当時生
活していた人たちはどのように考えていたかについて聞き取り調査を実施することである。
1マラリアが清植民地時期 (1683～1895)に打狗 (現:高雄市)や安平 (台南市内の地名)
で発生したことが廟碑や戴文鋒の「海関医報」与清末台湾開港地区的疾病『思与言』第33
巻第2期 1995年に記されている。
22013年12月9日～12月14日に中華民国政府 (台湾)教育部から依頼を受け、日本の
大学院生 10名と松田吉郎を団長として研究交流を行つた。その際に中山大学の台湾人の先
生からグローバルな視点からご指摘を頂いた。
3飯島渉『マラリアと帝国‐植民地医学と東アジアの広域秩序』東京大学出版会 2005年4本間恵介「日本統治下の台湾におけるマラリア防遇事業について」兵庫教育大学大学院
修士論文 2004年
5顧雅文 植民地期台湾における開発とマラリアの流行一作られた「悪環境」一」『社会経
済史学』70-5 2005年1月
6開発原病論とは、1970年代に提唱された考え方で、経済開発が自然環境を破壊し、その
副産物として疾病が異常発生するという現象で、出発点となったのは、アフリカにおける
疾病研究では、植民地時代、アフリカで行われた農業開発が疾病流行の原因となつたと指
摘し、近代化に対する批判の一環として、開発と疾病の因果関係に着目した概念。詳しく
は見市雅俊の「開発原病の世界史」りII北稔編『環大西洋革命』(岩波講座世界歴史17)岩波
書店 1997年を参照す。
7劉士永 「"GIS Mala五a and Highland Environmentin Colonial Taiwaゴ'」 殖民医学国
際工作研討会 (中央研究院台湾史研究所筆備処 2001年0月25、26日)8疱燕秋 「讐學興殖民横張―以日治時期蔓彎濾疾研究鶯例一」『新史学』第7巻第3号
1996年9月
9栗原純「台湾における日本植民地統治初期の衛生行政について :『台湾総督府公文類纂』
にみる台湾公医制度を中心として」東京女子大学『史論』第57号 2004年10鈴木哲造 「台湾総督府の衛生政策と台湾公医」中京大学大学院法学研究科修士論文
2004年
H白井征彰 「日本統治時代の台北の上下水道」『平成 18年度社会教育系歴史分野修士論
文』 (2006)
12『マラリア防過誌』(台湾総督府警務局衛生課 。1932年)6頁、以降『マラリア防遇誌』
(1932)と略す。
13同掲書 6～7頁
14同掲書 7頁
15同掲書 7頁
16羽鳥重郎『眠鰐自叙回想録』眠鰐自叙回想録刊行会 1964年17『マラリア防邊誌』(1932)1～2頁
18同掲書8～9頁
19今村保「足尾銅山の衛生一般」『国家医学界雑誌』(187)1902年 539～549頁
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20『マラリア防過誌』(1932)9頁
21官島幹之助 (1872-1944)寄生虫学者、医学博士。明治5年山形県に生まれる。明
治31年東京帝大理科大学動物学科卒業。同33年京都帝大大学院で寄生虫学を専攻。WIIO
の前身である国際連盟保健機関の日本代表を務めた。(『日本人名大事典』平凡社 1979年)
22同掲書9～10頁
23 ドクトル都築甚之助『博染病予防消毒免疫新論』報文社 1903年24飯島渉 『マラリアと帝国―植民地医学と東アジア広域秩序』東京大学出版社 2005
年 31頁
25国立国会図書館デジタルライブラリー 『長崎医学専門学校研瑶会雑誌』(47)「狸紅熱に
ついて」1902～03年 8～11頁
26同掲書10頁
27大鳥次郎 1872～1906 明治の薬学者、医学博士。大鳥圭介の次男で、明治33年に東
京帝大助手、同35年に来台し台湾総督府医専教授を歴任後、台湾総督府医院の内科第一部
長になる。 (『日本人名大事典』平凡社 1979年)(台大医院内科部のHPの台大内科沿革)
28『マラリア防過誌』(台湾総督府警務局衛生課 。昭和七年二月二十日)17頁
29ロベル ト・コッホ 1843-1910 ドイツの細菌学者 炭疸菌の純粋培養に成功。結核
菌・コレラ菌の発見が有名。他にツベルクリンの創製など近代細菌学に画期的業績を残し
た。1905年ノーベル生理 。医学賞を受賞した。またドイツの植民地を中心に感染症研究を
進め、ドイツ領東アフリカでペスト。マラリアの研究に従事した後にイタリアでマラリア
研究を行い、後にヴァタビアやパプアニューギニアでもマラリアの研究を進めた。 (『世界
大百科事典』平凡社 1972年)ガヽ高健 『伝染病研究所一近代医学開拓の道のり』学会出
版センター 1992年
30ベルンハル ト・ノホト(Bernhard Nocht)1857-1945 ドイツの細菌学者
ドイツのハンブルグに1900年に熱帯医学研究所の創設者で初代所長を務めた人物である。
飯島渉 『マラリアと帝国―植民地医学と東アジアの広域秩序」東京大学出版会 2005年31『マラリア防過誌』(1932)17頁
32佐久間佐馬太 1844-1915 日本の陸軍軍人、第5代台湾総督 天保 15年に長州 (現
在の山口県)に生まれる。大村益次郎から兵学を学び戊辰戦争に従軍し陸軍軍人となる。
明治7年佐賀の乱を平定後、熊本鎮台参謀長となり台湾出兵に従軍。日清戦争では威海衛
を攻略し占領地総督をつとめ、同39年第5代台湾総督に就任、現地住民の抵抗を抑えて交
通 。通信・教育機関等の整備を行つた。 (『日本人名大事典』平凡社 1979年)
33高木友枝 1858-1943 医学者、官僚、医学博士。安政五年福島県に生まれる。明治
18年東京帝国大学医学部を卒業。福井県立病院長、鹿児島病院長を経て同26年北里柴三郎
博士が創設した伝染病研究所に勤務。同29年血清薬院長となり、万国医事会議に出席。同
33年に内務省衛生局防疫課長に就任。後藤新平と深い親交があり、同35年に台湾に招聘さ
れ台北医院長 。日本赤十字社台湾支部副部長、台湾総督府衛生課長兼台湾総督府医学校長
を歴任。高木の台湾統治の考え方は後藤新平の旧慣温存主義を踏襲し、様々な調査を行い
ペスト防邊やマラリア防過に従事。引き続き欧州各国の衛生制度の調査を行う。同38年台
湾総督府中央研究所を開設。大正8年に七代総督明石元二郎の起用により台湾電力株式会
社社長を歴任した。 (『台大讐学院百年史』『 日本人名大事典』平凡社 1979年)34『マラリア防邊誌』(1932)46頁
35同掲書46～47頁
36同掲書47頁
37この時派遣された防疫讐は小島第二である。
38羽鳥重郎 1871-1951 医学博士 群馬県に生まれる。明治32年に台北衛生試験室主
任となる。同35年(1902)に専売局検定課の嘱託になる。明治39年(1906)に警察本署衛
生課の防疫書になる。明治42年(1909)11月より内務局衛生課の防疫讐官になる。同45
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年英領香港を出張視察。大正2年(1913)に台湾地方病及博染病調査委員会の委員となる。
同7年(1918)台北庁検疫委員。同9年(1920)台北州技師兼研究所技師、衛生課長とな
る。マラリア防過の中枢的人物の一人である。台湾統治を回顧した著書『眠鰐自叙回想録』
がある。また同14年(1939)に花蓮港麻麻協議会麻協議員を歴任し、恙轟研究の第一人者と
して知られる。
(童湾線督府職員録系統 中央研究院 皇湾史研究所)
39『マラリア防邊誌』(1932)23～24頁
40同掲書24～25頁
41『マラリア防過誌』(1932)35頁にハワイ産のタブミノという魚の輸入という項目があ
り、そこには次のように記されている。「タブミノ」は好んでボウフラを嗜食する特性があ
る。之を本島 (台湾)に輸入繁殖させたら「マラリア」防過上効果があるべきものと認め
「タブミノ」の輸入が認められ、池などに放流している。42『マラリア防過誌』(台湾総督府警務局衛生課 。昭和七年二月二十日)3頁によると、
高木友枝・堀内次雄 。羽鳥重郎等がマラリア防過会議に参加した。飯島渉  (『マラリアと
帝国―植民地医学と東アジアの広域秩序』 東京大学出版会 38頁 2005年)
43マラリアを引き起こす血液中の赤血球に寄生する寄生虫 (『マラリア防遇誌』39頁)
44稲垣長次郎 医学博士。愛知県に生まれる。
明治40年(1907)から台北医院医長兼台湾総督府医学校教授に、翌年台湾総督府台湾中央
衛生会の委員になる。明治45年(1912)に台湾地方病及博染病調査委員会の委員となる。
翌年蕃務本署理蕃課の嘱託になる。大正7年(1918)に臨時防疫委員会の委員となる。大
正9年(1920)12月に台北州台北市協議会の市協議会員になる。台湾の保健衛生及び衛生
教育に尽力する。(蔓溝線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)45小島第二 医学博士。東京に生まれる。明治42年(1909)台湾総督府医学校教授とな
る。同44年(1911)内務局衛生課防疫医官となり阿縁街及鳳山街のマラリア防過に従事す
る。翌年台湾地方病及博染病調査委員会の委員となる。大正10年(1920)に警務局衛生課
防疫事務官になる。翌年台湾医学専門学校の教授となる。後に昭和 11年(1936)台北帝国
大学附属医学専門部の教授となる。
(墓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)46勝山虎二郎 医学博士。岡山県に生まれる。明治39年(1906)に台湾総督医学校で助
教授兼線督府医院薬局長になる。同44年(1911)に台湾総督府台湾中央衛生会の委員にな
る。大正2年(1913)に警察本署衛生課技師となる。同5年(1916)台湾総督府医学校教
授になる。 (蔓漏線督府職員録系統 中央研究院 皇湾史研究所)47春原三壽吉 医学博士。明治31年(1898)に台湾総督府製薬所嘱託になる。同34年
(1901)に製薬所検査課の技手となる。翌年に警察本署衛生課技手兼専売局検定課技手と
なる。同37年(1904)に台北医院調剤師兼台湾総督府医学校嘱託になる。翌年台湾総督府
医学校助教授になる。大正2年(1913)研究所化学部技手となる。
(菫湾線督府職員録系統 中央研究院 墓湾史研究所)
48『マラリア防過誌』(1932)31頁
49同掲書32頁
50岡田義行 内務官僚。明治30年(1897)に民政局衛生課技師となる。同37年(1904)
警察本署臨時防疫課防疫事務官になる。南新街組合という衛生組合 (ペスト予防組合)の
副組合長になる。同43年(1910)に台北庁衛生及土木調査委員会顧問兼鐵道部所属未定嘱
託になる。翌年内務局衛生課技師となる。台湾の保健衛生やマラリア・ペストなどの防遇
に尽力。
(蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
51國府小平 内務官僚。明治42年(1909)5月に警察本署衛生課警視になる。同年 11
月内務局衛生課防疫事務官になる。大正3年(1914)に台湾中央衛生会兼台湾地方病博染
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病調査委員会の幹事となる。同9年(1920)に基隆郡役所基隆街の街長 となる。
(蔓漏線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
52渡邊順親 内務官僚。明治 30年(1897)に台北県警察部衛生課警部になる。同39年
(1906)台湾総督府警察官及司獄官練習所嘱託講師となる。同44年(1911)に内務局衛
生課防疫事務官兼警部となる。大正6年(1917)警察本署衛生課防疫事務官兼警部となる。
(蔓溝線督府職員録系統 中央研究院 墓漏史研究所)
53倉岡彦助 医学博士。明治9年(1876)福岡県に生まれる。明治39年(1906)に台湾
総督府防疫医官兼専売局技師となる。同43年(1910)に内務局衛生課防疫医官兼台湾地方
病及博染病調査委員会委員、臨時防疫委員となり、台湾の保健衛生に尽力する。後に台北
医院長となる。昭和5年(1930)に産婆試験委員になり、産婆師の育成など衛生教育に尽
力する。(橋本自水 『台湾の事業界と人物』南国出版会 1928年)
(童溝線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
54森滋太郎 福岡県に生まれる。明治37年(1904)斗六麻公医となる。同39年(1906)
に斗六麻警務課警察医となる。同43年(1910)に内務局衛生課防疫書となる。阿里山竹頭
崎でのマラリア防遇に従事する。同45年(1912)に内務局衛生課防疫医官兼研究所衛生学
部技師となる。大正2年(1913)に宜蘭医院医員となる。同9年(1920)8月から宜蘭医
院医院長となる。
(墓彎線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
55『マラリア防邊誌』(1932)32～3 頁
56台湾製糖株式会社とは、台湾総督府第4代総督児玉源太郎及び民政長官後藤新平からの
要請により1900年12月に三井財閥 (三井物産主導)の下台湾に設立された製糖株式会社
である。初代社長には鈴木藤二郎が就任した。当時、台湾産業の主要作物は米・茶・砂糖・
樟脳だつた。砂糖は輸入を防ぐという国家的大局から振興させることが必要であり糖業の
奨励は産業政策の中心をなした。明治33年(1900)1月に新渡戸稲造に諸外国の糖業に関
する産業政策や品質などを調査し『糖業改良意見書』を草案し、海外から優良なサ トウキ
ビの苗 (ジャワ茎苗)を輸入し、サトウキビの農業改善を図り新式の機械の利用で砂糖の
増産を期した。台湾糖業の前途に対する方策について種々の議論があつた。線督府内でも
小規模の製糖法から初めて次第に大規模なものに移すといつた漸進主義の主張が強く行わ
れた。その中で児玉総督は当初から新式機械の導入による大製糖工場設立説を持ち、着々
と調査準備を進め、総督府殖産課技手山田熙氏に命じて、台湾南部糖業地の実情及び新式
糖業創始に関する見込などを調査させ、本事業の経営者について考慮し三井財閥が主導で
経営を行う。設立には井上馨も発起人のひとりとして名を連ねている。
『台湾製糖株式会社史』(台湾製糖東京出張所 1939年)57堀内次雄 医学博士。明治6年(1873)兵庫県篠山市に生まれる。第二高等学校卒業。
陸軍軍医より台湾総督府讐院へ転じる。医学校教授等を歴任し台湾医学専門学校校長とな
り、医学衛生教育の発展に寄与した。堀内は『医事創設史』という書物を残している。
(橋本白水 『台湾の事業界と人物』1928年)58『マラリア防過誌』(1932)33～34頁
59寛繁 医学博士。福井県に生まれる。明治43年(1910)に台北医院医長兼台湾総督府
医学校教授になる。同45年(1912)に台湾地方病及博染病調査委員会委員兼公立学校職員
恩給審査委員会顧問医となる。 (墓彎線督府職員録系統 中央研究院 墓湾史研究所)
60古田坦蔵 明治8年(1875)兵庫県美方郡に生まれる。第三高等学校医学部卒業。明治
35年(1902)台北医院に奉職し、台湾総督府医学校教授を兼任する。明治40年(1907)
より三年間ドイツヘ留学し、帰朝後復職。退官後古田内科医院を開業する。 (『改訂台湾人
士鑑』 台湾新民報社 1987年 腹刻 『台湾人名事典』 日本図書センター 1989年])
61明治44年(1911)においては、マラリア防邊会議で決定された東海岸の花蓮港街 。撲
石閣街 。成廣潟 。移民指導所二箇所 。台北庁下の北投庄・西海岸の鳳山街 。阿緞街・竹頭
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崎街・樟脳寮庄、九曲堂水道工事現業地のことである。(『マラリア防遇誌』 28頁)
移民指導所二箇所は、童蘭移民指導所 (同年六月に吉野村移民指導所に改称)【花蓮港麻童
蘭社】と卑南移民指導所 (同年六月に旭村移民指導所に改称)【墓東麻卑南】である。当時
の吉野村移民指導所の所長事務取扱は花蓮港麻の石橋亨である。当時の旭村移民指導所の
所長事務取扱は墓東麻長の朝倉菊二郎である。吉野村は徳島県、香川県、広島県等といつ
た瀬戸内海からの移民の人たちの指導所である。旭村は墓東麻における最初の官営移民村
である。(『旧植民地人事総攪 台湾編 2◆3』 日本図書センター 1997年)
旭村移民指導所については孟祥渤 『台東県史』開拓篇 (台東市 1997年)を参照した。
また吉野村移民指導所については荒武達朗「日本統治時代台湾東部への移民と送出地」
『徳島大学総合科学部 人間社会文化研究』第 14巻 2007年91-104頁を参照した。
『台湾日日新報』「台湾に於ける農業移民物語 (一～七)」 1934年10月5日～11日62『台湾六法』、『墓湾保甲皇民化讀本』には保甲条例 。保甲条例施行規則について以下の
ように記されている。
○保甲條例 (明治二十一年人月二十一日律令第二十一琥)
(改正)明治四十二年律令第五琥
墓溝線督府評議會ノ議決ヲ経タル保甲條例勅栽ヲ得テ姦二之ヲ嚢布ス
保甲條例
第一條 奮慣ヲ参酌シ保甲ノ制ヲ設ケ安寧ヲ保持セシム
第二條 保及甲ノ人民ヲシテ各連座ノ責任ヲ有セシメ其連座者ヲ罰金若ハ科料二虎スルコ
トヲ得
第二條 保及甲二於テハ各其規約ヲ定ムヘシ其規約中ニハ褒賞及過怠金ノ法ヲ設クコトヲ
得 前項ノ規約ハ地方長官ノ認可ヲ請フヘシ
第二條ノニ 蔓彎線督ハ必要 卜認ムル トキハ保及甲ノ役員ヲシテ匡長ノ職務ヲ補助執行セ
シムルコトヲ得
第四條 保及甲ノ役員其職務二違背シタル トキハ地方長官之ヲ懲戒ス
懲罰ハ百園以下ノ罰金剥職及譴責ノ三種 トス
第五條 保及甲ニハ匪賊並水火災ノ警戒防禦ノ鶯壮丁回ヲ置クコトヲ得
第六條 保甲及泄丁固ノ編制指揮監督解散経費役員ノ選任権限等二開スル規定ハ府令ヲ以
テ之ヲ定ム
第七條 此ノ條例ハ地方長官ノ必要 卜認ムル地二限り蔓湾線督ノ認可ヲ経テ之ヲ施行ス
附則 (明治四十二年律令第五琥)
本令施行ノ期日ハ蔓彎線督之ヲ定ム (明治四十三年府令第二琥ヲ以テ同二月一日ヨリ施行
ス )
○保甲條例施行規則 (明治三十一年人月二十一日蔓彎線督府府令第八十七琥)
(改正)明治四十二年府令第六十六琥 大正九年府令第一三六琥
保甲條例施行規則左ノ通相定ム
保甲條例施行規則
第一條 甲ハ大凡十戸、保ハ大凡十甲ヲ以テ編成スルヲ例 トス
第二條 保二保正、甲二甲長ヲ置ク
甲長ハ甲二於テ之ヲ選奉シ保正ヲ経テ所轄群守、支麻長、警察署長又ハ警察分署長ノ認可
ヲ受クヘシ
保正ハ保二於テ選奉シ所轄群守、支麻又ハ警察官署ヲ経テ知事又ハ麻長ノ認可ヲ受クヘシ
第二條 保正ハ所轄群守、支麻長、警察署長又ハ警察分署長ノ指揮監督ヲ承ケ保内ノ安寧
保持二任ス
保正及甲長ハ市芳、街庄長又ハ匠長ノ指揮ヲ承ケ保内又ハ甲内二於テ市ヂ、街庄長又ハ匡
長ノ職務ヲ補助執行ス
第四條 保及甲二世丁園ヲ設置セントスル トキハ保正甲長ヨリ所轄郡役所、支麻又ハ警察
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官署ヲ経由シ知事又ハ麻長ノ認可ヲ受クヘシ
第五條 甲ノ世丁園ハ甲ノ壮丁ヲ以テ編成シ保ノ壮丁国ハ保内各甲ノ壮丁国ヲ以テ合成ス
但土地ノ状況二依り保正協議ノ上数保ヲ合シテー壮丁園ヲ編成スルコトヲ得
国員ハ園長一名副園長若干名ヲ互選シ保正ヲ経由シ所轄群守、支麻長、警察署長又ハ警察
分署長ノ認可ヲ受クヘシ
第六條 園長ハ所轄群守、支麻長、警察署長又ハ警察分署長又ハ上級園長ノ監督ヲ承ケ部
下ヲ指揮ス
副園長ハ園長ノ職務ヲ助ク
第七條 壮丁園ハ相互二應援スルコトヲ得
第人條 泄丁園ニシテ公益二害アリト認ムル トキハ知事又ハ麻長ハ解散ヲ命スルコトヲ得
第九條 保甲及壮丁園二要スル費用ハ部内人民ノ負指 トス
役員ノ報酬金額ハ地方長官之ヲ定ム
第十條 経費ノ収支豫算ハ前年十二月中二群守、支麻長、警察署長又ハ警察分署長ノ認可
ヲ受ケ決算ハ翌年一月末日迄二群守、支麻長、警察署長又ハ警察分署長二報告スヘシ
附則
第十一條 此規貝」二於テ〃事務署長或ハ支署長 卜称スルハ専轄憲兵管匡二於テハ憲兵屯所長
トス   (削除)
第十二條 此規則ヲ施行スルニ必要ナル規程並此規則二定ムルモノノ外保甲條例ノ施行ニ
開スル規程ハ奮慣ヲ参酌シテ知事又ハ麻長之ヲ定ム
附則 (明治四十二年府令第六十六琥)
本令ハ明治四十二年十月律令第五琥施行ノ日ヨリ之ヲ施行ス
[『台湾六法』 台湾日日新報社 1934年 (1999年 緑蔭書房より復刻)]
明治 31年(1898)保甲条例 。保甲条例施行規則が制定された。保甲とは連座責任制の治安
維持組織のことである。甲は10戸、保は 10甲(合計 100戸)から成り、保には保正を、甲
には甲長を置いた。元々は匪賊、水害火災に対する防衛組織であつたが、マラリア防遇の
任務も帯びるようになったものである。警察の補助機関としての保甲という位置付けがで
きる。また保甲は追認的性格を帯びたものとして捉えれる。
63『マラリア防遇誌』(1932)30頁64 同掲書 30頁
65 同掲書 30～31頁
66部民共同の約束である保甲規約は全 14款で88条からなる規約で、第 1条～第4条まで
は保甲ノ名称及匡域に関すること、第5条～第 13条までは戸口調査に関すること、第 14
条～第16条までは戸口異動届出及整理に関すること、第17条～第22条までは出入者取締
に関すること、第23条～第26条までは警戒及捜査に関すること、第27条～第38条まで
衛生獣疫豫防害虫駆除に関すること、第39条～第42条までは交通に関すること、第43条
～第48条まで安寧及風俗に関すること、第49条～第60条まで世丁園に関すること、第
61条～第67条までは規約上の責任に関すること、第68・69条で褒賞及救血に関すること、
第70条～第75条までは保甲会議に関すること、第76条～第82条までは経営の収支及賦
課徴収に関すること、第83条～第88条までは過怠処分に関することが記されている。
鷲巣敦哉 『蔓湾保甲皇民化讀本』台湾総督府内台湾警察協会 1941年
67大清潔法という清潔保持に関する法律があり、『マラリア防過誌』(1932)12頁には大清
潔法に関して以下のように記されている。
一、大清潔法施行規程の制定 明治二十八年十一月二十八日訓令第二百三十四琥を以て大
清潔法施行規程を嚢布せり。右規定中「マラリア」防邊に開する條文抜粋左の如し
大清潔法施行規程
第一條 麻長は本規定の定むる庭に依り毎年二同定期大清潔法を施行すべし (春。秋)
第二條 前條の施行期日は麻長之を定むべし
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第二條 大清潔法施行の程度は土地の状況を参酌し左の各琥に準抜し鷹長之を定むべし
第三條一 宅地の内外を掃除し雑草を刈除すること
第二條三 住家の内外に雨水又は汚水を滲透する場所あるときは之を改修し軍に瀑潤した
る場所はには石灰、木炭末又は乾燥せる土砂を撒布すること
第二條六 下水溝渠は之を浚渫し破損の箇所は相営修理を加ふること
第二條人 土砂採掘跡其の他汚水瀦溜の場所は之を埋没するか又は相営排水の方法を設く
ること
第人條 麻長は大清潔法施行後三十日以内に其の顛末を蔓湾線督に報告すべし
大清潔法施行規程は明治38年(1905)11月28日に訓令234号として発布された。大清
潔法施行規程の中でマラリア防遇に関係する条文は①年二回 (春秋)の清潔法の実施、②
家屋の掃除及び草刈り、③排水装置の設置及び土砂採掘場や汚水瀦溜地の埋め立て等が規
定されている。庁長は大清潔法実施後30日以内に清潔法の実態などを台湾総督に報告する。
68同掲書 13頁、34頁
一、防疫組合施行規則改正
明治四十四年五月府令第二十六琥を以て防疫組合施行規則中「ペスト豫防組合」を「防疫
組合」に「ペスト豫防事項」を「博染病及風土病豫防事項」に改む
明治四十四年五月府令第二十七琥を以て防疫組合規則第一條第二項に依る風土病を「マラ
リア」と定む。
防疫組合の原型はペスト予防組合であり、ペスト予防組合の職掌が拡充しマラリア防過
などにも従事するようになった。
69『マラリア防過誌』(1932)76頁
70同掲書 75～77頁
71『台湾日日新報』1911年12月9日の小島第二防疫医官談話―阿線麻のマラリア月艮薬の
ケース「教師も施行者に」によると「小學校生徒に封する服薬は教師に一任し賞行せしむ
ることと鶯し居れるが成績頗る良好なるが如し」と書いている。月長薬に関して医師や警察
官だけが施行者でなく教師も施行者に成り得るケースがあつたことが分かつた。
72この防蚊方法は例えば家屋の窓に金網を張つて蚊の侵入を防ぐ、或は除虫菊其の他の科
学的物質の燻蒸によつてこれを駆逐する方法、或は普通行われている蚊帳使用法などがあ
り、この防邊方法をイタリア流と呼ぶ。
『高木友枝追憶誌』41頁 高木友枝追憶誌刊行会 1957年
73『マラリア防過誌』(1932)3頁を国語訳にして引用、また『蔓彎衛生法規類集』(1918
年)を参照す
74原文には話し言葉に近い文章でルビが付されているが省略する
75『マラリア防遇誌』(1932)39～40頁
76中国語で書かれた同じ内容の文章が続くが省略する。
77『マラリア防過誌』(1932)56頁の本文を現代語訳
「一、『マラリア』防遇事務講習開始 「マラリア」防過事務講習規程奎布せられたるに依
り人月十二日第一回の事務講習を開始し引績き第二回第二回の講習を行ひ計二十人名の講
習修了者を出し各麻に配置したり。」
78只野陽二郎 宮城県に生まれる。明治41年警察本署臨時防疫課雇、大正8年警察本署
衛生課技手、同9年8月警務局衛生課技師、同年 12月蔓北州警務部衛生課技手、昭和2年
墓北州警務部衛生課衛生技手となる。 (蔓溝線督府職員録系統 中央研究院 蔓彎史研
究所)
79穴澤穎治 医学博士。明治21年福島県に生まれる。大正9年蔓北州衛生課長、昭和4
年総督府衛生技師。マラリア病の研究に尽力しマラリア博士と呼ばれた。『マラリア防遇誌』
の中に穴澤穎治の叙述が65頁～74頁にわたつて掲載されている。(橋本白水 『台湾統治
と其功労者』南国出版協会 1930年)
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80森下薫 1896‐1978 寄生虫学者、熱帯病学者、理学博士、医学博士。明治29年奈良
県に生まれる。大正 10年東京帝大理学部動物学科卒業。寄生虫学を専攻。北里研究所助手、
蔓漏総督府中央研究所技師を経て昭和 14年菫北帝大医学部教授 (衛生学、寄生虫学を担当)
となる。昭和22年大阪大学教授微生物病研究所寄生虫学兼原虫学部長となり、同35年退
官後名誉教授。戦後WHOマラリア専門委員として活躍。台湾時代のマラリア及びハマダ
ラ蚊の研究が著名。野口英世の研究家としても知られる。(『日本人名大事典』平凡社 1979
年)
81桐林茂 明治24年福井県に生まれる。大正5年金沢医学専門学校を卒業。同6年大阪
商船株式会社の船医、同 11年総督府港務検疫医員、同12年蔓北州衛生技師、昭和 11年地
方技師兼中央研究所技師、蔓中州衛生課長兼薬品試験支所主任を歴任する。 (『改訂台湾人
士鑑』 1937年、1989年『台湾人名事典』として日本図書センターより復刻)82鈴木外男 石川県に生まれる。大正7年に蔓南医院の医官補、同9年公立高等普通学校
及び公立蔓中高等普通学校、公立高等女学校及び公立蔓中高等女学校の嘱託、同14年蔓北
州警務部衛生課衛生技師、昭和2年墓中州内務部教育課地方技師、同4年中央研究所台中
薬品試験支所主任兼技師を歴任する。 (蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研
究所)
83宮川富士松 福島県に生まれる。大正4年蔓南麻防疫部嘱託、同8年蔓南公署、昭和 3
年蔓北州警務部衛生課衛生技師、同6年墓北州警務部衛生課衛生課長、翌年地方病及停染
病調査委員会臨時委員を歴任する。 (墓彎線督府職員録系統 中央研究院 墓潟史研究
所)
84下村八五郎 医学博士。明治 17年大分県に生まれる。明治43年長崎医専を卒業。大正
元年渡蔓。公讐となり安平に駐在。同 14年線督府地方技師、翌年墓南警察書、昭和4年墓
北州衛生技師、同7年新竹州衛生課長を歴任する。(『改訂台湾人士鑑』台湾新民報社 )
85吉田泰三 大阪府に生まれる。大正 12年高雄州警務部衛生課衛生技師、同15年高雄州
高雄婦人病院院長兼地方技師、昭和5年新竹州警務部衛生課衛生課長を歴任する。
(蔓漏線督府職員録系統 中央研究院 蔓漏史研究所)
86田村庄五郎 福岡県に生まれる。大正 12年蔓中州警務部衛生課警部、翌年同課の警察
馨、昭和5年新竹州警務部衛生課警察讐、同7年高雄州警務部衛生課衛生課長を歴任する。
(蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
87池田末記 熊本県に生まれる。大正 14年桃園郡役所警察課警部補、昭和6年新竹州警
務部衛生課警部、同8年文官普通懲戒委員会及び巡査懲戒委員会の新竹州書記を歴任する。
(蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓漏史研究所)
88佐藤慶二郎 新潟県に生まれる。大正8年新竹馨院弧雇、昭和6年新竹州警務局衛生課
衛生技手、同8年羅東郡役所三星庄庄長を歴任する。
(蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 墓溝史研究所)
89重松英太 福岡県に生まれる。明治45年蕃務本署理蕃課嘱託、大正5年警察本署衛生
課嘱託兼蔓北麻警務課嘱託、同8年警察本署衛生課防疫讐官、同10年中央研究所蔓南薬品
試験支所主任兼技師、翌年皇南州警務部衛生課衛生課長を歴任する。
(蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓溝史研究所)
90野田兵三 明治 18年熊本県に生まれる。明治42年長崎医科大学卒業。大正9年蔓南
麻警察讐、同12年新竹州衛生技師兼警務部衛生課長、同15年中央研究所技師兼蔓南薬品
試験支所主任、昭和2年蔓南州衛生課長に抜櫂され内務部教育課を兼務する。 (『改訂台湾
人士鑑』台湾新民報社)
91西本安衛 岡山県に生まれる。明治40年嘉義鷹打猫支麻警部補、大正3年嘉義麻警務
課警部、同 11年蔓南州警務部衛生課警部、昭和2年東石郡役所警務課警務課長兼警部を歴
任する。
(蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
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92安達敬智 医学博士。明治24年長野県に生まれる。大正4年金沢医学専門学校を卒業、
同12年墓南州衛生課警察讐、同13年新竹州衛生技師、同15年新竹州衛生課長、昭和4年
高雄州衛生課長兼教育課、同7年墓中州衛生課長、同8年中央研究所技師を委嘱され墓中
薬品試験支所主任、同11年皇中州衛生課長を歴任する。(『改訂台湾人士鑑』台湾新民報社)
93樺山味次郎 鹿児島県に生まれる。大正7年蔓南麻大日降支麻警部補、同12年蔓南州
警務部衛生課警部、昭和2年蔓中讐院書記を歴任する。
(蔓漏線督府職員録系統 中央研究院 墓湾史研究所)
94佐伯長一 広島県に生まれる。大正9年8月嘉義麻北港支麻警部補、同13年墓南州警
務部衛生課警部、同15年新豊郡役所警察課警部、昭和4年嘉義郡役所警察課警部、同8年
曾文郡役所警察課課長兼警部を歴任する。 (皇彎線督府職員録系統 中央研究院 墓溝
史研究所)
95榊原保 福岡県に生まれる。大正14年蔓南州警務部衛生課警察讐、昭和2年高雄州警
務部衛生課衛生技師、同5年高雄州高雄市平安讐院院長を歴任する。
(墓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
96豊住政次郎 明治32年東京都に生まれる。大正 11年蔓北医学専門学校を卒業、同時に
蔓南市衛生技手、昭和4年総督府州警察讐、同8年台湾衛生技師を拝命、墓南州衛生技師
として警務部衛生課に勤務する。 (『改訂台湾人士鑑』台湾新民報社)
97堀之内榮蔵 鹿児島県に生まれる。大正11年高雄州警察部衛生課警部補、昭和2年菫
南州警務部衛生課警部、同13年新竹州新竹警察署署長兼地方警視、同16年蔓南州墓南警
察署署長兼地方警視を歴任する。 (蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
98安倍貞次 明治 17年大分県に生まれる。明治38年私立熊本医学校を卒業。大正 10年
渡蔓、蔓湾公讐として塩水街に在勤、昭和2年蔓湾衛生技師に任官、蔓南州警務部衛生課
に奉職、同8年蔓南警察讐を歴任する。同12年に高雄州警務部衛生課衛生課長に就任し、
マラリア防遇の専門家として高雄州の保健衛生事業に尽力した医学博士。 (『改訂台湾人士
鑑』台湾新民報社)
99竹村持城 広島県に生まれる。大正 10年曾文郡役所警察課警部補、昭和3年蔓南州警
務部衛生課警部、同5年殖産局山林課属兼墓南州警部、翌年新化郡役所警察課課長兼警部、
同9年虎尾郡役所警察課課長兼警部同13年蔓南州警務部保安課課長兼警部を歴任する。
(蔓溝総督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
100清水清一 明治37年石川県に生まれる。蔓北医学専門学校を卒業、同時に蔓南州警務
部衛生課に奉職、昭和8年蔓南州警察讐を歴任する。 (『改訂台湾人士鑑』台湾新民報社)
101高橋幾一 広島県に生まれる。大正9年阿線鷹六亀里支麻警部補、翌年蔓南州墓南警
察署警部補、同14年新化郡役所警察課警部、昭和6年蔓南州警務部衛生課警部、翌年新豊
郡役所警察課課長兼警部、同13年斗六郡役所斗南庄庄長、翌年菫潟都市計画委員会臨時委
員、同15年斗六郡役所斗南街街長を歴任する。 (蔓溝線督府職員録系統 中央研究院 墓
溝史研究所)
102勝木貞次郎 静岡県に生まれる。大正2年桃園麻料以支麻嘱託、同4年嘉義鷹嘉義保
生讐員、同9年南投麻公讐、翌年墓中麻公讐、同11年高雄州警察部衛生課警察讐、翌年高
雄州警察部衛生課衛生技師を歴任する。 (蔓彎線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史
研究所)
103瀧澤豊吉 長野県に生まれる。明治36年蔓中麻警務課警部補、同42年蔓北麻警務課
警部、大正2年阿縁麻警務課警部、同11年高雄州警務部衛生課警部、昭和10年高雄市役
所衛生課主事兼掃除監督長を歴任する。 (蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史
研究所)
104島義雄 明治24年鹿児島県に生まれる。大正11年京都帝国大学医学部医学科を卒業、
大正13年高雄州衛生課長に抜櫂され巡査懲戒委員を兼任、同14年蔓湾線督府警務局衛生
課に転入、昭和7年皇東医院長を歴任する。(『改訂台湾人士鑑』台湾新民報社)
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105細川頼市 岡山県に生まれる。昭和6年高雄州警務部衛生課警部補、同9年高雄州警
務部衛生課警部、同12年屏東市役所土木水道課吏員及書記を歴任する。
(菫湾線督府職員録系統 中央研究院 墓湾史研究所)
106頴川一三 官城県に生まれる。大正6年嘉義麻公署、同11年蔓南州公讐、同14年蔓
南州警務部衛生課嘱託、昭和2年花蓮港麻警務課警察讐、同6年蔓南州刑務所讐務係保健
技師を歴任する。(蔓彎線督府職員録系統 中央研究院 墓漏史研究所)
107清水倉太 明治18年福岡県に生まれる。明治40年渡蔓、深坑麻巡査、大正元年花蓮
港麻巡査、同年警部補に昇進、同8年警部、同12年警務課衛生係長、その後玉里支麻長、
花蓮港支麻長を歴任する。 (『改訂台湾人士鑑』台湾新民報社)
108内木場豊吉 鹿児島県に生まれる。大正12年花蓮港麻警務課衛生技手、昭和3年膨
湖鷹公署、同8年蔓東麻公讐、同12年花蓮港麻警務課警察書、翌年鳳林郡役所警察課嘱託
を歴任する。 (蔓溝線督府職員録系統 中央研究院 蔓彎史研究所)
109本浦籐松 長崎県に生まれる。大正 14年花蓮港麻研海支麻雇、昭和3年花蓮港麻警
務課衛生技手、同7年花蓮港麻□莱医院嘱託を歴任する。
(蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)HO松本留吉 明治22年福島県に生まれる。大正4年東北帝国大学医学専門部医学科を
卒業、同8年科技庁防疫讐務を嘱託、同10年讐官に昇進、昭和6年線督府警察馨として花
蓮港麻に勤務。 (『改訂台湾人士鑑』台湾新民報社)Hl『マラリア防邊誌』(1932)55頁H2沼田俊 東京都に生まれる。明治45年嘉義麻北港支麻警部補、大正3年警察本署衛
生課警部兼台湾中央衛生会書記、翌年地方病及博染病調査委員会書記を歴任する。
(蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 墓湾史研究所)
113光田蒲喜太 岡山県に生まれる。明治42年5月斗六麻警務課警部補、翌年嘉義麻斗
六支店警部補、大正8年警察本署衛生課警部、同9年警務局衛生課警部兼地方病及博染病
調査委員会書記、同11年蔓北州警務部衛生課警部を歴任する。 (蔓湾線督府職員録系統
中央研究院 蔓湾史研究所)
114尾田通永 熊本県に生まれる。大正8年警察本署衛生課雇、同11年蔓北州警務部衛生
課衛生技手を歴任する。 (蔓溝線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)H5三浦民司 福岡県に生まれる。大正8年警察本署衛生課雇、同11年基隆郡役所警察課
雇、同13年蘇澳郡役所警察課雇、昭和 11年蔓北州警務部衛生課雇、同15年基隆市役所衛
生課雇を歴任する。 (墓漏線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)H6この時の警務局長は富島元治という人物で、彼は蔓彎絶督府警察官及師司獄官練習場
署長で大正9年に市区計画委員會や水利委員會、墓溝中央衛生會、蕃地調査委員會の委員
を歴任する。 (『旧植民地人事総覧 台湾編 4』 日本図書センター 大正9年7月1日269
頁～351頁 1997年)H7『マラリア防邊誌』(1932)4頁H8下村宏 官僚、ジャーナリスト。(1875～1957)和歌山県に生まれる。東京帝国大学
卒業後、逓信省に入り、為替貯金局長等を務める。大正4年(1915) 明石元次郎台湾総
督に招かれ、台湾総督府民政長官 (後に総務長官)となり植民地行政に携わる。同8年法
学博士。lo年に大阪朝日新聞社入社、昭和5年(1930泊1社長となる。同11年に退職し、同
12年貴族院議員となる。同18年日本放送協会会長。同20年4月鈴木貫太郎内閣に国務大
臣兼情報局総裁として入閣した。同年戦犯容疑者として拘留。21年から26年にかけて公職
追放。著作に『新聞に入りて』(1915)や『終戦秘史』(1950)力あ｀り、エッセイや歌集も多
い。有山輝雄 「下村海南」『近現代日本人物資料情報事典』吉川弘文館 2004年H9明治28年勅令第71号については原典史料を収集できておらず詳細な内容は分かつて
おらず今後の課題にしたい。
120台湾伝染病予防令第21条第2号には以下のように記されている。
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第二十一條 麻長ハ博染病豫防上必要 卜認ムル トキハ左ノ事項ノ全部又ハー部ヲ施行
スルコトヲ得
二 市街村落ノ全部又ハー部ノ交通ヲ遮断シ又ハ人民ヲ隔離スルコト
(『公文類纂』第二十人編 大正三年 (1914)第十九巻)
121種痘に関しては栗原純氏の「台湾における日本植民地統治初期の衛生行政について―
『台湾総督府公文類纂』に見る台湾公医制度を中心として一」東京女子大学『史論』第五
七号 二〇〇四年が詳しい。
122『マラリア防遇誌』(1932)60、1頁
123博染病豫防救治二徒事スル者ノ手営金二開スル法律 (明治二十二年七月 法律第30
琥)
第一條 判任以上ノ官吏二非スシテ博染病ノ豫防救治二従事スル者公務二因り病毒二感染
シ又ハ之二原因シテ死亡シタル トキハ本法ノ規定二依り手営金ヲ給ス
第二條 手営金は左ノ4種トス。
一 治療料 二 給助料 三 弔祭料 四 遺族扶助料
中略
第六條 手営金ハ國庫支耕ノ事務二従事スル者二在リテハ國庫ノ負指 トシ府縣費支耕ノ事
務二従事スル者二在リテハ府縣ノ負謄 トス。
第七條 地方長官ハ市匡町村二指示シ本法ノ規定二準シ其ノ博染病豫防救治二徒事スル者
ノ手営金支給二開スル規定ヲ設ケシムルコトフ得。
明治二十二年七月ヨリ蔓湾二施行ス。
墓溝線督府総務局地方課 『蔓彎地方制度法規輯覧』 蔓湾地方自治協會刊行 1943年124台湾伝染病予防令第8条については以下のように記載されている。
第人條 営該吏員必要 卜認ムル トキハー定ノ日時間俸染病患者アリタル家博染病毒ニ
汚染シ若ハ汚染ノ疑アル家ノ交通ヲ遮断シ又ハ病毒感染ノ疑アル者ヲ隔離所其ノ他適
営ノ場所二隔離スルコトフ得  (『公文類纂』第二十人編 大正三年 (1914)第19巻)
125台湾伝染病予防令第21条第7号及び第8号については以下のように記されている。
第二十一條 麻長ハ博染病豫防上必要 卜認ムル トキハ左ノ事項ノ全部又ハー部ヲ施行
スルコトヲ得
七 清潔方法又ハ消毒方法ヲ施行シ又ハ之力施行ヲ命シ及井戸、上水、下水、溝渠、
芥溜又ハ厠同ノ新設、改築、愛更若ハ康止ヲ命シ又ハ其ノ使用ヲ停止スルコト
人 一定ノ場所二於ケル漁携、済泳又ハ水ノ使用ヲ制限シ又ハ停止スルコト
(『公文類纂』第二十人編 大正三年 (1914) 第一九巻)
126『マラリア防過誌』(1932)62頁
127台湾新民報社 『改訂台湾人士鑑』1937年 170頁128『台湾総督府職員録系統』(蔓溝史研究所 中央研究院)
http:〃who.ith.sinica.edu.tw/s2g.action、
台湾総督府公文類纂 第3191冊第64件第5張
129台湾新民報社 『改訂台湾人士鑑』1937年130下村八五郎 「墓南州下二於ケル「マラリア」防過作業ノ賞際 卜其成績」『蔓湾讐學会雑
誌』 (358) 1935年 7 ～74頁
131下村論文は『菫湾線督府衛生部業績』にも収められている論文で当時の衛生観念の普
及やマラリア防遇の実態などを知ることが出来き、「史料」としての価値も充分にある論文
である。
132嘉義におけるマラリア防邊デーについては『マラリア防遇誌』238頁に以下のように
記してある。
州営局二於テモ之ヲ憂慮シ防遇定日ノ制ヲ設ケ営地域ハ毎月十五日ヲ之二営テ五月ヨ
リ賞施シ、従事員ハ勿論警察官公共園證ハ率先シテ之ガ指導励行ノ衝二営り或ハ宣博
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講話ヲナシ、住民二於テハ各自防過的清潔法及防蚊駆除ノ方法ヲ講ズル等最モ意義ア
ルー日タラシメ、従ッテ成績大イニ奉リツ アゝルヲ認メラレシガ (中略)次デ大正十
四年五月告示ヲ以テ本州管内一回ヲ防過地域二編入セラレ同時二防遇専属巡査一名ノ
配置ニヨリテ地物整理及蚊帳ノ使用励行ヲ措任セシメ、一面従来ノ防過定日ノ制ヲ再
興シ之ガ活用ノ方針ヲ樹テ賞行二カヲ注ギシニ、(中略)計董ノー部ヲ愛更シ各保甲費
ノ負指ヲ以テ事務巡査監督ノ下二常傭人夫十五名ヲ使役スルノ法ヲ設ケ同年月ヨリ賞
行シ成績ノ見ルベキモノアリシガ負指困難ノ篤大正十五年二月限り之ヲ廃止シ、再ビ
保甲民出役ヲ以テ励行二努メシ結果鬱蒼タル竹藪雑草ノ如キモ殆 ド伐採シきサル ゝニ
至レリ
以上の史料より嘉義では毎月 15日をマラリア防過デーと設定し、住民に対し警察官や公
共団体が講話をしたり、防過的清潔法を講じたり、防蚊駆除の法を講じたりした。また防
過専務巡査を一名配置し、地物整理や蚊帳使用の励行を住民に促した。専務巡査監督の下
に常傭人夫 15名を使役する法を設けたが、保甲費の負担が困難になり大正 15年3月に廃
止となり、再び保甲民の出役を以て地物整理や外部作業を行つたことがわかる。
133能澤外茂吉 石川県出身の警察官僚で1920年8月に墓中地方院法院の判官、1923年
に警務局警務課の事務官、翌年台南州警務部警務部長を歴任し、1927年に河川調査委員会、
水利委員会の幹事になる。1933年に台湾中央衛生会の委員を歴任する。
「台湾総督府職員録系統」(墓湾史研究所 中央研究院)
134佳里については『マラリア防邊誌』(1932)232頁に詳細に載っている。佳里の地勢
とマラリアの関係についていうと「数年前は全部落殆ど竹林を以て覆はれ且各所に濠あり
て蚊族の発生甚だしく、従つて「マラリア」病猫薇を極め毎年死亡超過を見、郡下に於て
最も不健康地と目され居たりしが、「マラリア」防邊施行地に編入以来住民に対し、強制服
薬を開始し叉竹林の伐採凹地の埋立排水溝の開設など地物整理に力を致したる結果、遂に
「マラリア」防遇作業の模範部落となり、「マラリア」患者著しく減少し衛生状態良好とな
れり。」とある。
135新市については『マラリア防遇誌』(1932)224頁に詳細に載つている。新市の地勢
とマラリアの関係についていうと、「地域内は土地平坦なるを以てツト水不良にして瀑地多く
加ふるに部落一帯芭蕉蓮霧其他樹木繁茂し鶯に蚊族の奎生棲息に適したるを以て外部作業
に意を注ぎ排水溝の掘整及池沼凹地の埋立を鶯したり、之に依りてツト水は良好となり地域
内の湿潤地を一掃するを以て衛生状態も亦良好となれり。」とある。
136専務巡査はマラリアの疫学的知識注入のために講習会を開き、マラリアの歴史、起原、
原轟奎、見蚊媒の事実、蚊の種類及び区別並に防蚊法乃至蚊族剰滅法等の知識を会得し、
マラリア防邊作業の指導監督者として選ばれた20名余りの警察官のこと
下村八五郎 「蔓南州下二於ケル「マラリア」防遇作業ノ賞際卜其成績」『墓溝讐學会雑誌』
(358)1935`■ 62～63頁
137マラリア防邊事務嘱託については下村八五郎の「墓南州下二於ケル「マラリア」防遇作
業ノ賞際卜其成績」『蔓湾讐學会雑誌』(358)1935年 63頁に以下のように記されている。
マラリア防過専務巡査ヲ配置シ且技術官ノ指導監督ノ下二防邊作業ノ賞務ヲ施行セル
モ無理解ナルー般民衆ニハ尚マラリア防過ノ意味徹底セズ、事業ノ園滑進捗ヲ期シ難
キヲ以テ地方有識階級ヲシテ先覚指導ノ任二営ラシムルニ如クハナシト鶯シ、學校長
保正其他有力者ヲマラリア防遇委員二任命シ、一般民衆二先立チ外部作業地物整理ヲ
篤サシメ、一面蚊帳ノ奨励二活動セシメタリ。之等委員ニハ彼等ノ地位二鑑ミ無手営
トシ、但慰安會ヲ開キ彼等ノ平素ノ努カヲ稿フコト セゝリ。此方法ニテ地方有力者ハ
率先本事業ヲ助長シ、目的達成二多大ノ成果ヲ収メタリ。
以上の史料よリマラリア防過事務嘱託は地方の有力者階級 (学校長、保正など)力｀マラ
リア防過委員に任命され、一般民衆に先立って外部作業や地物整理を行い、蚊帳の奨励を
実施する。彼等は無手当だが慰安會を開催し、彼等の平素の努力を稿うような施策を採つ
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ている。
138これに関しては『マラリア防過誌』(1932)170～3頁を参照する。
139上出英一 石川県に生まれる。明治41年に末蔓し堕水港麻警務課警部補となり、明治
45年に台南麻鳳山支庁警部補、大正6年台南庁警務課警部補、同13年新豊郡役所警察課
警務課長兼警部、昭和3年虎尾郡役所警察課警務課長兼警部を歴任する。
(蔓彎線督府職員録系統 中央研究院 墓湾史研究所)
140開帝廟とは開羽を祀つている廟で武廟とも呼ばれる。
141白井房吉 福島県出身で大正12年(1923)に東石郡役所警察課警部補、昭和3年(1928)
に北港郡役所警察課警部補、同7年から約10年間東石郡役所鹿草庄の庄長を歴任する。
(蔓彎線督府職員録系統 台湾史研究所 中央研究院)
142衛生映画について纏めた研究としては川瀬健一が2013年6月29日(土)に天理大学
で開催された天理台湾学会第23回研究大会において口頭発表を行つた際の資料である「日
本統治時期に放映された博染病豫防映画について‐大正年間を中心に‐」(2013)力あ｀る。
143西本安衛 岡山県に生まれる。明治40年嘉義鷹打猫支麻警部補、大正3年嘉義麻警務
課警部、翌年嘉義麻臨時防疫部部員兼警部、同11年蔓南州警務部衛生課警部、同13年北
門郡役所警察課長兼警部、昭和2年東石郡役所警務課警察課長兼警部を歴任する。彼もま
たマラリア防過に関する専門家でマラリア防遇講習の講師を務めた人物である。
(蔓溝線督府職員録系統 中央研究院 蔓脅史研究所)
144劉士永によると大正 14年(1925)に流行性脳炎が台南 。嘉義で大流行したと2014
年 10月24日の第 10回嘉義研究大会と批評してくれた。
145蚊帳の奨励については下村論文67頁に以下のように記されている
大正13年局部的二、大正14年ヨリ州下全般ニマラリア防遇規貝Jヲ施行シ其全部ヲ又
ハー部ヲ賞施スルニ営り、外部作業、地物整理等蚊族撲滅二邁進セル外蚊族刺督ヲ防
グ鶯蚊帳ノ確賞使用ヲ督励セリ。州下民衆ハ普通寝蔓適應ノ蚊帳ヲ有セザルノミナラ
ズ、吊方ノ不完全又ハ破損等ノ鶯蚊族ノ自由自在二出入リシ人身ヲ襲フヲ以テ特二之
等二注意ヲ排ヒ民衆ノ自覚ヲ促セリ。蚊帳調査表第7表ノ如シ。本表ハ州下郡部二於
ケルー般蚊帳ノ調査ニヨルモノニシテ、之レニヨリ不足数又ハ不完全ナルモノニ封シ
テハ購入セシムル方法ヲ講ジタリ。然ルニ貧困ニシテ自ラ購入ノ資カナキ者ハ全額又
ハー部補助ヲ興へ、州ヨリ又ハ街庄ヨリ購入給典スルコト セゝリ。尚購入ノミナラズ
吊方二於テモ不備ノ尉多キヲ以テ、之等二特二注意シ且ツ僅ノ小孔ヲモ修繕セシメ、
又夜間蚊帳外二就寝スルヲ禁ジ特二警察官ヲ巡視セシメ、以テ蚊帳完全使用ヲ督励セ
リ。之等ノ督励ハ不知不識ノ間二民衆二感應シ、数年ナラズシテ彼等は自奎的二使用
スルノ域二達セ
以上の下村論文より蚊帳の使用励行を促し、僅かな穴も修繕するように督励した。また
蚊帳購入が困難な貧困者には全額若しくは一部補助し州又は街庄から購入給与とした。夜
間に蚊帳を使用しているかどうか警察官が巡視し、蚊帳の完全使用を督励した。数年で部
落民たちは自発的に使用するようになつたことが分かる。
第7表 蚊帳普及調査表(昭和元年年枷
郡 別 寝皇敦 現在蚊帳数 購入敦(大正 14年末) 不足敦並買換敦 摘要
新豊郡 19,265 17,441 8,740 同328帳
新化郡 24,100 21,829 10,681 同367帳
曾文郡 21,020 19,599 4,885 1,485 同29帳
JヒF号署椰 29,580 26.920 9,405 2,660 同969帳
新螢郡 30,375 29,863 1,328 同58帳
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嘉義郡 61,726 61,297 4,090 1.201 同33帳
斗六郡 33,433 31,279
虎尾郡 34,088 31,968 10,196 同 188帳
北港郡 24,136 18,917 3,435
東石郡 38,817 27,661 8,464 2,970
146増田秀吉 明治20年、埼玉県に生まれる。大正三年の帝大出身、秋田県から渡菫し、
総督府民政局土木課に居たこともある。その後大正14年に台南州の警務部長、、墓北州警
務部長を歴任後、欧米各国を視察し、婦府後皇北市ヂ (市長)として墓北市電敷設計画を
自紙に戻した人物であり、昭和10年の台湾大地震の後の新竹州知事を歴任した人物である。
橋本白水 『台湾統治 卜其功労者』南國出版協会 1980年
147高雄州での衛生模範部落建設については『昭和十一年高雄州衛生要覧』(高雄州警務部
衛生課 。昭和十二年十一月十五日)74頁に以下のように記されている。
州下も各濃疫部落を施行地域に指定して之が撲滅に努力し、更に昭和五年より防過規
則の一部を全州下に施行して竹木の下枝伐採、埋立、雑草刈払、排水建設、清潔保持
豚舎、堆肥舎及便所の建設を為さしむると共に防過思想の啓発に努めて之が目的達成
を期し其の作業状況を審査表彰して州下を挙げて優良部落の建設に努力中なり
以上の史料より高雄州においてもマラリア濃疫部落を防過施行地域に指定してマラリア防
邊に努め昭和5年(1930)より防過規則の一部を全州下に施行して竹木の伐採 。埋立 。雑
草の刈り取り。排水の工夫 。清潔な豚舎や便所の建設・防過思想の啓発普及等を行い、目
的達成のために作業状況を審査表彰して州下を挙げて優良部落の建設に尽力したという。
註 138の表
州鷹 開催日 講師名 役職
墓北州
昭和3年3月
宮川富士松
衛生技師
同4年3月
同6年3月 衛生課長
同5年3月
下村八五郎 衛生技師
同6年3月
皇南州
大正 12年3月
宮川富士松 衛生技師同13年3月
同14年3月
同13年3月
下村八五郎
嘱託
同14年3月 地方技師
同15年2月
警察医昭和2年1月
同3年3月
大正 14年3月 柿原保 地方技師
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昭和2年1月
安倍貞次 衛生技師
同3年3月
同4年3月
同6年3月
高雄州
大正 15年4月
榊原保 衛生技師
同年 5月
同年7月
同年 11月
昭和2年4月
同年5月
同年 6月
同年 7月
同年 9月
同年 10月
同3年8月
同年 9月
同年 10月
同年 12月
同4年1月
同年 2月
同年 7月
花蓮港慮
昭和 2年8月
頴川一三 警察馨
同4年4月
『マラリア防過誌』170～173頁より(一部引用)
148太田肥洲 『新菫湾を支配する人物と産業史』墓湾評論者 1940年 500頁
149戦前 。戦中期アジア研究資料2『植民地社会事業関係資料集[台湾編]25』「医療と衛生
衛生 2」 近現代資料刊行会 2001年6月復刻 所収
150『マラリア防過誌』(1932)1～2頁において甲仙哺採脳拓殖会社のマラリア防過につ
いて以下のように記載されている。
明治三十九年元阿線鷹下に於て甲仙哺採脳拓殖株式会社が甲仙哺山地に於いて大々的
採脳事業を企董し内地より多数の採脳人夫を招致したりしに彼等の多くは日ならずし
て本病の侵襲を被り同時に本島人部落方面に博播して大流行を末し患死者相次ぐの惨
状を呈せり。鶯同會社は非常なる悪影響を被り事業経螢上一大支障を生じ居る趣を以
て之が善後策を線督府に依頼する所あり故に線督府は営時欧米各地を視察研究して掃
府したる讐學校教授及地方病及博染病調査委員會臨時委員たる木下嘉七郎をして同地
に出張せしめ同教授指導監督の下に厳重なる「マラリア」豫防方法を賞施したり之即ち
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本島に於ける「マラリア」防過の濫傷とせり。木下教授は明治四十年四月先つ同地に於
ける在来住民の採血検査を行ひ「マラリア」の侵疫度を測定し而して検出せる原轟保有
者及び時々の嚢生患者に対しては悉く完全なる服薬を加へ次で同年七月より同地住民
二五〇〇人に封し「コッホ」氏のグラム豫防法を施行せり此方法は住民に封し豫防的月艮
薬を強要するものにして即ち成人は「キニーネ」一。○瓦を九,十の爾日に服用せしめ(年
齢謹性に従て差あり)之を連績するものにして其の効果頗る顕著なるものありき。
要するに木下嘉七郎を中心にコッホ流のキニーネ予防内服法を実施してマラリア防過を行
った。
151蔓彎地方病及博染病調査委員會 墓彎地方病及博染病調査委員會規程(明治32年11月
決0[抄]
一 蔓漏に於ける地方病博染病及阿片膝者治療法の調査研究をなす鶯墓溝線督府に蔓溝地
方病及博染病調査委員會を置く
一 墓湾地方病及停染病調査委員會は左の職員を以て組織す
委員長 一人 委員 若干人
委員長は民政長官を以て之に充て委員は童湾線督府及所属官衛高等官の内より菫湾線督之
を命す
一 蔓湾線督は必要と認むるときは常任委員の外臨時委員又は委員補助を命することある
ヽし
一 委員會は調査検察の篤會員を臨時各地方に派遣するの必要を認むるときは之を蔓漏線
督に具申す
一 委員長は會務を線官し議事を整理す
一 委員會に幹事一人書記若千人を置く
幹事は蔓彎線督府高等官内より墓湾線督之を命し書記は蔓湾線督府及所属官衛判任官に就
き委員長之を嘱託す
一 幹事は委員長の命を承け庶務を整理し書記は幹事の命を承け議事の筆記及庶務に従事
す
委員長 民政長官 下村宏   委員 研究所技師 高木友枝
委員  讐院院長 稽垣長次郎 委員 讐學校教授 堀内次雄
委員  防疫医官 羽鳥重郎  幹事 技師    倉岡彦助
幹事  警視   後藤祐明  書記 警部    有田茂基
書記  警部   沼田俊
『旧植民地人事総撹(台湾編)4』日本図書センター 1997年
152台湾南部の移民村である日の出および常磐村と同じように千歳村も「藤草移民村」と呼
ばれた。煙草移民として昭和11年(1936年)4月入植、老濃渓新生 地に建設された。500
甲の耕作面積を持ち、上里 。中国・り|1北。下平の4つの衆落があつた。100戸・487人規模
の移民村であつた。九州からの移民が多く、鹿児島県出身者が多かつた。
荒武達郎「日本統治時代台湾東部への移民と送出地」『徳島大学総合科学部 人間社会文化
研究』第14巻 2007年
153総督府は曇に移民収容十ヶ年計画を樹立し十ヶ年間に三、五二人戸の内地人農業移民を
招致することとなり其の第一年目事業として昭和十一年度に二九五戸を入 植せしめる予
定の処既に本年七八月迄に高雄州屏東郡下、下淡水渓新生地中に千歳村、常盤村を建設し
一六五戸の移民を定着せしめたるが今回又人○戸を左記要 項に基き台中州北斗郡下、濁水
渓新生地の一部に入植せしめることに決定し台中州と協力し目下着々移民建設中である而
して残余五〇戸中三〇戸は台南州下、新 虎尾渓新生地ノー部二〇戸は台中州北斗郡下、秋
津村隣接地に入植せしめる筈である
計画要項
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一、移住地域
北斗郡北斗街及渓州庄内濁水渓新生地約四〇五甲
二、移民募集地域
内地(九州中国及四国地方の予0及島内
三、移民に対する割当土地(一戸当)
耕地となるべき土地
三甲六(田六分畑三甲)
宅地となるべき土地 〇 。一五
共有地 ○・五〇
計 四 。一五
四、移民に対する補助金(一戸当)移民家屋建築費、飲料水施設費農具及役畜費、医療費に対
する一部の補助金として約六〇〇円外に煙草乾燥室建築費に対し明年度に於て其の実費の
約三分の一を補助
五、移民村の土地利用区分
△田四人甲△畑二四〇甲△宅地一二甲△道路灌漑排水其の他の敷地七三甲△計四〇五甲
六、移民の農業経営
各移民は毎年左記収穫を挙げる様経営をなすものとす
△水稲六分△小麦六分△煙草一甲△甘庶一甲△甘藷一甲
七、募集及入植時期
募集の時期は内地は明年一、二月中、島内は明年一月中入植時期は内地及島内共に明年二
月中
尚本島移民の将来に付ては総督府は単に右第一次移民収容十ヶ年計画に止まらず更に山地
開発調査及東部開発事業の結果内地人農業移民適地を求め之に 対し第二次移民収容計画
を樹立し多数の内地人移民を招致し其の実生活を通し一層内台人融和の実を挙げ帝国国力
の伸展に資せんとするものの如し
台湾日日新報 1936年12月15日「府の移民事業計画十力年に3500餘家族 本年は295
戸を招致 内80戸を墓中州に」
154マラリアの感染状況の主な指標は原虫保有率 (parastte rate)と牌腫率 (spleen rate)
ウロビリノーゲン反應の三種類である。原虫率とは人口100人に対する原虫保有者の割合
であり、この原虫保有者とは、血液中から原虫が検出されたことで感染を認定された者を
指す。一方牌腫率とは、膊臓が一定以上肥大したことを以て感染者と認定し、その割合を
示す値をいう。月卑腫率は比較的動揺が少なく、ある時点における感染状態を把握するのに
有力なる根拠となる。ウロビリノーゲン反応はビリルビンという赤血球中のヘモグロビン
が肝臓や牌臓などで壊されたときにできる胆汁色素が腸に排泄され腸内細菌によつて分解
されたものをウロビリノーゲンといい、尿検査をし、それが陽性反応を示した場合マラリ
アに罹つていると看倣す。また原虫率の数値は、流行浸淫度を示し、1%台は「低い」、2～3%
台は「やや高い」、4%台からは「かなり高い」と評される。
155 昭和 10`手の誤 りか
1566.71%の誤りか
1571.23%の誤りか
1581.28%の誤りか
159o。51°/0の誤りか
1605.15%の誤りか
161 5。36%の誤りか
1622.75%の誤りか
163 4.530/0の誤りか
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164 8.74%の誤りか
1656.62%の誤りか
1663.16%の誤りか
1673.14%の誤りか
1683.75%の誤りか
169 831の誤りか
170 705206D司呉りか
171松脂から造られた石鹸のこと
172ベルガモットとはミカン科の常緑高木樹の柑橘類で主産国はイタリア、チュニジア、
モロッコ、ギニアである。
173レモングラス (香亡)から採取した蚊取線香のようなものでマラリア防過に相当な効
果があつたとのこと。
『熱帯衛生並二熱帯病提要』(台湾軍軍讐部編 大正 11年)192～198頁
国立国会図書館 近代デジタルライブラリー 閲覧
174『官営移民事業報告書』は大正8年(1919)に台湾総督府によつて編纂された報告書
で吉野村、豊田村、林田村の概要を七つの項目[地誌、戸日、衛生、土地及農業、教育及宗
教、移民の経済状態]で書かれている史料であり、衛生の項目の中に移民地のマラリアの状
況が分かる。
175移民地の衛生状態などが分かり得る史料に濱田隼雄の『南方移民村』があり、この本
はマラリア防過に尽力した神田全次をモデルにしている小説である。この小説の中に多く
マラリアに関する記述が見受けられる。
176恙轟病の原因はツツガムシというダニが持つリケッチアで、ツツガムシに草むらなどで
吸着されると菌が体内に入つて発症します。恙轟病の発見者はマラリア防遇などで多大な
功績のある羽鳥重郎で、羽鳥は恙轟病研究の第一人者である。
177筆者が確認している段階では一番最初に設立されたマラリア防遇組合である。台南で
は昭和 12年にマラリア防過組合が組織されている。『台南州衛生概況一昭和十四年版―』(台
南州警務部衛生課、1939年)台中州では保健組合といい、昭和 11年に組織されている。
『昭和十四年版保健組合事業概況書』(台中州警務部衛生課、1939年)
178『官営移民事業報告書』(1919年、台湾総督府)133～136頁
179註178同掲書 125頁
180吉野村の腸チフスの防遇に就いては『台湾日日新報』1934年1月13日付に以下のよ
うに記されている。
吉野村では一昨年二十二名の腸チフス患者奎生以東大恐慌を末したので花蓮港麻衛生
係ではこれが豫防撲滅を期する鶯昨年全戸に封し三回に亙り豫防注射を励行した効果
著しく一名の患者の嚢生をも見なかつたので本年も早々之を賞施することになり、第
一回は十日から十三日まで第二回は十五日より十八日まで第二回は二十一日から二十
四日まで全村民一人○○名に封し豫防注射を行ふこととなった
以上の史料より吉野村で1932年に腸チフスが大流行を来したので花蓮港麻衛生係が予防
注射の実施を決定し、昨年実施した。その結果一名の患者も出なかつたので、今年も予防
注射を行うことにし、1月10日から3回に分けて予防注射を1800名に実施したことが明
らかになった。
181流行性感冒や流行性1嵩炎の予防には日光消毒が効果的である。そのため家屋改良では
通風採光を可良ならしむる為に窓を設置するなどの対策が取られている。
182この論文は台湾総督府中央研究所衛生部業績第355号として収められている論文であ
り、震災と多降雨によつて流行性マラリアが発生したことについて分析がされている貴重
な史料であるといえる。
183鏡検手について『マラリア防遇誌』(1932)121、22頁に以下のように記されている。
174
鏡検手ハ所轄郡守又ハ警察署長ノ指揮監督ヲ受ケ左記各琥ノ事務二従事スベシ
ー、「マラリア」防遇施行地域内居住者二封シ毎月一回以上日時ヲ定メ採血検査ヲ行フ
コト
ニ、採血検査ノ結果原轟保有者ヲ発見シタ時ハ其ノ家族同居者二封シ更二採血シ検鏡
ヲ鶯スコト
三、原轟保有者 卜決定シタル時ハ戸主又ハ本人二通知シ左記方法二依り月長薬セシムル
コト、服薬ハキニーネニ在リテ大人一日0.8瓦、オイヒニンニ在リテハ 1.2瓦トシ年齢
及健康状態二依り適宜減量スルコト
四、「マラリア」防過施行地内ノ住民ニシテ臨時採血検鏡ヲ願出ル者アル トキハ直二之
ヲ行ヒ原轟ヲ嚢見シタル トキハ前琥二依り服薬セシムルコト
五、常二「マラリア」患者並二原轟保有者ノ状況二注意シ其ノ著シキ増減二封シテハ
其ノ原因ヲ調査シ報告スベシ
六、毎月一回蚊族ノ調査ヲ行ヒ翌月五日迄二第一琥様式二依り報告スベシ
七、蚊族発生ノ箇所ヲ調査シ整理ヲ要シ又ハ防過上必要 卜認ムル事項ハ受持警察官吏
卜協議ノ上郡守又ハ警察署長二報告スベシ
人、常二開業讐受持警察官吏卜連絡ヲ採り防遇事務ノ徹底進捗ヲ固ルコト
184『台湾日日新報』(昭和11年5月12日)に巡回講話についての記事がある。
昨年の大震災後新竹州下に悪性マラリアが蔓延しこれが豫防注射又は蚊帳の配布をな
したことは既報の如くであるが、本年は天候不順なのに鑑み州衛生課当局はマラリアの
眺梁を極度に憂慮してゐるが念々十二日より約一週間に亙り震災地苗栗郡下各部落に
於て家長会を開き下村州衛生課が防邊に関する巡回講話を行ふ
この史料から震災後のマラリア防遇として予防注射と蚊帳の配布を実施したこと、家長
会を開催し下村八五郎衛生課長がマラリア防遇に関する講話を行うことが決定されたこと
が明らかになつた。
185今村明恒 (1870～1948年)鹿児島県出身の地震学者で、鹿児島高等中学造士館を
経て、第一高等中学校 (現在の東京大学教養学部)を卒業後、1891年に東京帝国大学理科
大学 (現在の東京大学)の物理学科に進学し、大学院で地震學講座に入り大森房吉に師事
した。震災予防調査会がまとめた過去の資料から関東大震災を予見した人物で1911年に今
村式強震計を発明した。山下文男 『君子未然に防ぐ 地¨震予知の先駆者今村明恒の生涯』
東北大学出版会、2002年を参照
186今村明恒「昭和十年蔓湾ノ烈震二就イテ」『昭和十年台湾震災誌』1936年 87～88頁
187戦前・戦中期アジア研究資料2『植民地社会事業関係資料集25【台湾編】医療と衛生
衛生 2』 近現代資料刊行会 2001年6月復刻 所収
188マラリア防遇成績表の数値は結構間違つていることがあるので検討が必要である。
189マラリア防邊施行地人日の著しい増加について詳細は不明である。
190大震災による竹南郡の死亡者が328人、苗栗郡の死亡者が794人、両郡合わせて 1,122
人となり新竹州全体の死亡者(1,369人)の約82%を占める。また竹南郡の全壊家屋は3,637
戸、苗栗郡の全壊家屋は5,394戸、両郡合わせて9,031戸となり新地区全体の全壊家屋
(12,391戸)の73%を占める (『昭和十年台湾震災誌』台湾総督府 1936年3月)竹南郡
と苗栗郡の被害の大きさが窺われる。
191審査結果については以下のように記されている。
而シテ昭和十二年度二於ケルリヽ‖下ノ成績左ノ如シ
郡別
一等 大渓郡
二等 竹南郡
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仝  ツヒ園郡
二等 中歴郡
仝  大湖郡
派出所別 (二等以下省略)
一等 桃園郡小檜渓
二等 大渓郡内柵
仝  竹南郡苦苓脚
仝  大湖郡卓蘭
建設功勢者ヲ表彰セル者百十一名
昭和十二年度ハ都合ニヨリ郡審査成績ヲ以テ知事表彰ヲ行ヘリ
新竹郡香山
ツヒ園郡坑子外
竹東郡費山
竹南郡海口
苗栗郡社苓
大湖郡卓蘭
建設功劣賞ヲ表彰セル者百三十五名
台湾大震災時の新竹知事は内海忠司である。内海の後任には増田秀吉が就任した。昭
和 13年の新竹知事は赤堀鐵吉である。 (『衛生概況』85,86頁)(『旧植民地人事総覧
台湾編 6』
192組合事業の詳細については以下の通りである。
組合事業項ロシテ賞施スベキ事項左ノ如シ
(一)地方病ノ豫防撲滅
1、 マラリア防遇
2、 トラットホーム豫防治療
3、 寄生虫ノ駆除撲滅
(二)博染病予防制邊
I、 偉染病奎生又ハ其ノ虞アル時二於ケル豫防消毒二開スル事項
Ⅱ、鼠族ノ駆除
Ⅲ、病原博播ノ昆虫 (蠅、油虫、蚊等)ノ嚢生豫防駆除
(三)生活環境ノ衛生的改善
井戸ノ改善、下水溝、塵箱、墓所、窓、便所、牛豚舎、養鶏舎ノ新設改修、地物整理
其ノ他清潔保持等二開スル事項
(四)其ノ他公衆衛生二開スル事項
(『衛生概況』84頁)
193新竹州のマラリア防遇事業のマラリア防邊概況を参照。
194この時代の菫中州警務部衛生課の衛生課長は医学博士の桐林茂である。桐林茂の経歴
は以下のようである。桐林茂 明治24年福井県に生まれる。大正5年金沢医学専門学校を
卒業。同6年大阪商船株式会社の船医、同 11年総督府港務検疫医員、翌年菫北州衛生技師、
昭和 11年地方技師兼中央研究所技師、蔓中州衛生課長兼薬品試験支所主任を歴任する。(『改
訂台湾人士鑑』 1937年、1989年『台湾人名事典』として日本図書センターより復刻)
195戦前 。戦中期アジア研究資料 2『植民地社会事業関係資料集[台湾編]24医療と衛生
1』 近現代資料刊行会 2001年6月復刻
196プラスモヒンの可能性が高い。
197 3,956の誤りか
198 6,858の誤りか
199 13,936の誤りか
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200 19,734の誤りか
201 246,618の誤りか
202 1,285の誤りか
203 465,282の誤りか
204 9,308の誤りか
205 9,o15の記異りか
206 938の誤りか
207 129,843の誤りか
208正しいと思われる方の数字を使用した。
209『昭和十四年版保健組合事業概況書』7頁を参考にした
210活動写真とは映画のことで、衛生映画が台中州衛生課では作成されていた。以下流行
性脳炎に対する予防宣伝映画について『台湾日日新報』1923年 1月22日に以下のように
記されている。
「台中州衛生課にては、昨年十一月多額の費用を投じて、流行性脳炎予防宣伝の活動写真
フイルムを作り、既に台中、南投、新高、能高、豊原の各市郡に於いて公開して、一般の
観客に供し、何れも多大の高評を博し、日下東勢郡下にて開催中だが、該フイルムは従来
の各種宣伝用衛生フイルムとはその□をことにし、通俗的にて且つ趣味多く、殊に写真中
漫画を以て病毒の伝播を示し、衛生思想の幼稚な本島人に対しては最も理解し易く非常に
歓迎され、この映写に対しては開催地の街庄長、郡警察課長等講話或いは宣伝に努め効果
を収めているようだ」
2H正しいと思われる方の数字を使用した。
212正しいと思われる方の数字を使用した。
213組合規約の詳細については今史料を探しているところである。
214義務出役に従事しなかつた者に対する過怠金 (遅延料)のこと。
215収集できている史料の範囲内において
216 近藤綾 「日本植民地期の台湾原住民に対する集団移住政策と「マラリア流行事件」
一台中州ブヌン族の事例研究を中心に一」『早稲田大学大学院アジア太平洋研究科修士論文
改訂版』 2004年
217藤井志津枝 『理蕃一日本治理台湾的計策』 文英堂 1997年 以降、藤井 (1997)
と略す。
218松田吉郎 『台湾原住民の社会的教化事業』晃洋書房 2011年 23頁219陳秀淳 『 日抜時期台湾山地水田作的展開』 稲郷出版社 1998年 15頁 以降、
陳 (1998) と略す。
220 藤井  (1997)237頁
221清朝期から設置され始めた蕃地と「非蕃地」の境界に設けた「防蕃」施設のこと。必
要地′点には、高圧電流を流す鉄条網を設けた場所もあつた。『理蕃誌稿』
222胡暁 「日拠時期理蕃事業下的原住民集団移住之研究」1996年 200頁
223代表例としてはシャカロー社の移住が挙げられる。「「シャヵロー」蕃の蕃社併合式」
『理蕃誌稿』第二巻第四編 213～215頁 1932年224陳秀淳 (1998)、17頁
225『台湾警察協会時報』第31号 (大正8年12月25日)「全島地方官会議二於ケル田
総督ノ訓示」
226『台湾警察協会雑誌』第107号(大正15年5月)鈴木生「新竹州蕃童教育所聯合學
藝會及運動會を見て」
227『台湾日日新報』大正9年12月11日「蕃人は宜しく去勢するんだね 宇野理蕃課長
語る」
228『台湾警察時報』第40号、41号 昭和6年10月 穴澤穎治「蕃人移住集団政策と
177
マラリア問題」
229註228に同じ「駐在所の位置に付考慮すること」の箇所で駐在所に近接して蕃童の寄
宿舎を設けていることが多く、これについて穴澤は (一)教育指任者と蕃童との接触の機
会を多くし心の疎通を図り、教育及保健條の注意を行き届かせるようにするためだと指摘
している。しかし穴澤は、マラリア罹患者の極めて高い幼年期の蕃童と駐在所が近接して
いることに対しては、衛生上の理由から反対している。なぜなら畢党蕃人の幸福を増進す
るための授産教育、警備等の理蕃事業は一に警察官が健康であつてはじめて遺憾なく行わ
れ、蕃社の「マラリア」防邊は係員が健康であって初めて流行を阻止し、良き成績を上げ
ることができるから駐在所員の宿舎と蕃童合宿所を近接することには反対であると指摘し
ている。
230註228に同じ
231『理蕃誌稿』は台湾総督府警務局で編纂され、第一編 (1895～1902)第二編 (1903
～1909。)[第一巻、1918年]第二編 (1909。10～1914)[第二巻、1921年]第四編 (1915
～1920)[第二巻、1932年]第五編 (1921～926)[第四巻、1938年]が収められている。青
史社から1989年に『理蕃誌稿』第一巻～第四巻として復刻されている。
232岡山敬吾は熊本県出身、明治39年(1906)に深坑麻警務課嘱託、翌年深坑聴景尾支聴嘱
託兼ラハオ在勤公医、同43年(1910)に蔓北麻新店支麻嘱託、大正3年(191のに菫北麻新店
支聴警部補を歴任する。(蔓湾線督府職員録系統 中央研究院 蔓湾史研究所)
233「台北庁ウライ蕃務官吏駐在所二嘱託馨ヲ配置ス」『理蕃誌稿』第二巻 291頁 1921
年
234駐在所に関しての研究には林一宏の「日治時期台湾山地「駐在所」建築之初歩研究」『国
立台湾博物館98年度自行研究計画書』 民国98年(2009)があり、駐在所は教育、衛生、
交易をも掌る機関であり、蕃地政策上の重要拠点であつた。
235「南投庁南蕃地二於ケル療養所ノ新設」『理蕃誌稿』第二巻 294頁 1921年
236「蕃地二公讐配置二開スル件」『理蕃誌稿』第二巻 249頁 1932年
237「平林療養所設置」『理蕃誌稿』第四巻 192頁 1938年238『理蕃誌稿』第二巻 「蕃地医療機関 大正五年」286～290頁、
『理蕃誌稿』第四巻 「蕃地医療機関 昭和元年末」1143～1147頁を参照
239「蕃人ノ種痘」『理蕃誌稿』第二巻 373頁 1921年
240「ビィラウ社其ノ他蕃人ノコレラ」『理蕃誌稿』 第四巻 191頁 1938年
241「紅頭嶼二蔓延セシ赤痢患者」『理蕃誌稿』第四巻 193～196頁 1938年
この熱帯赤痢の発病蔓延の原因は植物採取の為に紅頭嶼へやつてきた殖産局の技手山田金
次の胃腸病が原因であり、紅頭嶼のヤミ族に感染した。
242「官原眼科部長ノ蕃人眼病治療」『理蕃誌稿』第四巻 1116頁 1938年243官原武熊 1874年に鹿児島県に生まれる。東京帝国大学医学部を卒業後台湾に渡り、
1925年に台南医院眼科部長を歴任後、1927年に台中に宮原眼科を開業、1931年に台中州
州協議会議員、台中州州会議員、台中州州参事会員を歴任、1933年に台湾文人のサロンで
ある東亜共栄協会のメンバーとなり、1945年には墓中州私立蔓中商業専修學校の校長を歴
任した人物である。
httpソzhowikipedia.org/wiki/%E50/OAEO/OAE%E5%8E%9F%E60/OAD%A6%E7%86%8_Aを
参照
244共同便所などについて詳しくまとめた本は董宜秋の『帝国興便所一日治時期墓溝便所
興建及汚物虎理一』(2005年)力｀ある。
245台湾総督府警務局衛生課 『マラリア防遇誌』 1932年 217,218頁
246 同■1、 229,230頁
247森下薫  『 マ ラ リアの疫学 と予防一台湾 に於 ける 日本統治時代 の記録 と研究』菊屋書
房  1976年 31頁
178
248桝屋生「蕃地マラリアの効果」『理蕃の友』1935年12月号7,8頁
249同上 7,8頁
250桝屋生「蕃地マラリア防過に就いて」『理蕃の友』1935年5月号 5～7頁
251河原蓬とは、キク科の植物で日本、朝鮮半島、台湾、中国に分布していて、河原や海岸
の砂地に生え、高さは30～100 cIII位になる。茎の下部は木質化し、葉は 1～2回羽伏に全裂
し裂片は糸状である。漢方では「インチンコウ」と呼ばれ、消炎作用がある。マラリア防
遇にも有効的でよく使用されていた。吉井勇 『河原蓬』 春陽堂 1920年
252疱燕秋 「日本帝國奎展下殖民地台漏的人種衛生 (1895-1945)」,『國立政治大學歴史
學研究所博士論文』 1999年 166頁
253マラリア検査のための血液塗抹標本には、血液厚層塗抹標本と血液薄層塗抹標本があ
る。血液厚層塗抹標本は、スライドグラスに血液を一滴とリスライ ドグラスの角で延ばし
直径約lcmにしたものをいう。血液薄層塗抹標本は、スライドグラスの一端近くに少量の
血液を置き、これにカバーグラスを接し鈍角の方向にすべらせたものをいう。血液厚層法
は原虫が少ない時、集団検診の時に有利であるが、原虫を確認する時には熟練を有する。
一般的には、まず血液厚層塗抹標本を作つて原虫の有無を検査し、次に血液薄層塗抹標本
を作つて充分に原虫の形態を監察する。血液薄層法は形態を知るには有利な方法である。
(吉田幸雄 『図説人体寄生虫学 第2版』南山堂 1982年)
また台湾総督府は各州庁の警務部長に対して森下薫が発表した「血液厚層法に依るマラリ
ア原轟の鑑別法」を参考にするようにと訓諭している。
254中村文治 福岡県出身 昭和8年(1933)から警務局理蕃課の警部となる。昭和18年
(1943)には台湾総督府警務局の理事官となり、蕃地マラリアの防過等に尽力する。
255中村生「蕃地における衛生組合」『理蕃の友』1937年3月号 3頁
256同上 3頁
257この薬品は「アテブリン」か「プラスモヒン」だと推測できる。その理由として昭和
7年(1932)頃からキニーネに代替する薬の研究が進められ、昭和 14年(1939)に長崎大
学熱帯医学研究所蔵で塩野義商店学術映画部と森下薫・小田俊郎が監修制作した映画『マ
ラリア』の中でキニーネ・アテブリン・プラスモヒンの二つの特効薬についての説明があ
るためこのように推測できる。
258『高砂族調査書 第六編 薬用草根木皮』台湾総督府警務局 1939年
259王紹宗という日本植民地時代を生きた人物に2013年8月にインタビューを行つた際
に戦火が悪化するにつれてキニーネの供給が少なくなつていき、民間療法であるグアバの
葉を煎じて飲んでいたと仰つていた。その際に警察や医者達も民間療法の妥当性を認め、
西洋医学に取り入れて、施薬として使用していたとの事実があつたことを語つてくれた。
260揚村剛 「伊沢修二の台湾教育構想一混和主義を中心に一」『兵庫教育大学大学院修士
論文』2013年
261『台湾教育沿革誌』台湾教育会 1939年(1982年 青史社より復刻)165～170頁
262国府種武 『台湾に於ける国語教育の展開』第一教育社 1931年(1988年 冬至書
房より復刻)138～140頁
263『台湾教育沿革誌』278、290頁
264国府種武『台湾に於ける国語教育の展開』151～153頁
265察茂豊 「中国人に対する日本語教育の史的研究」『筑波大學大学院博士論文』1977
年 (後に同著は『台湾における日本語教育の史的研究:1895年～1945年』と改名して東呉
大学日本文化研究所より1989年3月に出版された。)
266+( )は「蕃人」の児童数を指す。267-o二巻はコクゴ、三 。四巻はこくご。
268磯田一雄『皇国の姿を追って一教科書に見る植民地文化史』皓星社 1999年
269察錦堂 「日本抜台初期『國語』教科書之分析」『中國興亜洲関係史學術討會論文集』
179
238-289頁 1993年
270『国民読本参照国語科話方教材』は明治33年9月蔓彎線督府民政部學務課の国語学
校教諭山口喜一郎が編纂したもので、本書の教材は動詞に重きを置いた教材であり、「躾」
や「衛生の習慣化」を目指した題材が多いように思われる。
271グァン式教授法については王秋陽の「日本統治時代台湾における日本語教育一グアン
氏言語教授法に関連して一」『山口大学大学院東アジア研究科博士論文』2011年が詳しい。
フランソフ・グアンはフランスの言語学者で、自身のドイツ語学習に失敗した経験から考
案した自然教授法の一種である。因みに「史料」中ではゴアン式と出てくる。
272ェドヮード・ジェンナー(1749～1823)はイギリスの医学者であり、ジェンナーが医者
になった頃、牛の乳搾りなどをして牛と接することによって自然に牛痘にかかつた人間は、
その後天然痘にかからないという農民の言い伝えがあり、ジェンナーはこれを天然痘の予
防法に使えるのではないかと考え、1778年から18年間に亘り研究を続け、ワクチン(牛痘
法)を開発した。この功績からE.ジェンナーは「近代免疫学の父」と称される。
加藤四郎 『ジェンナーの贈り物 天然痘から人類を守った人』菜根出版 1997年
273周慧茄 「日治時期蔓脅公學校理科教育之研究」 『台湾師範大学台湾史研究所碩士論
文』2012年
274牧茂市郎 愛媛県出身 明治45年農事試験所教育部兼昆虫部技手、大正7年台湾総
督府国語学校助教授、翌年墓北師範学校助教授、大正11年台南師範学校教諭を歴任。彼は
蛇の研究者としても知られていて琉球産蛇の分類法を考えた人物である。『台湾総督府職員
録系統』中央研究所 台湾史研究
高良鉄夫 「琉球産蛇類に関する新知見」『琉球大学農家政部学術報告』1957年275吐根草はブラジル原産の植物で、学名は 3ephaθ力bゎθ″θZrar力′で現地のトゥピ族の
言葉で「吐き気を催す草」という意味がある。特にエメチンはアメーバ赤痢に効果があり、
現地でも古くから根を乾燥させたものを民間薬として使つてきた。
httpi//i■.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%82%B3%E3%83%B3
276ペス ト防過については飯島渉の
研文出版 2000年が詳しい
277蔓北市教育會『公学校第四学年
吐根草 (アカネ科)
『ペストと近代中国―衛生の「制度化」と社会変容』
理科教授細日』新高堂書店 1936年 53頁
278註271と同書 70頁
279撓脚類 (かいあしるい)とはミジンコのような節足動物門科のプランクトンの事を指
す。
大塚攻・駒井智幸 「3.甲殻亜門」『節足動物の多様性と系統』 2008年
280植民地期の化学肥料需給について論じた論文に湊照宏の「第5章 植民地期及び戦後
復興期台湾における化学肥料受給の構造と展開」『東京大学社会科学研究所研究シリー ズ
No.17 20世紀の中国化学工業一永利化学・天原電化とその時代―』東京大学社会科学研
究書 2005年がある。
281『農事実行小団体ノ現況卜指導奨励計画』蔓湾線督府殖産局 1938年 また指導委員
180
会を組織している主な州は蔓北州と高雄州であり、衛生課長や理蕃課長が直接指導するな
どしている。
282部落振興会の国語講習所や國語塾について纏めた論文に陳虹彪の「日本統治下台湾にお
ける国語講習用国語教科書の研究一台湾教育會の『新国語教本』に着目して一」『東北大学
大学院教育学研究科研究年報』vol.54/No.2.2006年がある。
283鳳山郡民風作興会会長は平柳誠であり、事業内容は部落振興団体の連絡統制の強化並
指導の徹底を図るとともに高雄州及び高雄州農会の施設事業に順応し、国語普及奨励、鳳
梨増産奨励、堆肥奨励指導、園藝奨励など部落の向上を目指した組織である。
『民風作興会 (昭和十三年版)』 高雄公論社、1938年
284トラホームとは伝染性慢性結膜炎のことで、眼病の一種である。病原体はクラジミア
で、結膜の充血、肥厚、灰白色の顆状の形成を来し、慢性化すると角膜の混濁、視力障害
を引き起こし、重症の場合、視力の低下や失明する場合がある。日本では1919年にトラホ
ーム予防法が制定された。予防法には点眼薬 (目薬)の投薬などがある。
三井登 「1910年代の学齢児童のトラホームの状態と学校医の治療をめぐる問題」『北海道
大学大学院教育学研究科紀要』第83琥 2001～2006年
181
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図 1)集団検血作業
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図2)外部作業一竹林下枝の伐採と清掃作業
図3)簡易な防蚊装置を有している家屋
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地図 1日本統治時代の行政区分
出典 :森下薫 (1976)『マラリアの疫学と予防一台湾に於ける日本統治時代の記録と研究』
菊屋書房 10頁
図 1～3は同掲書 119,128,129頁より転写
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